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特 集 Ⅰ

地域別将来人口推計

特集によせて

小 池 司 朗

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が2013年3月に「日本の地域別将来推計人口

（平成25年3月推計）」（以下，「25年推計」）を公表して以降，地域人口の分野に関しては

激動ともいえる状況の変化があった．その発端となったのが，「25年推計」公表の翌2014

年に日本創成会議から公表された提言「ストップ少子化・地方元気戦略」（通称：増田レ

ポート）であった．

「ストップ少子化・地方元気戦略」のなかで示された地域別将来人口推計では，2040年

の20～39歳女性人口が2010年の半減以下となる，いわゆる「消滅可能性都市」が896にの

ぼるとされた．本提言は各方面において大反響を巻き起こすとともに，政府が地方創生を

重要施策として位置づける決定的な原動力となった．同年9月，地域の人口急減・超高齢

化の問題に政府が一体となって取り組むことを目的として内閣官房に「まち・ひと・しご

と創生本部」が設置され，同年12月には日本の人口動向に関して将来の目指すべき方向性

を提示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下，「長期ビジョン」），および

2015年から後5年間の目標や施策の基本的方向，具体的な施策をまとめた「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」（以下，「総合戦略」）が閣議決定された．これに付随して，地方自

治体では「長期ビジョン」・「総合戦略」の内容を勘案しつつ，当該地方公共団体におけ

る人口の現状と将来の展望を示す「地方人口ビジョン」，各地域における施策の基本的方

向，具体的な施策をまとめる「地方版総合戦略」を策定することが求められ，2015年度末

までに全都道府県および99.8％の市区町村で「地方人口ビジョン」・「地方版総合戦略」

が策定された（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 2016）．こうした一連の動き

と歩調を合わせるように，地域人口の変化および将来の動向に対して改めて高い関心が寄

せられるようになり，近年ではとくに「総合戦略」にも盛り込まれた東京圏一極集中是正

をめぐる議論が活発化してきた．

以上のような状況のなかで行われたのが，今回特集する社人研「日本の地域別将来推計

人口（平成30年推計）」（以下，「30年推計」）である．「30年推計」は2015年の総務省統計

局「国勢調査」による人口を基準として，2045年までの市区町村別人口（福島県は県全体

の人口）を5年ごと男女5歳階級別に推計したものであり，2018年3月に公表した．大き

な枠組みは「25年推計」と変わりないが，人口移動に関して「25年推計」以前では純移動
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により推計していたところ，「30年推計」では国勢調査の人口移動集計等を活用すること

によって，転出と転入に分けて推計を行うなど主に手法面で改良を加えた．地域別の将来

人口推計は，とくに人口移動統計の制約を受けやすいという難点があるが，近年，総務省

統計局「住民基本台帳人口移動報告」を中心として人口移動統計が概ね拡充される方向に

あるのは明るい材料である．地方創生はじめ各種地域計画の施策立案のための基礎資料等

として，地域別将来推計人口は引き続き重要視されると考えられ，各方面の需要や要請に

的確に応えられるように，今後も様々なデータを活用しながら推計手法のさらなる改良を

模索していく必要があろう．

以下に，本特集で掲載する4論文の概略を述べる．

前半の2論文（小池ほか論文，菅ほか論文）はワンセットといえるものである．これら

の論文では「30年推計」と整合的な将来の地域別動態数の推計を行っており，小池ほか論

文では出生数の推計を，菅ほか論文では死亡数の推計をそれぞれ試みている．上述の地方

自治体による「地方版総合戦略」では，自然増減に関する KPI（KeyPerformance

Index）が掲げられる例も多い．「30年推計」と整合的な動態数は，仮に今日の人口動態

が継続した場合の値とみなせることから，KPI設定のための指針を提供するものである

といえる．また，将来人口と同時に出生数・死亡数の推計が可能な手法の開発は，次回以

降の地域別将来人口推計における課題のひとつである．

鎌田ほか論文では，社人研が過去に行った地域別将来人口推計の結果を「国勢調査」に

よる実績値と比較し，推計精度について多角的な検証を行っている．本稿では，社人研に

よる地域別将来人口推計の精度は向上する傾向にあるものの，その主たる要因はモビリティ

の高い若年層人口の減少とモビリティの低い高齢者人口の増加であること，推計誤差を市

区町村別にみると明確な空間的自己相関が存在すること，などが明らかにされている．近

年における外国人人口の急増は地域別将来人口推計にとって新たな難題となる可能性が高

く，とくに地域別人口移動の傾向を将来にいかに投影するのが望ましいかについて，推計

精度の面から検証を続けていくことは重要な課題である．

大泉論文では，移動を考慮した一般化レスリー行列の導入により，出生・死亡・移動が

人口減少に与える影響を感度解析によって考察する数理モデルの構築が論じられている．

本稿中に記されているとおり，レスリー行列は出生と死亡の過程のみで構成されるが，地

域別の人口変化はこれに人口移動が加わり，しかも一般には人口移動の影響が最も大きい

ことに留意が必要である．今後，より詳細な実証分析が望まれるが，地域人口分析に感度

解析が取り入れられた研究は過去にも例が非常に少ないと思われ，地域間の出生と移動の

差異が人口減少に与える影響をこれまでとは異なる視点から分析することによって，新た

な知見の導出が期待される．

なお「30年推計」の詳細については，本推計の報告書（国立社会保障・人口問題研究所

2018）を参照されたい．
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（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/chihouban/sakuteijoukyou.160419.pdf：2020年 1月28
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計

日本の地域別将来推計人口からみた将来の出生数

小池司朗・菅桂太・鎌田健司・岩澤美帆・

石井太＊・山内昌和＊＊

Ⅰ．はじめに

地域別の出生数の推移は，人口移動と同様，各地域における人口減少が進展するにつれ

て大きな関心が持たれるようになってきた．全国的には，母親世代人口の減少や出生率の

低迷により出生数の減少傾向が続いているが，地域別にみれば人口移動傾向や人口構造の

違い等も絡み，出生数の変化のパターンは多様である．近年では地方創生の動きに伴い，

地方版総合戦略のなかで出生数をKPI（KeyPerformanceIndicator）のひとつとして掲

げる自治体も多く，将来の出生数は今後の保健福祉政策の方向性を決めるうえでも重要な

要素となっている．

国立社会保障・人口問題研究所が2018年3月に公表した「日本の地域別将来推計人口

（平成30年推計）」（以下，「地域推計」）では，出生・死亡・人口移動についてそれぞれ将

来仮定を設定することによって将来人口を求めるコーホート要因法により推計が行われて

いる（国立社会保障・人口問題研究所 2018）．ただし出生仮定に関しては，出生率の代替

―4―

各地域における人口減少が進展するにつれて，人口移動と並んで出生数や死亡数の動向にも大き

な関心が持たれるようになってきている．本稿では「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」

（以下，「地域推計」）の結果を利用し，これと整合的な将来の地域別出生数の推計を試みた．出生

数の推計は，「地域推計」による0～4歳人口をもとに，出生→0～4歳の将来の生残率と純移動

率を用いて逆算することにより行った．将来の純移動率は，「地域推計」における0～4歳→5～

9歳以上の人口移動仮定と同様の考え方を適用することにより設定した．推計結果を市区町村別に

みると，2040→2045年の出生数が2010→2015年の出生数の半数未満となる市区町村が半分近くに達

し，とくに人口規模の小さい町村における出生数の減少が顕著であった．「地域推計」の結果は，

地方自治体をはじめ民間のシンクタンクや研究者などによって各種の地域計画や地域分析等の基礎

資料として利用されており，これと整合的な出生数は，各地域における今後の保育需要の見通し，

子育て支援サービスの提供体制や，地域医療構想における周産期医療体制を構築するための基礎デー

タとしての活用等が期待される．

【キーワード】地域別将来推計人口，将来の地域別出生数，地方自治体

*慶應義塾大学経済学部

**早稲田大学教育・総合科学学術院



指標で出生→0～4歳の死亡と人口移動の影響も含まれる子ども女性比１）を用いているた

め，出生数は算出されていない．出生仮定に子ども女性比を用いている主な理由として，

人口規模が小さい町村においては年齢別出生率が不安定となることに加え，仮定値の種類

によって推計精度には大きな差がないことが挙げられる（山内 2014）．しかし上述のよう

な動向を踏まえれば，各地域が将来の出生の動向を見通すための資料として，出生数の将

来推計を行うことの意義は大きいと思われる．

そこで本稿では「地域推計」の結果を利用し，これと整合的な将来の出生数の推計を試

みることとする．推計結果は，概して直近の人口動態が今後も継続した場合の出生数と解

釈でき，実際の出生数と比較することによって政策効果等を検証できる可能性がある．ま

た，本号に掲載されている菅ほか「日本の地域別将来推計人口からみた将来の死亡数」と

併せれば，将来の地域別自然増減および社会増減も推計されることになる．推計結果の利

用用途は様々に考えられよう．

Ⅱ．推計方法

1． 推計の枠組み

出生数推計の地域単位は，「地域推計」と同様，1,799地域（福島県および福島県以外の

1,798市区町村）である．推計期間は，「地域推計」に合わせて2015→2020年から2040→

2045年までの各国勢調査間（6期間：t-5年10月1日～t年9月30日，t＝2020，2025，…，

2045）とした．また出生数は厚生労働省「人口動態調査」の定義と同じ日本人，および外

国人を含む総数の双方について推計した．推計手法は日本人の出生数と外国人を含む出生

数との間で同様であり，違いは後述の出生→0～4歳の純移動率算出において必要となる

出生数および出生→0～4歳の死亡数を日本人の値とするか外国人を含む値とするかのみ

である．本号の菅ほか「日本の地域別将来推計人口からみた将来の死亡数」では外国人を

含む死亡数が推計されていることから，推計手法と推計結果は外国人を含む出生数につい

て中心に説明し，日本人の出生数との差から求められる外国人出生割合については「4.

推計結果」のなかで少々触れることとする．なお，日本人の出生数に関する推計結果の概

要は，小池ほか（2019）を参照されたい．

2． 推計のフロー

出生数推計のフローを図1に示す．本図のとおり，推計は「（1） 男女別出生→0～4

歳純移動率（数）の時系列データ整備」，「（2） 男女別出生→0～4歳純移動率仮定値の

設定」，「（3） 男女別出生数（補正前）の算出」，「（4）「全国推計」と整合させるための

出生数補正」の4段階で行う．以下，それぞれについて説明する．
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1）0～4歳人口を分子，15～49歳女性人口を分母とした指標．分母は，出生率の高い年齢階級に合わせて20～

39歳などとすることもある．



� 男女別出生→0～4歳純移動率（数）の時系列データ整備

本推計では，出生数を「地域推計」の0～4歳人口から逆算することを考える．「地域

推計」では5年ごとに男女別0～4歳人口が推計されているため，将来の出生→0～4歳

の生残率と純移動率が仮定されれば，出生数が推計できることになる．生残率については

「地域推計」の0～4歳→5～9歳以上の仮定値と整合的な出生→0～4歳の将来値が既

に算出されているため２），これを利用できるが，人口移動仮定の設定についてはもともと

0～4歳→5～9歳以上が対象となっているため，将来の純移動率は算出されていない．

したがって，将来の純移動率仮定値設定のために，過去の統計から各地域における出生→

0～4歳の純移動率を求める必要がある．「地域推計」の人口移動仮定設定においては

1995→2000年から2010→2015年の4期間の移動傾向を用いていることから，出生→0～4

歳の純移動率についても同じ4期間の値を用いて求めることとした．t-5→t年の地域i，

性jの出生→0～4歳純移動率（m・t・i,j,0）の算出式は，下記のとおりである．

m・t・i,j,0・
P・t・i,j,0・・B・t・i,j・ D・t・i,j・

B・t・i,j

ここで，P・t・i,j,0：t年の地域i，性jの0～4歳人口（外国人含む），B・t・i,j：t-5→t

年の地域i，性jの出生数（外国人を含む），D・t・i,j：t-5→t年の地域i，性jの出生→0

～4歳死亡数（外国人を含む），である．なお，B・t・i,jと D・t・i,jは「人口動態調査」個

票より集計を行った．分子は出生→0～4歳において推定される純移動数となる．
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図１ 出生数推計のフロー

2）「地域推計」では子ども女性比により0～4歳人口の推計を行っているため，出生→0～4歳の生残率仮定

値は推計には用いていないが，55～59歳→60～64歳以下の生残率仮定値と同様の手法により算出した出生→0

～4歳の生残率が存在する．生残率仮定値設定の詳細については，国立社会保障・人口問題研究所（2018）を

参照されたい．



� 男女別出生→0～4歳純移動率仮定値の設定

続いて，（1）で作成された時系列データをもとに，将来の男女別出生→0～4歳純移動

率仮定値を設定する．仮定値の設定方法は様々考えられるが，本推計では「地域推計」と

の整合性を重視し，「地域推計」の人口移動仮定設定の分類にしたがって算出した純移動

率を仮定値とした．

「地域推計」における人口移動仮定設定の詳細については，国立社会保障・人口問題研

究所（2018）を参照されたいが，概ね表1の「仮定値大分類」・「主な該当地域」に記し

た分類に基づき，「長期的な移動率（転出率，配分率）設定に用いた期間」を定めている．

出生→0～4歳の純移動率仮定値についても，原則として「地域推計」における各大分類

の長期的な移動率仮定設定に採用した期間と同じ期間の純移動率を適用し，これを推計期

間中一定とした（表1の「出生→0～4歳の純移動率設定の期間」）．ただし大分類Aに

ついて，「地域推計」では国勢調査における人口移動集計の有無により1995→2000年，

2005→2010年，2010→2015年の3期間通算の人口移動傾向を適用していたが，出生数の推

計ではこれに2000→2005年を加え4期間を通算した純移動率を適用することとした（以下，

これを大分類Aに準じた仮定とする）．

また「地域推計」では，例外仮定に属する表1の大分類A～E以外に特別な例外仮定

を適用した地域が12あるが，これらのうち熊本県益城町以外については，基本仮定または

大分類Aに準じた仮定に振り分けた（表2）３）．2016年に発生した熊本地震の影響が大き

かった熊本県益城町においては，2015→2020年に限り，2010→2015年の出生→0～4歳の

純移動率に2015→2020年と2010→2015年の0～4歳→5～9歳の変化率の差の1/2を加え

た値を適用し，2020→2025年以降は2005→2010年の純移動率を適用した．なお，各仮定を

適用した地域数を表1の「該当地域数」に示した．
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3）「地域推計」における人口移動仮定設定において，大分類Aに含まれるべきであったものの「平成の大合併」

により1995～2000年の人口移動集計が利用できないため大分類Cに含めた群馬県神流町，愛知県豊根村，福

岡県東峰村の3町村については，大分類Aに準じた仮定を適用した．



� 男女別出生数（補正前）の算出

（2）により男女別出生→0～4歳の純移動率仮定値が定まれば，同年齢階級の生残率と

併せて男女別出生数の推計が可能となる．t-5→t年の地域i，性jの出生数をB
・
・t・i,jと

すると，推計式は下記のとおりである．
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表２ 「地域推計」において特殊な例外仮定を

適用した地域の出生→０～４歳の仮定分類

コード 都道府県 市町村
仮定値
大分類

1470 北海道 音威子府村 Ａ

15586 新潟県 粟島浦村 Ａ

32525 島根県 海士町 Ａ

34431 広島県 大崎上島町 0

38356 愛媛県 上島町 0

39364 高知県 大川村 Ａ

40230 福岡県 糸島市 0

43443 熊本県 益城町 ※

46303 鹿児島県 三島村 Ａ

46304 鹿児島県 十島村 Ａ

47358 沖縄県 北大東村 Ａ

47382 沖縄県 与那国町 Ａ

注1 仮定値大分類の符号は表1を参照．
注2 熊本県益城町の仮定については本文を参照．

表１ 「地域推計」における人口移動に関する仮定値設定と出生→０～４歳の純移動率設定

符号
仮定値
大分類

主な該当地域
長期的な移動率（転出率，
配分率）設定に用いた期間

出生→0～4歳の純
移動率設定の期間

該当
地域数

0 基本仮定
2010～2015年において大きな人
口増減率の変化なし

2010～2015年 同左 1,532

Ａ

例外
仮定

小規模町村
1995～2000年，2005～2010
年，2010～2015年の3期間
通算

1995～2000年，2000
～2005年， 2005～
2010年，2010～2015
年の4期間通算

126

Ｂ
東日本大震災により大きな被害
を受けた地域

2000～2005年，2005～2010
年の2期間通算

同左 9

Ｃ

2005～2010年で人口増減率が大
きく変化し，2010～2015年で人
口増減率が逆方向に大きく変化
した地域

2005～2010年，2010～2015
年の2期間通算

同左 52

Ｄ

2005～2010年から2010～2015年
にかけて人口増減率が大きく変
化し，2005～2010年の動きが特
異と考えられる場合

2000～2005年，2010～2015
年の2期間通算

同左 23

Ｅ

2005～2010年から2010～2015年
にかけて人口増減率が大きく変
化し，2010～2015年の動きが特
異と考えられる場合

2005～2010年 同左 56



B
・
・t・i,j・

P・t・i,j,0

s・t・i,j,0・ mai,j,0

ここで，P・t・i,j,0：「地域推計」による地域i，性j，t年の0～4歳人口，s・t・i,j,0：t-5→

t年の地域i，性jの出生→0～4歳生残率，mai,j,0：（2）で設定した地域i，性jの出生→

0～4歳の純移動率仮定値，である．

� 「全国推計」と整合させるための出生数補正

「地域推計」による地域別男女年齢別推計人口の合計は，「日本の将来推計人口（平成

29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）（以下，「全国推計」）の推計結果と合致している

ことから，地域別出生数の合計も「全国推計」の出生数と合致させるのが合理的である．

様々な補正方法が考えられるが，後述の検討結果も踏まえ，本推計では単純な一律補正を

採用した．すなわち，補正後のt-5→t年の地域iの出生数をBC・t・i,・とすれば，

BC・t・i,・・
B・t・・

・iB
・
・t・i,・

・ B
・
・t・i,・ ・・・①

ただし，

B
・
・t・i,・・ B

・
・t・i,m・ B

・
・t・i,f

m：男，f：女

である．ここで，B・t・・は「全国推計」によるt-5→t年の出生数である．①式の右辺第

1項が一律補正の補正係数に相当する．

なお，BC・t・i,・は小数点以下が含まれた形で算出されるが，これを整数化した値を最終

的な出生数とした．整数化は，小数点以下をいったんすべて切り捨てた後，小数点以下の

値が大きい順に1を加える方法により行った．

Ⅲ．一律補正の妥当性の検討

「全国推計」による国勢調査間出生数との整合性を考えれば，補正係数の値は1に近い

ことが望ましいが，表3に示したとおり実際には0.96程度となっており，補正前に算出さ

れた出生数を約4％程度圧縮していることになる．4％の補正はかなり大きく，その妥当

性について検討する余地がある．
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表３ 一律補正に伴う補正係数

15→20年 20→25年 25→30年 30→35年 35→40年 40→45年

補正係数 0.963 0.963 0.962 0.962 0.961 0.961



補正係数が1から乖離するのは，t-5→t年国勢調査間出生数とt年0～4歳人口（い

ずれも外国人含む，以下同様）の比に起因している．t-5→t年国勢調査間出生数とt年

0～4歳人口の比の推移をみると（図2），2000年から2015年にかけて一貫して低下した

後，推計期間に入る2020年で大幅に上昇し，以降は1.0に近い水準で推移する．2000～

2015年にかけて，出生→0～4歳の生残率は上昇しており，当該年齢に関しては国際人口

移動の状況にも大きな変化がないことから，比の低下の明確な要因が見当たらないが，一

因として国勢調査における年齢不詳人口の増加の影響が考えられる．図2の比の算出には，

いずれも年齢不詳人口を按分した0～4歳人口４）を用いているが，仮に実際の年齢不詳人

口に占める0～4歳人口の割合が0～4歳人口に按分されている割合よりも高ければ，年

齢不詳人口の増加とともに出生数と0～4歳人口の比は低下することになるだろう．2020

年以降は「全国推計」の結果から算出される比であるが，t-5→t年の出生数に概ね直近

の死亡と国際人口移動の状況を加味して0～4歳人口が算出されていることから，人口動

態の観点からは2015年と2020年との間に比の断絶が生じる要素は見出せず，国勢調査の0

～4歳人口が実際の0～4歳人口よりも過小となっている可能性が指摘できよう．

ちなみに，2010→2015年の出生数と2015年の0～4歳人口の比を都道府県別にみると表

4のとおりとなり，最高の奈良県（0.989）から最低の福島県（0.931）まで地域差が存在

するが，いずれも1を下回る．奈良県では，子育て期に相当する出生→0～4歳の純移動

率が高いため比も高くなっていると考えられる．一方福島県では，東日本大震災に伴う東
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図２ t-5→t年出生数（含外国人）とt年０～４歳人口（含外国人）の比の推移

4）2000年と2005年は年齢別人口規模に応じて不詳人口を比例配分した値，2010年と2015年は総務省統計局から

公表されている年齢不詳按分済みの値．



京電力福島第一原子力発電所の事故に起因する避難移動により実際には県外に在住してい

るものの住民票上は福島県在住となっている人から出生した場合，出生→0～4歳の移動

が無くとも出生地は福島県で0～4歳時は他県在住となるために，比が低くなっていると

いう特殊な事情が考えられる．

t-5→t年出生数に対するt年0～4歳人口の比が低下する結果として，直近になるほ

ど出生→0～4歳の純移動率は全体として低めに算出されることになる．仮に上述のよう

な年齢不詳人口の影響があるとすれば，年齢不詳人口割合の高い地域ほど純移動率が実際

よりも低く算出されていることから，地域別出生数の推計に歪みをもたらしている可能性

がある．表1のとおり，大半の地域において直近の2010→2015年の純移動率を将来の仮定

値として適用しており，「地域推計」による将来のt年0～4歳人口から純移動率仮定値

を用いて逆算されるt-5→t年の補正前出生数の全地域合計は，「全国推計」によるt年0

～4歳人口を上回ることになる．図2に示したように「全国推計」ではt-5→t年の出生
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表４ 都道府県別，2010→2015年出生数（含外国人）と2015年０～４歳人口（含外国人）

2010→15年
出生数

（含外国人）
①

2015年
0～4歳人口
（含外国人）

②

②／①

2010→15年
出生数

（含外国人）
①

2015年
0～4歳人口
（含外国人）

②

②／①

全国 5,212,885 5,006,217 0.960 三重県 74,255 71,224 0.959

北海道 191,401 186,275 0.973 滋賀県 66,033 64,307 0.974

青森県 45,524 43,119 0.947 京都府 101,733 97,803 0.961

岩手県 45,712 44,512 0.974 大阪府 365,815 344,089 0.941

宮城県 92,460 89,776 0.971 兵庫県 231,451 219,268 0.947

秋田県 31,472 30,223 0.960 奈良県 51,102 50,548 0.989

山形県 41,059 40,259 0.981 和歌山県 36,387 35,087 0.964

福島県 72,733 67,729 0.931 鳥取県 23,749 23,026 0.970

茨城県 114,231 109,650 0.960 島根県 27,815 27,081 0.974

栃木県 79,572 77,077 0.969 岡山県 81,372 77,854 0.957

群馬県 76,587 74,222 0.969 広島県 124,315 120,350 0.968

埼玉県 290,381 284,873 0.981 山口県 54,101 52,189 0.965

千葉県 246,345 236,498 0.960 徳島県 28,619 26,787 0.936

東京都 558,266 526,693 0.943 香川県 40,390 37,754 0.935

神奈川県 379,867 366,415 0.965 愛媛県 54,369 51,958 0.956

新潟県 85,893 83,877 0.977 高知県 26,044 25,174 0.967

富山県 39,197 38,182 0.974 福岡県 230,637 221,265 0.959

石川県 47,100 45,871 0.974 佐賀県 36,865 35,971 0.976

福井県 32,856 31,434 0.957 長崎県 58,060 55,567 0.957

山梨県 31,544 30,383 0.963 熊本県 79,636 77,395 0.972

長野県 82,740 80,325 0.971 大分県 47,980 45,977 0.958

岐阜県 82,162 80,308 0.977 宮崎県 48,984 47,312 0.966

静岡県 153,295 147,388 0.961 鹿児島県 73,513 70,651 0.961

愛知県 344,182 329,710 0.958 沖縄県 85,081 82,781 0.973

資料：厚生労働省「人口動態調査」，総務省統計局「国勢調査」



数とt年0～4歳人口はほぼ同じ水準であることから，補正前出生数の全地域合計を「全

国推計」によるt-5→t年の出生数と合致させるためには，0.96程度の補正係数により出

生数を圧縮することが必要となる．

国勢調査の年齢不詳人口が多い地域で0～4歳人口が実際の0～4歳人口よりも過小に

なっていると仮定すると，当該地域では出生→0～4歳の純移動率は実際よりも低く算出

されることになり，将来の出生→0～4歳の純移動率仮定値も低く設定される．一方，

「地域推計」では原則として2015年の子ども女性比の全国値との相対的較差により0～4

歳人口を推計しているため，0～4歳人口が過小であれば子ども女性比の仮定値も過小と

なり，結果として0～4歳の将来人口も国勢調査と同様に過小となる．しかし，過小となっ

ている0～4歳人口から実際よりも低く算出される純移動率を用いて逆算される出生数は

過小とはならない．つまり，年齢不詳人口の多寡は，直接的には出生数の推計に影響を及

ぼさないことになる．

仮に国勢調査の0～4歳人口が実際の0～4歳人口よりも過小になっているとした場合，

全国に共通する要因も考えられる．国勢調査は10月1日現在の人口であるが，たとえば平

成27年国勢調査では9月10日～20日の期間に先行的にインターネット回答が行われたため，

回答後10月1日までに出生した人は厚生労働省「人口動態調査」には登録され，その人が

10月1日まで生存していれば当然10月1日の人口に加えられるはずであるが，国勢調査人

口にはカウントされないため，少なくとも0歳人口に関しては国勢調査人口が実際の人口

を下回る要因となり得る．他の要因も影響している可能性はあるが，出生数の推計に地域

間の歪みをもたらす要因は特定できないことから，全国共通の要因により国勢調査の0～

4歳人口が実績値と比較して過小であるゆえにt-5→t年の出生数が過大になっていると

すれば，一律補正は妥当な補正手法といえよう．

Ⅳ．推計結果

以下ではまず，将来の出生数（外国人を含む）の推計結果について都道府県別と市区町

村別に概観し，続いて，別途推計された出生数（日本人）の推計結果から外国人出生割合

について若干触れる．なお，出生数（外国人を含む）と出生数（日本人）の推計結果の詳

細は，紙幅の都合上Web上に掲載している５）ので，併せて参照されたい．

1． 都道府県別と市区町村別の推計結果

2010→2015年の実績の出生数を100とした場合の2040→2045年の出生数の指数を都道府

県別に示したのが図3である．全国の指数は69.0であるが，都道府県別にみると東京都の

85.3から秋田県の40.4まで大きな地域差がある．将来の出生率の低迷の見通しと親世代人

口の減少を受けて，全都道府県において出生数は減少するが，地域別には人口構造と人口
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5）http://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/sakuin/jinko/312.html



移動の影響が大きく，出生率よりも親世代の人口の変化によって出生数の変化が大きく規

定されることになる．全国・秋田県・東京都における指数の変化を5年ごとに示したのが

図4である．秋田県では各期間概ね一定の割合で出生数が減少していく一方で，東京都で

は親世代の年齢構造の影響等により期間によって減少率にやや違いがみられる．
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図３ 2040→2045年の出生数指数（都道府県別，2010→2015年出生数＝100とした場合）

図４ 全国・秋田県・東京都における出生数指数の推移（2010→2015年出生数＝100）



同様に，2010→2015年の実績の出生数を100とした場合の2040→2045年の出生数の指数

を市区町村別（福島県を除く）に示したのが図5である．また，指数の階級別市区町村数

分布を図6，指数の上位と下位の市区町村それぞれ20位までを表5にそれぞれ示した．当

然ながら，都道府県でみる以上に地域差は広がるが，5年間でみて2040→2045年の指数が

100を上回る，つまり30年後に出生数が増加するのは図6に示したとおり12市区町村のみ

である．一方，2040→2045年の出生数指数が50未満，すなわち2040→2045年の出生数が

2010→2015年の出生数の半数未満となる市区町村数は830と全市区町村の半分近くに達し，

とくに人口規模の小さい町村における出生数の減少が顕著となる．表5から明らかなよう

に，出生数の指数が上位の市区町村は，出生数の少ない島嶼部を除き，その大半が大都市

の都心部もしくは郊外のベッドタウンに属する一方で，下位の市区町村はほぼすべてが過

疎地域に属する．
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図５ 2040→2045年の出生数指数（福島県除く市区町村別，

2010→2015年出生数＝100とした場合）



2． 外国人出生割合の変化

出生数（外国人を含む）と出生数（日本人）の差を外国人出生数とし，都道府県別の

2010→2015年（実績）および2040→2045年（推計）の外国人出生数，および外国人出生数
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表５ 2040→2045年出生数指数の上位と下位の20市区町村

上位 下位

順位 地域
10→15年
出生数

40→45年
出生数

指数 順位 地域
10→15年
出生数

40→45年
出生数

指数

1 東京都青ケ島村 2 4 200.0 1 京都府笠置町 24 2 8.3

2 三重県朝日町 629 744 118.3 2 北海道歌志内市 55 6 10.9

3 新潟県粟島浦村 6 7 116.7 3 群馬県南牧村 18 2 11.1

4 東京都港区 13,991 15,251 109.0 4 青森県外ヶ浜町 107 13 12.1

5 東京都中央区 8,342 9,015 108.1 5 和歌山県高野町 102 13 12.7

6 東京都千代田区 2,506 2,689 107.3 6 三重県南伊勢町 235 30 12.8

7 沖縄県中城村 1,091 1,161 106.4 7 北海道中川町 77 10 13.0

8 沖縄県宜野座村 396 407 102.8 8 奈良県吉野町 141 19 13.5

9 熊本県合志市 3,247 3,317 102.2 9 北海道木古内町 87 12 13.8

10 福岡県粕屋町 3,542 3,616 102.1 10 青森県今別町 28 4 14.3

11 熊本県大津町 2,053 2,070 100.8 10 奈良県黒滝村 14 2 14.3

12 愛知県長久手市 3,436 3,440 100.1 10 大分県姫島村 56 8 14.3

13 熊本県菊陽町 2,590 2,589 100.0 13 青森県深浦町 160 23 14.4

14 埼玉県戸田市 7,568 7,548 99.7 14 北海道松前町 132 19 14.4

15 東京都江東区 23,330 23,268 99.7 15 大阪府能勢町 203 30 14.8

16 千葉県流山市 8,520 8,429 98.9 16 群馬県下仁田町 113 17 15.0

17 愛知県常滑市 2,610 2,564 98.2 17 北海道沼田町 85 13 15.3

18 東京都品川区 17,443 17,128 98.2 18 北海道福島町 90 14 15.6

19 東京都荒川区 9,204 8,987 97.6 19 秋田県八峰町 127 20 15.7

20 沖縄県南風原町 2,694 2,581 95.8 20 奈良県曽爾村 38 6 15.8

注：政令市を1市とした1,682市区町村でみた場合．10→15年出生数は厚生労働省「人口動態調査」による．

図６ 2040→2045年出生数指数の市区町村数分布



の出生数総数に占める外国人出生数の割合を表6に示した．推計によれば，外国人出生数

は2010→2015年から2040→2045年にかけてすべての都道府県で増加する．またこの間，日

本人出生数の減少が著しいため，出生数総数に占める外国人出生数の割合は各都道府県で

大幅に増加する．出生数総数に占める外国人出生数の割合は，2010→2015年では全国で

1.28％，最大2.69％（群馬県），最小0.11％（秋田県）であるが，2040→2045年では全国で

3.03％，最大4.42％（群馬県），最小1.80％（宮崎県）へと推移する．

今回の推計では，外国人出生率を地域ごとに変化させるような仮定は置いていないため，

基本的には2010→2015年の地域別の外国人出生割合の相対的な分布が維持される形で，全

国の外国人出生数の増加と地域別の0～4歳人口の変化に応じて地域別外国人出生数およ

び割合も変化していくことになる．しかし，中川ほか（2018）で報告されているように，

実際には外国人の地域別出生率の変化パターンは多様であり，全国の外国人出生率と一律
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表６ 都道府県別，外国人の出生数と出生数総数に占める割合

（2010→2015年，2040→2045年）

2010→2015年 2040→2045年 2010→2015年 2040→2045年

外国人
出生数
（人）

出生数総
数に占め
る割合
（％）

外国人
出生数
（人）

出生数総
数に占め
る割合
（％）

外国人
出生数
（人）

出生数総
数に占め
る割合
（％）

外国人
出生数
（人）

出生数総
数に占め
る割合
（％）

全国 66,613 1.28108,871 3.03 三重県 1,872 2.52 1,999 4.14

北海道 547 0.29 2,148 1.99 滋賀県 904 1.37 1,432 2.92

青森県 71 0.16 362 1.83 京都府 1,068 1.05 1,856 2.74

岩手県 73 0.16 437 1.85 大阪府 4,769 1.30 7,428 2.96

宮城県 362 0.39 1,083 2.08 兵庫県 2,385 1.03 4,175 2.77

秋田県 35 0.11 229 1.80 奈良県 235 0.46 635 2.10

山形県 82 0.20 401 1.87 和歌山県 98 0.27 430 1.97

福島県 142 0.20 657 1.86 鳥取県 86 0.36 322 2.02

茨城県 1,674 1.47 2,101 3.08 島根県 109 0.39 375 2.06

栃木県 1,036 1.30 1,489 2.93 岡山県 474 0.58 1,348 2.26

群馬県 2,061 2.69 2,123 4.42 広島県 1,174 0.94 2,412 2.64

埼玉県 5,160 1.78 7,519 3.49 山口県 409 0.76 783 2.34

千葉県 3,796 1.54 5,674 3.17 徳島県 93 0.32 332 2.01

東京都 12,037 2.16 18,609 3.91 香川県 243 0.60 625 2.29

神奈川県 6,274 1.65 9,542 3.31 愛媛県 176 0.32 619 2.00

新潟県 341 0.40 1,042 2.07 高知県 53 0.20 273 1.88

富山県 480 1.22 716 2.92 福岡県 1,672 0.72 4,170 2.41

石川県 313 0.66 766 2.35 佐賀県 98 0.27 479 1.93

福井県 273 0.83 521 2.44 長崎県 394 0.68 801 2.45

山梨県 444 1.41 583 3.23 熊本県 233 0.29 1,182 2.11

長野県 893 1.08 1,391 2.74 大分県 179 0.37 636 2.06

岐阜県 1,678 2.04 1,966 3.84 宮崎県 68 0.14 535 1.80

静岡県 3,253 2.12 3,846 3.86 鹿児島県 106 0.14 769 1.80

愛知県 8,299 2.41 10,602 4.03 沖縄県 391 0.46 1,448 2.10



に連動する形での出生仮定は妥当ではない可能性もある．仮に次回以降の地域別将来人口

推計において，日本人と外国人を分けた推計を行うことになるとすれば，とくに外国人に

関する地域別の移動と出生の仮定設定のあり方が重要な検討事項となるだろう．

Ⅴ．おわりに

本稿では，「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」の推計結果と整合的な出生数

の推計を試みた．「地域推計」の結果は，地方自治体をはじめ民間のシンクタンクや研究

者などによって各種の地域計画や地域分析等の基礎資料として利用されており，これと整

合的な出生数は，各地域における今後の保育需要の見通し，子育て支援サービスの提供体

制や，地域医療構想における周産期医療体制を構築するための基礎データとしての活用等

が期待される．

一方，地域別将来人口推計において出生仮定に用いる指標については再検討の余地があ

る．子ども女性比を用いた推計は，簡便かつ推計精度も他の指標を用いた場合と比較して

劣らないという利点があるが，出生数は推計されない．また15～49歳女性人口のなかの年

齢分布の情報が捨象されることによる全体的な推計精度への影響は軽微であるものの，個

別の地域にとっては問題となる可能性もある．地域別の出生数が推計可能かつ現実的な手

法としては，たとえば，仮に全国の年齢別出生率にしたがった場合の出生数と各地域の実

際出生数との比（標準化出生比）を出生指標として用いる方法などが考えられる．ただし，

このような手法を適用するには，過去データを用いた推計精度の検証や出生→0～4歳の

人口移動傾向の精査が不可欠である．出生仮定に用いる指標については，人口移動仮定の

設定手法と併せて，次回の地域別将来人口推計に向けた主な課題としたい．
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MunicipalBirthProjectionsConsistentwithIPSS(2018)
RegionalPopulationProjectionsforJapan2015-2045

KOIKEShiro,SUGAKeita,KAMATAKenji,IWASAWAMiho,

ISHIIFutoshiandYAMAUCHIMasakazu

Aspopulationdeclineproceedsineachregion,thereisincreasinginterestinbirthanddeath

ratetrendsaswellasmigration.Inthisstudy,weutilizedtheIPSS(2018)regionalpopulation

projections("RPJ(2018)"hereafter)andprojectedthefuturenumberofbirthsbyregion,consistent

withtheRPJ(2018).Theprojectednumberofbirthswasderivedbyfuturepopulationoftheage

group0-4fromtheRPJ(2018),andcalculatedbyusingfuturesurvivalrateandnetmigrationrate

fromthenumberofbirthstothepopulationaged0-4.Futurenetmigrationwassetbyapplyingthe

sameideaastheRPJ(2018)migrationassumptionsamongtheagegroups0-4and5-9.Asaresult,

thenumberofmunicipalitieswherethenumberofbirthsfrom2040to2045areestimatedtobeless

thanhalfofthosefrom2010to2015reachednearlyhalf,andthenumberofbirthswilldecline

particularlyinsmall-scaletownsandvillages.TheRPJ(2018)arewidelyusedbylocal

governments,privatethinktanks,andresearchersasbasicdataforvariousregionalplansand

regionalanalysis.Futurebirthratesbyregion,consistentwiththeRPJ(2018),areexpectedtobe

usedasbasicdataforpredictingfuturechildcaredemandineachregion,andforplanningrelated

toprovisionofchildcaresupportservicesandperinatalmedicalsystemattheregionallevel.

【KeyWords】Regionalpopulationprojections,Futurenumberofbirthsbyregion,Local

governments
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計

日本の地域別将来推計人口からみた将来の死亡数

菅桂太・小池司朗・鎌田健司・石井太・山内昌和

１．はじめに

「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所（2018），

以下，「地域推計」）における生残率仮定値を用いて，「地域推計」と整合的な将来の死亡

数を推計することを目的とする．戦後わが国の死亡数は1947年の114万人（14.7‰）から

1970年代に年間70万人未満（6.0‰）に減少したが，その後は人口高齢化と相まって長期

的な上昇傾向にあり2003年に年間100万人（8.0‰）を超え，2018年（人口動態統計（平成

30年）年間推計）は137万人（11.0‰）に増加している（括弧内は粗死亡率）．「日本の将

来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位推計結果）（国立社会保障・人口問題

研究所（2017），以下，「全国推計」）によれば，わが国における死亡数は2043年の年間167

万人（15.4‰）まで増加した後，人口減少のなかで緩やかに減少していくことが見通され

ている．一方，粗死亡率はその後も上昇を続け，2065年は17.7‰に達する．今後の死亡数

の動向への関心は高い．さらに，死亡水準には一定の地域差があることが知られている

（菅 2016，2018）．「地域推計」では2045年までの市区町村別男女・年齢5歳階級別人口を

公表しており，地域総合計画など幅広い領域に活用されてきた（西岡・山内・小池 2007）．
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「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所（2018），以下，

「地域推計」）における生残率仮定値を用いて，「地域推計」と整合的な将来の死亡数を推計する．

団塊世代が85歳以上になる2035年以後には，このような超高齢人口における高齢化の度合いが将来

の死亡の地域差に及ぼす影響も拡大するものと見込まれる．そこで，将来の男女・市区町村別90歳

以上人口を年齢別（90～94歳，…，100歳以上）に推計し，細分化した年齢階級による死亡数の推

計も試みた．その上で，2010～2015年から2040～2045年の死亡数を用い，都道府県別及び市区町村

別に将来の死亡数の動向を概説した．

分析の結果，90歳以上人口を細分化して将来の死亡数を推計することで超高齢人口の地域分布の

見通しを精確に反映させることができるようになるものの，推計対象自治体の半数において，85歳

以上人口を一括して計算した場合の市町村別総死亡数からの差率は5％以内であった．また，今後

多くの市区町村で人口減少とともに死亡数も減少することや，2015年の高齢人口割合が高い自治体

に死亡数のピーク年次が早い自治体が多いこと，そして，死亡数のピーク年次が早い自治体に死亡

数の今後の減少が大きな自治体が多いことなどを示した．

キーワード：地域別将来人口，高齢化，人口減少，将来の死亡数，死亡の地域差



しかしながら，地域別の出生数・死亡数についての将来見通しは，これまで明示的には示

されてこなかった．本号に掲載されている小池他「日本の地域別将来推計人口からみた将

来の出生数」と合わせて用いることで，今後の自然増減と社会増減の地域構造をみること

ができる．今回の地域別出生・死亡の将来推計の試行によって地域人口構造について理解

を深め，地域人口の将来見通しの質的な向上につながることが期待される．

死亡は年齢に強く依存するため，その水準は人口の年齢構造の影響を受ける．2015年現

在の85歳以上人口割合は全国で3.89％という水準にあり，その地域格差は都道府県別レン

ジでみて埼玉県（2.65％）～島根県（6.42％）の間の3.77％ポイント（四分位範囲は1.42

％ポイント），「地域人口推計」の推計対象についての市区町村別レンジでは沖縄県北
きた

大
だい

東
とう

村
そん

（1.11％）～長野県天
てん

龍
りゅう

村
むら

（15.31％）の間の14.20％ポイント（四分位範囲は3.34％ポ

イント）であり，大きな地域差がある．2045年には85歳以上人口割合は全国で9.11％に上

昇し，その地域格差も都道府県別レンジでみて東京都（6.18％）～秋田県（15.46％）の

間の9.28％ポイント（四分位範囲は2.11％ポイント），市区町村別レンジでは東京都御
み

蔵
くら

島
じま

村
むら

（1.83％）～群馬県南
なん

牧
もく

村
むら

（34.55％）の間の32.72％ポイント（四分位範囲は6.56％

ポイント）に拡大する．今後の全国的な高齢化にともなって人口に占める超高齢人口の割

合が増加するとともに，とくに団塊の世代が85歳以上になる2035年以後には，超高齢人口

における高齢化の度合いの地域差も拡大するものと見込まれる．85歳以上という超高齢者

のなかでの高齢化の地域差も将来の死亡の地域差に何らかの影響を及ぼす可能性がある．

本稿の分析の結果を先取りすれば，90歳以上人口を細分化して将来の死亡数を推計する

ことで最年長人口の地域分布の見通しを精確に反映させることができるようになるものの，

推計対象自治体の半数において，85歳以上人口を一括して計算した場合の総死亡数（市町

村別年齢総数）からの差率は5％以内であった．また，今後多くの市区町村で人口減少と

ともに死亡数も減少することや，2015年の高齢者割合が高い自治体に死亡数のピーク年次

が早い自治体が多いこと，そして，死亡数のピーク年次が早い自治体に死亡数の今後の減

少が大きな自治体が多いことなどを示した．

なお，本稿で使用した「人口動態調査」に関する分析結果には，統計法第32条に基づき

調査票情報を二次利用したものが含まれている．

１．地域別将来の死亡数の推計手法

本節では，まず以下2つの方法で地域別に将来の死亡数を推計するための手法を述べる．

その上で，2つの手法による将来の死亡数の違いがどのように生じるのかについて考察す

る．

手法1.「地域推計」における市区町村別男女年齢階級別生残率仮定値（出生→0～4歳，

…，80～84歳→85～89歳，85歳以上→90歳以上），及び，「全国推計」における男

女別将来生命表の定常人口（nLx）（0歳，…，104歳，105歳以上）を用いて，

将来のt-5年10月～t年9月の年齢別死亡率（0～4歳…，80～84歳，85歳以上）
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を算出し，地域人口推計結果に適用する．

手法2.将来の市区町村別男女年齢階級別人口（90～94歳,95～99歳,100歳以上）を別

途算出し，この年齢別に死亡数を推計する．

推計期間は，「地域推計」と同じ，2015～2020年から2040～2045年とする．推計の対象

とする地域も，「地域推計」と同じで，2018年3月1日現在境域による福島県，福島県以

外の1,798市区町村（東京23区（特別区），及び，2000年までに政令市制を行った12の政令

指定都市の128区と，この他の766市，713町，168村）とする．

上の2つの手法は，推計を行う年齢階級の区分が異なる他は同一であり，その概略は以

下のような表1の1～4の手順にわけることができる．90歳以上の年齢を細分化（90～94

歳,95～99歳,100歳以上）して死亡数を推計するためには，さらに5～6の手順が必要

になる．このような将来の死亡数の推計方法を踏まえて，最年長年齢階級を85歳以上一括

で計算する死亡数と85歳以上の年齢を細分化して計算する死亡数が合致するのはどのよう

な場合かについて考察する．

以下，それぞれの項目について節を改めて述べる．

表1 市区町村別将来の死亡数推計の手順

1.1．「地域推計」における生残率仮定値と，生命表・定常人口の計算

「地域推計」では，生命表生残率法による男女・期末年齢（コーホート）別生残率を

2015～2020年から2040～2045年の期間について市区町村別に仮定値として設定している．

すなわち，基本的には直近期間における期首・期末年の生命表における定常人口の比で男

女・期末年齢別生残率を計算し，男女・期末年齢別に期首・期末年の値の平均を計算して
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手順1.「地域推計」の市区町村別 期間別 男女・コーホート別生残率仮定値を用いて，

生命表・定常人口（5L・）を算出する．

手順2.生命表・定常人口を用いて，市区町村別 期間別 男女・年齢別死亡率（5m・）

を算出する．

手順3.市区町村i別 期間別 男女・年齢別死亡率を将来の人口（「地域推計」の結果）

に適用して，死亡数（補正前 5D・
i
・）を算出する．

手順4.全国の将来生命表・定常人口を用いて，同様の考え方で算出した全国の将来の

死亡数（1D・
0
a）に対し，期間別 男女・年齢別に補正する（地域別補正後死亡

数 5D・
i
・）．

手順5.男女90歳以上の年齢（90～94歳,95～99歳,100歳以上）別に，市区町村別 期

間別死亡率を算出する．

手順6.男女90歳以上の年齢（90～94歳,95～99歳,100歳以上）別に，市区町村別 期

間別の将来の人口を算出し，同死亡率を用いて死亡数（補正前 5D・
i
・）を算出す

る．手順4と同様に，全国推計結果による死亡数に対して補正する．



当該期間の期間生残率を得ている．この期間生残率が，ある生命表・定常人口の年齢パター

ンから算出された生命表・生残率であると考えると，生残率の期末年齢（コーホート）変

化にともなうパターン ・S
・
・・（・・・・5・・・1・・・・・4歳 ・・・・0,5,・,90・・に対応；

・・t・5・t,t・・2020,2025,・,2045・年 ）１）に対応する期間 ・の定常人口の年齢パターン

・5L
・
・・（・・・0,5,・,90・は期間・の・・・・・・4歳に対応；・・t・5・t,t・・2020,2025,・,

2045・年）２）を生残率から逆算することができる（表2）．なお，逆算される定常人口は，

生残率仮定値と同じ期間のものに対応することになる．また，生残率仮定値が男女別，市

区町村別に設定されているため，年齢別定常人口も男女・市区町村別に算出されるが，簡

略化のため記号からは男女・市区町村の別を割愛した（以下，同様の簡略化を行う）．基

数（l0）には任意の数を用いればよいが，ここでは便宜上100,000を用いて計算した３）．

表２ 生残率仮定値を用いた期間・の年齢別定常人口の計算

0・4歳： 5L
・
0・ l0・S

・
出生・0・4

5・9歳： 5L
・
5・ 5L

・
0・S

・
0・4・5・9

・ ・

・・・・4歳： 5L
・
・・ 5L

・
・・5・S

・
・・5・・・4・・・・・4

・ ・

85・89歳： 5L
・
85・ 5L

・
80・S

・
80・84・85・89

90歳以上： ・L
・
90・ 5L

・
85・

S
・
85・・90・

1・S
・
85・・90・

1.2．生命表・定常人口を用いた年齢別死亡率の推定

生命表の年齢・・・・4歳の定常人口（5L
・
・）は，しばしば生存数（l・）を線型補完する

ことで計算される．このため年齢 ・歳の生存数（l・）と定常人口（ 5L
・
・）の間には

l
・
・・・5L

・
・・5・5L

・
・

2 ・という関係がある．また，生命表の年齢・歳の生存数（l・）と年齢

・・・・4歳の死亡数（5d・）の間には 5d・・l・・l・・5という関係がある
４）．このような生命

表の定常人口，生存数，死亡数の関係を用い，生命表・死亡数を当該年齢の定常人口で除

すことで年齢別期間死亡率・5m
・
・・（・・・0,5,・,85・は期間・の・・・・・・4歳に対応；

・・t・5・t,t・・2020,2025,・,2045・年）５）を計算する（表3）．
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1）a・・5・・1・0・4は「t-5～t年出生→0-4歳」，a・85・89・90・94は「85歳以上→90歳以上」と読む．

2）・・90は「90歳以上」であり，5L
・
90は ・L

・
90の意である．

3）ここでの基数（l0）を出生から0～4歳まで生きる人年，0～4歳から5～9歳まで生きる人年等に対応さ

せるならば，男女別5年階級出生コーホート100,000人あたり（毎年の平均出生数20,000人あたり）の人年が

計算されているということになる．

4）ただし，最年長年齢階級・・・85・における死亡数（・d・）については，・d・・l・である．

5）ただし，最年長年齢階級は5年分の延べ人年に対応する 5L
・
・が計算されるのが・・85までのため85歳以上

であり，5m
・
85は ・m

・
85の意である．



表３ 定常人口を用いた期間・の年齢別死亡率の推定

0・4歳： 5m
・
0・

2・l0・5L
・
0・5L

・
5

25L
・
0

5・9歳： 5m
・
5・

5L
・
0・5L

・
10

25L
・
5

・ ・

・・・・4歳： 5m
・
・・

5L
・
・・5・5L

・
・・5

25L・

・ ・

80・84歳： 5m
・
80・

5L
・
75・5L

・
85

25L
・
80

85歳以上： ・m
・
85・

5L
・
80・5L

・
85

2・5L
・
85・・L

・
90・

1.3．将来（t-5年10月～t年9月）の市区町村別死亡数（補正前）の推計

「地域推計」による将来の市区町村 iの男女年齢別人口 ・P
t,i
a・（a・・0・4,5・9,・,

85・・歳；t・・2015,2020,・,2045・年10月1日）を用いて，t・5・t年の生残率仮定値か

ら逆算した定常人口による男女年齢別死亡率・5m
・
・・を，当該期間の期首・期末人口に年

齢別に適用すれば，推計対象市区町村 iについて将来の男女年齢別死亡数（補正前）

・5D・
・,i
・・（・・・0,5,・,85・は期間 ・の ・・・・・・4歳に対応； ・・t・5・t,t・・2020,2025,

・,2045・年）６）を計算することができる．なお，［1］式の計算は，推計期間中の年齢別死亡

率を同一年齢の期首・期末人口に適用するため，同期間・年齢において発生する人口移動

の影響を考慮するものになっている．

5D・
・,i
・・

1

2
・Pt・5,i

a ・P
t,i
a・5m

・,i
・ ・i,・,t・・とaは期間t・5・tと年齢・・・・4に対応・・［1］式

1.4．全国推計結果による死亡数を用いた市区町村別死亡数の補正

［1］式で推計された市区町村別死亡数の合計は「全国推計」の結果（出生中位・死亡中

位の男女年齢別人口及び死亡数）に必ずしも合致しない．このため，期間別・男女年齢別

に一律に補正したものを最終的な死亡数推計値とした．なお，全国の将来の死亡数は，

「全国推計」における仮定値（将来生命表の定常人口）を用いて，表3及び［1］式と同様に

計算している．おもな相違点として，「全国推計」では将来の人口を各年・各歳で得るこ

とから将来の死亡数もt-1年10月～t年9月における各歳で計算していること，計算上の

最年長年齢階級は120歳になっていること等があげられる．全国の死亡数を「地域推計」

の推計期間・年齢階級に合わせて集計した上で，市区町村別の死亡数の期間別・男女年齢

別補正を行った．
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6）・・85は「85歳以上」であり，5D・
・,i
85は ・D・

・,i
85の意である．



1.5．90歳以上の年齢を細分化した85歳以上の年齢別死亡率の推定

「地域推計」における生残率仮定の最年長（期末）年齢階級は90歳以上であり，公式の

『市区町村別生命表』（2000年から2015年の4回）においても95歳以上となっているため，

95歳以上（→100歳以上）の年齢階級の生残率の地域格差を直接観察することは難しい．

ここでは，1.2節において計算された（男女年齢別・期間別にみた）最年長年齢階級にお

ける地域死亡率の全国水準に対する相対較差（比）を，細分化しようとする年齢階級に一

律に適用することで算出する．その上で，全国の85歳以上の年齢（85～89歳，90～94歳,

95～99歳,100歳以上）別（期間）死亡率にこの相対較差を適用することで，85歳以上の

年齢階級を細分化した将来の地域別死亡率を得た．

「全国推計」では最年長年齢105歳の将来生命表が公表されている．まず，これを用い

て， 1.2節表 3の方法で年齢別期間死亡率 ・5m
0,・
・ ・（・・・0,5,・,100・は期間 ・の

・・・・・・4歳に対応；・・t・5・t,t・・2020,2025,・,2045・年）７）（及び ・m
0,・
85）を計算し

た（右肩の添え字0は地域i＝全国を示す）．そして，85歳以上の年齢を細分化した地域i

の死亡率は，1.2節で計算した地域別85歳以上の死亡率・・m
i,・
85・を用いて，［2］式で計算し

た８）．

5m
i,・
・ ・ 5m

0,・
・

・m
i,・
85

・m
0,・
85

・i,・・・85,・,100・・［2］式

1.6．90歳以上の年齢を細分化した将来（t-5年10月～t年9月）の市区町村別死亡数（補

正前）の推計と，「全国推計」結果への補正

85歳以上の年齢階級を細分化した将来の死亡数を市区町村別に計算するには，当該年齢

階級の市区町村別期首・期末人口が必要である．「地域推計」では90歳以上人口がまとめ

て推計されているが，これを細分化する必要がある．

ここでは，90歳以上の年齢別生残率は全国一律とし，封鎖人口を仮定した推計値を初期

値とし，「地域推計」の90歳以上人口推計結果と整合的になるよう繰り返し比例補正する

ことで，男女・期間別に90歳以上人口の年齢を細分化した．具体的には，2015→2020年，…，

2040→2045年の推計期間ごとに，表4の4つの手順にしたがって逐次的に将来の90歳以上

人口を細分化した年齢（90～94歳，95～99歳，100歳以上）別人口を推計した．
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7）ただし，最年長年齢階級は5年分の延べ人年に対応する 5L
・
・が計算されるのが・・100歳までのため100歳

以上であり，5m
・
100は ・m

・
100の意である．

8）ただし，最年長年齢階級100歳以上における 5m
i,・
100は ・m

i,・
100の意である．



表４ 将来の男女・市区町村別90歳以上の年齢別人口の推計手順

このように推計することで，表4の手順1①により（全国的な）85～89歳から100歳以

上の加齢による急速な生残率の低下が考慮されると同時に，表4の手順2～3のように補

正されることで，85歳以上→90歳以上の年齢全体としては「地域推計」で仮定された死亡・

移動の地域差を測るコーホート変化率と整合的になる．

85歳以上の年齢階級を細分化した将来の市区町村別人口が得られれば，将来の死亡数は

1.3節～1.4節と同様に算出される．

1.7．最年長年齢階級を85歳以上一括で計算した将来の死亡数と85歳以上の年齢階級を細分

化した将来の死亡数が合致するケース

1.2節で計算した生命表生残率に基づく年齢別死亡率は，生命表の死亡数（5d・）（=生存

数（l・）の減少）を当該年齢の定常人口で除したものであった（表3）．したがって，そ

こでの年齢別死亡数は生命表・生存数の加齢による減少に対応しており，年齢・歳以上

の死亡数は生命表作成時の仮定により年齢・歳の生存数（l・）になっている．
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手順1.次の2つの仮定のもとで，期末（封鎖）人口を推計する．

① 全地域男女の85～89歳→90～94歳，90～94→95～99歳，95歳以上→100歳以

上の期末年齢（コーホート）別生残率は，「全国推計」の将来生命表から算

出したものにしたがう．

② 地域間の移動は発生しない．

手順2.期末90歳以上人口の年齢別にみた地域合計が，「全国推計」結果と合致するよ

う一律に補正する．

手順3.90歳以上の細分化した年齢で推計した市区町村別人口を年齢別に桁落しした上

で，男女市区町村別の90歳以上合計が「地域人口推計」本推計結果に合致する

か否か確認する．

＜合致する場合＞ 手順4に進む．

＜合致しない場合＞市区町村別にみた90歳以上人口の合計が，「地域推計」本

推計結果と合致するよう一律に補正し，手順2に戻る．

手順4.次の期間に進む．



表５ 年齢別死亡率と85歳以上の死亡率
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によって与えられるとしよう．表5の死亡率を所与として，計算される死亡数は表6の通

りである．

表６ 年齢別仮想人口・C
i,t
a・と年齢別死亡率もしくは85歳以上の死亡率から計算される死亡数

表6の年齢別死亡数の合計と85歳以上死亡数が等しくなるのは，・C
i,・
85・89・・・5L

i,・
85かつ
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90かつ C

i,・
95・99・・・5L

i,・
95かつ C

i,・
100・ ・・・・L

i,・
100・・（・・0は任意の定数）の

場合である．したがって，（男女・地域別85歳以上人口における）実際人口の年齢分布と，

生命表・定常人口の年齢分布が等しいとき，年齢別に計算した死亡数の合計と85歳以上死

亡率で計算した死亡数は合致する．

実際人口の年齢分布が定常人口の年齢分布から乖離すると，年齢別に計算した死亡数と

85歳以上人口をまとめて計算した死亡数との間のこのような関係は一般に保持されない．

通常，死亡率は加齢によって一貫して上昇する．定常人口の年齢分布と比べ，実際人口の

年齢分布が高齢化しているとき，高齢者に高い年齢別死亡率を適用して計算する死亡数は，

一律の（定常人口で平均的な）死亡率を適用する場合よりも多くなる．逆に，実際人口の

年齢分布が定常人口のものよりも若いときには，年齢別に計算する死亡数の合計は年齢を

まとめて計算した死亡数より少なくなる．
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年齢別死亡率 85歳以上死亡率

年齢別死亡数 85歳以上死亡数
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図1に「全国推計」による女子85歳以上人口の年齢分布と女子生命表・定常人口の年齢

分布を2015年，2035年及び2045年についての比較を示す．1947～1949年生まれの団塊の世

代は，2015年に66～68歳，2035年に86～88歳，2045年に96～98歳になる．図1を2015年に

ついてみると，90歳以下では実際人口の年齢分布が定常人口のものを上回り，逆に91歳以

上では実際人口の年齢分布は定常人口のものを下回る．つまり，実際人口の年齢分布は定

常人口よりも若いことがわかる．この場合，年齢別に計算する死亡数の合計は年齢をまと

めて計算した死亡数より少なくなる．逆に，2045年になると，91歳以下では実際人口の年

齢分布が定常人口のものを下回っている（92～98歳の実際人口の年齢分布は定常人口のも

のを上回っている）．このため，年齢別に計算する死亡数の合計は年齢をまとめて計算し

た死亡数より多くなる．このような団塊の世代の高齢化によって，実際人口の年齢分布は

定常人口よりも2015年時点は若く，2045年になると老いるようになるということが，多く

の自治体で見られるようになると考えられる．これにより85歳以上を細分化して年齢別に

計算する死亡数は，85歳以上まとめて計算する死亡数よりも急速に増加する可能性があ

る９）．
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9）図1では全国女子の年齢分布を示したが，1.4節及び1.6節で述べたとおり，地域別死亡数の合計は（120歳

以上までの年齢別に推計された）「全国推計」結果に年齢別に合致するよう補正しているため，全国的な動向

は推計結果には影響しない．85歳以上の年齢を細分化して計算する死亡数①と85歳以上を一括で推計する死亡

数②について，地域別に推計されたものの全国合計は合致しているので，本文中の説明のように2015年は全国

の①が②より少ないが2045年には全国の①は②より多くなるということが起こるのではない．推計手法①と②

による地域別死亡数の差が生じるのは，正確には実際人口の年齢分布の水準によるのではなく，実際人口の年

齢分布の地域差による．

図１ 定常人口と実際（将来）人口の年齢分布の比較：全国・女，2015・2035・2045年



２．分析結果

2.1．85歳以上の年齢を細分化して計算した死亡数は超高齢人口の地域分布を精確に反映す

るものの，半数の都道府県で死亡数への影響は2～5％程度

表7は，85歳以上を細分化して推計した死亡数の85歳以上一律で推計した死亡数に対す

る比について，2025～2030年と2040～2045年の総死亡数及び85歳以上の死亡数を都道府県

別にみたものである．平均は99.7～102.2，四分位範囲は2.3～4.7，レンジは5.8～14.8であっ

た．たとえば，2025～2030年の総死亡数の場合，85歳以上の年齢別死亡率を用いて計算し

た死亡数は85歳以上一律で推計した死亡数よりも，鳥取県では5.2％大きいが埼玉県では

3.3％小さい．同じ期間の85歳以上死亡数でみると，島根県では年齢別に計算することで

8.7％大きくなるが，埼玉県では6.1％小さくなるというように推計方法による差が生じて

いる．しかしながら，このような差は半数の都道府県で2～5％程度の相対的変化にとど

まる（平均が100なら±1～2.5％の変化）．
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表７ 85歳以上の年齢を細分化して計算した死亡数の85歳以上一律に推計した

死亡数に対する比（％）：都道府県

総死亡数の比（100歳以上で計算/85歳以
上で計算）

85歳以上死亡数の比（100歳以上で計算/85
歳以上で計算）

順位 2025～2030 2040～2045 2025～2030 2040～2045

1 島根県 105.2 長野県 102.3 島根県 108.7 長野県 103.2

2 鳥取県 104.8 京都府 102.0 鳥取県 108.2 京都府 102.9

3 鹿児島県 104.4 高知県 101.9 鹿児島県 107.8 広島県 102.7

4 高知県 103.9 広島県 101.9 高知県 106.7 高知県 102.7

5 山形県 103.9 富山県 101.8 山形県 106.5 富山県 102.5

… … … … …

12 佐賀県 102.8 静岡県 101.1 福島県 104.9 静岡県 101.6

… … … … …

24 広島県 101.5 岐阜県 100.1 広島県 102.6 岐阜県 100.2

… … … … …

36 三重県 100.1 山形県 98.9 三重県 100.2 福岡県 98.4

… … … … …

43 神奈川県 98.5 栃木県 97.9 神奈川県 97.3 栃木県 96.9

44 愛知県 97.8 青森県 97.8 愛知県 96.0 青森県 96.8

45 大阪府 97.4 岩手県 97.1 大阪府 95.2 岩手県 95.7

46 千葉県 97.3 宮城県 96.7 千葉県 95.1 宮城県 95.2

47 埼玉県 96.7 沖縄県 96.5 埼玉県 93.9 沖縄県 94.4

平均： 101.3 99.8 102.2 99.7

標準偏差 2.0 1.4 3.5 2.1

四分位範囲： 2.7 2.3 4.7 3.3



2.2．85歳以上の年齢を細分化して計算する場合と一律で推計する死亡数の差は市町村レベ

ルでみると大きくなるが，半数の自治体で総死亡数への影響は4～5％程度

表8は，85歳以上を細分化して計算した死亡数の85歳以上一律で推計した死亡数に対す

る比について，2025～2030年と2040～2045年の総死亡数及び85歳以上の死亡数を市区町村

別にみたものである．平均は99.5～102.4，四分位範囲は4.5～8.1，レンジは46.5～80.010）

であった．市区町村レベルでみると，年齢別死亡率を用いて計算する死亡数と85歳以上を

一律に推計する死亡数との差は，都道府県レベルの場合より拡大する．しかしながら，四

分位範囲をみると，そのような計算方法による差は半数の市区町村で5～8％程度の相対

的変化である．分母人口が少なくなる85歳以上死亡数の推計において分散は大きくなって

おり，総死亡数についての四分位範囲は5.0弱である．85歳以上の死亡数を年齢別に計算

することは一律に推計する場合と比べ，半数の自治体で死亡数を2～3％大きくするか小

さくする場合がある．

1.7節の考察によれば，85歳以上の年齢を細分化して計算した死亡数の85歳以上一律に

推計した死亡数に対する比は，85歳以上人口のなかで高齢化が進んだ自治体で大きくなっ
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表８ 85歳以上の年齢を細分化して計算した死亡数の85歳以上一律に推計した

死亡数に対する比（％）：市区町村

総死亡数の比（100歳以上で計算/85歳以上で計
算）

85歳以上死亡数の比（100歳以上で計算/85歳以
上で計算）

順位 2025～2030 2040～2045 2025～2030 2040～2045

1 群馬県川場村 130.1 山口県平生町 121.5 群馬県川場村 143.0 東京都利島村 130.0

2 新潟県津南町 120.8 北海道壮瞥町 120.3 沖縄県竹富町 132.7 山口県平生町 127.4

3 沖縄県竹富町 118.0 群馬県川場村 120.3 沖縄県粟国村 131.0 北海道壮瞥町 126.1

4 高知県越知町 117.7 東京都利島村 120.0 新潟県津南町 128.9 群馬県川場村 124.6

5 長野県栄村 117.4 高知県越知町 117.2 高知県越知町 126.1 高知県越知町 122.1

… … … … …

450 福井県おおい町 103.8 北海道赤井川村 101.6 島根県松江市 106.3 京都府久御山町 102.4

… … … … …

899 和歌山県美浜町 101.3 千葉市稲毛区 99.3 北海道森町 102.3 長野県小布施町 99.0
… … … … …

1349 愛知県豊川市 99.0 大阪府柏原市 97.2 高知県大豊町 98.2 長野県青木村 95.8

… … … … …

1794 千葉県四街道市 93.0 山梨県丹波山村 88.5 愛知県豊山町 86.6 鹿児島県十島村 82.6

1795 鹿児島県十島村 92.9 高知県大川村 88.2 愛知県あま市 86.4 沖縄県北大東村 81.3

1796 千葉市美浜区 92.7 沖縄県座間味村 87.2 千葉市美浜区 86.1 沖縄県与那国町 77.3

1797 東京都御蔵島村 75.0 北海道音威子府村 86.7 東京都御蔵島村 0.0 沖縄県座間味村 75.0

1798 東京都青ヶ島村 60.0 東京都御蔵島村 75.0 東京都青ヶ島村 0.0 東京都御蔵島村 50.0

平均： 101.6 99.5 102.4 99.2

標準偏差 4.0 3.9 7.2 5.6

四分位範囲： 4.7 4.5 8.1 6.5

10）レンジは2025～2030年の85歳以上死亡数が0の御蔵島村と青ヶ島村を除いて算出した．



ているはずである．このことを確認するため，85歳以上人口にしめる95歳以上人口割合と

85歳以上死亡数を年齢別に推計した場合の85歳以上一括で推計した場合に対する比との単

純相関関係を男女別にみた（図2）．

2025～2030年と2040～2045年の市町村レベルの単純相関係数は男で0.843と0.846，女で

0.932と0.952であり，都道府県レベルの単純相関係数は男で0.994と0.996，女で0.999と

0.987であった．都道府県レベルでみると，ほぼ線型の相関があって，1.7節の考察と整合

的である．市町村レベルでは小規模の自治体で分散が大きくなるため相関はやや低くなる

が，（分母人口が多い）女性では概ね0.9を超える．また，線型回帰線の傾き（85歳以上人

口に占める95歳以上割合が1％ポイント変化したとき85歳以上死亡数についての推計手法

の比が何％変化するか）をみると，女子で傾きが急になっている．このことは，85歳以上

の死亡数を年齢別に計算することが実際人口の高齢化度合いを適切に反映するという意味

で精確になる程度が，男子より女子で顕著であることを示す．

とはいえ，2つの手法で計算した死亡数の間には極めて高い相関があり，極小規模な自

治体を除けば一対一対応しているといってよいだろう．実際，死亡水準を測る最も簡便な

指標である粗死亡率（t-5～t年平均総人口に対する比）と死亡率水準と関連が深い75歳

以上人口割合（t-5～t年平均）の単純相関関係をみると，ほとんど差は認められず，ど

ちらの手法による死亡数も同程度の死亡水準を示すことがわかる（図3）．また，「地域推

計」仮定値と推計結果を用いて計算できるという簡便さも実務的には重要であろう．85歳

以上の年齢を細分化して推計した死亡数を用いた結果については菅ほか（2019）で報告し
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図２ 男女別85歳以上死亡数の比（年齢別計算／85歳以上一括）と

85歳以上人口にしめる95歳以上人口割合の関係



ていることから，85歳以上の年齢別死亡率を用いた結果概要に関心のある読者はそちらを

参照いただくとして，以下では85歳以上一括で推計した死亡数の結果概要を報告する．な

お，都道府県別・市区町村別の推計結果の詳細については紙幅の都合上Web上に掲載し

た11）．85歳以上を細分化した死亡率を用いた場合の結果と90歳以上の年齢別将来の市区町

村別人口についても参考表として掲載しているので，併せて参照されたい．

2.3．今後，多くの市区町村で，人口減少とともに，死亡数も減少していく

「地域人口推計」によれば，高齢化にしたがって今後多くの自治体が人口減少を経験す

る．市区町村単位にみると，2010→2015年にすでに推計対象自治体のうち78.8％で人口は

減少しており，2025→2030年には92.3％，2040→2045年には98.9％の自治体で人口は減少

する．人口が減少するのは自然減が社会増を上回るためで，今後人口減少への死亡の寄与

が大きくなることが知られているが，高齢化の進展にともない死亡数も減少する自治体が

今後増加する．

表9では，総死亡数が減少する自治体数をみた．都道府県単位にみると，多くの自治体

で2030～2035年まで死亡数は一貫して増加するものの，2035～2040年にかけて和歌山県な

どの4自治体，さらに2040～2045年にかけては32自治体（約7割）で総死亡数は減少する．

市区町村単位でみると，2005～2010年から2010～2015年にかけて死亡数が減少したのは
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11）http://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/sakuin/jinko/312.html

図３ 粗死亡率（‰）と75歳以上人口割合の関係：死亡数の推計手法

（85歳以上一括／年齢別計算）の比較



8.1％の自治体であったが，その後2035～2040年までは毎期3～4割の自治体で総死亡数

は減少している．死亡数が減少する自治体は推計の最終期間である2040～2045年にかけて

急速に増加し，7割以上の自治体で死亡数は減少することになる．なお，全国の死亡数は

2035～40年から2040～2045年にかけて0.3％減少する．

とはいえ，今後の高齢化にしたがって死亡数の規模は，しばらくは増大する自治体の方

が多い．2010～2015年を100とした場合の2040～2045年の総死亡数の指数を都道府県別に

みると（表10a），沖縄県，埼玉県，神奈川県，千葉県で150を超えており，大都市郊外と

沖縄県で死亡数は大きく増加し，30年後には毎年（毎5年）の死亡数が2010～2015年の

1.5倍の規模になる．都道府県単位には，指数が最も小さな高知県でも98.8であり，今後30

年間の毎年（毎5年）の死亡数が今より大きく減ることはない．

市町村単位にみると，地域差は拡大する（表10b）．2010～2015年を100とした場合の

2040～2045年の総死亡数の指数は，宮城県富
とみ

谷
や

市
し

では259.7であり2040～2045年の死亡数

は2010～2015年の2.6倍という規模になる．この他，横浜市都
つ

筑
づき

区
く

と川崎市宮
みや

前
まえ

区
く

で指数

が230を超えており，団塊の世代や団塊ジュニア世代が多い大都市郊外地域で今後毎期の

死亡数は2010～2015年よりも著しく大きくなる．逆に，2015年時点で高齢化が進んだ，今

後の人口減少が著しい地域では死亡数は一貫して減少する場合も多い．
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表９ 総死亡数※が減少する自治体数

2005～2010→
2010～2015

2010～2015→
2015～2020

2015～2020→
2020～2025

2020～2025→
2025～2030

2025～2030→
2030～2035

2030～2035→
2035～2040

2035～2040→
2040～2045

都道府県数 0 3 0 3 1 4 32

割合（％） 0.0 6.4 0.0 6.4 2.1 8.5 68.1

2005～2010→
2010～2015

2010～2015→
2015～2020

2015～2020→
2020～2025

2020～2025→
2025～2030

2025～2030→
2030～2035

2030～2035→
2035～2040

2035～2040→
2040～2045

市区町村数 146 727 536 733 711 706 1,272

割合（％） 8.1 40.4 29.8 40.8 39.5 39.3 70.7

※85歳以上の年齢を一括で推計した場合の総死亡数．

（参考）総人口が減少する自治体数

2010→2015 2015→2020 2020→2025 2025→2030 2030→2035 2035→2040 2040→2045

都道府県数 39 42 45 45 47 47 47

割合（％） 83.0 89.4 95.7 95.7 100.0 100.0 100.0

2010→2015 2015→2020 2020→2025 2025→2030 2030→2035 2035→2040 2040→2045

市区町村数 1,417 1,510 1,602 1,659 1,706 1,750 1,778

割合（％） 78.8 84.0 89.1 92.3 94.9 97.3 98.9
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表10 2040～2045年の総死亡数の指数（2010～2015年＝100）と総死亡数の増加率

（a）都道府県

2040～2045年総死亡
数の指数（2010～
2015年＝100）

死亡数の増加率（％）

順位 2005～2010→2010～20152020～2025→2025～20302035～2040→2040～2045

1 沖縄県 162.2 宮城県 20.4 埼玉県 11.6 沖縄県 7.7

2 埼玉県 158.4 埼玉県 16.6 千葉県 10.7 宮城県 1.9

3 神奈川県 157.4 神奈川県 16.4 神奈川県 10.6 東京都 1.9

4 千葉県 151.8 岩手県 15.6 愛知県 9.3 鹿児島県 1.6

5 愛知県 148.3 沖縄県 14.6 滋賀県 8.2 福島県 1.3

… … … … …

12 静岡県 132.5 大分県 12.4 福岡県 6.8 愛知県 0.3

… … … … …

24 山梨県 120.7 岡山県 11.4 富山県 4.5 新潟県 -0.5

… … … … …

36 長崎県 112.2 山形県 9.8 佐賀県 2.1 石川県 -1.7

… … … … …

43 島根県 103.1 高知県 8.2 高知県 0.3 大阪府 -2.6

44 秋田県 102.7 島根県 8.0 鹿児島県 0.0 富山県 -3.0

45 岩手県 102.3 秋田県 7.8 島根県 -0.1 和歌山県 -3.4

46 和歌山県 99.6 山口県 7.6 山形県 -0.3 高知県 -3.4

47 高知県 98.8 鳥取県 7.4 秋田県 -1.1 山口県 -3.9

平均： 123.5 11.4 4.5 -0.5

標準偏差 15.8 2.5 3.2 1.9

四分位範囲： 20.3 2.6 4.8 1.9

（b）市区町村

2040～2045年総死亡数
の指数（2010～2015年＝

100）

死亡数の増加率（％）

順位 2005～2010→2010～20152020～2025→2025～20302035～2040→2040～2045

1 宮城県富谷市 259.7 宮城県女川町 106.0 埼玉県伊奈町 19.3 沖縄県中城村 12.8

2 横浜市都筑区 241.1 岩手県陸前高田市 103.5 宮城県富谷市 18.3 沖縄県今帰仁村 10.0

3 川崎市宮前区 235.9 鹿児島県三島村 92.9 茨城県守谷市 18.2 沖縄県八重瀬町 9.8

4 愛知県長久手市 225.9 岩手県大槌町 85.7 千葉市緑区 17.7 沖縄県恩納村 9.7

5 仙台市泉区 225.7 長野県平谷村 69.7 千葉県白井市 17.6 沖縄県読谷村 9.4

… … … … …

450 愛知県豊川市 140.3 北海道江別市 14.6 大阪府泉南市 7.6 愛知県大治町 0.5

… … … … …

899 大分県別府市 108.2 北海道森町 10.3 和歌山県紀の川市 1.9 岐阜県恵那市 -2.0

… … … … …

1349 宮崎県都農町 84.8 岡山県矢掛町 5.8 北海道仁木町 -2.9 岩手県大槌町 -4.7

… … … … …

1794 長野県天龍村 35.3 山梨県早川町 -21.1 鹿児島県三島村 -18.2 奈良県上北山村 -16.7

1795 高知県大豊町 34.1 群馬県上野村 -23.2 奈良県野迫川村 -20.0 北海道積丹町 -17.2

1796 宮城県女川町 30.6 北海道占冠村 -23.8 山梨県丹波山村 -20.8 奈良県野迫川村 -21.1

1797 山梨県早川町 26.0 沖縄県渡嘉敷村 -36.6 山梨県早川町 -22.5 奈良県川上村 -22.0

1798 奈良県野迫川村 22.0 沖縄県渡名喜村 -36.9 高知県大川村 -36.6 東京都青ヶ島村 -25.0

平均： 113.3 10.3 2.1 -2.3

標準偏差 37.4 9.1 7.0 4.3

四分位範囲： 55.6 8.8 10.5 5.2



どのような地域で死亡数の増減が大きいのかをみるために，総死亡数の増加率と生残率

仮定値から算出した2010～2015年の平均寿命ならびに2015年の75歳以上割合との相関関係

をみた（図4a，4b）．
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図4a 男女別にみた総死亡数の増加率（2020～25→2025～30年，2035～40→2040～45年）

と2010～2015年の平均寿命

図4b 男女別にみた総死亡数の増加率（2020～25→2025～30年，2035～40→2040～45年）

と2015年の75歳以上人口割合



総死亡数増加率との関係をみた図4から少なくとも2つのことがわかる．第1に，平均

寿命とはほぼ無相関である一方，2015年の75歳以上割合とは負の相関がみられる．すなわ

ち，平均寿命との相関係数は2020～25年から2025～30年増加率では0.02～0.57，2035～40

年から2040～45年増加率では0.17～0.25であり，一定の人口規模を有する都道府県を単位

としても対象とした期間では男女とも強い相関は認められない．一方，2015年の75歳以上

人口割合との相関係数は2020～25年から2025～30年増加率では-0.91～-0.86，2035～40年

から2040～2045年増加率では-0.67～-0.23で，推計の最終期間では関係性が弱くなるもの

の，平均寿命と比べて相対的に強い相関がある．これは，今後の総死亡数は，死亡率より

も人口の年齢構造に左右されることを示す．第2に，総死亡数の増加率は今後全般的に低

下する傾向が認められる．図4bによれば，2015年時点の高齢化率にかかわらず，後の推

計期間ほど死亡数は減少幅を拡大している．これは，粗死亡率の地域差のパターンを維持

しながら，全国的な高齢化の成熟にともなう死亡数への減少圧力を強く受けることを意味

する．

2.4．今後，総死亡数が最大となる時期より，65歳以上人口が最大となる年次が早い自治体

が多い

総人口の指数（2015年=100）と総死亡数の指数（2010～2015年=100）とには，前者が

ストックの変化に関するものであるのに対し，後者はフローの変化に関するものであると

いう違いがある．ストックはフローによって変化するので，死亡数の指数は人口増減幅の

大きさがどのように変化するかに関する指標である．一般的な傾向として，少子化（や若

年人口流出）をともなう人口高齢化が進行し人口減少が起こる過程では，高齢人口が増加

し死亡数も増加する．そして，高齢人口のなかでも高齢化が進行し若いコーホート規模も

縮小して，高齢人口の増加を死亡数が凌駕するようになると，高齢人口は減少を開始する．

高齢人口が少なくなると，いずれは死亡数も減少する．表11は，大局的にはこのようなパ
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表11 2010～2015年以降で総死亡数が最大となる推計期間

2010～2015 2015～2020 2020～2025 2025～2030 2030～2035 2035～2040 2040～2045

都道府県数 0 0 1 0 4 27 15

割合（％） 0.0 0.0 2.1 0.0 8.5 57.4 31.9

2010～2015 2015～2020 2020～2025 2025～2030 2030～2035 2035～2040 2040～2045

市区町村数 535 99 90 41 148 419 466

割合（％） 29.8 5.5 5.0 2.3 8.2 23.3 25.9

※全国の死亡数は，2035～2040年から2040～2045年にかけて0.3％減少する．

（参考）65歳以上人口が最大となる年次

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

都道府県数 0 0 0 25 13 0 9

割合（％） 0.0 0.0 0.0 53.2 27.7 0.0 19.1

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

市区町村数 240 5 179 694 255 45 380

割合（％） 13.3 0.3 10.0 38.6 14.2 2.5 21.1



ターンがあることを裏付ける．

表11では，自治体別にみて2010～2015年以降で総死亡数が最大となる推計期間がいつな

のかを調べ，都道府県別，市区町村別にその分布をみたものである．参考として，65歳以

上人口が最大になる年次の分布も示す．都道府県単位にみると，65歳以上人口は8割以上

の自治体で2035年までに最大になるが，総死亡数が2030～2035年までの間に最大になるの

は約1割の自治体であり残る9割の自治体では2035～2040年以後まで死亡数は増加してい

る．市区町村単位にみると，65歳以上人口は2030年までに3分の2近くの自治体で最大と

なるが，2025～2030年までの間に総死亡数が最大になるのは4割強の自治体であり，半数

以上の自治体では2030～2035年以後まで総死亡数は増加している．

市区町村のような小規模の人口では，高齢人口がある時期まで一貫して増加し，その後

一貫して減少するというパターンを示すわけではない．死亡数は人口の変化幅の変化なの

で，一貫した変化を見いだすことはより難しくなるが，大局的には上述のストーリーを見

いだすことができる．

2.5．2015年の75歳以上人口割合が高い自治体に，死亡数のピーク年次が早い自治体が多い

死亡数のピークが早い自治体がどのような自治体かについてみると，2015年時点で高齢

化が進んだ地域である．死亡数が最大となる時期別に2015年の75歳以上人口割合の市区町

村単位の分布をみると，ピーク年次が早いほど75歳以上人口割合の分布は全般的に高い方

向に偏る傾向がみられる（図5）．
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図５ 2010～2015年以降で総死亡数が最大となる期間別2015年の75歳以上人口割合（％）



2.6．総死亡数のピーク時期が早い自治体に総死亡数の今後の減少が大きな自治体が多い

死亡数が最大となる時期が早い自治体（市区町村）ほど，2040～45年の総死亡数の指数

（2010～2015年=100）が小さく，総死亡数の指数が100未満になる割合が大きくなってい

る（図6）．すなわち，総死亡数のピーク年次が早い自治体に今後の総死亡数の減少が大

きな自治体が多い．

３．まとめ

本稿では「地域推計」における生残率仮定値を用いて，「地域推計」と整合的な将来の

死亡数を推計し，都道府県別及び市区町村別に将来の死亡数の動向を概説した．とくに，

今後，団塊の世代が85歳以上になる2035年以後には，超高齢人口における高齢化の度合い

が将来の死亡の地域差に及ぼす影響も拡大するものと見込まれるため，将来の90歳以上人

口を年齢別（90～94歳，…，100歳以上）に別途算出し，細分化した年齢階級による死亡

数の推計も試みた．

分析の結果，90歳以上人口を細分化して将来の死亡数を推計することで最年長人口の地

域分布の見通しを精確に反映させることができるようになるものの，推計対象自治体の半

数において，85歳以上人口一括で推計した場合の総死亡数（市町村別年齢総数）からの差

率は5％以内であった．また，今後多くの市区町村で人口減少とともに死亡数も減少する

ことや，2015年の高齢人口割合が高い自治体に死亡数のピーク年次が早い自治体が多いこ
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図６ 2010～2015年以降で総死亡数が最大となる期間別2040～2045年総死亡数の指数

（2010～2015年＝100）



と，そして，死亡数のピーク年次が早い自治体に死亡数の今後の減少が大きな自治体が多

いことなどを示した．

本稿の分析結果は，将来の死亡数の推計にあたり90歳以上人口を細分化せず85歳以上一

括で計算した死亡率を用いても死亡の地域差を理解するにあたって実務的に大きな問題は

生じないことを示唆する．しかしながら，これは死亡の地域構造の分析において85歳以上

を一括して扱ってよいということを意味するわけではない．2015年の85歳以上人口割合は

4％未満であり，小規模自治体で相対的に高齢化が進んでいるため，小地域での超高齢死

亡率の測定は困難を伴う．今後，全国的に高齢人口が増加するなかで，死亡の地域格差を

理解することがますます重要になるだろう．
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MunicipalDeathProjectionsConsistentwithIPSS(2018)
RegionalPopulationProjectionsforJapan2015-2045

SUGAKeita,KOIKEShiro,KAMATAKenji,ISHIIFutoshi

andYAMAUCHIMasakazu

Thisstudyestimatesnumberofdeathsinthefutureandrevealsgeographicalpatternsat

prefecturalandmunicipallevels.UsingvitalratesadoptedinIPSS(2018)RegionalPopulation

ProjectionsforJapan2015-2045(hereafter"RPPJ"),wedevelopestimationmethodsforfuture

deathstobeconsistentwiththeresultsofRPPJ(i.e.,resultsaboutchangesinfutureage-specific

populationstatisticsderivedbythemunicipality).Moreover,whileRPPJsetfuturevitalratesupto

theagegroup90+initsimplementation,itisanticipatedthatregionaldeathdisparitiesofthe

highestagegroupwillexpandbytheyear2035whenbabyboomersbornin1946-48(thelargest

cohortinJapanesesociety)willbe85+.Weevaluatewhetherandhowmuchwecanimprovedeath

projectionsbyaccountingforregionaldifferentialsintheextentofpopulationagingwithinthe

highestagegroup.

Theresultsshowthat,althoughwefoundevidenceforfuturedeathstobeprojectedmore

accuratelybytakingintoaccountthegeographicaldistributionofbabyboomers,theimprovements

inthemunicipaldeathprojectionforthehighestagegroupwereatthemost5%inthehalfofthe

municipalities.Basedontheestimatedfuturedeaths,wehighlightthefactthatfuturedeathswill

starttodecreasein70%ofmunicipalitiesby2040-2045alongthewayofJapanesedepopulation.

Keywords：Regionalpopulationprojections,populationaging,depopulation,deathprojections,

regionaldifferentialsofmortality
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計

地域別将来推計人口の精度評価

―回帰モデルによる推計誤差の空間的特性の検証―

鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和＊

Ⅰ．はじめに

一般に，将来推計人口は過去の趨勢を将来に投影（projection）するものであるため，

推計結果とその後の実績値との差（推計誤差）は「誤り」となるわけではない．しかし，

地方自治体を対象とした国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）の「地域別将来

推計人口」（以下，地域推計）は，都市計画，地方人口ビジョンなど各種計画の基となる

予測値（forecast）として利用されており，推計誤差の情報それ自体が利用者にとっては

有用な情報になりえる．これらを踏まえるならば，推計誤差について検討することは有意

義な試みであるといえる（山内・小池 2015）．

従来の地域別にみた将来推計人口の推計誤差に関する研究は二つに分けることができる．

一つは，推計値と実績値の誤差率をもとに，性別や年齢，人口規模，推計期間等を考慮し
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本稿は国立社会保障・人口問題研究所が実施・公表する「地域別将来推計人口」の精度評価とし

て，推計結果とその後の実績値との差（推計誤差）に関する2種類の誤差率（APE，ALPE）を

用いて，これまでの傾向ならびに回帰モデルによる推計誤差の空間的特性の検証を行った．分析対

象は，都道府県は1985～2010年，市区町村は2000～2010年を基準とする推計の結果である．

推計誤差のこれまでの傾向は，近年になるほど少子高齢化の影響を受けて推計誤差が縮小傾向に

あること，基本的属性からみると人口規模が小さくなるほど誤差率が高くなる傾向であること，東

京圏を中心とする大都市圏では誤差率は小さいものの過小推計になる傾向が観察され，奈良県など

の特定の県の中山間地域など小規模な地域自治体では過大推計になることが明らかとなった．

推計誤差の空間的特性の検証を行った結果，（1）推計誤差の空間的自己相関については，都道府

県では推計期間が短い場合に検出され，市区町村別では明確な空間的従属性が存在することが明ら

かとなった．したがって市区町村別の推計誤差を回帰モデルで評価する場合は，空間誤差モデルな

ど空間計量経済モデルを用いる必要性がある．（2）空間的異質性については，独立変数の偏回帰係

数が地域によって異なるといった傾向は検出されなかったため，ローカル推定を行う必要性はない

ことがわかった．

【キーワード】地域別将来推計人口，推計誤差，空間的自己相関，空間的異質性

*早稲田大学教育・総合科学学術院



つつ推計誤差率の統計的特性（平均・中央値・10パーセンタイル，90パーセンタイルなど）

について検討する研究である（Wilson2012，Smithetal.2013，StatisticsNewZealand

2016，Yamauchietal.2016など）．このうち山内・小池（2015）と Yamauchietal.

（2016）では，平成17（2005）年までの国勢調査をもとにした社人研の地域推計の誤差の

傾向の整理及び諸外国の推計結果との比較を行い，近年の推計になるほど推計誤差が縮小

傾向に推移していることや諸外国に比べて社人研の地域推計の推計誤差は大きくないこと

などを示している．

もう一つは，本稿が関心を寄せる回帰モデルを用いて推計誤差率の規定要因を検討する

研究である（TaymanandSwanson1996,Taymanetal.2011など）．たとえばTayman

etal.（2011）は，推計誤差率を従属変数とし，推計対象地域の人口規模，人口増加率，

推計期間などを独立変数とした最小二乗法（OLS）によるモデル推定を行うことによっ

て各独立変数の影響の評価を行っている．これらの研究を通じて，他の変数の影響を統制

した上での独立変数の効果を定量的に評価できる点や独立変数間の影響の強弱に関する情

報を得ることができる．ただし，OLSによるモデル推定を地域データに適用する場合，

空間的な特性を適切に考慮できなければモデル推定の結果を歪めることになりかねないに

もかかわらず，既存研究はその点を十分に考慮できていなかった．

OLSに代表される回帰モデルを地域データに適用してモデル推定を行う場合，回帰モ

デルの誤差項に独立変数との空間的自己相関が生じてしまい，推定値にバイアスを生じさ

せることがある．ここで空間的自己相関とは，地域間の距離が近いほど似たような値にな

るという空間的特性の一種である．空間的自己相関がモデルの誤差項と独立変数の間に観

察されると，OLSが仮定する誤差項が独立かつ同一の分布に従うという仮定（i.i.d.）が

満たされないことから，推定値にバイアスを生じさせてしまう．このような地域データ特

有の問題を処理するためには，空間計量経済学的手法を導入する必要がある（Anselin

2005）．一般に，人口移動の発生頻度は移動距離と逆相関し，特定地域に人口集中が起こ

るとき，その近隣地域で移動率が高くなることが考えられる．また，人口移動は必ずしも

行政区域単位で単一で起こるわけではなく，連続的に変化していると考えられる．そのた

め，行政区域単位で測定した移動率の誤差には空間的な相関等の非独立性が生じている可

能性があり，そのような影響が推計誤差の空間分布に及ぼされることが考えられる．

そこで本稿では，回帰モデルを用いた推計誤差の評価研究に手法的改善を提案すること

を目的として，回帰モデルを用いた地域推計の推計誤差の評価を行う際に課題となる以下

の二つの空間的特性に着目し，推計誤差の空間的特性の有無及びその対処方法について検

討する．

空間的特性の一つ目は空間的自己相関（SpatialAutocorrelation）である．空間的自

己相関は，上述したように地域の距離が近いほど似たような属性値を示す正の空間的自己

相関と距離が近いほど異なる属性値を示す負の空間的自己相関に代表される空間的特性で

ある（AnselinandBera1998）．正の空間的自己相関はTobler（1970）の地理学におけ

る第一法則として知られており，空間分布の最も基本的な特性といえる．空間的自己相関

―42―



のあるデータを用いて回帰モデルを行う場合の空間計量経済モデルによる対処には，誤差

項に空間的隣接行列による加重を用いて空間的自己相関を調整する空間誤差モデル

（SEM：SpatialErrorModel）がある．

もう一つの空間的特性は空間的異質性（SpatialHeterogeneity）である．空間的異質

性は，主に統計モデルとして評価する場合に推定値の空間分布が安定せず，モデルの誤差

項の分散が空間的に不均一となる特性である（Anselin1988，瀬谷・堤 2014）．すなわ

ち OLSによって推定された偏回帰係数が地域によって異なるという空間的非定常性

（spatialnon-stationarity）が存在することを意味し，偏回帰係数の空間的分布を許容す

るローカル推定を行う地理的加重回帰モデル（GWR :GeographicallyWeighted

Regression） によってその検証が可能である （Brunsdon etal.1996，1999，

Fotheringhametal.2002）．

本稿の構成は下記の通りである．Ⅱでは社人研が実施する地域別将来推計人口の概要と

推計誤差の傾向，推計誤差の精度評価の先行研究について説明する．Ⅲでは分析計画とし

て，空間的特性を検証するための統計的検定指標，統計モデルを説明し，Ⅳでは分析結果

を示す．Ⅴでは全体のまとめと今後の課題を示す．

Ⅱ．社人研が実施する地域別将来推計人口の概要と推計誤差の傾向

1． 地域別将来推計人口の概要

社人研の地域推計は，旧厚生省人口問題研究所が実施した1985年の国勢調査を基準人口

とした「昭和62年1月推計」から開始され，2015年の国勢調査を基準人口とした「平成30

年推計」で都道府県推計としては7回目となる．市区町村推計については2000年の国勢調

査を基準人口とした「平成15年12月推計」から開始され，「平成30年推計」で4回実施さ

れている（表1）．

市区町村推計の対象地域数は，2000年の国勢調査時点では3,245市区町村あったものが，

2015年の国勢調査では2005年前後の平成の大合併の影響もあり1,798市区町村（東京23区

（特別区）および12政令市の128区，766市，713町，168村）と推計年次によって大きく異

なる．2010年の国勢調査を基準とした「平成25年3月推計」及び2015年の国勢調査を基準

とした「平成30年推計」では市区町村別の推計結果を都道府県ごとに積み上げた結果を都

道府県推計結果と同時に公表した．ただし，両推計では，福島県は2011年の東日本大震災

の原子力発電所事故による避難指示区域の設定や人口移動傾向を見通すことが困難である

ため市町村推計を行わず県全体のみの公表である．

推計手法はいずれの推計もコーホート要因法である．出生や死亡の将来の動向について

は，全国と地域の相対的較差を用いて全国の動向と連動した仮定値が設定されている．出

生仮定は，1985～2005年の国勢調査を基準とした都道府県推計では年齢別出生率を用い，

2010・2015年の国勢調査を基準とした市区町村別推計では，子ども女性比を用いた推計を

行った上で，市区町村別人口の合計を都道府県推計結果としている．そのため，当該年に
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ついては都道府県の年齢別出生率の作成は行っていない．移動仮定は，原則として過去5

年間の動向を基に平成25年3月推計までは純移動率モデルが用いられ，平成30年推計では

多地域モデルの1つである「プールモデル」（小池 2015，2016，国立社会保障・人口問題

研究所 2018）による推計がなされた．推計の結果は，基本仮定に沿った推計結果（本推

計）と，純移動率が0とする封鎖人口を仮定した推計結果が公表されている．その他，地

域推計実施の経緯や詳細は山内・小池（2014）を参照されたい．

2． 地域別将来推計人口の推計誤差の傾向

推計誤差の評価に用いる指標は誤差率ALPE（AlgebraicPercentError）と誤差率の

絶対値APE（AbsolutePercentError）である．ALPEは推計値と実績値の差を実績値

で除した誤差率（％）であり，「バイアス」（bias）の指標，APEはALPEを絶対値で示

した「正確性」（precision）の指標として以下のように定義される（Taymanetal.2011）．

これらの指標はSmith（1987）やSmithandShincich（1988）をはじめとする推計精度

の評価研究において一般的に用いられる指標である．ALPEは正負の符号を持ち，正の

推計誤差は推計値が実績値を上回る過大推計を，負の推計誤差は推計値が実績値を下回る

過小推計を示す．

ALPE・,i・
ePx,i・aPx,i

aPx,i

・100

APE・,i・
・ePx,i・aPx,i・

aPx,i

・100

P：総人口，e：推計値，a：実績値，・：年齢，i：都道府県もしくは市区町村
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表１ 厚生省人口問題研究所・社人研による地域別将来推計人口の概要

実施機関 公表年月 対象地域 地域数 基準年
推計
期間

厚生省人口問題研究所 1987年1月 都道府県 47 1985年 40年

厚生省人口問題研究所 1992年10月 都道府県 47 1990年 20年

国立社会保障・人口問題研究所 1997年5月 都道府県 47 1995年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2002年3月 都道府県 47 2000年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2007年5月 都道府県 47 2005年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2013年3月 都道府県 47 2010年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2018年3月 都道府県 47 2015年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2003年12月 市区町村 3,245 2000年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2008年12月 市区町村 1,805 2005年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2013年3月 市区町村 1,799 2010年 30年

国立社会保障・人口問題研究所 2018年3月 市区町村 1,798 2015年 30年

資料：厚生省人口問題研究所（1987;1992），
国立社会保障・人口問題研究所（1997;2002;2003;2007;2008;2013;2018）

注：市区町村推計において，基準年2010年及び2015年の地域数には，12政令市（北海道
札幌市，宮城県仙台市，千葉県千葉市，神奈川県横浜市，神奈川県川崎市，愛知県
名古屋市，京都府京都市，大阪府大阪市，兵庫県神戸市，広島県広島市，福岡県北
九州市，福岡県福岡市の128区）の区別の推計結果が含まれる．



本稿では，集計及び分析対象となる推計は，都道府県は基準年を1985～2010年とするも

の（以下，基準年で区別してX年基準推計と呼ぶ），市区町村は2000～2010年である．市

区町村推計における対象地域数は，統計量の集計と回帰モデルで一部異なる．詳細は各図

表にて明示する．

表2は基準年別，推計期間別の都道府県APEについて，中央値と90パーセンタイルの

値を示している．APEの傾向は推計期間が短いほど誤差率は小さく，さらに近年の推計

になるほど小さい．地域推計の結果は移動率による変動が大きいため，原則的に直近5年

間の移動傾向を将来に投影している社人研の推計においては，移動傾向に変化が生じると

推計期間が長くなるに従って誤差率が上昇する．また，近年ほど誤差率が低い点について

は，少子高齢化によって誤差率の高い0～4歳人口及び10代後半から20代前半の人口が減

少傾向にあり，総人口に及ぼす影響が縮小しているためと考えられる（山内・小池 2015）．

都道府県別にみたAPEの範囲は，推計期間5年で0.3％～1.4％，推計期間10年では1.0

％～2.1％，推計期間15年では2.1％～2.8％，推計期間20年では2.9％～4.5％，推計期間25

年は6.6％，推計期間30年は8.5％である．

1990年基準年推計はバブル経済の影響で国内人口移動の傾向がそれ以前と異なっていた

こともあり推計期間を20年とし，年齢別純移動率の水準を長期的に低下させる仮定を導入

している（山内・小池 2014）．その結果，短期的な誤差率は高いものの，長期的には1985

年・1995年と比べて誤差率の中央値は低い水準である．ただし，90パーセンタイルの数値

についてみると1990年基準推計の誤差率は他の推計に比べてやや高めであり，一部の地域

では大きな誤差が生じており誤差分布のばらつきが大きい．

表3には市区町村のAPEの中央値・90パーセンタイル値の範囲について，基準人口の

規模を1万人未満，1万人～10万人未満，10万人以上の3区分で示している．市区町村の

APEの中央値は推計期間5年で1.2％～1.7％，推計期間10年で2.4％～3.5％，推計期間15

年は5.7％である．

市区町村のAPEの中央値を基準人口の規模別にみると，人口規模が小さくなるほど

APEは大きくなる傾向がみられる．推計期間5年では基準人口の規模が1万人未満では

1.9～2.1％，1万～10万人未満では1.0％～1.5％，10万人以上では0.9％～1.3％，推計期間

10年では基準人口の規模が1万人未満では4％程度，1万～10万人未満では2.2％～3.1％，

10万人以上では1.8％～2.7％，推計期間15年では，1万人未満では6.8％，1万～10万人未

満では5.2％，10万人以上では4.0％であった．
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表4には基準年別，推計期間別，都道府県別の将来推計人口のALPEを示している．

特徴的な結果としては，東京都における過小推計（推計人口＜実績人口），奈良県におけ

る過大推計（推計人口＞実績人口）が続いている点がある．市区町村別にみると東京都は

特別区（千代田区，中央区，港区など）において過小推計となっている他，奈良県では南

部の中山間地域（上北山村，下市町，黒滝村など）において過大推計となっている傾向が

観察される．茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県といった東京周辺県は推計期間が15年よ

り短い場合に過小推計となっており，近年の東京圏一極集中の傾向が2010～15年でより一

層進んだ結果を反映している一方で，推計期間が20年以上では過大推計の傾向がみられ，

1990年代における郊外化の傾向が2000年代に入り落ち着き，一転，都心回帰の傾向を示し

ていることによる影響がうかがえる．

1990年基準推計の結果は他の推計結果と異なる誤差率の傾向がみられ，首都圏や愛知県，

兵庫県などで過大推計，その他の道府県は過小推計であり，バブル経済とその崩壊後に国

内の人口移動傾向が変化したことの影響がでているものと考えられる．また，2010年基準
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表２ 基準年別，推計期間年別，都道府県別にみたAPEの中央値・90パーセンタイル値

基準年

中央値（APE,％） 90パーセンタイル（APE,％）

推計期間（年） 推計期間（年）

5年 10年 15年 20年 25年 30年 5年 10年 15年 20年 25年 30年

1985年 0.9 1.5 2.8 4.5 6.6 8.5 1.9 3.0 5.8 9.5 11.4 15.1

1990年 1.4 2.1 2.5 2.9 2.3 3.9 8.1 10.2

1995年 0.6 1.5 3.1 4.4 1.9 4.5 6.7 10.0

2000年 0.6 1.3 2.1 1.6 3.4 6.0

2005年 0.5 1.0 1.2 2.3

2010年 0.3 1.1

表３ 基準年別，推計期間年別，人口規模別，市区町村別にみたAPEの中央値・90パーセンタイル値

基準年
地域
数

推計
期間
（年）

中央値（APE,％） 90パーセンタイル（APE,％）

基準人口の規模（人） 基準人口の規模（人）

総数
1万人
未満

1万～
10万人
未満

10万人
以上

総数
1万人
未満

1万～
10万人
未満

10万人
以上

2000年 3,244 5 1.7 1.9 1.5 1.3 4.8 5.5 4.2 3.6

2005年 1,805 5 1.3 2.1 1.2 1.0 4.1 6.8 3.3 3.0

2010年 1,682 5 1.2 2.0 1.0 0.9 3.8 5.7 3.1 2.9

2000年 3,244 10 3.5 4.0 3.1 2.7 9.4 10.9 8.1 7.5

2005年 1,796 10 2.4 4.1 2.2 1.8 7.9 11.6 6.7 5.6

2000年 3,232 15 5.7 6.8 5.2 4.0 15.2 17.9 12.9 10.9

注：基準年2000年の新潟県山古志村は2004年の中越地震により多大な被害を受けたため，集計から除外した．
基準年2010年で区別に推計されている12政令市は市単位で集計した．
基準年2010年（推計期間5年）では，福島県内市町村の推計が行われていない.
基準年2005年（推計期間10年）では，原発事故による避難準備区域等による指定を受けた福島県9町村
（広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，梶尾村，飯舘村），3地区（南相馬市鹿
島地区・小高地区，田村市都路地区）を除いて集計した.
基準年2000年（推計期間15年）では，上記の福島県9町村を除いて集計した.
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表４ 基準年別，推計期間別にみた都道府県別ALPE
（％）

基準年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

推計期間 5年 5年 5年 5年 5年 5年 10年 10年 10年 10年 10年

北海道 1.6 -2.2 0.3 0.1 0.1 -0.4 1.5 -3.4 0.8 0.6 -0.4

青森県 2.0 -3.5 -0.5 2.0 0.9 -0.2 1.0 -6.8 0.8 5.2 1.6

岩手県 1.0 -2.1 -0.3 1.7 0.9 -1.0 0.2 -3.9 0.9 4.5 0.9

宮城県 0.1 -1.3 1.2 1.6 -0.6 -1.2 -0.2 -0.8 3.8 2.8 -1.8

秋田県 0.8 -2.1 0.0 1.3 0.7 0.0 -0.2 -3.6 1.1 3.5 1.4

山形県 0.0 -1.4 0.2 0.8 0.8 -0.7 -0.7 -2.1 1.2 2.6 0.9

福島県 0.1 -1.4 1.0 1.0 0.5 -0.1 -0.6 -1.1 3.0 2.7 3.2

茨城県 0.7 -0.5 2.4 1.1 -1.2 0.2 1.9 2.0 5.9 1.2 -1.5

栃木県 -0.7 0.2 1.0 0.2 -0.1 0.0 -0.5 2.1 2.2 0.7 0.2

群馬県 0.5 -0.2 0.5 0.4 -0.3 -0.1 1.5 0.6 1.7 0.7 -0.6

埼玉県 -2.1 3.0 2.3 0.6 -1.6 -0.8 -0.2 9.5 5.4 -0.1 -3.2

千葉県 -0.5 2.8 1.6 -0.3 -1.7 -0.5 3.0 8.1 2.9 -2.0 -2.2

東京都 1.2 0.5 -4.2 -2.2 -1.9 -1.2 3.1 -3.1 -10.4 -5.5 -3.4

神奈川県 -0.6 3.4 -0.4 -1.1 -1.0 0.2 3.2 6.9 -1.9 -2.6 -1.2

新潟県 0.2 -1.5 0.6 0.9 -0.4 -0.3 -0.6 -2.0 2.1 1.7 -0.8

富山県 0.1 -0.8 0.3 0.2 -0.3 -0.2 0.0 -1.1 0.7 0.4 -0.8

石川県 0.9 -0.8 0.8 0.0 -1.3 -0.1 1.6 -0.5 1.8 -1.1 -2.3

福井県 1.4 -0.5 -0.2 0.6 0.1 -0.2 3.0 -0.7 0.1 1.3 0.1

山梨県 0.6 -1.8 2.3 0.5 1.0 0.3 0.3 -0.8 5.2 2.3 2.2

長野県 0.7 -1.4 0.6 1.1 0.1 -0.4 0.5 -1.7 2.7 2.5 -0.2

岐阜県 0.8 -0.5 0.9 -0.1 0.1 0.2 1.8 0.3 1.8 0.1 0.4

静岡県 0.0 0.1 0.6 -0.5 0.2 -0.1 0.9 1.5 0.9 -0.5 0.3

愛知県 -0.4 0.3 -0.5 -1.3 -0.6 -0.2 0.4 0.8 -2.1 -2.8 -1.2

三重県 0.2 -0.9 1.6 -0.3 0.0 0.3 0.1 0.1 3.0 -0.3 0.4

滋賀県 0.1 -0.4 0.6 1.1 -0.7 0.5 0.8 0.4 2.6 2.2 -0.5

京都府 1.0 -0.7 -0.4 0.3 -0.3 0.2 1.6 -1.1 -0.7 0.4 -0.8

大阪府 0.9 -0.4 -1.5 -0.4 -1.5 -0.4 2.1 -0.2 -3.4 -2.2 -2.9

兵庫県 -0.5 1.9 0.6 0.5 -0.4 0.0 1.8 1.2 2.2 1.0 -0.9

奈良県 1.3 0.2 2.5 2.1 -0.8 0.4 4.1 3.7 7.3 3.4 -1.2

和歌山県 0.4 -2.2 1.0 1.8 -0.8 -0.2 -0.8 -2.9 4.0 2.9 -1.6

鳥取県 0.9 -1.0 -0.5 0.6 1.2 -1.1 1.4 -1.6 -0.5 2.7 1.2

島根県 1.9 -1.4 -0.5 1.0 -0.1 -1.0 3.0 -2.9 0.1 2.2 -0.9

岡山県 1.2 -1.5 0.9 -0.5 -0.2 -0.4 1.5 -1.6 1.3 -0.7 -0.6

広島県 0.9 -0.7 0.8 -0.3 -0.7 -0.7 2.1 0.2 1.2 -0.9 -2.1

山口県 1.8 -1.7 0.1 0.4 -0.5 -0.4 2.7 -2.5 0.3 0.5 -1.3

徳島県 0.7 -1.4 0.6 0.5 0.4 0.0 0.6 -1.9 1.5 1.6 0.8

香川県 1.1 -1.2 0.4 0.3 -0.5 -0.7 1.8 -1.5 1.2 0.4 -1.4

愛媛県 1.6 -1.3 -0.1 0.5 -0.2 -0.1 2.5 -2.1 0.3 1.2 -0.4

高知県 1.7 -1.7 -1.1 1.6 0.9 0.2 2.6 -3.9 -0.8 4.5 1.9

福岡県 0.8 -1.5 0.1 0.8 -0.8 -1.1 1.0 -2.1 1.0 1.3 -2.4

佐賀県 1.3 -2.0 0.9 0.0 0.0 -0.6 1.2 -2.6 1.8 0.3 -0.4

長崎県 1.3 -1.7 -0.1 0.3 0.3 -0.5 1.6 -2.6 0.3 1.0 0.1

熊本県 1.7 -1.9 0.3 0.7 -0.4 -0.6 2.2 -3.0 1.1 1.2 -1.1

大分県 1.8 -1.5 -0.2 -0.2 -0.9 0.3 2.7 -2.8 -0.7 -1.0 -1.0

宮崎県 1.3 -2.4 0.5 0.8 -0.7 0.3 1.0 -3.6 1.6 1.1 -0.8

鹿児島県 2.3 -2.0 -0.7 1.2 0.1 0.1 3.3 -3.9 -0.3 3.0 0.5

沖縄県 2.1 -1.6 0.0 -0.5 0.1 -1.6 4.0 -2.1 0.0 -0.5 -1.2
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表４ 基準年別，推計期間別にみた都道府県別ALPE（つづき）
（％）

基準年 1985年 1990年 1995年 2000年 1985年 1990年 1995年 1985年 1985年

推計期間 15年 15年 15年 15年 20年 20年 20年 25年 30年

北海道 2.6 -3.8 1.9 0.4 4.0 -3.6 2.0 5.5 5.9

青森県 0.2 -7.8 3.4 8.1 1.0 -7.6 5.4 2.6 3.3

岩手県 -0.3 -3.7 3.4 6.6 0.6 -2.3 4.9 2.2 2.5

宮城県 1.4 1.4 6.3 3.4 4.5 3.4 8.1 7.0 8.6

秋田県 -0.8 -3.8 3.3 5.5 -0.2 -2.8 5.2 0.9 1.6

山形県 -0.8 -1.6 3.3 3.7 -0.1 -0.1 4.7 1.4 1.8

福島県 0.3 0.5 5.9 6.8 2.0 3.0 11.1 4.3 8.5

茨城県 6.6 6.2 8.8 2.2 12.7 9.5 12.5 17.6 23.2

栃木県 1.6 4.6 3.8 1.7 3.7 7.6 5.8 5.9 8.1

群馬県 3.9 2.7 3.0 1.1 7.0 4.7 4.4 9.8 12.2

埼玉県 5.2 17.2 7.3 -0.7 11.5 23.5 9.0 15.7 19.4

千葉県 9.5 13.5 2.9 -2.1 15.8 17.2 4.4 20.2 25.8

東京都 0.7 -8.6 -17.1 -7.7 -4.1 -14.7 -22.5 -9.9 -14.5

神奈川県 7.5 9.4 -3.7 -2.8 10.4 11.2 -4.5 12.3 15.3

新潟県 -0.3 -1.1 3.7 2.4 0.9 -0.1 5.1 1.6 1.7

富山県 0.9 -0.7 1.3 0.4 1.9 -0.4 1.4 2.5 2.7

石川県 4.0 0.7 1.8 -2.1 6.8 0.7 2.0 8.2 9.4

福井県 5.1 0.1 0.9 1.9 7.8 1.3 1.2 10.6 12.9

山梨県 2.8 1.2 9.8 4.3 6.0 4.8 14.9 10.3 14.9

長野県 1.6 -0.3 5.5 3.7 4.1 1.8 7.9 6.6 8.4

岐阜県 4.6 1.6 3.1 0.3 7.2 3.1 4.4 9.9 12.6

静岡県 3.3 2.9 1.8 -0.5 5.2 4.8 2.6 7.3 9.0

愛知県 1.4 0.5 -3.7 -3.9 1.3 0.0 -5.2 0.6 -0.1

三重県 2.3 1.3 5.0 0.4 4.4 2.9 7.5 6.6 9.1

滋賀県 2.9 2.9 4.5 4.6 6.5 5.2 7.8 9.6 13.7

京都府 2.3 -1.1 -0.9 0.4 3.1 -1.1 -1.5 3.3 3.2

大阪府 3.7 -0.2 -6.3 -3.8 4.3 -1.6 -9.3 3.0 1.5

兵庫県 1.7 2.5 3.3 1.6 3.0 3.8 4.3 3.8 4.4

奈良県 10.9 9.9 11.6 5.1 20.5 15.6 16.5 29.4 39.0

和歌山県 -0.2 -1.4 6.3 3.8 2.1 -0.4 8.3 3.4 4.1

鳥取県 2.1 -1.6 1.0 3.8 3.3 0.1 1.7 5.8 6.7

島根県 4.2 -2.7 1.1 2.7 6.3 -2.2 1.0 8.4 9.0

岡山県 3.7 -1.8 2.0 -1.1 5.1 -1.9 2.4 6.3 7.0

広島県 5.1 1.0 1.4 -2.2 7.7 1.6 0.6 9.4 9.9

山口県 4.5 -2.7 0.4 0.2 6.6 -3.1 -0.1 8.0 8.5

徳島県 1.6 -1.9 3.2 2.8 2.8 -0.8 4.8 4.5 6.0

香川県 3.7 -0.9 1.8 0.0 6.0 -0.6 1.9 7.7 8.6

愛媛県 4.1 -2.1 0.8 1.8 6.1 -1.9 1.0 7.8 9.1

高知県 3.2 -4.3 0.9 7.5 5.4 -3.4 2.4 8.6 11.5

福岡県 2.3 -1.7 1.5 0.9 4.2 -1.7 1.2 5.5 5.5

佐賀県 2.8 -2.4 3.1 0.0 4.2 -1.9 4.0 5.6 6.0

長崎県 2.5 -2.7 1.2 1.0 3.6 -2.0 1.4 4.7 4.6

熊本県 3.6 -3.3 1.9 1.5 5.4 -3.5 2.3 6.7 7.6

大分県 4.1 -3.9 -1.5 -1.1 5.3 -5.2 -1.7 5.6 6.3

宮崎県 1.8 -3.6 2.6 1.9 3.4 -3.9 3.9 4.1 4.9

鹿児島県 4.3 -4.3 0.7 5.1 6.3 -4.1 1.9 8.4 10.4

沖縄県 6.7 -2.6 0.6 -1.7 8.9 -2.8 0.0 10.9 10.9



推計ではその直後に発生した東日本大震災の発生とその後の復興需要の影響により岩手県・

宮城県で過小推計となっている（ただし，宮城県南三陸町24.8％，女川町17.9％では人口

減少が進み過大推計となっている）．福島県の誤差率は-0.1％であった．

図1には推計期間別，5歳階級別，都道府県／市区町村別にみたAPEの中央値・90パー

センタイル値を示している．推計期間が5年から15年では0～4歳のAPEが最も大きく，

次に20～30代となる．30代以上では，APEは低下するものの，80代以降に再び誤差が上

昇する．都道府県推計の0～4歳のAPEの中央値は推計期間5年では4.5％，10年13.1％，

15年23.7％，20年36.5％，25年43.9％と上昇する．0～4歳は出生仮定に関する誤差や推

計時に置いた移動仮定と実際の移動状況との差によってもたらされるほか，郊外化や都心

回帰といった地理空間的な移動トレンドの変化の影響も考えられる．

また，推計期間が長くなると，それ以前の0～4歳の誤差の影響が蓄積されることによ

り，19歳以下の誤差が20～30代の誤差よりも高くなる他，20～30代の誤差のピークが高齢
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図１ 推計期間別，５歳階級別，都道府県／市区町村別にみたAPEの中央値・90パーセンタイル値

注：市区町村の対象地域は表3を参照．



にシフトするといった傾向も読み取れる．20代のAPEの中央値の傾向は推計期間5年か

ら25年の変化は約3％から約6％の変化であり，高齢部分では，推計期間が大きくなるほ

どAPEの中央値の上昇が大きくなり，85歳以上では推計期間5年では2.1％であったもの

が25年では19.3％まで上昇し，近年の高齢者の移動傾向の変化等を反映しているといえる．

市区町村の推計誤差の年齢別の傾向は都道府県の傾向とおおむね同様ではあるが，0～

4歳の誤差よりも20代の誤差の方が高い等，移動が原因と考えられる推計誤差の影響が顕

著にみられる．また，人口規模が小さいほど推計誤差が大きくなり，総じて都道府県推計

よりも誤差は大きい．0～4歳のAPEの中央値は推計期間5年で7.3％，推計期間10年で

は12.8％である．25～29歳では推計期間5年6.5％から推計期間10年では15.6％とAPEの

中央値が上昇する．

3． 推計誤差の精度評価に関する先行研究

Smithetal.（2013）では推計誤差の特徴として，1）推計期間が長い，2）対象となる

地域単位が小さい，3）人口変化が激しい地域，4）年齢別にみると出生や人口移動が大き

く影響する若年層において推計誤差が大きくなる，5）より新しい時期に実施された将来

人口推計の方が，誤差が小さくなりやすいとは一概にはいえない，ということが指摘され

ている．

1）推計期間については，基本的な知見として多くの研究で指摘されており，将来推計

人口の基本的な構造が投影であることを考えるとその後の社会経済の変化が生じることで

推計期間が長くなるほど実績値と過去の推計結果の乖離で測った推計誤差が大きくなりう

ることは想像に難くない（例えば，Murdocketal.1984，Smith1987，SmithandSincich

1988，1991，TaymanandSwanson1996，Taymanetal.2011，Lenze2000，Rayer2008，

山内・小池 2015など）．

2）対象地域の単位については，人口規模が小さくなるほど推計誤差が大きくなると言

い換えることも可能であり 1）と同様多くの知見が存在する（より詳細にはSmithand

Tayman2003，Smithetal.2013など）．人口規模が小さい地域は，小さい変動であって

も誤差率が大きくなりやすく，移動傾向が変化することによって性・年齢別人口の構成が

変化したときに大きな誤差が生じる．

3）人口変化については，人口増加率が高い地域ほど推計誤差が大きくなるとする先行

研究がある（Smith1987，SmithandShahidullah1995，Taymanetal.2011など）．

Taymanetal.（2011）は推計誤差と人口増加率の関係はU字型の関係（二次関数）が観

察され，人口増加率が低い地域と高い地域で推計誤差が大きくなることを明らかにしてい

る．本分析においては人口増加率ではなく，より地域間の人口変動に直接的に影響すると

考えられる直近5年間の純移動率を用い，推計誤差との関係性について検証する．

4）年齢別にみた推計誤差については，山内・小池（2015）では，0～4歳人口や20～

30代で推計誤差が大きくなることが指摘されている．過去のトレンドに概ねしたがってス

ムースに変化する死亡と比べ出生や人口移動は期間変動が著しく，ファミリー層や若者の
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移動傾向の変化に関する誤差が反映されていると考えることができる．

5）推計年次については，推計手法の違い，対象となる地域の人口構造（高齢化の度合

い）や社会経済的環境（好景気・不況），推計基準年におけるイレギュラーな事象の発生

（経済的恐慌，自然災害，戦争・紛争等），さらに本質的に将来に対する不確実性によって

生じるため，その要因を明確にすることには困難が生じることが指摘されている（Chi

2009，Smithetal.2013）．ただし，社人研の推計については，近年になるほど推計誤差

は小さくなる傾向がみられており，少子高齢化による若者人口の減少に伴う移動者の減少

がその要因であると考えられる（山内・小池 2015）．

Ⅲ．分析計画：データと分析課題

1． データ

本分析において用いるデータは，総務省統計局『国勢調査報告』における実績値および

旧厚生省人口問題研究所及び社人研の『地域別将来推計人口』の将来推計値である．都道

府県は1985～2010年基準推計，推計期間は20年までを分析対象とする１）．市区町村につい

ては2000～2010年基準推計，推計期間は15年までを分析対象とする．東京都特別区は区ご

と，政令市は区を合算したものを用いる．市区町村の対象地域数は国勢調査実施時点では

なく，推計結果の公表時点の数である．対象地域数は2000年3,244地域，2005年1,805地域，

2010年1,746地域である．ただし，手法によって分析可能な地域数には若干の変動がある．

詳細は各分析結果の注に記載した．

2． 分析課題

� 推計誤差の空間的自己相関の検証

本稿では上述の通り，ALPEとAPEというやや性格の異なる指標を用いて複合的な推

計誤差の評価を行う．ALPEとAPEについて同様の方法で推計誤差の評価を行う．その

方法を説明する際の数式表記の都合上，両値とも・iと標記する．推計誤差の空間的特性

を検証するために二つの分析課題を設定した．第一の課題は，推計誤差の空間的自己相関

の検証であり，第二の課題は推計誤差の空間的異質性の検証である．

推計誤差の空間的自己相関の検証は，はじめに推計誤差の空間的自己相関を定量化する

モランIの統計量を算出し，次にOLSモデルの推定を行い誤差項と独立変数の空間的自

己相関の検出を行う．最後に空間的誤差モデルを推定することによって空間的自己相関の

有無を評価し，赤池情報量規準AICによるモデルフィットの改善の有無を検証する．

空間的自己相関を定量化するモランのI統計量は，－1から1までの範囲をとり，正の

空間的自己相関は隣接する地域間の数値が近くなる傾向を示し，0は空間的にランダムに

分布，負の空間的自己相関は隣接地域ほど値が異なる傾向を示し，下記のように定義され
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1）推計期間25～30年は1985年基準推計のみ推計誤差が算出可能であるが，回帰モデル分析において推計期間25

～30年が一時点のみの観察となりパラメータを識別できないため，分析から除外した．



る（Moran1950）．

I・
N

・
N
i・1・

N
j・1wij

・
・

N
i・1・

N
j・1wij・・i・・・・・・j・・・・
・

N
i・1・・i・・・・

2

N：都道府県／市区町村の地域数，wij：空間加重行列

モランの I統計量の統計的検定には，一般的に漸近正規性を仮定した Z検定がある

（CliffandOrd1981）．モランのI統計量の期待値E・I・，分散Var・I・を標準化するとZ

値は下記のように定義される．

Z・
I・E・I・

Var・I・・
,E・I・・

・1

N・1
,Var・I・・ E・I

2
・・E・I・

2

Zは漸近的に標準正規分布N・0,1・に従うため，行標準化された空間行列下において空

間的自己相関はないとする帰無仮説の検定を行うことができる．IがE・I・より十分に大

きい（小さい）とき正（負）の空間的自己相関が観察される．

第一の分析課題の検証は空間計量経済学モデルの一つである空間誤差モデル（Spatial

ErrorModel:SEM）による推定によって行う．空間誤差モデルは誤差項どうしの空間的

自己相関をモデル化するものであり，モデルの誤差項が独立変数と空間的自己相関が生じ

る場合，誤差項が独立かつ同一の分布に従うという仮定（i.i.d.）が担保されないという

推定上の問題点に対処することが可能となる（Anselin2005，瀬谷・堤 2014）．

Y・ X・・u

u・・Wu・・

・・N・0,・
2
I・

空間誤差モデルでは，誤差項uに空間的自己相関構造をもつ・Wuを導入している．・

は空間パラメータであり，隣接行列を行基準化した場合，1・・min・1の範囲の値をとる．

Wはn・nの都道府県・市区町村間の隣接行列であり行和で標準化している．隣接行列は

queen型（全方位型）のラグ1（直接隣接する地域がある場合に1，そうではない場合は

0）で都道府県・市区町村ともに設定した（図2）２）．北海道，沖縄県や市区町村の島嶼

部については，必ずしも最近傍の地域と属性が近いとはいえず，最近傍地域との距離もそ

れぞれ異なることから，上記地域は独立した分析対象と仮定し，隣接地域は無しとして隣

接行列を作成した．・は空間的自己相関構造をもたない誤差項である．
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2）隣接行列の型には，bishop型（斜め方位型），rook型（上下方位型），queen型（全方位）があり，一般的

にqueen型が用いられる．また，ラグ（隣接地の数）については，直接的に隣接するラグ1のほかにラグ2

（直接隣接地の隣接地を含む隣接行列）～ラグ5までについて検討した結果，ラグが増えるに従い空間的自己

相関が低下するため，ここではラグ1（直接隣接）とした．



空間パラメータ・の検定は尤度比（Likelihoodrato：LR）検定を行う．尤度比検定は

下記のように定義される．

LR・・2・・・l
・

c・l・c
・・・

l・cは・・0という制約がない状態での集約対数尤度，l・cは・・0という制約下での集

約対数尤度である．LR・が漸近的に自由度1の・二乗分布に従うことを利用する検定で

ある．

回帰モデル全体の適合度を評価する赤池情報量規準（Akaike'sInformationCriterion：

AIC）はAIC・・2lnL・2Kによって定式化され（Lは最大尤度，Kはパラメータ数），

AICが小さいほどモデルの適合度が高いことを示す．

モデルの評価はOLSモデルで推定したときの誤差項の空間的自己相関の有無の検定及

び，・のLR検定結果，赤池情報量規準（AIC）によるOLSモデルとSEMモデルのモデ

ルフィットの比較，推計誤差自体の空間的自己相関の有無によって行う３）．

� 推計誤差の空間的異質性の検証

第二の課題は推計誤差の空間的異質性の検証である．ここで空間的異質性は，具体的に

は空間的非定常性（SpatialNon-Stationarity）を対象とする．空間的非定常性とは，独

立変数と従属変数の間の関係（具体的には，回帰モデルの偏回帰係数）が地域によって異

なることをいう．このような空間的非定常性を検証するためには，地域によって偏回帰係

数が異なることを許容するローカル推定を行う必要があり，地理的加重回帰モデル

（GeographicallyWeightedRegression，以下GWR）によってローカル推定ならびに空

間的非定常性の検定が可能である４）．
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図２ 隣接行列型の種類

3）分析はR3.5.3を使用し，モランのI統計量の算出・検定（moran.test），SEMモデルの推定（errorsarlm）

・検定は（lm.morantest）spdep1.1-3パッケージによって行った．

4） 地理的加重回帰モデルの推定 （gwr.sel,gwr）， F検定 （LMZ.F1GWR.test,LMZ.F2GWR.test,

LMZ.F3GWR.testはspgwr0.6-32パッケージによって行った．



GWRは，対象地域の緯度経度情報を用いて回帰モデルの係数の推定に空間的加重をか

けることで係数の空間的なばらつきを表現するモデルである（Brunsdonetal.1996，

Fotheringhametal.2002）．

通常の回帰モデルは，すべての地点を含んで係数の推定を行うグローバル・モデルであ

り，推定された偏回帰係数はすべての地点で一定であるとする空間的定常性を仮定してい

る．一方，GWRは係数が地点iごとに計算されるローカル・モデルであるため，偏回帰

係数が地点iごとに異なるとする空間的非定常性を仮定している．

通常の回帰モデル（OLS）： ・i・・0・・1・1i・・・p・pi・・i

地理的加重回帰モデル： ・i・・0・i・・・1・i・・1i・・・・p・i・・pi・・i

以下は係数を行列形式で示したものである．通常の回帰モデルの係数の推定値に，位置

iを中心に空間的に加重されたW・i・関数を組み込んでいる．係数にかけられる空間的加

重は距離が遠いほど空間的加重が小さくなる距離減衰関数である．このように，距離減衰

関数によって加重された最小二乗法によって個々の推定値が求められる．

通常の回帰モデルの係数： ・
・
・・X

T
X・

・1
X

T
Y

地理的加重回帰モデルの係数： ・
・
・i・・・X

T
W・i・X・

・1
X

T
W・i・Y

Yはn次元ベクトル，Xはn・p行列，W・i・はn・n対角行列であり，対角要素にi

地域からみた他の地域との距離に応じて減少するwj・i・を配置する空間的加重行列である．

この空間的加重行列においては，対角成分は標本地点iの空間的加重であり，その他の非

対角成分は0である．GWRは空間的加重の分布にカーネル関数を用いていることに特徴

がある．カーネル関数は距離が小さいとき空間的加重が大きくなる距離減衰関数を示すた

め，回帰地点から標本地点までの距離に応じて位置iにかかる空間的加重が変化する．本

分析ではカーネル関数のバンド幅の設定方法には固定型カーネル関数による推定を行った．

また，カーネル関数にはガウス型を用いた．ガウス型カーネル関数は以下のように求めら

れる．

wj・i・・exp・・
1

2・
dij

h・
2

・

wj・i・は標本地点iにかかる回帰地点jからの距離減衰型の空間的加重，dijは回帰地点

jと標本地点iとの距離，hはカーネルのバンド幅を表す．最適なバンド幅を選択するた

めに，モデル比較にはCV（交差妥当化：CrossValidation）を用い，CVが最小となる

バンド幅を最適であると判断する．CVは以下のように求められる．

CV・・i
・・i・・

・
・i・h・・

2
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・
・
・i・h・はバンド幅CVの範囲から除外された位置iにおける予測値・iである．CVが

低いほど，よいモデルフィットであるといえる．

GWRによるモデル推定の評価には，ローカル係数の妥当性の検定があり，ローカル係

数のt検定を行うことができる．

GWRのモデル検定については，Leungetal.（2000）のF（1）からF（3）検定がある．

Leunget.al.（2000）では，GWRのモデル検定量として，OLSとの比較を中心に， 3

種類のF検定による検定量を考案している．

F（1）検定はOLSの残差平方和とGWRの残差平方和（RSS）の比がF分布で近似され

ることを用い，F（1）値が有意に小さければGWRはOLSよりもモデルフィットがよいこ

とを示す．

F・1・・
RSSGWR・・1

RSSOLS・・n・p・1・

nはデータ数，pは推定するパラメータの数・1・tr・・I・L・
T
・I・L・・であり，Iはn番

目の推定値の単位行列，Lはn・nの行列を示す５）．なお，LYはGWRの線型予測を与

えるn次元ベクトルに対応する．

F（2）検定は OLSの残差平方和と OLSから GWRへモデルを変更したときの改善度

（DSS・RSSOLS・RSSGWR）の比がF分布で近似されることを用いる．F（2）値が有意に小

さければOLSとGWRのデータとの適合度に統計的に有意な差がないことを示す．

F・2・・
DSS・v1

RSSOLS・・n・p・1・

v1・ n・p・1・・1を示す．

F（3）検定は，係数ごとに分散分析を行い，F（3）値が大きければ，係数の地域差が統計

的に有意であるということを示す６）．たとえば・kについては以下がF分布で近似される

ことを用いる．

F・3・・
v
2
k・・1

・・
2

v
2
k・

1

n・
n

i・1
・・・ik・

1

n・
n

i・1

・・ik・,・1・tr
・・・・

1

n
B

T・I・
1

n
J・B

・・・・
,・・

2
・

RSS

・1

Jはそれぞれの要素が1であるn・n×の行列を示す．なお，BYが係数推定量を与え

るp次ベクトルに対応する．

これらの3種類のF検定によって，従来の回帰分析（OLS）からの改善度を測定する

ことができる．また，ローカルなモデルの当てはまり具合は測定するローカルR
2
値によっ

て局地的な当てはまりを測定することができる．
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5）Lはx
T
i・X

T
W・i・X・

・1
X

T
W・i・i=（1,2,･･･n）をi行目に配置したもの．ここでxiはXのi行目に対応す

るn次元ベクトルである．

6）Bはe
T
k・X

T
W・i・X・

・1
X

T
W・i・i=（1,2,･･･n）をi行目に配置したもの．ekはk・1が1，それ以外は0の

列ベクトルを示す．



� 推定モデル

推定モデルは，（1）分析課題1の検証として都道府県／市区町村別に推計基準年，推計

期間別に空間誤差モデルの推定を行う．（2）分析課題2の検証として市区町村別に推計基

準年，推計期間別に地理的加重回帰モデルの推定を行う．

共変量は先行研究にならい以下のように設定した．1）基準年の人口規模（対数化）に

ついて線形関数と二次関数を設定した．2）基準年までの5年間の純移動率（絶対値）に

ついて線形関数と二次関数を設定した．3）東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）

は純移動率が経時的に変動しやすく，近年は東京一極集中傾向にあり，時系列では過小推

計になりやすい傾向にあるためダミー変数を用いる．

分析課題1は都道府県及び市区町村において各推計年次について空間的自己相関の検証

を行う．また，分析課題2の空間的異質性の検証では市区町村の緯度経度情報を用いて偏

回帰係数の空間的非定常性の検証を行う．なお，本稿の主目的は分析モデルの選択にある

ことや紙幅の関係から各分析結果表における共変量の推定値は示さない．推計誤差と共変

量との関係は，Ⅱ.2や3でみてきたように，推計期間が長くなるほど，人口規模が小さ

いほど，若年人口が多いほど，人口変化が大きいほど，推計誤差が大きくなるという傾向

は変わらない．その上で，各統計量の検定を通じた空間的特性の検証を行っていきたい．

Ⅳ．分析結果

1. 推計誤差の空間的自己相関の検証（都道府県／市区町村）

分析課題1の検証として，都道府県の結果を表5，市区町村の結果を表6に示した．各

表では，APE及びALPE別に，推計期間，基準年と地域数，最適なモデル選択について

の結果（最小二乗法OLSか空間誤差モデルSEMか），その根拠となる統計量（1）～（4）を

示している．（1）は誤差率に空間的自己相関があるかどうかの統計量と検定結果であり，

統計的に有意であるとAPE，ALPEの空間分布に空間的自己相関があるかどうかがわか

る．さらに，OLSモデルによって誤差率と独立変数との関係に空間的自己相関によるバ

イアスが生じているのかを検定したのが（2）OLS残差が独立変数との間で空間的な自己相

関があるかどうかの検定結果である．その上で，（3）空間誤差モデルの推定結果では，空

間パラメータの統計的検定を通じて空間的自己相関の有無を判断する．最後に，（4）赤池

情報量基準AICによるモデルの適合度を示した．

最適なモデル選択においては，（1）～（3）の検定結果から，（2）の検定結果が統計的に有

意ではない場合は，OLSモデルを最適モデルとし，（3）の検定結果が統計的有意である場

合にはSEMを最適モデルとした．（2）が統計的有意であっても，（3）が統計的有意ではな

い場合は，最適モデルは選択できないとした．

推計誤差分布の空間的自己相関の有無については，APE，ALPEともに都道府県では

推計期間と基準年によってばらつきがあり（表5），市区町村では概ね空間的自己相関が

検出される結果となった（表6）．
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都道府県のAPEモデルでは（表5），1985年基準推計・1990年基準推計について推計

期間が5年・10年については空間的自己相関が検出されるがそれ以外の基準年・推計期間

では検出されないという結果である．ALPEについては，推計期間が5年では1995年基

準推計・2000年基準推計を除き空間的自己相関が検出される他，1985年基準推計・1990年
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表５ 都道府県別APE，ALPEに対する空間誤差モデルによるモデル選択結果

推計期間
（年）

基準年
（地域数）

最適なモデル
（1）誤差率の
空間的自己相関

（2）OLS残差の
空間的自己相関

（3）空間誤差
モデル

（4）赤池情報量
基準AIC

最小二乗法
OLS

空間誤差
モデルSEM

モランのI
統計量

モランのI
統計量

空間パラメータ
λのLR検定

OLS SEM

A
P
E

5

1985年（47） ● 0.463 ** 0.450 ** 0.600 ** 99.7 85.9

1990年（47） ● 0.166 * 0.169 * 0.354 + 100.4 99.3

1995年（47） ● 0.354 ** -0.119 -0.432 100.9 100.3

2000年（47） ● 0.060 0.084 0.141 91.5 92.9

2005年（47） ● 0.261 ** -0.021 -0.040 49.6 51.5

2010年（47） ● 0.046 0.069 0.156 48.8 50.3

10

1985年（47） ● 0.275 ** 0.220 ** 0.385 * 141.2 138.8

1990年（47） ● 0.256 ** 0.250 ** 0.458 * 124.9 120.7

1995年（47） ● 0.390 ** -0.001 -0.006 186.9 188.9

2000年（47） ● 0.138 + 0.197 * 0.262 169.3 168.7

2005年（47） ● 0.082 -0.054 -0.103 116.4 118.2

15

1985年（47） ● 0.105 0.004 0.008 188.2 190.2

1990年（47） ● 0.359 ** -0.066 -0.255 181.4 182.6

1995年（47） ● 0.350 ** 0.045 0.171 234.4 236.0

2000年（47） ● 0.091 0.176 * 0.259 215.6 215.3

20

1985年（47） ● 0.172 * 0.048 0.118 225.2 226.9

1990年（47） ● 0.454 ** -0.022 -0.099 237.2 239.1

1995年（47） ● 0.360 * 0.107 0.368 270.0 269.9

A
L
P
E

5

1985年（47） ● 0.431 ** 0.342 ** 0.475 ** 118.3 111.5

1990年（47） ● 0.402 ** 0.172 * 0.375 + 128.6 127.1

1995年（47） ● -0.046 -0.076 -0.185 123.6 124.9

2000年（47） ● 0.203 * 0.120 + 0.193 109.9 110.8

2005年（47） ● 0.287 ** 0.320 ** 0.503 ** 91.7 84.8

2010年（47） ● 0.140 + 0.207 * 0.438 * 75.0 72.1

10

1985年（47） ● 0.320 ** 0.225 ** 0.407 ** 154.4 151.5

1990年（47） ● 0.369 ** 0.181 * 0.330 + 214.1 213.0

1995年（47） ● -0.034 -0.067 -0.196 197.8 199.2

2000年（47） ● 0.254 ** 0.195 * 0.275 185.2 184.6

2005年（47） ● 0.115 0.165 * 0.294 159.3 158.9

15

1985年（47） ● 0.168 * 0.078 0.177 194.4 195.7

1990年（47） ● 0.273 ** 0.188 * 0.330 + 263.5 262.4

1995年（47） ● -0.023 -0.028 -0.084 240.8 242.7

2000年（47） ● 0.193 0.182 * 0.265 230.0 229.6

20

1985年（47） ● 0.034 0.014 0.033 233.4 235.3

1990年（47） ● 0.200 * 0.163 * 0.299 292.6 292.1

1995年（47） ● -0.009 0.015 0.047 272.4 274.3

有意水準:0.01**,0.05*,0.1+
注：（3）空間誤差モデルの数値は空間パラメータλの値を示している．



基準推計で推計期間10年において空間的自己相関が検出される．その他では，1990年基準

推計・推計期間15年では空間的自己相関が検出されるが，その他の基準年・推計期間では

検出されていない．

市区町村の結果をみると（表6），APEモデル，ALPEモデルともに空間的自己相関

が検出される結果となっている．都道府県よりも小さいレベルでの観察においては，誤差

の正確性（APE），バイアス（ALPE）ともに推計誤差は連続的に分布していることがわ

かる．

このように都道府県の誤差について回帰モデルによって推定を行う場合，都道府県モデ

ルでは推計期間が短い場合はOLSの誤差項が独立変数と空間的自己相関している可能性

があるため，その検定を行った上でモデル選択を行う必要がある．市区町村モデルについ

てはOLSモデルを適用せずにSEMモデルによるモデル誤差項の空間的自己相関の調整

を行った上で適切なパラメータの推定を行うことが可能となる．
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表６ 市区町村別APE，ALPEに対する空間誤差モデルによるモデル選択結果

推計期間
（年）

基準年
（地域数）

最適なモデル
（1）誤差率の
空間的自己相関

（2）OLS残差の
空間的自己相関

（3）空間誤差
モデル

（4）赤池情報量
基準AIC

最小二乗法
OLS

空間誤差
モデルSEM

モランのI
統計量

モランのI
統計量

空間パラメータ
λのLR検定

OLS SEM

A
P
E

5

2000年（3,244） ● 0.074 ** 0.045 ** 0.099 ** 15,148 15,136

2005年（1,804） ● 0.074 ** 0.046 ** 0.133 ** 7,712 7,703

2010年（1,682） ● 0.108 ** 0.092 ** 0.214 ** 7,008 6,976

10
2000年（3,244） ● 0.111 ** 0.089 ** 0.197 ** 18,933 18,877

2005年（1,795） ● 0.103 ** 0.095 ** 0.232 ** 9,866 9,827

15 2000年（3,232） ● 0.130 ** 0.119 ** 0.280 ** 23,022 22,912

A
L
P
E

5

2000年（3,244） ● 0.093 ** 0.081 ** 0.172 ** 17,067 17,023

2005年（1,804） ● 0.132 ** 0.070 ** 0.188 ** 8,848 8,826

2010年（1,682） ● 0.133 ** 0.101 ** 0.241 ** 8,124 8,084

10
2000年（3,244） ● 0.205 ** 0.162 ** 0.330 ** 20,674 20,495

2005年（1,795） ● 0.204 ** 0.122 ** 0.292 ** 10,874 10,809

15 2000年（3,232） ● 0.214 ** 0.176 ** 0.379 ** 24,190 23,963

有意水準:0.01**,0.05*,0.1+
注：対象地域については，表5を参照．
（3）空間誤差モデルの数値は空間パラメータλの値を示している．



2. 推計誤差の空間的異質性の検証（市区町村）

分析課題2は（表7），推計誤差と独立変数との関係が地域によって異なるという空間

的異質性（空間的非定常性）の検証が目的である．表7には，APE及びALPE別に，推

計期間，基準年と地域数，最適なモデル選択についての結果（最小二乗法OLSか地理加

重回帰モデル GWRか），その根拠となる統計量（1）～（4）を示している．F検定は，

（1）GWRモデルがOLSよりもモデルフィットがよいか，（2）OLSモデルからGWRモデ

ルへの改善度がないかどうか，（3）共変量の偏回帰係数が地域によって異なるかどうかに

ついての検定結果であり，（4）はOLSモデルとGWRモデルの赤池情報量基準によるモ

デルの適合度を示した．

最適なモデル選択では，F（3）検定結果を基に判断しており，空間的非定常性が認めら

れない場合はOLSモデルが最適なモデルとなる．

GWRモデルによる推定を行った結果，APEモデルでは，2010年基準推計（推計期間

5年），2000年基準推計（推計期間10年，15年）においては，F（1）検定においてGWRモ

デルの方がOLSモデルよりもモデルが改善するという結果が得られているが，F（3）検定

では地域によって偏回帰係数が異なるとする空間的異質性（空間的非定常性）は棄却され

ており，偏回帰係数の地域差は認められないという結果であった．

したがって，推計誤差の規定要因について回帰モデルを用いて推定する場合，地理加重

回帰モデルのようなローカル推定ではなく，分析課題1にあるような空間誤差モデル等の

空間隣接行列による調整を行った上でのグローバル推定が適切であるといえる．
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表７ 市区町村別APE，ALPEに対する地理加重回帰モデルによるモデル選択結果

推計期間
（年）

基準年
（地域数）

最適なモデル
F（1）検定

Leungetal.（2000）
F（2）検定

Leungetal.（2000）
F（3）検定

Leungetal.（2000）
（4）赤池情報量基準

AIC

OLS GWR GWR>OLS GWR≠OLS
空間的
非定常性

OLS GWR

A
P
E

5

2000年（3,244） ● 1.000 2.869 * No 15,148 15,140

2005年（1,804） ● 0.980 6.193 ** No 7,712 7,342

2010年（1,682） ● 0.916 * 4.344 ** No 7,008 6,842

10
2000年（3,244） ● 0.949 + 2.990 ** No 18,933 18,734

2005年（1,795） ● 0.976 4.619 ** No 9,866 9,811

15 2000年（3,231） ● 0.940 * 3.304 ** No 22,856 22,784

A
L
P
E

5

2000年（3,244） ● 1.000 2.587 * No 17,067 17,059

2005年（1,804） ● 0.997 6.542 ** No 8,848 8,834

2010年（1,682） ● 0.970 5.496 ** No 8,124 8,061

10
2000年（3,244） ● 1.000 2.303 * No 20,674 20,666

2005年（1,795） ● 0.991 4.722 ** No 10,874 10,847

15 2000年（3,231） ● 0.896 ** 4.281 ** No 23,879 23,793

有意水準:0.01**,0.05*,0.1+
注：GWRモデルの推定は固定型カーネル加重による．
対象地域については，表5を参照．推計年2000年推計期間15年では，小笠原村は推定されたカーネル加重
関数をもとにしたローカルパラメータが推定できないため，分析から除外した．



Ⅴ．結論と展望

本稿は地域推計の推計誤差に空間的自己相関及び空間的異質性の検証を行うことで，回

帰モデルを用いた推計誤差の評価研究に手法的改善を提案することが目的であり，これま

での地域推計の誤差率の傾向について整理するとともに，推計誤差の空間的特性に着目し

た分析を行った．とくに推計誤差の空間的特性の評価を行うために，空間誤差モデル，地

理的加重回帰モデルなど空間的特性に着目した空間計量経済学モデルを用いて検証を行っ

た．

推計誤差の空間的特性に関する2つの分析課題を設定し統計的検定による分析を行った

結果，（1）推計誤差の空間的自己相関は都道府県では特定の基準年と推計期間によっては

部分的に検出されるに留まったが，市区町村では全ての基準年・推計期間において空間的

自己相関が検出された．市区町村の推計誤差について回帰モデルで精度検証を行う場合，

空間誤差モデルを用いるなど空間的隣接行列による推定値の調整が必要になることが明ら

かとなった．都道府県別の誤差分布をみると，東京都や奈良県など特異な誤差分布を持っ

た地域があることで空間的自己相関の検出が推計基準年や推計期間によって異なり，とり

わけ推計期間が長くなるにつれて東京都の過小傾向が拡大するなど特異な結果がみられる

ことが影響しているものと考えられる．1990年推計基準でみたAPEの中央値は前後の推

計に比べて大きく出やすいが，推計期間が長くなるにつれて誤差率が前後に比べて低くな

るなど推計に用いた仮定の影響が空間的自己相関の検出方法にも影響していることが示唆

される．

（2）市区町村の推計誤差と共変量との関係は地域によって異なるとする偏回帰係数の空

間的異質性については，一部のモデルでモデルフィットが改善する場合があるが，偏回帰

係数の地域分布は検出されなかったことから，ローカル推定を行う必要はないことがわかっ

た．

社人研の地域推計の推計誤差の特徴は，基本的属性からみると人口規模が小さくなるほ

ど誤差率が高くなる傾向であること，東京圏を中心とする大都市圏では誤差は小さいもの

の過小推計になる傾向が観察され，奈良県などの特定の県の中山間地域など小規模な地域

では過大推計になることが明らかとなった．また推計誤差の空間的特性は，都道府県では

推計期間が短い場合に検出され，市区町村別の誤差分布では明確な空間的自己相関が存在

することが明らかとなった．

地域別将来推計人口の将来の仮定値について，出生率（子ども女性比）と死亡率（生残

率）は全国値との相対的較差から全国将来推計人口の仮定値を用いて将来の仮定値を作成

していることから，基準年時点の空間的特性を将来まで保持するような仮定値設定を行っ

ている．したがって全国将来推計人口の仮定値の誤差部分と将来の仮定値に関する地域分

布の変化分によって将来の誤差が生じるため，推計誤差の空間的特性にも影響を与える可

能性がある．
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社人研が平成30（2018）年に公表した「平成30年推計」では，移動率の仮定値設定が多

地域モデル（プールモデル）に変更された．このような手法的な変更に伴い，これまで純

移動率モデルにおいて設定されていた将来的に純移動率が縮小される仮定から，将来にわ

たり移動傾向が原則として一定となるような仮定に変更されている（国立社会保障・人口

問題研究所 2018）．さらに，プールモデルにおいて転入数の推計に用いている配分率の仮

定には，「他地域の人口分布の変化を考慮した係数」と「推計対象地域の人口が全国人口

に占めるシェアの変化を考慮した係数」を導入しており，これまでみられた東京圏の過小

推計や奈良県の過大推計傾向が縮小される可能性がある．誤差率の年齢別分布は移動率の

年齢パターンに似た形状を示すことから，移動率の仮定値設定の考え方は誤差率の変動と

大きく関係している．今回の推計結果が2020年以降の総人口の変動とどのように関わって

くるのかについて継続して分析を行っていくことで，次回以降の地域推計の仮定値設定の

在り方に対する知見を蓄積することが可能となるであろう．

（2020年1月12日査読終了）

―61―



―62―

参考図 基準年別，推計期間別，人口規模（３区分）別，5歳階級別，市区町村のALPEの

10パーセンタイル値・中央値・90パーセンタイル値



―63―

参考図 基準年別，推計期間別，人口規模（３区分）別，5歳階級別，市区町村のALPEの

10パーセンタイル値・中央値・90パーセンタイル値 つづき



謝辞

※本研究（の一部）は，厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業））「国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推

計とその応用に関する研究（研究代表者石井太，課題番号（H29-政策-指定-003））」による助成を受

けた．

参考文献

Anselin,L.(1988)SpatialEconometrics:MethodsandModels,Kluwer,Dordrecht.

Anselin,L.(2005),ExploringSpatialDatawithGeoDaTM:AWorkbook,CenterforSpatiallyIntegrated

SocialScience.

Anselin,L.andBera,A.K.(1998)"Spatialdependenceinlinearregressionmodelswithanintroductionto

spatialeconometrics",HandbookofAppliedEconomicStatistics(eds.Ullah,A.andGiles,D.E.),pp.

237-289,MarcelDekker,NewYork.

Brunsdon,C.,Fotheringham,A.S.andCharlton,M.,(1996),"Geographicallyweightedregression:a

methodforexploringspatialnonstationarity",GeographicalAnalysis,No.28,pp.281-298.

Brunsdon,C.,Fotheringham,A.S.andCharlton,M.,(1999),"Somenotesonparametricsignificancetests

forgeographicallyweightedregression",JournalofRegionalScience,39,pp.497-524.

Chi,G.(2009),"CanKnowledgeImprovePopulationForecastsatSubcountyLevels?",Demography,46:

405-427.

Cliff,A.D.andOrd,J.K.,(1981)SpatialProcesses:MethodsandApplications,Pion,London.

Fotheringham,A.S.,Brunsdon,C.andCharlton,M.,(2002),GeographicallyWeightedRegression:The

AnalysisofSpatiallyVaryingRelationships,JohnWiley&Sons.

Lenze,D.G.(2000),"Forecastaccuracyandefficiency:anevaluationofexantesubstatelong-term

forecasts",InternationalRegionalScienceReview,23,pp.201-226.

Leung,Y.,Mei,C.-L.andZhang,W.-X.,(2000),"Statisticaltestsforspatialnonstationaritybasedonthe

geographicallyweightedregressionmodel",EnvironmentandPlanningA,32,pp.9-32.

Moran,P.A.P.,1950,"NotesonContinuousStochasticPhenomena,"Biometrika,37,pp.17-33.

Murdoc,S.H.,Leistritz,F.,Hamm,R.,Hwang,S.,Parpia,B.(1984),"AnAssessmentoftheAccuracyof

aRegionalEconomic-demographicProjectionModel",Demography,21:383-404.

StatisticsNewZealand(2016).Howaccuratearepopulationestimatesandprojections?Anevaluationof

StatisticsNewZealandpopulationestimatesandprojections,1996-2013.Retrievedfromwww.stats.

govt.nz.

Rayer,S.(2008),"Populationforecasterrors:Aprimerforplanners",JournalofPlanningEducationand

Research,27,pp.417-430.

Smith,S.(1987),"TestsofForecastAccuracyandBiasforCountyPopulationProjections",Journalofthe

AmericanStatisticalAssociation,82(400):991-1003.

Smith,S.andShahindullah,M.(1995),"AnEvaluationofPopulationProjectionErrorsforCensusTracts",

JournaloftheAmericanStatisticalAssociation,90(429):64-71.

Smith,S.andSincich,T.(1988),"StabilityOvertheDistributionofPopulationForecastError",

Demography,25:461-474.

Smith,S.andSincich,T.(1991),"AnEmpiricalAnalysisoftheEffectofLengthofForecastHorizonon

PopulationForecastErrors",Demography,28:261-274.

Smith,S.andTayman,J.(2003),"AnEvaluationofPopulationProjectionsbyAge",Demography,40:741-

757.

Smith,S.,Tayman,J.,Swanson,D.(2013),Apractitioner'sguidetostateandlocalpopulationprojections.

―64―



Dordrecht,TheNetherlands:Springer.

Tayman,J.andSwanson,D.(1996),"OntheUtilityofPopulationForecasts"Demography,33:523-528.

Tayman,J.,Smith,S.,Rayer,S.,(2011),"EvaluatingPopulationForecastAccuracy:Aregression

approachusingcountydata".PopulationResearchandPolicyReview,30:pp.235-262.

Tobler,W.R.,(1970),"AComputerMovieSimulatingUrbanGrowthintheDetroitRegion",Economic

Geography,46,pp.234-240.

YamauchiM.,KoikeS.andKamataK.,(2016),"HowAccurateAreJapan'sOfficialSubnational

Projections?ComparativeAnalysisofProjectionsinJapan,English-SpeakingCountriesandtheEU",

SwansonD.(ed.)TheFrontiersofAppliedDemography,pp.305-328.

Wilson,T.(2012)"ForecastaccuracyanduncertaintyofAustralianBureauofStatisticsStateand

TerritoryPopulationProjections",InternationalJournalofPopulationResearch,Vol.2012,pp.1-16.

小池司朗（2015）「多地域モデルによる都道府県別将来人口推計の結果と考察」『人口問題研究』第71巻第4号，

pp.351-371.

小池司朗（2016）「プールモデルの投影精度に関する研究」『人口問題研究』第72巻第3号，pp.256-275.

厚生省人口問題研究所（1987）『都道府県別将来推計人口―昭和60年～100年間毎5年―（昭和62年1月推計）』

研究資料第247号．

厚生省人口問題研究所（1992）『都道府県別将来推計人口―平成2年～22年間毎5年―（平成4年10月推計）』研

究資料275号．

国立社会保障・人口問題研究所（1997）『都道府県別将来推計人口―平成7（1995）～37（2025）年―（平成9

年5月推計）』研究資料第293号．

国立社会保障・人口問題研究所（2002）『都道府県別将来推計人口―平成12（2000）～42（2030）年―（平成14

年3月推計）』人口問題研究資料第306号．

国立社会保障・人口問題研究所（2003）『日本の市区町村別将来推計人口―平成12（2000）～42（2030）年―

（平成15年12月推計）』人口問題研究資料第310号．

国立社会保障・人口問題研究所（2007）『日本の都道府県別将来推計人口―平成17（2005）～47（2035）年―

（平成19年5月推計）』人口問題研究資料第316号．

国立社会保障・人口問題研究所（2008）『日本の市区町村別将来推計人口―平成17（2005）～47（2035）年―

（平成20年12月推計）』人口問題研究資料第321号．

国立社会保障・人口問題研究所（2013）『日本の地域別将来推計人口―平成22（2010）～52（2040）年―（平成25

年3月推計）』人口問題研究資料第330号．

国立社会保障・人口問題研究所（2018）『日本の地域別将来推計人口―平成27（2015）～57（2045）年―（平成30

年推計）』人口問題研究資料第340号．

瀬谷 創・堤 盛人（2014）『空間統計学 自然科学から人文・社会科学まで』，朝倉書店．

山内昌和・小池司朗（2014）「地域人口推計」，『人口問題研究』，70-4，pp.351-424.

山内昌和・小池司朗（2015）「英語圏諸国との比較からみた社人研の地域別将来推計人口の誤差」，『人口問題研

究』，71-3，pp.216-240．

―65―



―66―

AnEvaluationoftheAccuracyofRegionalPopulationProjections:
InvestigationontheSpatialCharacteristicsintheProjectionErrorRates

usingRegressionModels

KAMATAKenji,KOIKEShiro,SUGAKeitaandYAMAUCHIMasakazu

Inthispaper,weevaluatetheaccuracyof"TheRegionalPopulationProjections"conducted

bytheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch.Theprojectionsincludetwo

typesoferrorrates(APE,ALPE)thatareusedtoanalyzespatialandtimeseriescharacteristicsof

errorratesusingaregressionmethod.Inthispaper,weanalyzetheprojectionsconductedon

base-populationsfrom1985to2010forprefectures,andfrom2000to2010formunicipalities.

Wefoundthaterrorrateshavehadthetendencytodecreaseinrecentprojections,dueto

decliningbirthratesandpopulationaging,andthattheerrorratestendtoincreaseforsmaller

base-populations.Inmetropolitanareas,theerrorratestendtobeunder-projected,whereasthey

becomeoverprojectedforsmalllocalgovernmentsinnon-metropolitanprefecturessuchasthe

NaraPrefecture.

Wefoundsalientfeaturesinspatialcharacteristicsoferrorratesintwoaspects:(1)spatial

autocorrelationoftheerrorratesweredetectedinprefecturalmodelswhentheprojectedperiodwas

short,whichtheywereformunicipalmodelsingeneral.Therefore,itisnecessarytousespatial

econometricmodels,suchasthespatialerrorcomponentmodel,whenevaluatingtheerrorratesat

municipallevelsinregressionbasedevaluations.(2)Wedidnotdetectspatialheterogeneityinthe

regressioncoefficients.Onaccountofthis,therewasnoneedtoemploylocalestimationtechniques

intheevaluationofpopulationprojectionerrorsforJapaneseprefecturesandmunicipalities.

【KeyWords】RegionalPopulationProjections,Projectionerrors,SpatialAutocorrelation,Spatial

Heterogeneity
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計

安定人口モデルと感度分析を用いた人口減少の分析

―地域間移動を考慮した理論構築への展望―

大 泉 嶺

Ⅰ．背景と目的

日本において，合計特殊出生率が人口置換水準を下回ってからおよそ45年が経とうとし

ている．この間，多くの学者，行政，メディアなどが少子・高齢化問題として要因分析や

政策提言などを行ってきた．出生減の主な原因は晩婚・未婚者の増加であり，その要因は

女性の就学・就業率の増加や男性における非正規雇用者の増大など多岐に渡る．しかし，

多くの分析や言説にもかかわらず出生率は人口置換水準までの回復にも至っていない．そ

こには原因分析からそれを取り除く処方箋と繋がる，外科手術的方法では解決困難な社会

科学的な難しさがある．具体的には，低出生の要因が女性の就学・就業や非正規雇用の増

大だからといって，女性を家庭に戻すとか，高度経済成長期を再び起こすような政策は非

現実的かつ現代の時代精神にも反することである．この問題の解決には新たに出生行動を

高める社会的なインセンティブを見いだす事が必要であろう．

こうした長期的な低出生は，2010年以降日本の総人口の減少も引き起こしている（国勢

調査を元にした場合）．少子化の解消はその要因除去に関する難題とは別に，結論は明確

である．現在の初産年齢よりも若い年齢から女性が生涯にわたって多く（2人以上）の子

供を出産する社会の実現である．それは，第一次ベビーブーム以前の日本や今尚出生率の
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本稿では，移動を考慮した一般化レスリー行列を導入し，出生・死亡・移動が人口減少に与える

影響を感度分析によって考察する数理モデルの構築を目指す．感度分析とは安定人口モデルにおけ

る内的自然増加率に対する各年齢の出生率や死亡率，移動率といったパラメータの偏微分係数を数

値的に求める方法である．この数値が高いパラメータは人口減少への寄与が大きい事を表している

ので，優先課題を定量評価する上で役立つと考えられる．またこの方法は，人口学のみならず，保

全生態学などで絶滅危惧種の保護活動の指針にもなってきた．45年以上続く現代の日本の人口置換

水準を下回る傾向は，経てきた時代ごとの程度の差はあれ人口減少へと向かう安定人口モデルと見

なすことが出来る．そこで，全国の値を使ったレスリー行列の解析を引用しながら，地域間の出生

と移動の差異が与える人口減少の影響をモデル構築と共に考察していく．

キーワード：少子化，レスリー行列，データ解析，マルコフ過程



高いアフリカや東南アジア諸国の事例がそうである事を示している．これは人類に限った

ことではなく生物全体にいえる．例えば，度々起こるネズミやイナゴといった生物の大量

発生は，もともと成熟が早く，多産である生活史に加え，餌が豊富で死亡率が低下した状

況に起こる事は広く知られた事実である．人口急増のメカニズムも基本的にはこれと同じ

であった．

こうした早熟・多産・少死構造が人口増加率を高める効果は，実例のみならず「最適生

活史戦略の基本定理」として数理生物学では知られている（Tayloretal.1974）．日本に

おけるかつての人口増加や現在も続く地球人口の増加も同様に早婚・多産とともに乳児死

亡率の減少に起因する．しかし現代の日本では乳児死亡率はかつてに比べて低く，食料も

十分であるにもかかわらず，少産となっている事がこの問題を複雑にしている．一方，出

生率で見ると，日本の都道府県別合計特殊出生率は「人口統計資料集2019」によれば，

2017年では1.21の東京都を最低値として沖縄県が1.94と最大値を持つ．人口置換水準を上

回る自治体はないものの，出生率には高低差がある．少子高齢化という大きなパラダイム

の中には地域特性や年齢などの微細構造あるようだ．

こうした微細構造の変化が人口減少にどれほど影響を与えるかを解析できれば，地域特

性に合わせたきめ細やかでより具体的な分析および政策立案に貢献できるであろう．

本研究はこうした地域ごとの出生，死亡，移動の年齢構造から現在の人口減少への影響

を定量的に評価するための数理モデルの理論構築と，解析手法の開発を目的とする．具体

的には，個体群生態学や保全生態学などの生態学でよく用いられる感度分析を中心に展開

を試みる．感度分析とは，安定人口モデルの内的自然増加率に対する各生活史パラメータ

（出生率や生存率）の偏微分係数を数値的に求める方法である（Caswell.2019）．この手

法はレスリー行列の解析において初めて導入された（Caswell.1978）．例えばある年齢の

出生率が微小変化したとする．このときレスリー行列の内的自然増加率（支配的な固有値）

を最も変化させる出産年齢は何歳であるかといった問題は，内的自然増加率を各年齢の出

生率で偏微分したときの偏微分係数を比較する事で求める事が出来る．この手法はアカウ

ミガメの保護（Crouse,etal1987）や環境変動における内的自然増加率への応答の研究

（Tuljapurkar1982,Salguero-Gomezetal2010）など様々な動植物の人口動態研究に影

響を与えた．本研究もこれらの研究に倣い日本の人口減少における構造分析への応用を目

指す．

Ⅱ．感度分析と実例

1． 感度分析とは

年齢構造モデルなどの安定人口モデルは行列を用いて表現される．ここに，既約１）

１（irreducible）なn・n非負正方行列
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1）既約とは，行列Aが置換行列Pによって上三角行列に共役化されないような行列を指す

P
T
AP・

・・・・

X Y

O Z

・・・・
（Meyer2000）.



A:=・aij・1・ij・n

を考える．この行列における，k番目の固有値を・kとしたとき，それに付随した左右固

有ベクトルをそれぞれVk:=・vki・1・i・n，Wk:=・wkj・1・j・nとおくと，成分aijにおける固

有値・kの偏微分係数は次で与えられる（Caswell2019）

・・k

・aij

・
vkiwkj

・Vk,Wk・
. （1）

これを成分aijの固有値・kに対する“感度（sensitivity）”と呼ぶ．このとき・・,・・

は内積を表す．一般に固有値・kに対する全ての成分の感度はクロネッカー積・を用いて

Sk:=・
・・k

・aij
・1・ij・n

・
Vk・Wk

・Vk,Wk・

と表される事もあり，これを“感度行列（sensitivitymatrix）Sk”と呼ばれている．レス

リー行列をはじめとする行列形式の安定人口モデルは一般的には推移行列モデルと呼ばれ

ており，基本的に行列Aを定義に用いた非負性，既約性を持っている．この性質を持つ

個体群動態モデルは初期人口ベクトルP0:=・pj・1・j・nとおいたときにAが対角化可能で

あるとすると，行列Aが生成する時刻tにおける人口Ptは

Pt・A
t
P0・・

n

k・1

・Vk,P0・

・Vk,Wk・
・

t
kWk

と表される．また，固有値の番号 kを固有値の絶対値の大きさの順に付与する

・・・k・・・・k・1・・と十分な時間が経過したとき,対角化出来るか否かに関わらず以下の漸近

挙動が成り立つことが知られている

Pt・
・V1,P0・

・V1,W1・
・

t
1W1 t・・.

この事実はペロン－フロベニウス（Perron-Frobenius）の定理と呼ばれており（Meyer

2000），本研究においても最も重要な役割を果たす．ここでポイントとなることは支配的

な固有値・1は正の実単根であり，個体群動態を支配していることである．この固有値は

レスリー行列における内的自然増加率（intrinsicrateofnaturalincrease）にあたる．

つまり，支配的な固有値に対して感度が高い成分を見つけることは人口減少の主要因を探

る手がかりと言えるだろう．

2． レスリー行列で見る感度の変遷

ここでは感度の観点から，戦後日本のベビーブーム，経済成長期，現代の人口動態に影

響を与えた出生・死亡率の変化を，実データを元に解説していく．a歳における出生率
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maを以下のように算出する

ma:=・1・乳児死亡率・・女性の出生性比・a歳の出生率.

また，同年齢の生存率と生残率をそれぞれ

生存率:sa,生存率:la:=・
a・1
・・0s・,

とすれば，レスリー行列の左右固有ベクトルは

左固有ベクトル:V・・v・0・・
・
・・a・

・・・・a・・1
m・l・・0・a・・, （2）

右固有ベクトル:W・・w・0・・
・a

la・
・

0・a・・ （3）

と表現出来る．ここで，v・0・，w・0・は正の任意定数である．固有値はEuler-Lotka方程式

・
・

a・0

・
・a・1

mala・1

の根として与えられることはよく知られた事実である．特に・1関する固有ベクトルには左

右それぞれ，“繁殖価（reproductivevalue）”，“安定年齢分布（stableagedistribution）”

と特別な名が付与されている．前述の感度の公式に従えば各出生率と生存率は以下で表さ

れる：

・・1

・ma

・
v1・0・w1・a・

・V,W・

・・1

・sa

・
v1・a・1・w1・a・

・V,W・

レスリー行列の感度の特徴として，出生率の感度は安定年齢分布そのものが感度の大き

さを表している．言い換えると安定年齢分布でボリュームの最も大きいコーホートの出生

率の変化が最も影響すると言えるだろう．一方死亡率の感度に関しては安定年齢分布にお

けるボリュームの大きなコーホートの中で次年に繁殖価が高い年齢への生存率が最も大き

いことが分かる．出生率の感度は安定年齢分布において0にならないコーホートには全て

正の感度があるが，生存率に関しては再生産年齢を超えると全て0となることが分かる．

つまり，50歳以上の女性の生存率は内的自然増加率には寄与しないことを意味している．

長期的に見ると内的自然増加率は出生にのみ依存した人口増加率となる．出生率と生存率

は定義が違うことから，比較できないと思われがちであるが，注意しなくてはならないの

はどちらも単位は無次元である．もしこれらが異なる次元のパラメータであるとするなら，
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レスリー行列モデルにおける両辺の次元がコーホートの人口で構成されるという事と矛盾

してしまうからだ．

では，実際の感度を戦後の3時点で見てみよう．出生率に関しては人口統計資料集，生

命表に関しては完全生命表のデータを用いた．対象となるのは，1947年，1970年，2015年

である．これらは，出生率の増加・安定・減少局面にある時期になり，期間合計特殊出生

率（TFR）はそれぞれ，4.54，2.13，1.45である（人口統計資料集参照）．これを数理人

口学的に解釈すれば，・1・1,・1・1,・1・1となることは想像しやすいであろう．厳密には，

基本再生産数（純再生産率）を計算すべきであるが直ぐ後に見るようにこの推察通りの結

果となる．実際1947年は図1の様になる（大泉 2018）．

TFRが高いこの年のパラメータからは，内的自然増加率は1.02であり，人口増加局面

である．出生率の感度は先述のように，安定年齢分布そのものに依るので人口のボリュー

ムが大きい若齢層の出生率の方が高い．この結果は・1が1より大きいので式（3）より，加

齢とともに単調に減少していく分布となる為である．特筆すべき点は，20代までの生存率

の感度が出生率のそれを上回っているところであり，当時の「乳児死亡率の改善がより人

口増加に寄与した」という通説と矛盾しないところである．このように感度分析は，出生

数の増減の要因の差を定量化出来る強みがある．

一方，1970年のデータを用いると内的自然増加率はほぼ1.00であり，この時代の出生・

死亡動向が人口減少に向かう転換点であったことが窺える．感度に関してみれば，若齢層

の死亡率の感度と出生の感度はほぼ同じであり，年齢層の違いによる出生率の感度の差は

余り見られない（図2参照）．
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図１ 1947年の内的自然増加率に対する感度（・0・1.02）



これは，安定年齢分布における世代毎の出生数の差がなくなることに因って引き起こさ

れる．つまり，この時代のまま国民の出生・死亡に変化がなかったとすれば，いずれ人口

の増加は微少で，コーホート間の人口差もなくなる安定的な人口規模を保つ事になる．そ

の場合は出生に影響する若齢層の死亡と再生産年齢の出生率の感度の差はほとんどないと

いうことである．
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図２ 1970年の内的自然増加率に対する感度（・0・1.00）

図３ 2015年の内的自然増加率に対する感度（・0・0.99）



最後に2015年のデータで他の2時点と同様の計算を行うと，・1が0.99となり，人口減

少局面であることがここでも示される．十分時間が経てば，毎年1％程人口が減る計算と

なる．

人口減少局面では，若齢層の生存率の感度は，出生率のそれと比べて低く，逆に加齢と

共に出生率の感度が上がる結果となっている．1947年では安定年齢分布の重み付けとなっ

ている・1が1より小さいため加齢と共に人口が増える形状になる．つまり，人口密度が

大きい高齢層の出生率の改善が出生数減少に速効性がある事を意味している．人口置換水

準を下回ることが40年以上続いている日本社会はすでに，人口減少局面におけるこうした

安定年齢分布に人口構造が近づいてきている．2018年の出生数は90万人を割っており，急

速な出生減に対応するためには，単純に「若く多く」の早熟・多産の社会を念頭に置くの

ではなくこうした年齢構造のボリュームから少子化対策の優先順位を考えることを感度分

析は示唆している．

Ⅲ．地域間移動を考慮した理論構築

前章では，全国のデータを例に感度分析の方法と有用性について論じてきた．感度分析

は得られた調査結果を要因に分解するという社会科学の中心をなす帰納的方法とは異なり，

人口動態に寄与する様々なデータを元に数理モデルを構築し，その寄与の度合いを定量的

に評価する」数学的手法である．レスリー行列は出生と死亡過程のみで構成されているが

実際の人口動態はこれに移動も加わる．さらに言えば，出生・死亡・移動も外部要因に加

え，その時点の人口規模や過去の趨勢も考慮する必要があると考えられるが，本稿では閉鎖

人口を仮定し国内移動を念頭に一般化レスリー行列（稲葉 1983，石井 2006）を構成する．

1． 出生数の構成比一定の一般化レスリー行列モデル

女性コーホートの生活史は加齢とともに居住地の移動がある一定割合起こるとする．今，

a歳の女性がj県からi県に移動する確率をTij・a・とする，j県における同年齢の生存率

sj・a・を用いてi県に移住出来る確率Kij・a・は

kij・a・:=Tij・a・・sj・a・

と表せるものとする．ここで，時刻tにおけるa歳でj県に在住する女性コーホートの

人口をPt・a,j・とおくと，翌年i県に移住した女性コーホートは以下の方程式に従う

Pt・1・a,i・・・jkij・a・Pt・a,j・. （4）

一方，時刻tにおけるa歳でj県に在住する女性コーホートの翌年i県に再生産する出

生率をmij・a・とおくと，再生産過程は
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Pt・1・0,i・・・
・
a・0・jmij・a・Pt・a,j・ （5）

となる．ここで，一般的に地域間出生率mij・a・のijは独立していないが，簡単の為に

次のように分解できるものと仮定する

mij・a・・・・i・・fj・a・.

・・i・とfj・a・はそれぞれi県の全国における出生数の構成比とj県における純粋な出生率

とする．すると式（5）は

Pt・1・0,i・・・・i・・
・
a・0・jfj・a・Pt・a,j・ （6）

となって扱い安くなる．その理由については後に述べるとする．

こうして，人口動態を構成する式（4）及び式（6）が導出出来た．この二つを本稿では“出

生数の構成比一定の一般化レスリー行列モデル”と呼ぶ．

2． Euler-Lotka方程式と左右固有ベクトル

この節では，感度分析の核となる左右固有ベクトルを導出して，その構造を調べる事に

よって，移動の影響や数理モデルの性質を考えていく．

ではまず，右固有ベクトルの導出の導出から始めよう．固有値 ・と右固有ベクトル

w・a,j・は式（4）より次式に従う．

・w・a,i・・・
j

kij・a・1・w・a・1,j・.

この式を帰納的に解くと以下を得る

w・a,i・・・
・a

・jw・0,j・K・0,j・ a,i・. （7）

関数K・s,j・ a,i・は次で定義される

K・s,j・ a,i・:=
・・・・・・・

・ja・1
・ja・2

・・ja・s・1
kija・1

・a・1・kja・1ja・2
・a・2・・kja・s・1j

・s・ s・a・1

・ij s・a・1
.

これはs歳でj県に居住している女性がa歳でi県に生存して移住する確率を，起こりう

る全ての移住履歴の和をもって表現したと解釈出来る（・ijは Kroneckerのデルタ．

Oizumi2014）．式（7）を式（6）に代入すれば

・w・0,i・・・・i・・
・
a・0・jfj・a・w・a,j・,
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左辺にiに依存する関数は・・i・のみである事に注目し，任意定数w・0・を以下の様に

定めると

w・0・・・
・1

・
・
a・0・jfj・a・w・a,j・,

求める右固有ベクトルは

w・a,i・・ w・0・・
・a

・j・・j・K・0,j・ a,i・ （8）

である．w・0・の定義にこれを再び代入して整理すれば固有方程式

1・・
・
a・0・

・a・1
・i・j・・j・K・0,j・ a,i・fi・a・ （9）

が得られる．これが各地域の出生数の構成比が一定の場合の移動を考慮した Euler-

Lotka方程式である．このように，各地域の出生数の構成比が一定という仮定は親の居

住地が子供の居住地に影響を与える事がないため，固有ベクトルを比較的整理しやすくな

り，1世代の移動の効果だけで人口動態を考える事が出来る．この仮定による結果への影

響は結論で論ずる．

次に左固有ベクトルの導出に移ろう．左固有ベクトルv・a,j・は右固有ベクトルが満た

す方程式の転置した方程式に従うので以下で与えられる

・v・a,j・・ ・
l

v・0,l・・・l・fj・a・・・
i

kij・a・1・v・a・1,i・.

同様，帰納的に解くことが出来る．結果は

v・a,j・・ v・0・・
・
・・a・

・・a・・・・1
・iK・a,j・・,i・fi・・・ （10）

となり，ここで

v・0・:=・
l

v・0,l・・・l・

は任意定数である．

・・・1であるとき，式（8）および式（10）はそれぞれ安定地域別年齢分布，と地域別繁殖

価である事は式（2），（3）と比較して分かる．レスリー行列との違いはこれらが移住履歴の

確率分布に依存している点である．そして繁殖価値に関しては0歳繁殖価の扱いを巡って

単なる定数だったものと異なり，出生数の構成比一定の一般化レスリー行列モデルは地域

毎に値の異なる繁殖価を持ちうる．これは，感度の観点からも，年齢構造だけでなく，地

域毎に出生率や移動率の感度が異なる可能性を示唆している．
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3． 感度

我々は今，感度を構成する左右固有ベクトルを導いた．出生率の感度は以下の様に求まる

・・1

・fj・a・
・

v1・0・w1・a,j・

・V1,W1・
. （11）

証明：

一般化レスリー行列Lを以下とおく

L:=

・・・・・・・・・・・

M0 ・ ・ M・

K0 O ・ O

O ・ ・ ・

O O K・ O

・・・・・・・・・・・

,Ma:=・・・i・fj・a・・1・ij・n
,Ka:=・kij・a・・1・ij・n

ここで，j県の出生率に微小変化・fj・a・を考える．その変化分を・L，固有値の微小変化

分を・・1，右固有ベクトルの変化を・W1とすれば，固有値と固有ベクトルの関係は次の

ようになる

・・1W1・・1・W1・・LW1・L・W1.

このとき，両辺に左固有ベクトルを作用させると，

・・1・V1,W1・・・1・V1,・W1・・・V1,・LW1・・・1・V1,・W1・

となるので，両辺を整理して

・・1・V1,W1・・・V1,・LW1・ （12）

を得る．いま・Lは

・L・

・・・・・・・・・・・

O ・ ・Ma O

O O ・ O

O ・ ・ ・

O O O O

・・・・・・・・・・・

,・Ma・

・・・・・・・・・・・

O ・ ・・1・・fj・a・ O

O O ・ ・

O ・ ・ ・

O O ・・n・・fj・a・ O

・・・・・・・・・・・

であるから，

・V1,・LW1・・・fj・a・・iv1・0,i・・・i・w1・a,j・・・fj・a・v1・0・w1・a,j・

となる．よって（12）式を整理し，
・・1

・fj・a・
・

・・1

・fj・a・
とすれば，結論を得る．証明終了．
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このように，どの地域の出生率の感度も，繁殖価値の値の影響を受けず．安定年齢居住分

布の密度の高さに依存する．この構造はレスリー行列の構造と同じである．

一方，移動率の感度に関しては，式（1）がそのまま使えるので，

・・1

・kij・a・
・

v1・a・1,i・w1・a,j・

・V1,W1・
（13）

となる．移動率に関しては安定年齢居住分布の高い地域から翌年最も繁殖価が高くなる地

域への移動が人口減少への寄与が大きいことが分かる．

Ⅳ．まとめ

安定人口モデルは最も単純化された人口動態モデルの一つである．得られたデータが今

後変化しない事を前提にしている点で，コーホートTFRと期間TFRを区別したりはし

ない．そうした点だけでも，このモデルは人口動態を正確に投影するモデルではない．安

定人口モデルは現状分析の為のモデルである．1947年，1970年，そして2015年といった人

口に関するデータは複雑な社会と環境の相互作用が生み出す瞬間的なスナップ写真のよう

なものである．本研究はそうしたスナップ写真の各時点から，人口動態を牽引した年齢層

の出生・死亡・移動といった要素を定量的に取り出すことにある．内的自然増加率は次の

瞬間人口が増加に向かうのか，減少に向かうのかを教えてくれている．TFRもその役割

を持っているが，この指標には世代間の人口構成の差は現れない．例えば，生命表が完全

に同じである二つの社会があるとする．一方は30歳を迎える前に期間TFRが1.41に達す

る社会（その後の出生は無いとする），もう一つは49歳までで1.41に達する社会とする．

TFRだけではこの二つの社会の人口動態の違いを説明する事は出来ない．しかし，

Euler-Lotka方程式から内的自然増加率は明確にこの構造の違いを受ける．なぜなら，こ

の二つの社会は出生の完結年齢から世代時間に差が生まれるからである．

出生・死亡・移動の年齢構造に敏感に応答する内的自然増加率に対して，感度分析は人

口動態の瞬間的な増減要因を数値的に特定することに長けている．一方で，このような瞬

間的な要因が分かったところで，ベビーブーム世代や丙午世代など多様なコーホート抱え

る日本の人口構造では政策決定や少子化の背景そのものに結びつかないとの批判もあるか

もしれない．確かに非周期的にベビーブームや，災害による大量死が起こるような社会を

対象とした感度分析は一時的な構造しか示せないだろう．一般的に人口動態は複雑系であ

り単調に増加または減少し続ける事はあり得ないと考えられている．だが，45年以上人口

置換水準以下の出生行動が変化していない日本にとっては，その程度の差はあれ，現代は

安定人口モデルの構造と大きく変わりの無い動態と考えられる．そのため感度分析による

現状分析は十分役に立つと考えられる．

本研究では，移動を考慮したレスリー行列を構築し，左右固有ベクトルを導出すること

で移動率や地域毎の出生率における人口減少への影響を定量評価する感度の公式を導いた．
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そのとき，出生数の構成比一定という仮定を用いた．現実の社会では出生行動と移動行動

は常に同時に起こっており，また地域間出生率は出生数の構成比を一定として分解できな

いであろう．それは，親が居住している地域が子どもの出生地に少なからず影響を与える

という自然な仮定に基づく．この場合親の居住地も当然その親（祖父母）の居住地の影響

を受ける構造になり，出生数の構成比は・・i・ではなく親の出生地が子の出生地を決める

世代間の方程式を考慮しなければならない．そうなると，出生率や移動率の感度は地域毎

に異なる0歳繁殖価と出生数の構成比に依存したより複雑なものになる．現在それについ

ては解析中である．この仮定の違いが結論に与える影響は地域別に見た感度全体の大小関

係だと考えられる．年齢別に見れば，繁殖価に依存した移動率の感度は若い世代の移動の

重要性を示し，安定年齢居住分布に依存した年齢別出生率の感度はその構造のみに依存す

ることは変わらないからだ．
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AnalysisofPopulationDeclineUsingStablePopulationModel
andSensitivityAnalysis

-ProspectsforTheoryConstructionConsideringMigration
betweenRegions-

OIZUMIRyo

Inthispaper,weintroduceageneralizedLesliematrixwithmigrationandaimtoconstructa

mathematicalmodelthatanalyzestheeffectsofbirth,death,andinternalmigrationonpopulation

declinebysensitivityanalysis.Sensitivityanalysisisamethodofnumericallycalculatingthe

partialderivativecoefficientofparameterssuchasbirthrate,mortalityrate,andmigrationratefor

eachageconcerningtheintrinsicrateofnaturalincreaseinastablepopulationmodel.Parameters

withhighvaluesindicatethattheyhaveasubstantialcontributiontopopulationdecline,andthus

areconsideredusefulforquantitativeevaluationofpriorityissues.Thismethodisnotonlyusedin

demographybutalsoinconservationecology.Ithasalsobeenaguideforendangeredspecies

protectionactivities.Thetendencytofallbelowreplacement-levelfertility,whichhascontinuedfor

morethan45years,canassumetobeastablepopulationmodelthatisheadingtowardpopulation

decline,dependingontheageofthepopulation.Therefore,whilecitingtheanalysisofLeslie

matricesusingvaluesofallJapan,wewilldiscusstheeffectsofpopulationdeclinedueto

differencesinbirthsandmigrationbetweenregions,togetherwiththemodelconstructionthatwe

aimto.

Keywords:Decliningbirthrate,Lesliematrix,Dataanalysis,Markovianprocess
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特 集 Ⅱ

第８回人口移動調査の結果から（その３）

東京圏一極集中は継続するか？

―出生地分布変化からの検証―

小池司朗・清水昌人

１．はじめに

近年，東京圏１）の転入超過数拡大が主たる要因となり，人口の東京圏への一極集中が加

速している．総務省統計局「国勢調査」によれば，東京圏の人口の全国人口に占めるシェ

アは，1950年では15.1％であったが，2015年には28.4％に達し，2010～2015年の5年間で

も0.6％ポイント上昇した．総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（以下，「住基移

動」）によれば，東京圏の2018年の転入超過数（日本人）は約13.6万人と，1980年代後半
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本稿では，近年における東京圏一極集中の人口学的要因および今後の見通しについて，主に出生

地分布の変化の観点から考察した．「第8回人口移動調査」より年齢別の出生地分布をみると，概

ね団塊ジュニア世代に相当する45～49歳より若い年齢層において東京圏出生割合が70～80％を占め

高水準となっていた．また，東京圏出生者と非東京圏出生で東京圏居住経験者との間で非東京圏居

住割合を年齢別にみると，後者の方が圧倒的に高く，顕著な差がみられた．以上より，東京圏では

東京圏出生割合の上昇とともに東京圏に残留する人の割合が高まり，1980年以降の東京圏における

転出モビリティ低下に大きく影響している可能性が示唆された．続いて，東京圏出生者について親

の出生地分布を年齢別にみると，東京圏出生者割合の高まった世代の概ね子どもの世代に相当する

年齢において両親とも東京圏出生である人の割合も高まっていた．同じく東京圏出生者を対象とし，

親の出生地別の非東京圏居住割合をみると，両親とも非東京圏出生の場合は25～29歳以上において

概ね4人に1人以上が非東京圏に居住しているのに対して，両親とも東京圏出生の場合は全年齢を

通して非東京圏居住割合が1％程度ときわめて低かった．将来的に，人口構造要因は引き続き東京

圏の転入超過数を縮小させる方向に作用するものの，モビリティ要因は逆に東京圏の転入超過数を

拡大させる方向に作用し，東京圏一極集中が今後も継続する可能性はかなり高いと考えられる．

【キーワード】東京圏一極集中，出生地分布，転出モビリティ，第8回人口移動調査

1）本稿での東京圏は，埼玉・千葉・東京・神奈川の1都3県とする．



のバブル期の頂点に近い水準となっており，2014年に政府によって策定された「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」における2020年に東京圏の転入超過数をゼロとする目標の達成

は困難な状況となってきている．

バブル期以降の東京圏における転入超過の要因としては，製造業からサービス業への産

業構造の転換や住宅地地価の急速な変化を指摘した石川（2001），大阪圏や名古屋圏との

圏域間の経済格差を指摘した川相（2008），地方圏との有効求人倍率の格差との連動を指

摘した内閣府政策統括官室（2008）などが挙げられ，主に経済的な要因による説明が有力

視されているように思われる．一方で，重要な要因のひとつと考えられる人口学的観点か

ら東京圏を含む大都市圏の人口集中に関する分析を行ったものは，高学歴女性の東京圏へ

の選択的集中を指摘した中川（2005）や，若いコーホートにおける大都市圏残留傾向の強

さを指摘した清水（2010）などが挙げられるものの少なく，それら以外も人口移動統計の

制約が大きいことなどから，人口構造に主眼を置いた分析に限られてきた（小池 2017）．

人口構造以外の人口学的要因で人口移動に大きな影響を及ぼす可能性が高いもののひと

つとして，出生地分布の変化が挙げられる．たとえばRogersandRaymer（2005）は，

アメリカで行われた複数回のセンサス結果等を活用した分析により，過去に居住した経験

のある地域のなかでもとりわけ出生地が人口移動パターンを規定する大きな要因となって

いることを明らかにしている．日本では，高度経済成長期以降における非大都市圏から東

京圏を中心とする大都市圏への大量の人口移動によって，大都市圏で出生した人の割合が

上昇したという経緯がある．大江（1995）は，1960年代以降のコーホートで，その親世代

に当たる1930～1950年代コーホートが大都市圏に集中した結果として，大都市圏出生シェ

アが上昇したことを指摘し，中澤（2010）も「団塊の世代」が東京圏に流入し定着したこ

とを反映して，「団塊ジュニア世代」の4人に1人が出生時点から東京圏に居住している

ことに言及している．さらに今後，「団塊ジュニア世代」以降の若い世代の人たちが東京

圏に居住し続けたとすれば，両親が東京圏で出生した人の割合も上昇すると考えられる．

仮にそうであるとすれば，非東京圏に家族的な所縁のある人の割合が低下することによっ

て，東京圏から非東京圏への移動は減少し，結果として東京圏一極集中が継続する可能性

は高まるであろう．しかし，大都市圏や東京圏出生割合の上昇と両親の出生地分布変化と

の関係や，出生地分布変化が人口移動に及ぼす影響等について分析した研究は，管見の限

りみられない．

そこで本稿では，とくに出生地分布の変化に着目して，1980年代以降の東京圏一極集中

の要因を分析し，その将来の継続可能性について検討してみることとしたい．日本の国勢

調査等のマクロ統計では出生地に関する情報を得ることができないため２），国立社会保障・

人口問題研究所が2016年に実施した「第8回人口移動調査」のデータを活用し，居住地と

出生地を東京圏・非東京圏の2地域に区分して分析を行う．

以下ではまず，東京圏一極集中のマクロ的な様相を「住基移動」によって概観した後，
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2）1920年・1930年・1940年・1950年の国勢調査では出生地が調査されていた．



1980年以降における東京圏の移動数（転入数・転出数）の変化について人口構造要因とモ

ビリティ要因（人口構造以外の要因：主に移動率）に分解し，移動数変化の人口学的要因

を明らかにする．続いて「第8回人口移動調査」から，調査対象者本人の出生地分布およ

び親の出生地分布について年齢別集計を行うとともに，出生地分布変化と居住地分布変化

との関係を明らかにする．最後に，分析結果から得られる考察と今後の課題を記して結び

とする．

２．東京圏の人口移動状況と転入数・転出数変化の要因分解

2－1．東京圏における転入超過数・転入数・転出数の推移

「住基移動」による1954～2018年の三大都市圏（東京圏・名古屋圏・大阪圏）の転入超

過数の推移を図1に示した．本図によれば，1950年代後半～1970年代前半の高度経済成長

期には各大都市圏において大幅な転入超過が観測されたが，1980年代後半のバブル期を中

心とする期間および1990年代後半以降今日までは，東京圏のみにおいて転入超過が目立っ

ており，東京圏一極集中の傾向が顕著となっている．

また東京圏について，1954～2018年における移動数の推移をみると（図2），1970年代

後半以降は転入数・転出数とも概ね減少傾向であるが，1990年代以降では転入数が概ね横

ばいであるのに対して転出数の減少が大きく，結果として転入超過数の拡大につながって

いる状況である．
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図１ 三大都市圏の転入超過数の推移（1954～2018年）



2－2．東京圏の転入数と転出数の要因分解

非東京圏ではとくに若年人口の減少傾向が著しいため，人口構造の変化だけを考慮すれ

ば，移動する可能性の高い人口の減少によって，東京圏の転入数は減少することとなるは

ずである．一方，東京圏では若年人口がほとんど減少していないため，同様に人口構造の

変化だけを考慮すれば，東京圏の転出数は横ばいの傾向となるはずである．しかし上述の

ように，近年の東京圏では，転入数が横ばいの傾向であるのに対して，転出数は大幅な減

少となっており，人口構造の変化のみでは説明できない動きが生じているようにみえる．

そこで，1980～2015年の35年間の東京圏における移動数の増減率について，人口構造要

因とモビリティ要因への分解を行った．要因分解の詳細については小池（2017）を参照さ

れたいが，簡単に記せば，次に述べるとおりである．第1に，間接標準化の手法を適用し

て仮に2015年の男女年齢別移動率と同じであったとした場合に期待される1980年の移動数

を算出する．第2に，第1で求められた1980年の期待移動数と2015年の実際移動数の比を

1980年の実際移動数に乗じ，これを1980年から人口構造のみが変化した場合に期待される

2015年の移動数とする．第3に，第2で求められた2015年の期待移動数と1980年の実際移

動数の差を人口構造要因とする．第4に，2015年と1980年の実際移動数の差から第3で求

められた人口構造要因を引き，これをモビリティ要因とする．最終的には，人口構造要因

とモビリティ要因をそれぞれ1980年の移動数で割り，変化率の形で表す．利用したデータ

は，国勢調査による1980年と2015年の東京圏と非東京圏の男女5歳階級別人口（日本人人

口）と，「住基移動」による1980年の東京圏の移動数（日本人）と2015年の東京圏の男女

5歳階級別移動数（日本人）である．なお「住基移動」は国内人口移動のみを対象として

いるため，東京圏の転入数は非東京圏の転出数と同じとなり，移動率（東京圏への転出率）

を算出する際の分母人口は非東京圏の人口としていることに留意されたい．

分解の結果は表1のとおりである．まず転入数の減少（-19.9％）については，ほぼ人
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図２ 東京圏の転入数と転出数の推移（1954～2018年）



口構造要因（-25.2％），すなわち非東京圏における人口減少により説明できるが，モビリ

ティ要因はプラスとなっており（+5.3％），人口構造要因のマイナスを縮小させる方向に

作用している．一方転出数の減少（-34.0％）については，人口構造要因（-5.6％）もわず

かに寄与しているが，ほぼモビリティ要因（-28.4％），すなわち移動率の低下によって説

明できる．近年の東京圏の転出数の減少は主に転出モビリティの低下によりもたらされて

いると解釈できると同時に，この点が東京圏の転入超過数の拡大傾向に大きく影響してい

ることになる．そこで以下では，東京圏における転出モビリティ低下に着目した分析を行

う．

３．出生地分布の変化と転出モビリティの変化との関係性

東京圏における転出モビリティの大幅な低下について，短期的には，東京圏と非東京圏

との間の有効求人倍率の格差拡大など経済的な要因も否定できないが，より長期的には人

口学的要因のひとつとして捉えられる，居住地分布の変化に付随して発生する出生地分布

の変化による影響があると考えられる．
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表１ 東京圏の転入数変化と転出数変化の要因分解
（％）

1980～2015
年の増減率

人口構造
要因

モビリティ
要因

転入数 -19.9 -25.2 5.3

転出数 -34.0 -5.6 -28.4

※1980～2015年の増減率は総務省統計局「住民基本台帳人
口移動報告」より．

図３ 仮想の家族における居住地と出生地の変化パターン



図3は，仮想の家族における第1世代（主に戦前生まれを想定）から第4世代（主に

2000年代生まれを想定）までの居住地と出生地の変化パターンを表している．本図の家族

では，第2世代（主に「団塊の世代」を想定）の男女において非東京圏から東京圏への移

動が発生し，その他の世代では東京圏と非東京圏をまたぐ移動は発生していないと仮定し

ている．第1世代では，本人の居住地と出生地・両親の出生地はすべて非東京圏であるが，

第2世代では移動により本人の居住地は東京圏となる．ただ，本人と両親の出生地は非東

京圏である．第3世代（主に「団塊ジュニア世代」を想定）では，本人の居住地に加え出

生地も東京圏となり，両親の出生地は依然として非東京圏であるが，第4世代になると本

人の居住地と出生地・両親の出生地はすべて東京圏となる．本図はきわめて単純化したモ

デルであるが，非東京圏から東京圏への移動が卓越した場合，まず居住地が東京圏である

人の割合が上昇し，続いて出生地が東京圏である人の割合が上昇し，さらに続いて親の出

生地も東京圏である人の割合が上昇していくものと考えられる．

マクロ統計からは，上記のような変化の全容を捉えることはできないものの，全国的な

居住地分布の変化と出生地分布の変化との関係については，国勢調査および人口動態調査

から明らかにすることができる．図4は，1950～2015年の5年ごとの国勢調査による東京

圏20～39歳人口および人口動態調査による東京圏出生数のそれぞれ全国人口と全国出生数

に占める割合を示したものである．本図によれば，両者はほとんど連動しており，1970年

代の一時期を除いて双方とも上昇傾向にある３）．すなわち出生数分布は，概ね親世代に相

当する20～39歳人口の居住地分布の変化に連動する形で変化してきており，東京圏居住割

合の上昇とともに東京圏出生割合も上昇している．ちなみに東京圏の出生割合が20～39歳

人口割合を継続的に下回っているのは，主に東京圏の低出生率によるものであろう．
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図４ 東京圏の20～39歳人口と出生数の全国に占めるシェア

3）1970年代に東京圏出生数割合が低下したのは，1970年代後半に東京圏の転入超過数が大幅に縮小したことに

加え，1970年代を通じて東京圏で出生率の急速な低下が起こったことが主たる要因と考えられる．



このような居住地分布の変化によって引き起こされた出生地分布の変化は，人口移動に

も大きく影響すると考えられる．たとえば東京圏居住者に着目したとき，同じ居住者でも

本人が東京圏出生であるか非東京圏出生であるか，あるいは親が東京圏出生であるか非東

京圏出生であるかによって，その後の人口移動パターンは異なることが想定される．本人

が非東京圏出生の場合，U・Jターン等により再び非東京圏に移動する可能性もあるが，

東京圏出生の場合はU・Jターンがなくなるために，非東京圏への移動可能性は非東京圏

出生の場合と比較して低下すると考えられる．さらに本人が同じ東京圏出生の場合でも，

親の出生地が非東京圏であるならば，親の出生地との交流等が非東京圏へのIターン移動

に結びつく可能性もあるが，親の出生地が東京圏であれば，非東京圏との交流等の機会が

限定されるため，非東京圏への移動可能性は親の出生地が非東京圏の場合と比較してやは

り低下すると考えられる．

すなわち，近年の東京圏における転出モビリティ低下の一因として，非東京圏への移動

可能性の低い（東京圏に残留する可能性の高い）東京圏出生者割合の上昇，および親も含

めて東京圏出生である人の割合の上昇があるのではないか，という点を明らかにすること

が本稿の主たる目的である．以下では「第8回人口移動調査」を用いることによって，本

人および親の出生地分布を把握するとともに，出生地によって居住地の分布に差が見られ

るかどうかについて検証する．

４．本人と両親の出生地分布の変化と出生地による居住地分布の違い

以下では，「第8回人口移動調査」の概要等に簡単に触れた後，出生地分布の変化に関

する分析結果について詳述する．

4－1．「第８回人口移動調査」の概要

本稿で用いる「第8回人口移動調査」は，人々の移動の経験や居住地の変化を把握する

ため，国立社会保障・人口問題研究所が2016年に実施した全国調査である．この調査では，

「国民生活基礎調査」の調査区から層化抽出された全国の1,274地区（熊本地震の影響によ

り熊本県と由布市を除く）に住む全ての世帯主と世帯員を対象に調査が行われ，最終的に

48,477世帯から有効な回答が得られた（世帯単位の有効回収率72.2％）４）．以下では，ここ

で収集されたデータのなかから，出生年月や続柄，出生地（生まれたときの親の常住地．

世帯主の別居子の出生地も調査対象），これまでに住んだ都道府県などのデータを利用し

て分析を行う．
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4）調査の詳細については，国立社会保障・人口問題研究所（2018a）参照．



4－2．人口動態調査による出生数分布との比較

分析に先立ち，まず「第8回人口移動調査」から得られる出生地分布が実際の出生地分

布を的確に反映しているかどうかを把握するため，年齢別の東京圏・非東京圏出生割合を

算出し，厚生労働省「人口動態調査」による年別の東京圏・非東京圏出生割合との比較を

行った（図5）５）．両者の間に若干のタイムラグはあるが６），仮に東京圏出生者と非東京圏

出生者において生残率と国外への移動者割合に差が無いとすれば，双方の値は概ね一致す

るはずである．本図によれば，実際にもほぼ同様の傾向を示している．全体的に，「第8

回人口移動調査」における東京圏出生割合が「人口動態調査」による東京圏出生割合より

もやや高くなっているが，その一因としては，「第8回人口移動調査」では2016年に発生

した熊本地震により非東京圏に含まれる熊本県等が調査対象から外れたことが考えられる．

このような事情を考慮すれば，少なくとも東京圏と非東京圏の2地域では，「第8回人口

移動調査」から得られる年齢別出生地分布が，実際の年齢別出生地分布をほぼ的確に反映

しているといえよう．
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図５ 東京圏在住者における年齢５歳階級別，出生地分布

ラベル 人口動態調査 人口移動調査

1 2011～2015年 0～4歳

2 2006～2010年 5～9歳

3 2001～2005年 10～14歳

4 1996～2000年 15～19歳

5 1991～1995年 20～24歳

6 1986～1990年 25～29歳

7 1981～1985年 30～34歳

8 1976～1980年 35～39歳

9 1971～1975年 40～44歳

10 1966～1970年 45～49歳

11 1961～1965年 50～54歳

12 1956～1960年 55～59歳

13 1951～1955年 60～64歳

14 1946～1950年 65～69歳

15 1941～1945年 70～74歳

16 1936～1940年 75～79歳

17 1931～1935年 80～84歳

18 1916～1930年 85歳以上

5）国外で出生した人は除外している．

6）「第8回人口移動調査」では，たとえば0～4歳は2011年7月1日～2016年6月30日生まれとなるため，「人

口動態調査」による2011～2015年（2011年1月1日～2015年12月31日）の出生とは半年分のタイムラグがある．



4－3．出生地分布の変化と出生地別の非東京圏居住割合

東京圏居住者を対象とし，出生地分布を5歳階級別に示したのが表2左である７）．まず

年齢が若い方からみると，10～14歳以下では東京圏出生割合が90％以上となっている．当

該年齢では東京圏・非東京圏間の人口移動は少ないため，当然ながら東京圏出生者が大半

を占めることになるが，15～19歳や20～24歳では主に大学進学や就職を目的として，非東

京圏から東京圏への移動が多く発生することから，非東京圏出生割合が高まる．一方高齢

者の側からみると，60～64歳以上では東京圏出生割合が概ね60％弱程度であるが，60～64

歳から45～49歳までにかけて東京圏出生割合が次第に高まり，45～49歳から20～24歳まで

は70～80％が東京圏出生者となっている．結果として，調査時点で「団塊の世代」が含ま

れる65～69歳と「団塊ジュニア世代」の大半が含まれる40～44歳の間では，東京圏出生割

合は大きく異なっている．主に高度経済成長期以降，「団塊の世代」を中心とした世代に

おいては非東京圏から東京圏への移動が大量に発生するとともに，東京圏に残留し続けた

人も多かったため（中澤 2010），その子ども世代においては親世代と比較して東京圏出生

割合が高まったと考えられる．
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表２ 年齢別出生地分布（東京圏居住者と非東京圏居住者）
（％）

東京圏居住者 非東京圏居住者

東京圏出生 非東京圏出生 東京圏出生 非東京圏出生

0～4歳 97.8 2.2 1.4 98.6

5～9歳 96.4 3.6 2.8 97.2

10～14歳 94.0 6.0 1.8 98.2

15～19歳 83.9 16.1 2.4 97.6

20～24歳 73.4 26.6 2.9 97.1

25～29歳 79.3 20.7 3.0 97.0

30～34歳 72.8 27.2 4.2 95.8

35～39歳 72.1 27.9 3.9 96.1

40～44歳 73.4 26.6 4.6 95.4

45～49歳 74.6 25.4 4.5 95.5

50～54歳 68.7 31.3 3.2 96.8

55～59歳 65.3 34.7 2.1 97.9

60～64歳 59.3 40.7 1.9 98.1

65～69歳 58.0 42.0 1.8 98.2

70～74歳 57.6 42.4 3.0 97.0

75～79歳 56.1 43.9 2.7 97.3

80～84歳 61.5 38.5 2.1 97.9

85歳以上 68.0 32.0 1.4 98.6

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第8回人口移動調査」
※都道府県別に設定したウエイト付きの集計結果で，熊本県・大分県由
布市は調査されていない．

7）国内で出生した人に限定している．以降の図表も同様．



一方，非東京圏居住者を対象として，出生地分布を5歳階級別に示したのが表2右であ

る．本表左に示した東京圏居住者の出生地分布と異なり，年齢別の出生地分布にほとんど

差がない．最も東京圏出生割合の高い30～34歳から45～49歳の年齢層でも東京圏出生割合

は5％弱程度であり，すべての年齢で非東京圏出生者が圧倒的多数を占める．この点は，

非東京圏において東京圏からのIターン者が転勤等による比較的短期間の居住にほぼ限定

され，若年層の時期から長期間にわたって非東京圏に居住する東京圏出生者が非常に少な

いことを示唆していると考えられる．

続いて，東京圏出生者と非東京圏出生で東京圏居住経験者（調査時点での東京圏居住者

を含む）８）との間で，非東京圏の居住割合を年齢別に算出した（表3）．非東京圏出生で東

京圏居住経験者については，調査時点の居住県が出生県と同じ人の割合およびその非東京

圏居住者全体に占める割合も示している．東京圏出生者をみると，20～24歳以下では5％
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表３ 東京圏出生者と非東京圏出生で東京圏居住経験者の

年齢別非東京圏居住割合
（％）

東京圏
出生者

非東京圏出生で
東京圏在住経験者

居住県が出生県と同じ

非東京圏居住者
に占める割合

0～4歳 2.9 24.3 22.3 91.5

5～9歳 7.3 46.0 28.2 61.2

10～14歳 4.3 23.9 15.8 65.9

15～19歳 5.7 16.6 10.6 63.5

20～24歳 6.6 27.5 20.2 73.2

25～29歳 7.9 52.7 39.3 74.5

30～34歳 11.9 54.3 42.5 78.3

35～39歳 12.1 55.7 42.1 75.6

40～44歳 12.8 53.5 40.4 75.5

45～49歳 10.8 56.9 42.2 74.2

50～54歳 9.0 57.9 43.0 74.4

55～59歳 7.7 60.7 46.2 76.0

60～64歳 9.2 63.4 49.6 78.2

65～69歳 7.6 59.4 43.8 73.7

70～74歳 11.8 52.1 35.6 68.4

75～79歳 11.3 45.4 30.9 68.2

80～84歳 9.0 42.7 31.5 73.8

85歳以上 7.0 52.9 41.5 78.4

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第8回人口移動調査」
※都道府県別に設定したウエイト付きの集計結果で，熊本県・大分県由
布市は調査されていない．

8）「第8回人口移動調査」の問21「生まれてから現在までに3ヶ月以上居住したことのある都道府県・外国す

べてに○をつけてください．」で，埼玉・千葉・東京・神奈川の少なくとも1都県に居住したことがあると回

答した人を東京圏居住経験ありとした．



程度，25～29歳以上では10％程度となっており，非東京圏居住割合は全年齢を通して低率

に留まっている．一方，非東京圏出生で東京圏居住経験者については，25～29歳以上の非

東京圏居住割合が概ね50％を超えていることに加え，そのうちの概ね70％以上は出生県と

同じ県に居住している．このことから，同じ東京圏居住者であっても，その人が東京圏出

生者であるか非東京圏出生者であるかによって，将来的に非東京圏に移動する可能性は大

きく異なるといえる．つまり，非東京圏出生者はいったん東京圏に移動したとしても，そ

の後Uターン等により再び出生県ほかの非東京圏に移動することが大いにあり得る反面，

東京圏出生者はUターンによる非東京圏への移動がないため，非東京圏に移動する機会

が得られたとしても，短期間の居住に留まるケースが多いものと推察される．

以上より，東京圏居住者に限定しても60～64歳以下の年齢層において東京圏出生者の割

合が高まっていること，および同じ東京圏居住者でも東京圏出生者は非東京圏出生者と比

較して東京圏に留まる可能性が顕著に高いことが示された．この2点を考慮すれば，東京

圏から非東京圏への転出率は低下するはずであり，2－2で述べた実際の1980年以降におけ

る東京圏からの転出モビリティ低下の動きと整合する．東京圏からの転出モビリティ低下

の大きな要因として，東京圏居住者における東京圏出生割合の上昇があることは間違いな

いであろう．近年，東京都ではかつて転出超過であった20歳代後半～30歳代でも転入超過

となっており，その要因として高水準の住宅供給量などが指摘されているが（国土交通省

2013），東京圏出生割合の上昇とも無関係ではないと考えられる．

4－4．両親の出生地分布の変化と両親の出生地別にみた非東京圏居住割合

ところで，先述した図3の単純なモデルにしたがうとすれば，60～64歳以下の年齢層に

おける東京圏出生者割合の高まりとともに，その子どもの世代（概ね30～34歳以下）では

両親とも東京圏で出生した人の割合が高まることになるが，実際にはどのようになってい

るであろうか．「第8回人口移動調査」では，すべての調査対象者に親の出生地を尋ねて

はいないが，世帯主の子ども（別居子を含む）については，世帯主とその配偶者の出生地

から親の出生地を把握することが可能である．図6は両親の出生県が把握可能な東京圏出

生の世帯主の子どもについて，親の出生地を年齢別に示したものである．年齢が高い方か

らみていくと，50歳以上では両親とも東京圏出生である人の割合が46.1％と比較的高く，

図6で80歳以上において東京圏出生割合がやや高くなっていることと符合する．45～49歳

から35～39歳では両親とも東京圏出生である人の割合は40％弱であるが，35～39歳から15

～19歳までにかけて次第に高まり，20～24歳以下では概ね50％以上が両親とも東京圏出生

となっている．一方，両親とも非東京圏出生である人の割合は40～44歳で約30％に達して

いるものの，年齢が若くなるにつれて割合は低下し，20～24歳以下では14～15％程度で推

移している．両親のうち1人が東京圏出生（もう1人は非東京圏出生）である人の割合は，

各年齢を通してほぼ30％前後で大きく変化していない．このように，東京圏出生者割合の

高まった世代の概ね子どもの世代に相当する年齢において両親とも東京圏出生である人の

割合も高まっており，全体としてみればモデルで想定したとおりの状況となっている．
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表3より，東京圏出生者と非東京圏出生で東京圏居住経験者との間ではその後の移動パ

ターンが大きく異なることが示唆されたが，同じ東京圏出生者でも両親の出生地によって

居住パターンは異なるのであろうか．図7は，図6と同じ両親の出生県が把握可能な東京

圏出生の世帯主の子どもについて，両親の出生地別の非東京圏居住割合を年齢別にみたも

のである．両親とも非東京圏出生である場合は各年齢とも非東京圏に居住する割合が比較
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図６ 年齢別，両親の出生地分布（東京圏出生者）

図７ 年齢別，両親の出生地別，非東京圏居住割合（東京圏出生者）



的高い．とくに25～29歳以上では概ね4人に1人以上が非東京圏に居住しており，非東京

圏出生で東京圏居住経験者の非東京圏居住割合の半分程度に達する．一方で，両親とも東

京圏出生である場合は，全年齢を通して非東京圏居住割合は1％程度ときわめて低く，圧

倒的多数が東京圏に居住する．両親のうち1人が東京圏出生である場合は，両者の割合の

間に位置するが，両親とも東京圏出生の割合の方にやや近く，非東京圏居住割合は低率に

とどまる．つまり，同じ東京圏出生者のなかでも，両親ともまたは両親のうち1人が東京

圏出生である場合は，東京圏に居住する可能性が非常に高くなっている．両親とも非東京

圏出生であるならば，両親の実家なども非東京圏に存在する可能性が高く，帰省の随伴等

を通じて非東京圏に居住する親族や親族の知人との交流が広がり，ゆくゆくは非東京圏へ

の移住につながる機会も少なくないであろうが，両親ともまたは両親のうち1人が東京圏

出生であれば，そのような機会は皆無もしくは限定的となる．この点は，両親のうち少な

くとも1人が東京圏出生の場合に東京圏居住が圧倒的多数を占める大きな要因であると同

時に，今後は両親とも東京圏出生である人の割合の増加によって，東京圏からの転出モビ

リティがいっそう低下する可能性が高いことを示唆しているといえよう９）．

一方，両親の出生県が把握可能な非東京圏出生の世帯主の子どもについて，親の出生地

を年齢別にみると（図8），大多数が両親とも非東京圏出生であるが，20～24歳以下の若

い年齢においては両親のうち1人が東京圏出生である割合が若干上昇する．ただし，両親

とも東京圏出生の割合は多くの年齢層で1％未満と非常に少なく，東京圏出生者の親の出
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9）図6をよく観察すると，15～19歳から5～9歳にかけて両親とも東京圏出生である人の割合の低下，および

両親のうち1人が非東京圏出生である人の割合の上昇がみられるが，これらのカテゴリーでは両親とも非東京

圏出生の場合と比べて非東京圏居住割合が大幅に低いので，転出モビリティに対する影響は限定的と考えられ

る．

図８ 年齢別，両親の出生地分布（非東京圏出生者）



生地分布（図6）と比較すると，年齢間の分布の差は小さい．また同じく両親の出生県が

把握可能な非東京圏出生の世帯主の子どもについて，両親の出生地別の非東京圏居住割合

をみると（図9），両親とも非東京圏出生の場合は各年齢とも非東京圏に居住する割合が

97～99％と圧倒的多数を占める反面，両親のうち少なくとも1人が東京圏出生である場

合10）は15～19歳から45～49歳までにかけて非東京圏に居住する割合が概ね60～80％にとど

まり，一定の割合の人々が東京圏へ移動する．このように，両親の出生地による居住地分

布の違いは非東京圏においても東京圏と同様に顕著である．表1に示したとおり，1980年

以降では東京圏の転入モビリティが若干上昇しているが，これには非東京圏において両親

のうち少なくとも1人が東京圏出生である人の割合の上昇が多少影響している可能性も考

えられよう．

５．おわりに

本稿では，近年における東京圏一極集中の人口学的要因および今後の見通しについて，

主に出生地分布の変化の観点から考察した．1980～2015年の35年間において，東京圏から

の転出数変化を人口構造要因とモビリティ要因に分解した結果，モビリティ要因の寄与率

が人口構造要因の寄与率を大きく上回り，東京圏からの転出性向が弱まっていることが明

らかとなった．その一因を探るべく，「第8回人口移動調査」より年齢別の出生地分布を
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図９ 年齢別，両親の出生地別，非東京圏居住割合（非東京圏出生者）

10）両親とも東京圏出生であるケースが非常に少ないため，両親のうち1人が東京圏出生である場合と合わせて

まとめることにした．



みると，東京圏居住者では60～64歳から45～49歳までにかけて東京圏出生割合が次第に高

まり，45～49歳より若い年齢層においても東京圏出生割合が70～80％を占め高水準となっ

ていた．また，東京圏出生者と非東京圏出生で東京圏居住経験者との間で非東京圏居住割

合を年齢別にみると，25～29歳以上で後者は概ね50％を超えているのに対して前者は10％

程度であり，顕著な差がみられた．これらより，東京圏では東京圏出生割合の上昇ととも

に東京圏に残留する人の割合が高まり，上述の転出モビリティ低下に大きく影響している

可能性が示唆された．続いて，東京圏出生者の世帯主の子どもを対象として親の出生地分

布を年齢別にみると，東京圏出生者割合の高まった世代の概ね子どもの世代に相当する年

齢において両親とも東京圏出生である人の割合も高まっていた．同じく東京圏出生者の世

帯主の子どもを対象とし，親の出生地別の非東京圏居住割合をみると，両親とも非東京圏

出生の場合は25～29歳以上において概ね4人に1人以上が非東京圏に居住しているのに対

して，両親とも東京圏出生の場合は全年齢を通して非東京圏居住割合が1％程度ときわめ

て低かった．この点から，本人の出生地のみならず，両親の出生地もまた将来の居住地分

布を大きく左右する要因になっていることも察せられた．

表3に示した非東京圏出生で東京圏居住経験者のなかの非東京圏居住者に占める出生県

と同一県に居住する人の割合の高さから，東京圏から非東京圏への人口移動にはUター

ンがかなりの割合を占めてきたことがうかがえる．非東京圏→東京圏→非東京圏のUター

ンやJターンは，出生地が非東京圏にあるからこそ発生するものであるため，U・Jター

ン率に変化がなければ，東京圏内で非東京圏出生割合が低下することによって減少し， I

ターンの状況にも変化がなければ東京圏からの転出モビリティは低下することになる．近

年における東京圏からの転出モビリティ低下のすべてが東京圏出生割合の上昇で説明でき

るわけではないにしても，東京圏・非東京圏の2地域では年齢別出生地分布に大きな変化

のない非東京圏からの転出モビリティ変化（東京圏の転入モビリティ変化）との大きな違

いの一因となっていることは疑いないであろう．さらに今後は，両親も含めて東京圏出生

である人の割合がますます上昇することによって，東京圏からの転出モビリティ低下はさ

らに拍車がかかると考えられる．非東京圏では東京圏よりも若年層人口の減少率が高いた

め，人口構造要因が東京圏の転入超過数を縮小させる方向に作用することは確実である

（小池 2017）．反面，非東京圏からの転出モビリティが東京圏からの転出モビリティと同

様に低下する要因は現時点でとくに確認することはできないため，モビリティ要因は東京

圏の転入超過数を拡大させる方向に作用する可能性が高い．東京圏の転入超過数は両要因

が相殺する結果，短期的な変動要因を除けば，将来的にも当面の間は比較的高水準のプラ

スを維持し，東京圏一極集中が今後も継続する可能性はかなり高いといえよう．

人口構造や今回分析対象とした出生地分布などの人口学的要因は，社会経済的要因のよ

うに人口移動流を短期間で大きく変化させるわけではないが，きわめて長い期間にわたっ

て着実に影響力を及ぼし続ける性質のものである．もちろん，随所で指摘されている大学・

企業の立地動向や個人の学卒後の職業選択等は人口移動傾向を大きく左右する要因であり，

東京圏一極集中にも不可欠な論点であるが，今後は人口学的要因に立脚した政策も求めら
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れてくるだろう．たとえば，本稿で示した両親ともども東京圏で出生した人の割合の上昇

を踏まえると，非東京圏の側からはIターン促進に関連した政策，より具体的には非東京

圏と家族的に無縁な東京圏居住者に対して交流の機会を積極的に提供するような施策等を

充実させることなどが考えられる．

本稿では分析の枠組みをシンプルにするため，また「第8回人口移動調査」のサンプル

規模の都合もあり，東京圏と非東京圏の2地域での分析にとどめている．しかし，非東京

圏のなかには大阪圏や名古屋圏などの大都市圏から大半が過疎地域となっている中山間地

域まで多種多様な地域が含まれている．同じ非東京圏出生の東京圏居住者でも出生した地

域によって出生地域を中心とする非東京圏への移動性向は大きく異なることも考えられる

ため，非東京圏を地域ブロック等で分割した分析が求められる．同様にサンプル規模の都

合等より，属性は年齢のみに着目したが，男女・配偶関係・きょうだい構成・学歴・職業

など，その他の属性を含めた分析によって，丸山（2018）の指摘するような家族形成行動

と人口移動との関係が明らかになり，本稿で得られた知見をさらに深化させることができ

るだろう．また，より長期的には，地域別将来人口推計における人口移動仮定設定への適

用の検討が挙げられる．国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平

成30年推計）」では，原則として，2010～2015年に観察された地域別男女年齢別の移動傾

向を一定として将来人口推計を行っているが（国立社会保障・人口問題研究所 2018b），

本稿での分析結果を踏まえれば，移動傾向を各地域において一定とする仮定設定には検討

の余地があるといえよう．以上を今後の主な課題としたい．

（2019年12月16日査読終了）

付記

「第8回人口移動調査」のデータは統計法32条の規定に従って使用した．本研究の内容は，2019

年日本地理学会秋季学術大会（新潟大学，9月21日）で発表したものである．コメントをいただい

た方々に深く感謝申し上げる．
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WillPopulationConcentrationContinueintheTokyoArea?
AnInvestigationintoBirthplaceDistribution

KOIKEShiroandSHIMIZUMasato

Inthisstudy,weexaminedthedemographicfactorsandfutureprospectsofthepopulation

concentrationoftheTokyoareainrecentyearsfromtheviewpointofchangesinbirthplace

distribution.Thebirthplacedistributionbyagefrom"TheEighthNationalSurveyonMigration"

showsthatthepercentageofbirthsintheTokyoareaisatahighlevel,accountingfor70-80%of

thoseyoungerthan45-49yearsold,whichroughlycorrespondstothesecondbaby-boom

generation.Whencomparingthenon-Tokyoarearesidenceproportionbyagebetweenthosewho

werebornintheTokyoareaandthosewhowerenotandexperiencedinthisarea,thelattergroup

wasoverwhelminglylarger.ThissuggestedthatthepercentageofpeopleremainingintheTokyo

areaincreasedwiththeincreaseinthepercentageofbirthsintheTokyoarea,whichmayhavehad

asignificantimpactonthedeclineinout-migrationmobilityinthesameareasince1980.In

addition,theproportionofthosewhoseparentswerebothintheTokyoareaalsoincreasedat

almostthesameageasthechildren'sgenerationwithanincreasedproportionofbirthsintheTokyo

area.ForthosewhowerebornintheTokyoarea,approximatelyoneinfourwasthenon-Tokyo

residentsabove25-29yearsoldwhenbothparentswereborninthenon-Tokyoarea;however,the

proportionofnon-Tokyoresidentswasaslowas1%atallageswhenbothparentswereborninthe

Tokyoarea.Inthefuture,althoughdemographicfactorswillcontinuetoreducethenumberofnet

migrantsintheTokyoarea,mobilityfactorswillworkintheoppositedirectiontoincreasethe

amountofnetmigrationinthearea.Asaresult,thepossibilitythatpopulationconcentrationinthe

Tokyoareawillcontinueappearstobeparticularlyhigh.

【KeyWords】populationconcentrationintheTokyoarea,birthplacedistribution,out-migration

mobility,TheEighthNationalSurveyonMigration
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特集Ⅱ：第８回人口移動調査の結果から（その３）

通婚圏と人口移動

清水昌人・中川雅貴・小池司朗

Ⅰ．導入

戦後日本における通婚圏の地域的範域は，高度経済成長期までは拡大したが，おおむね

1980年代までに拡大を停止したといわれている．これまでの研究によれば，高度成長期に

はそれまで多数を占めていた村内部などでの結婚が減少し，より広域的な都道府県間の通

婚が増加した（吉田 1965，篠崎 1974，水野ほか 1978，鈴木 1990）．この背景には，都

市化や交通の発達（佐々田 1957，鈴木 1961，合田 1976），産業構造の変化（吉田 1965），

人口移動の増加（鈴木 1990）などの変化があったといわれている．一方，1970年代にな

ると，帰還移動の増加（崎原 1984）や人口移動の沈静化，さらには流入者の減少に伴う

大都市圏での自地域出身者同士の出会いの確率の上昇（鈴木 1990）などにより，通婚圏

の範域拡大の傾向は少なくとも一時的には停止したところが多い．既存研究では，特定地

域での村内婚の増加（崎原 1984），都道府県間の通婚の全国的な拡大停止（鈴木 1990）

などの現象が観察されている．こうしたことを踏まえると，戦後の「地域的通婚圏」（「配

偶者を選ぶ地域的」範囲（『ブリタニカ国際大百科事典』2014））の変化のパターンは，高

度成長期の終了前後を境に大きく転換したといえる．

1990年代以降の地域的通婚圏については，管見の限り研究が少なく，その特徴はほとん

ど明らかになっていないが，これまでの研究を踏まえると，少なくともいくつかの見通し

を立てることは可能だと思われる．例えば人口移動の動向に注目すると，1990年代以降に

は住民基本台帳人口移動報告による人口移動量は基本的に減少しており，人口に占める移

動者の割合も低下している．また，人口動態統計によれば，1970年代半ば以降，三大都市
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本研究では，近年の地域的通婚圏の特徴を捉えるため，「第8回人口移動調査」のデータにより，

出生地が異なる夫婦の割合とその変化を検討した．都道府県単位の分析によれば，出生地の都道府

県が互いに異なる夫婦の割合は1946-56年生まれ（夫の出生年，以下同）から 1966-76年生まれに

かけて上昇していた．また，圏域単位（大都市圏／非大都市圏）の観察によれば，他地域出生者同

士の夫婦の割合は大都市圏では基本的に低下，非大都市圏では1946-66年生まれ以降上昇していた．

こうした変化の要因として，人口移動や地域別出生割合の変化による効果（人口規模効果）とそれ

以外の効果（選択などの効果）の影響を検討したところ，都道府県単位では主に後者，また圏域単

位では方向性の異なるケースはあるものの，前者と後者の両方が地域的通婚圏の変化に寄与してい

たと推測された．

キーワード：地域的通婚圏，人口移動，結婚



圏で出生した子どもの割合は，小幅には変化しているが全体として高い水準にとどまって

おり，鈴木（1990）のいう大都市圏出生者同士の出会いの確率を維持する方向で推移して

いる．それゆえ，こうした人口の動向を見る限りでは，近年の地域的通婚圏の変化の状況

は縮小，ないしは停滞の傾向を示すと予想される．ただ実際には，これは一つの予想にと

どまっており，見合いから恋愛結婚への変化や婚姻率の大幅な低下などに見られるように，

戦後日本で結婚行動が大きく変化したことを踏まえると（国立社会保障・人口問題研究所

2017，2019），通婚圏の範域の変化が上記予想とはかなり違うものになっている可能性も

ある．したがって，日本の通婚の地域範囲がこの30年ほどの間にどう変わったかを明らか

にするには，やはり何らかのデータを用いて直接的に通婚圏の状況を把握することが望ま

しい．

本研究では，近年の地域的通婚圏の変化とその特徴を把握するため，2016年に実施され

た「第8回人口移動調査」のデータを用いて，夫婦の出生地の組み合わせとその変化を観

察する．通婚圏を検討する際の地域的スケールは，一般に集落単位から全国単位まで多岐

にわたるが，ここでは利用データの特性を踏まえ，都道府県およびそれより広域的な地域

単位で通婚圏域の変化を見る．また，そうした変化の背景として主に人口学的な動向（人

口移動，地域別出生割合）との関係を取り上げ，出生地別人口規模の変化に伴う出会いの

確率の変化（人口規模効果）や相手選択のパターンなどの変化が通婚圏の範域に与えた影

響を検討する．以下では，まず2章で使用するデータの概要と分析指標について述べる．

3章では，はじめに出生地の都道府県が異なる夫婦の割合を年齢別に観察し，その変化と

人口移動および大都市圏での出生割合の動向との関係を考察する．その後は出生地を大都

市圏／非大都市圏に分けた場合の観察を行い，人口移動や大都市圏出生割合，出生地別人

口規模の変化などが通婚圏の範域の変化に与えた影響を検討する．

Ⅱ．データと指標

1. データ

本研究では，国立社会保障・人口問題研究所が2016年に実施した「第8回人口移動調査」

の調査票データを用いて，地域的通婚圏の分析を行う．この「人口移動調査」は「国民生

活基礎調査」（厚生労働省）の一部の調査区で行われる集落抽出の全国調査であり，8回

目の今回は都道府県別に層化抽出された1,274地区の全世帯主および世帯員を対象に調査

が行われた（ただし熊本地震の影響により熊本県と由布市の地区を除く）．調査の最終的

な有効回収率は72.2％（世帯単位）であり，48,477の世帯から人口移動の経験に関するデー

タが収集されている（国立社会保障・人口問題研究所 2018）．

今回の移動調査では，世帯主および世帯員に対して，性別，年齢，続柄，配偶関係など

の基本属性のほか，出生時や最終学校卒業時，初婚の直前・直後などさまざまな時点での

居住地を質問している．そこで本稿では，続柄などの回答から世帯内にいる夫婦を識別し，

彼らの通婚の地域的範囲を検討することにした．具体的には，世帯主とその配偶者のほか，
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世帯主の子夫婦，世帯主の親夫婦，世帯主の配偶者の親夫婦に当たる人たちの組み合わせ

約27,000組（夫婦とも30歳以上，再婚者を含む．また夫婦数は不詳等のため集計により異

なる）を取り出し，彼らの居住地を使って通婚圏の分析を行った．ただし，今回の移動調

査では都道府県別に調査地区の抽出率が同じではないため，以下の分析では都道府県別の

人口で重み付けした数値を使って集計を行っている１）．なお，分析対象者（夫婦単位ない

し個人単位）の実数（n）については，図表のなか，ないし注に示した．

2. 地域的通婚圏の計測方法

地域的通婚圏の定義は，冒頭で触れたように「配偶者を選ぶ地域的…範囲」とされてい

るが（『ブリタニカ国際大百科事典』2014），その概念の操作化には必ずしも決まった方法

があるわけではない．その理由の一つは，上記の定義ではいつの時点，あるいはどの地域

を起点に「範囲」を測るかが明確になっていないためと考えられる．実際，既存の研究に

おいては地域的通婚圏の計測にさまざまなデータが使われており，主なものだけでも①結

婚移動の「行先地と前住地」（合田 1976p.1），②婚姻届にある夫婦の本籍地の組み合わ

せ（崎原 1984），③夫婦の出生地や「結婚までの主な居住府県」の組み合わせ（鈴木1990

p.18），などが用いられている．したがって現状においては，「地域的通婚圏」は厳密には

定義づけられていないと考えてよいが，このことは同時に，地域的通婚圏概念の多面性や

複雑さ２）を理解した上であれば，研究の目的に応じた操作化もある程度までは許容される

ことを意味している．そこで本稿の分析においては，人口移動調査の質問項目，および全

国を対象とした他の社会調査の分析内容を踏まえ（篠崎 1974，鈴木 1990），通婚圏の地

域的範囲を夫婦の出生地（正確には出生時の親の常住地）の組み合わせにより計測するこ

とにした．具体的には，出生地の組み合わせを都道府県単位（同一都道府県か否か），お

よび大都市圏・非大都市圏の別で観察し，異地域間の組み合わせの多さなどから通婚圏の

範域の大小を捉えた３）．また，観察は年齢別，地域別（全国単位，および調査時の居住地

別）に行い，範域の変化や地域別の特徴を検討した４）．

一般に，出生地を用いる分析においては，出生地が生涯の最初期の居住地であることか

ら，そこで計測される通婚圏の範域は各人の居住地移動の長年の経緯（出生から結婚まで

の移動経験など）を反映したものになると考えられる．ただ，本稿のように出生地と調査

時の居住地のみを使って地域的通婚圏を見る場合には，いつ，どういう移動があって現在
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1）調査地区や重み付けなどについては，国立社会保障・人口問題研究所（2018）を参照されたい．

2）例えば，東京都千代田区に長年暮らす北海道生まれの男性が，同じ町内に長年住む鹿児島県生まれの女性と

町内で結婚し，その町内に住み続けるといったケースでは，結婚前後の居住地で見れば通婚圏の範域は狭く，

出生地で見れば広い．また，出生地で見た場合，その範域は北海道生まれ・北海道継続居住の男性が転勤で北

海道に来た鹿児島県生まれの女性と結婚したケースと同じことになるが，出会いの場所も現住地も違うため，

この2つのケースにおける通婚の意味合いはかなり異なるように思われる．

3）通婚範域の大小とその変化の計測に関して，匿名査読者から都道府県間の距離による類型化を分析に用いる

方法がありうる旨の指摘を受けた．しかし，今回の分析では，従来研究の少なかった大都市圏・非大都市圏レ

ベルの検討にも関心を向けたため，都道府県レベルのより詳細な分析には至らなかった．

4）今回の分析とは対象がやや異なるが，林（2018）は出生都道府県が同じ夫婦の割合を都道府県ごとに示して

いる．しかし，こうした集計では年齢別の観測数が限られるため，今回の分析では都道府県ごとの観察は行わ

なかった．



のような状況が生まれたかの詳細がほとんど明らかにならない（注1参照）．今回の分析

では，出生から結婚まで，あるいは結婚から調査時にいたるまでの移動歴や，夫婦が出会っ

たと思われる時期・場所などについては，各種パターンを類型化した場合の対象者数の問

題もあり，ほとんど検討できなかった．それゆえ，以下の分析は広域的な通婚圏の範域と

その変化を概括的に捉えてはいるが，その内容は基本的に静態的なものにとどまっている．

Ⅲ．結果

1. 都道府県単位の観察

� 出生地の都道府県が異なる夫婦の割合

はじめに，出生地の都道府県の異同に基づく地域的通婚圏の特徴を観察する．図1（1）

に出生地の都道府県（以下，「出生県」）が異なる夫婦が夫婦全体に占める割合の推移を示

した（全国単位）．この図によれば，夫が1946年以前生まれの場合（調査時に70歳以上．

以下，断りのない限り出生年は夫の年（始年7月～終年6月）で，年齢は調査時の夫の年

齢），出生県が互いに異なる夫婦は夫がその時期に生まれた夫婦全体の35.5％を占めてい

た５）．この割合は夫が1946-56年生まれ（60-69歳）の夫婦でもほぼ変わらなかったが，そ

の後は上昇し，1956-66年生まれ（50-59歳）では40.5％，1966-76年生まれ（40-49歳）で
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図１ 出生地の都道府県が異なる夫婦の割合（％）

資料：第8回人口移動調査

集計単位は夫婦．夫婦のどちらかで出生地の都道府県が不明な人は除くが，出生地が国外の場合は含む．ここでの「都道府県」

は国内の地域を指す．大都市圏の範囲は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，岐阜県，愛知県，三重県，京都府，大阪府，兵庫

県，奈良県．非大都市圏は大都市圏以外の県．かっこ内は対象夫婦数．（2）の対象夫婦数は左のかっこが大都市圏居住者，右の

かっこが非大都市圏居住者．

（1）全国 （2）調査時の居住圏域別

5）後述の人口移動や大都市圏出生割合の分析が一般に年齢別に行われるため，今回の分析では出生年別ないし

年齢別に集計を行っている．しかし，結婚だけを扱うのであれば，調査時期の影響を受けにくい結婚コーホー

トで観察したほうが，より安定した数値が得られると思われる（出生年別の既婚者の数は調査時期により変わ

るが，過去のある年に結婚した人の数は基本的に調査時期に左右されない）．ただし，これは全年齢の人が調

査対象になる場合であり，例えば調査対象者の年齢が限定されている場合には，この限りではない．



は45.3％になった．ただし，割合の上昇はここで止まっており，1976-86年生まれ（30-39歳）

での割合は44.8％だった．

次に，出生県が異なる夫婦の割合を調査時の居住地別に見ると（図1（2）），とくに大都

市圏（1都2府8県，図の注参照）で高い値を示した．割合は最も低い1946年以前生まれ

でも50.7％，最も高い1956-66年生まれでは55.0％であり，いずれの出生年でも半数以上の

夫婦で互いの出生県が異なっていた．一方，非大都市圏（大都市圏以外の国内）では，こ

の割合は大都市圏よりも大幅に低く，1946年以前生まれでは19.6％だった．この割合はそ

の後大きく上昇したが，最も高い1976-86年生まれでも33.4％にとどまっていた．こうし

たことから，出生県が異なる夫婦の割合が高い，つまり地域的通婚圏が相対的に広い状態

は，とくに大都市圏で頻繁に観察されると考えられる．これは既存研究の知見とも整合し

ている（鈴木 1990，池田・佐々木（1957）も参照）．ただし，割合の変化については非大

都市圏のほうが大きい．それゆえ，図1（1）で見た出生地が異なる夫婦の割合の上昇は，

その多くが調査時点で非大都市圏に住んでいた人々によるものといえる．

以上の結果については，既存研究や人口動向との関連で重要な点を2つ指摘できる．第

一に，1946年以前生まれと1956-66年生まれでほとんど差がなかったが，これは既存研究

の結果とほぼ合致している．第二に，1946-1976年生まれにおける割合の上昇は地理的通

婚圏の拡大を示唆しているが，この動きは冒頭で述べた人口移動の減少や大都市圏出生割

合の上昇などに基づく想定とは大きく異なる．第一の点については，導入部でも触れたよ

うに，結婚コーホート別に集計した鈴木（1990p.18）が地域的通婚圏の「拡大傾向は1970

年代までにほぼ終了した」と述べている．今回は割合を年齢別に計算しているが，現在の

60歳代や70歳代の人々の多くが1970年代から1980年代に結婚しただろうことを踏まえると，

図の結果は鈴木（1990）の見解と基本的に整合するといっていい６）．一方，第二の点，す

なわち人口移動などの動向に基づく予想と対応しない点については，ここで改めて検討す

る必要がある．ただし，人口動向のうち大都市圏出生割合については観察対象の地域単位

が異なっているため７），ここでは問題を人口移動との関連に絞って検討する．

� 人口移動との関係

冒頭でも触れたように，人口移動の量や率は長期的には低下傾向にあるといわれている．

ただ，こうした傾向はかなりの程度まで人口の年齢構造の変化（具体的には移動の活発な

若年層の減少）に影響をうけているため，例えば10歳代後半や20歳代時の移動の動向とは
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6）国立社会保障・人口問題研究所（2019）によれば，1970年代後半から1980年代の平均結婚年齢は28歳から30

歳弱なので，このように考えてもおおむね間違いはない．なお，本分析では年齢別に集計をしているため，鈴

木（1990）の集計値とは結果が一致しないが，今回の値はこうした集計の方法だけではなく，データの調査年

にも影響を受けている．例えば，本稿における夫70歳以上の夫婦の値では，より高齢な夫婦（90歳以上など）

ほど死亡により数が減っているため，相対的に若い世代（70歳代など）の特徴が強く反映されている．また，

30歳代については今後結婚する人が相対的に多いと考えられるので，今後の動向次第で値は変わりうる．

7）大都市圏での出生割合が増えると，大都市圏と非大都市圏の出生者の出会いの確率は低下するが，大都市圏

内の都道府県間での通婚確率は上昇しうる．それゆえ，大都市圏での出生割合の変化と都道府県単位の通婚圏

の変化が対応するとは限らない．



必ずしも一致しない（大友 1996p.58，96）．以下ではまず生涯の各時点での人口移動の

動向を出生年別に把握した上で，改めて地域的通婚圏の拡大傾向と人口移動との関係や，

人口規模効果，選択効果などの影響を検討する．

図2に生涯の各時点で出生県と異なる地域に住んでいた人の割合を示した．この割合は

各時点での「生涯移動率」に相当する指標であり，住民基本台帳人口移動報告などで得ら

れる移動率とは性格が異なる．しかし，とくに30歳代までの比較的長距離の移動は進学・

就職・結婚等の節目で多く発生するため，こうした指標でも一定の傾向は把握できると思

われる．この図によれば，出生県と異なる地域に住んでいた人の割合は最終学校卒業時点

では上昇していたが，はじめて仕事をもった時点（初職時）では1946-56年生まれで上昇

した後に低下に転じている．また，初婚直前と直後では割合の変化は小さく，おおむね横

ばいで推移していた．最終学校卒業時での割合の上昇については，大学等への進学率の上

昇に呼応した動きと考えられるため，進学関連の移動率は（総数ベースの移動率とは違い）

高度成長期以降も上昇していたと考えてもおそらく不都合はない．ただし，ほかの時点で

の割合は1946-56年生まれ以降には大きく上昇していない．また，進学移動率の上昇につ

いても，ある程度まで初職時の移動の減少と相殺される（つまり進学時に先取りしてその

後の就職先（大都市圏など）に移動すると，初職時の移動は減る）と考えることもできる．

したがってここでのデータによる限りでは，初婚前後に至るまでに出生県と異なる地域に

住むことになった人の割合が，全体として図1（1）と呼応するような明確さで上昇してい

たと見ることは難しいように思われる．

では，移動者の割合が増えない状況でなぜ他県出生者と結婚する人が増えるのかが問題

となるが，ここではとりあえず社会的・文化的な原因ではなく，他地域通婚割合（出生地

が異なる夫婦の割合）が上昇する形式的な仕組みのみを考えると，おおむね以下のような
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図２ 出生地の都道府県とは別の都道府県に住んでいた人の割合（％）

資料：第8回人口移動調査

集計の対象は個人（夫と妻）．出生地の都道府県が不明な人は除くが，出生地が国外の場

合は含む．ここでの「都道府県」は国内の地域を指す．対象者数は最小6,903（1976-86，

初職時）～最大13,768（1946-56，初婚直後）．



ことがいえると思われる．すなわち，観察対象の集団を移動の有無（ここではある時点で

生涯移動がありかなしかの2区分）と結婚相手の出生地（自分と同じか別かの2区分）で

4つに分けるクロス表を作ったとすると，移動者の割合が変わらない状況下で集団全体で

の他県通婚割合が上昇するためには，次の条件が満たされる必要がある．まず，移動者・

非移動者のどちらか一方では他県通婚割合が上昇していなければならない．次に，一方の

集団で他県通婚割合が上昇し，もう一方の集団で同割合が低下していた場合には，はじめ

の集団における割合上昇の効果がもう一つの集団における割合低下の効果を上回っていな

ければならない．一般に，移動者と他地域通婚割合との相関に関する従来の説明は，主と

して人口規模（ここでは移動者の規模）の増大が各集団間の接触確率を上げる効果（規模

効果）に注目していると考えられる．しかし，図2のように移動者の相対的規模があまり

変わらない状況では，他県通婚割合の上昇理由は移動者の規模以外の要因に求める必要が

ある．この要因は，形式的には上で説明した集団別他県通婚割合に示されるため，以下で

はこの要因を配偶者（の出生地）選択パターンの変化（正確にはそのうちの規模効果に依

存しない部分）と呼ぶことにするが，少なくとも今回の分析の枠組みにおいては，この効

果が移動者・非移動者それぞれの集団で具体的にどう変化したかが地域的通婚圏の変化を

理解する一つの鍵と考えてよいだろう８）．

以上の問題を実際のデータで観察するため，他県出生者と結婚した人の割合を移動者・

非移動者に分けて示した（図3）．ここでは結婚と移動との対応を明確にするため，対象
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8）非移動者の場合，他県通婚割合は移動者と結婚する割合が上がることによって上昇する．しかし，移動者の

他県通婚割合は非移動者と結婚することでも上昇するが，出生県が異なる移動者同士の結婚でも上昇する．そ

れゆえ，移動者における他県通婚割合の変化は，非移動者におけるそれと連動するとは限らない．

図３ 別の都道府県の出生者と結婚している人の割合（％）

集計対象は夫婦，集計単位は個人．「国内移動者以外」には出生時ないし初婚直後の居住地が国外

の人を含む．その他は図1の注参照．対象者数は（1）で最小2,889（夫，1966-76）～最大4,402（妻，

1946-56），（2）で最小1,009（夫，1956-66）～最大1,327（夫，1946-56）．

（2）「移動者」以外（1）「移動者」（出生時と初婚直後で
居住地の都道府県が異なる人）



を初婚同士の夫婦に限定した．また，出生県と初婚直後の居住県が異なる人を移動者（正

確には国内移動者），それ以外を非移動者とした．図によれば，移動者のうち他県出生者

と結婚している人の割合は，1946-56年生まれの夫では75.6％であったが，1956-66年生ま

れでは81.0％，1966-76年生まれでは86.0％まで上昇した．次に，非移動者の夫における他

県出生者との通婚割合を見ると，移動者よりはるかに低く，1946-56年生まれでは17.3％

であった．しかし，1966-76年生まれには24.2％にまで上昇した．妻に関しては，割合の

水準は夫と若干異なるが，全体としては移動者・非移動者どちらの集団でも割合が上昇し

ていた．こうしたことから，他県出生者と結婚する傾向は移動者，非移動者のいずれの集

団でも強まっていたといえる．また，上述のとおり移動者の規模効果はここでは大きくな

いことを踏まえると，この3つの年齢集団における通婚圏拡大の原因は，主として結婚相

手の選択パターン（のうち人口規模に依存しない部分）の変化だったと推測することがで

きる．

選択パターンの変化の社会・文化的な背景については，今回は詳しく検討する余力がな

かったため，具体的に指摘することができない．ただし，ここまでの図によれば，他県通

婚割合の上昇は図2の進学移動の上昇パターンと一部似た傾向を示している．こうした点，

および既存研究で教育歴と地域的通婚圏の関係が指摘されている点を踏まえると（鈴木

1990），大学等への進学移動率が上昇したこと，あるいは就職移動の一部が進学移動に置

き換えられてきたことが，夫婦の出会いのパターンを変え，結果的に地域的通婚圏の拡大

に何らかの影響を及ぼした可能性も考えられる．

2. 大都市圏・非大都市圏間の通婚

� 居住地域別の他地域通婚割合

次に，より広域的な地域的通婚圏の変化を見るため，出生地を大都市圏と非大都市圏に

分けて夫婦の組み合わせを検討する．ここでは前節同様，夫婦の出生地の組み合わせを全

国および調査時の居住地別に集計したが，居住地別の場合には夫の出生年が10年ごとでは

観測数が小さくなるため，出生年を3区分にまとめている．まず，全国単位で見ると，

1946年以前の出生者では同一圏域同士（大都市圏同士および非大都市圏同士）の組み合わ

せが77.1％を占めていた（図4）．この割合は1946-56年生まれで81.9％へと上昇するが，

その後は1966-76年生まれにかけて低下し（77.4％），以後ほぼ横ばいになった．また，別

の圏域間（大都市圏と非大都市圏，非大都市圏と大都市圏）の通婚割合はこれとはおおむ

ね逆向きに変化しており，1946-56年生まれでは一旦低下したあと，1966-76年生まれには

20.6％にまで上昇した．同一圏域同士，別の圏域間それぞれの内訳では，大都市圏同士と

非大都市圏同士の各組み合わせで変化が目立っており，とくに1946-56年生まれから1966-

76生まれにかけては大都市圏内の組み合わせが大きく上昇し（25.8％→41.2％），非大都

市圏出生者同士の割合は大きく低下した（56.1％→36.1％）．ただし，最も若い集団にな

ると割合はこれとは逆方向に変化しており，大都市圏同士の割合は36.9％に低下する一方，

非大都市圏同士の割合は41.0％へと上昇した．
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図４ 夫婦の出生地の圏域（全国，％）

資料：第8回人口移動調査

集計単位は夫婦．かっこ内は対象夫婦数．Mは大都市圏，Nは非大都市圏．地域の範囲

は図1の注参照．

表１ 調査時に大都市圏にいた夫婦の出生地（％）

（1）夫1946年以前の生まれ（n=1,611）

妻の出生地

夫の出生地 大都市圏 非大都市圏 国外 計

大都市圏 49.0 14.6 0.9 64.5

非大都市圏 14.5 17.8 0.8 33.1

国外 1.1 1.2 0.1 2.4

計 64.5 33.6 1.8 100

（2）夫1946-66年生まれ（n=2,778）

妻の出生地

夫の出生地 大都市圏 非大都市圏 国外 計

大都市圏 58.0 13.1 0.7 71.7

非大都市圏 14.8 12.5 0.5 27.8

国外 0.2 0.1 0.3 0.6

計 72.9 25.6 1.4 100

（3）夫1966-86年生まれ（n=2,228）

妻の出生地

夫の出生地 大都市圏 非大都市圏 国外 計

大都市圏 66.8 12.5 0.8 80.1

非大都市圏 12.1 6.1 0.3 18.5

国外 0.5 0.1 0.9 1.5

計 79.4 18.6 2.0 100

資料：第8回人口移動調査

大都市圏・非大都市圏の範囲は図1を参照．

表２ 調査時に非大都市圏にいた夫婦の出生地（％）

（1）夫1946年以前の生まれ（n=5,207）

妻の出生地

夫の出生地 大都市圏 非大都市圏 国外 計

大都市圏 1.3 4.1 0.2 5.7

非大都市圏 3.4 86.5 1.5 91.4

国外 0.2 2.6 0.1 2.9

計 4.9 93.2 1.9 100

（2）夫1946-66年生まれ（n=9,316）

妻の出生地

夫の出生地 大都市圏 非大都市圏 国外 計

大都市圏 1.1 2.9 0.0 4.1

非大都市圏 4.3 90.7 0.8 95.7

国外 0.0 0.1 0.1 0.2

計 5.4 93.7 0.9 100

（3）夫1966-86年生まれ（n=5,685）

妻の出生地

夫の出生地 大都市圏 非大都市圏 国外 計

大都市圏 2.8 7.2 0.1 10.0

非大都市圏 7.7 81.1 0.4 89.2

国外 0.0 0.3 0.4 0.8

計 10.5 88.6 0.9 100

資料：第8回人口移動調査

大都市圏・非大都市圏の範囲は図1を参照．



次に，大都市圏に居住する夫婦の結婚相手を見ると，夫が1946年以前の生まれの場合に

は，二人とも大都市圏で生まれた夫婦が全体の49.0％で最も多かった（表1，図5）．こ

の組み合わせの割合は，その後の出生年でも最も多く，全体に占める割合は1946-66年生

まれでは58.0％，1966-86年生まれでは66.8％に上昇した．一方，それ以外の組み合わせで

は，割合は横ばい，ないし低下の傾向を示しており，例えば夫・大都市圏―妻・非大都市

圏の割合は1946年以前生まれの14.6％から1966-86年生まれの12.5％へ，その逆の組み合わ

せ（夫・非大都市圏―妻・大都市圏）は14.5％から12.1％へと低下した．また，非大都市

圏生まれ同士の割合は1946年以前の出生者では17.8％で全組み合わせ中2番目に高かった

が，その後は大きく低下し，1966-86年生まれでは6.1％となった．どちらかが国外出生の

組み合わせについては全体に割合が低くなっており，戦前のいわゆる外地などでの出生者

と国内出生者との夫婦が多いと思われる組み合わせで1％を超えたほかは，いずれも1％

未満だった．

非大都市圏に居住する夫婦については，最も多いのはいずれの出生年でも非大都市圏生

まれ同士の夫婦であった（表2，図5）．この組み合わせは1946年以前の生まれでは全体

の86.5％，1946-66年生まれでは90.7％にのぼった．ただし，この割合は1966-86年生まれ

で81.1％に低下しており，かわって他地域間の組み合わせの割合が上昇した．例えば，夫・

大都市圏―妻・非大都市圏の割合は2.9％から7.2％，夫・非大都市圏―妻・大都市圏の割

合は4.3％から7.7％へと上昇した．また，大都市圏生まれ同士の割合もやや上昇し，1966-

86年出生者では2.8％になった．

以上の結果からは，圏域単位の地域的通婚圏の変化について少なくとも3つの特徴を指

摘することができる．第一に，地域的通婚圏の変化の方向を他地域出生者同士の割合で測

ると，圏域単位での変化は都道府県単位での変化とある程度似ていた．すなわち，全国で
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図５ 夫婦の出生地の圏域：調査時の居住地域別（％）

資料：第8回人口移動調査

集計単位は夫婦．図4の注参照．対象夫婦数は表1，表2参照．

（1）大都市圏 （2）非大都市圏



は1946年から1976年に生まれた人の間で地域間の通婚割合が上昇していた．また，割合の

相対的な変化を見る限り，大都市圏居住者では変化が比較的小さかったが，非大都市圏居

住者では割合の上昇が大きかった．第二に，大都市圏居住者と非大都市圏居住者では地域

的通婚圏の変化の方向に違いがあった．大都市圏居住者では，他地域出生者同士の割合で

見た通婚の範域は徐々に縮小していた．しかし，非大都市圏居住者では変化の方向が縮小

から拡大に転じていた．つまり，1946年以降の2つの出生年集団では両地域で逆向きの変

化が起きていた．第三に，出生地集団別ではとくに大都市圏に住む大都市圏出生者で割合

の変化が目立った．この集団では上述のように非大都市圏出生者との組み合わせの変化が

相対的に小さいが，自地域出生者との結婚割合の上昇は相当に大きく，地域的通婚圏の縮

小傾向が著しい．また，表1の行計・列計や図4の値から分かる通り，この集団は大都市

圏人口や全国人口に占める割合も大きい．それゆえ，この集団の通婚パターンの変化は大

都市圏居住者全体，さらには日本の地域的通婚圏全体の動きを規定する重要な要素の一つ

になっていたと考えられる．

� 人口移動と地域別出生割合の動向

都道府県単位の分析でも述べたように，地域的通婚圏の変化は形式的には規模効果とそ

れ以外の効果によるものに分けられる．ここでは，まず規模効果を形成する要素として，

人口移動および地域別出生割合の変化を観察する．

図6と図7に最終学校卒業から初婚直後までの各時点で大都市圏ないし非大都市圏に住

んでいた人の割合を出生圏域ごとに示した．図によれば，非大都市圏で生まれた人のうち，

最終学校卒業の時点で大都市圏に移動していた人の割合は1946年以前生まれから1956-66

年生まれにかけて大きく上昇した．しかし，その後の割合はほぼ横ばいで推移していた．
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図６ 非大都市圏出生者のうち大都市圏に住ん

でいた人の割合（％）

資料：第8回人口移動調査

集計単位は個人（夫と妻）．図2の注参照．対象者数は最小

4,852（1976-86，初職時）～最大11,277（1946-56，初婚直後）．

図７ 大都市圏出生者のうち非大都市圏に住ん

でいた人の割合（％）

資料：第8回人口移動調査

集計単位は個人（夫と妻）．図2の注参照．対象者数は最小

1,950（1976-86，初職時）～最大3,310（1966-76，最終校卒）．



また，それ以外の時点での割合では基本的に低下傾向が目立ち，初職時では1956-66年生

まれから1966-76年生まれにかけて，初婚前後では1946年以前の生まれから1966-76年生ま

れにかけて割合が低下していた．一方，大都市圏生まれの人のうち非大都市圏に移動して

いた人の割合は，観察の時点により多少の差はあるが，基本的にはどの場合でも1946-56

年生まれで一旦低下していた．ただし，その後は1966-76年生まれまで上昇し，以後はや

や低下したか横ばいで推移した．

以上の結果は，人口移動の変化が各圏域の通婚圏の範域にそれぞれ逆向きの効果をもた

らしたことを示唆している．まず大都市圏においては，最終学校卒業時点での非大都市圏

出生者の居住割合は一時期上昇していた．しかし，おおむね学卒以降にあたる初職時や初

婚前後での割合では低下傾向が強く，これらの時点で大都市圏に住んでいた非大都市圏出

生者は相対的に減少していた．よって，こうした減少は非大都市圏出生者同士，あるいは

彼らと大都市圏出生者の組み合わせを相対的に減少させる方向に作用したと考えられる．

一方，非大都市圏については，1956～76年の出生集団で大都市圏出生者の流入率が上昇し

ていた．この「Iターン」とも呼べるような動きは，大都市圏出生者の規模を相対的に増

加させ，大都市圏出生者と非大都市圏出生者の組み合わせの増加と地域的通婚圏の拡大に

寄与したと推測される．

次に，地域別の出生割合が他地域出生者間の出会いの確率に及ぼした影響を見るため，

図8に大都市圏出生者が全国の出生総数に占める割合の推移を示した（東京圏の値は参考）．

この図によれば，大都市圏での出生割合は1930年代から1940年代前半にかけて一旦上昇し

たが，終戦後の1940年代後半には低下していた．また，1950年代半ばから1970年代半ばま

では大きく上昇し，その後は1980年代半ばにかけてやや低下した．

冒頭でも述べたように，こうした大都市圏出生者の相対的な変化のうち，とくに1950年

代半ば以降の増加については，高度成長期に大都市圏に流入・定住した大量の人々が子ど
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図８ 大都市圏および東京圏で生まれた人の割合（％）

資料：人口動態統計

分母は国内の出生総数．ただし1947～1972年は沖縄県を除く．大都市圏の範囲は図1の注

参照．東京圏は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県．



も（大都市圏出生者）をもったことにより引き起こされたといわれている（大江 1995）．

したがって，1946年以前の出生者については不明瞭な点があるものの，その後1970年代半

ばまでの期間については，大都市圏におけるこうした過去の（親世代の）移動やそれに伴

う出生増が，その後の大都市圏出生者同士の結婚確率の上昇を促す働きをしたといえる．

また，出生年の区分の関係で圏域別の表との突き合わせはできないが，1970年代半ば以降

の大都市圏出生割合の低下も1976-86年生まれにおける大都市圏出生者同士の割合の低下

（全国単位，図4）に影響を与えたことが推測される．一方，非大都市圏出生者について

は，相対的な人口規模は大都市圏出生者と逆の動きをしていたため，1946-56年生まれか

ら1966-76年生まれにかけては，非大都市圏出生者の割合が全体として低下傾向にあった．

その結果，とくに非大都市圏においては，非大都市圏出生者の規模の相対的な低下が非大

都市圏出生者同士が組になる確率を下げる方向に作用した．また，1970年代半ば以降につ

いては，非大都市圏での出生割合が上昇したが，この動きも非大都市圏出生者同士の割合

の変化（全国，図4）を促進したと考えられる９）．

� 規模以外の効果

規模効果以外の効果については，都道府県単位の分析で見たのと同様，ここでも一定の

影響を及ぼしていると考えられる．ただし，圏域別の通婚圏には県単位の場合とは違って

規模の効果が大きく作用しているため，こうした他の効果の作用を見るには，まず出生地

の組み合わせごとの割合から規模効果の影響を取り除く必要がある．そこで本分析では，

規模とそれ以外の効果（ここでは「選択等の効果」とする）を分けるため，夫婦の組み合

わせごとの期待値を利用することにした．具体的には，表1と表2の行計，列計，総計の

値を使って各組み合わせの期待値を計算し，それを実際の割合と比較した．実際の値に即

していうと，例えば表1（2）の大都市圏出生者同士の組み合わせであれば，期待値を71.7

（列計）×72.9（行計）÷100（総計）で計算した．次に，この期待値が相対的な人口規模

（列計，行計）に従った場合の仮想的な頻度であることから，これを規模効果のみが働く

場合の値と捉え，この期待値と実績値の乖離を選択等の効果によるものと考えることにし

た10）．

図9と図10にこうして計算した期待値と実績値との乖離をまとめた．ここでは両者の乖

離を期待値を分母にした比率で表したため，1を超える値は正の効果（その組み合わせを

人口規模から期待されるより多く出現させる効果），1未満の値は負の効果（同，少なく
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9）出生割合の影響と移動の影響とは互いに関係しているため，ここでの説明は基本的な方向性の提示にとどま

る．例えば，非大都市圏に流出する大都市圏出生者の相対的な増加は流出率の上昇だけでなく，大都市圏での

出生割合の上昇にも影響を受けることがある（大都市圏出生者が増えれば，流出者の実数も増える）．また，

出生時における非大都市圏出生割合が低下しても，非大都市圏出生者のその後の大都市圏への流出率が低下し

たり，あるいは大都市圏出生者による非大都市圏への流入が減ったりすれば，非大都市圏の居住者に占める非

大都市圏出生者の割合が低下しない場合もある．

10）期待値は豊川ほか（1977p.47）や鈴木（1990）でも利用されている．前者の研究では計算式が示されてい

ないが，表の値に基づく限り，本稿と同様の方法をとっていると思われる．また，後者の鈴木の研究では人口

規模だけでなく，都道府県間の距離も踏まえた期待値が使われている．



出現させる効果）が働いていることを表す．また，値が1から上下に離れるほど効果が大

きいことを示す．図9によれば，大都市圏では大都市圏出生者同士（M×M）の値が1を

上回ったが，値自体は低下していた．この組み合わせでは規模効果による想定以上に出現

頻度が高く，選択等の効果が正の向きに働いていたが，その効果は順次縮小していたとい

える．また，地域的通婚圏の変化においては，こうした効果の変化は圏域内の通婚を減ら

し，通婚の範域を拡大させる方向に働いたと考えられる．次に，別の圏域間の2つの組み

合わせ（M×N，N×M）では値が常に1を下回っており，選択等の効果は出現頻度を下

げる方向に作用していた．しかし，そうした負の効果は徐々に弱まり，実績の割合も規模

効果の想定に近づいている．こうした動きは結果的にこの2集団の頻度を上げることにな
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図９ 選択等の効果：大都市圏居住者

資料：第8回人口移動調査

表1の値から算出．実績の割合÷期待値．期待値の計算方法は本文参照．グラフ内

の凡例は夫×妻の出生地の組み合わせを示す．Mは大都市圏，Nは非大都市圏．

図10 選択等の効果：非大都市圏居住者

資料：第8回人口移動調査

表2の値から算出．実績の割合÷期待値．期待値の計算方法は本文参照．グラフ内の凡例は夫×妻の出生地の組み合わせを

示す．Mは大都市圏，Nは非大都市圏．



るので，大都市圏出生者同士の場合と同様，ここでの効果の変化も地域的通婚圏を拡げる

方向に寄与したといってよい．非大都市圏同士の値（N×N）については，他の3集団よ

りも値が高く，また時期により差はあるものの，一貫して上昇していた．前節で見たよう

に，この集団の実績の割合は大きく低下し，1966-86年生まれでは他の3集団の割合より

低くなっていた．しかし，図9を見る限り，その出現頻度は人口規模から想定されるより

は相当高いため，選択等の効果が正の方向に強く働いていたといえる．

非大都市圏においては，実績の割合が最も高い非大都市圏同士（N×N）で値が1を上

回っていたが，他の集団に比べると1からの乖離はごく小さく，選択等の効果はほとんど

働いていなかった（図10）．また，他地域出生者同士の2つの組み合わせ（M×N，N×

M）では，図9と同様，値が1を下回っており，選択等の効果は出現頻度を減らす方向に

作用していたが，変化の幅は図8より小さかった．これら3つの集団では，地域的通婚圏

の拡大・縮小に選択等の効果が与えた影響は相対的に小さかったと考えられる．大都市圏

出生者同士の組み合わせ（M×M）については，出現頻度に正の選択等の効果が大きく働

くと同時に，最近年の出生集団ではその効果が大幅に低下していた．ただ，この組み合わ

せでは分析対象者の数が少ないため，図の値の解釈には一定の留保が必要となる．

Ⅳ．考察

今回の分析では，夫が1946年以降に生まれた夫婦でも通婚範域の拡大傾向が一定期間続

いていたこと，分析の地域単位によって通婚の範域に働く効果の種類や大きさ，作用の方

向は異なるが，いずれの場合も人口規模効果以外の効果が働いていたこと，などが明らか

になった．ただし，こうした結果の一方で，通婚範域の拡大と2種類の効果との関係には

主に分手法上の問題により不明瞭な点がいくつか残っている．ここではこれらの点のうち，

圏域単位での分析結果（図9，10）における選択等の効果の解釈と，2種類の効果と人口

移動との関係について考察を加える．

まず一つめの点に関しては，圏域単位の通婚圏，とくに大都市圏居住者の通婚圏に対し

て選択等の効果が与えていたのはどういう方向の影響か，という問題がある．分析におい

ては，この効果は大都市圏居住の大都市圏出生者同士，および他地域間の組み合わせの頻

度を期待値に近づけるように作用していた（図9）．つまり数値の上では，選択等の効果

はこれらの集団で低下していたことになる．しかし，都道府県単位の分析では主に相手選

択のパターン変化の効果が通婚圏を変えてきた，とされていたため，この齟齬をどう解釈

するかが問題となる．ここではおおむね2つの見方があると思われる．まず一つめの見方

として，結果の違いは分析の地域単位や対象の居住地域の違いによる，という考えがある．

これは，人口移動の頻度は県単位と圏域単位では一致しないこと，居住地域間の違いは今

回の図表でも明らかなことを踏まえれば十分ありうる解釈だといえる．次に，それとは別

の見方として，圏域レベルでの選択等の効果は低下したというよりは働く方向が変わった，

とするものがありうる．これは，選択等の効果は規模効果を除いたあとの残余でしかなく，
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実際にはその中に地域的通婚圏の拡大・縮小をもたらす各種の下位効果が含まれる，とい

う考えに基づいている．つまりここでは，残余としての「選択等の効果」はさまざまな要

因（例えば，教育歴，職業構造，交通の利便性など）11）の効果が合わさったものに過ぎず，

図9における選択等の効果の低下は，実際には一部の要因による拡大ないし縮小の効果が

相対的に強まったことでもたらされた，という解釈が取られているわけだが，選択等の効

果が残余のものにすぎない以上，この見方にも一定の蓋然性はある．ただし，この捉え方

が本当に妥当かどうかは今回の分析だけでは不明であり，実際には図9の値の今後の動き

（例えば他地域間の値が1を超えて上昇していくか，など）を確かめることなどが必要に

なると思われる．

二つめの圏域レベルでの各効果（図9，10）と人口移動との関係については，今回の分

析では夫婦が出会った時点以降の人口変動の影響がこれらの効果に含まれている点が課題

となっている．上で示したように，今回の分析では各効果を調査時点での人口規模や各組

み合わせの割合に基づいて計算している．しかし現実には，これらの値は夫婦の出会った

時点のものと同じではない．これは出会いの時点以降も人口移動や死亡が起きていること

による．つまり，今回の結果は調査時点の状況に対する各効果の大きさは示すが，各効果

と結婚との直接的な因果関係を明らかにしているわけではなく，それゆえ得られた結果の

意義はある程度限定的，ということになる12）．ただ，翻って現実の状況を見ると，人口移

動は常に起きているため，分析の時点をどこにしたとしても同様の問題を完全に排除する

ことはできない．例えば，今回のように調査時の居住地ではなく，初婚直前ないし初婚直

後で見るとしても，その2時点間に移動する人はかなり多いため，初婚の直前であっても

夫婦の居住圏が異なる人が一定の割合存在している（表3）13）．さらに，夫婦の出会いの

時期や場所には個々人で差があることなどを踏まえると，出会いの時点での人口規模を正

確に押さえることはかなり難しいといえる．それゆえ，今後も今回のような形で各効果の

働きを把握しようとするのであれば，例えば複数の時点で分析を行い，その内容に応じて

妥当性の高い解釈を探るといった類の作業も不可欠になる．今回の結果についても今後さ

らに検証していく必要があると思われる．
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11）通婚圏の範域に関わる要因として，鈴木（1990）は結婚前後での親との同別居，結婚形態（見合い結婚か恋

愛結婚か），就業状態や職業，教育歴などを検討している．また，これらの要因以外にも，例えば全般的な地

元志向（の変化）なども通婚圏の形成に関係があると思われる．

12）本稿で観察した2つの効果と真の（つまり出会いの時点での）効果との対応は，出会いのあとの人口変動が

少ないほどよくなる．この点については，例えば中川（2001p.29）が「各コーホートの大都市圏と非大都市

圏の間の人口分布は男女とも結婚時点でほぼ決ま」るとしていることを踏まえると，今回の分析においてもそ

れなりの結果が得られている可能性がある．ただし，年齢によってはこの傾向に当てはまらない集団もあり，

例えば当該論文の1931年6月以前生まれの人たちでは，初婚前後と調査時点との地域分布の差は比較的大きい．

また後述の表3においても，調査時点で大都市圏に居住する非大都市圏出生者同士の夫婦（初婚夫婦に限定）

のうち，夫婦ともに初婚前に非大都市圏に居住していたケースが1966-86年生まれでも25％を占めており，結

婚後の夫婦による圏域間移動が最近の出生集団でも一定の水準で発生していることが示唆される．

13）例えば，調査時点で大都市圏に居住する非大都市圏出生者同士の夫婦のうち，「初婚前に夫が大都市圏，妻

が非大都市圏」に居住していた組み合わせの割合は1966-86年生まれで16％となっており，この割合はその他

の出生年と比較してもほとんど変化していない．



Ⅴ．まとめ

本研究では，近年の地域的通婚圏の特徴を捉えるため，「第8回人口移動調査」のデー

タを使って出生地が異なる夫婦の割合とその変化を検討した．分析は都道府県および圏域

（大都市圏／非大都市圏）の2つの地域単位で行い，夫の出生年ごとに出生地別の夫婦の

組み合わせの変化，およびその変化と人口移動の動向などとの関係を検討した．まず，都

道府県単位の分析によれば，出生地の都道府県が互いに異なる夫婦の割合は1946-56年生

まれ（夫の出生年，以下同）から1966-76年生まれにかけて上昇していた．この上昇はと

くに調査時点で非大都市圏に住んでいた人の間で顕著だった．次に，こうした変化が起き

た時期の人口移動を生涯の各時点別の居住地データを使って検討したところ，都道府県間

の移動率は全体として上昇しているとはいえなかった．しかし，移動者とそれ以外の人に
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表３ 出生地および初婚の直前の居住地の圏域による夫婦の組み合わせ：現住地の圏域・夫の出生年別



ついて他地域出生者と結婚する人の割合を観察したところ，移動の有無にかかわらず割合

は上昇していたことが明らかになった．このことから，都道府県を単位にした地域的通婚

圏の拡大は，移動による人口規模効果（出生地別人口の変化に伴う出会いの確率の変化）

というよりは，相手の選択パターンが変化した効果（選択効果）によるものだったと推測

された．

圏域単位の地域的通婚圏については，他地域出生者と結婚している夫婦の割合は1946-

76年生まれではやや上昇していた．ただし，こうした通婚圏域の変化には居住地別・出生

地別に差があり，非大都市圏居住者ではおおむね拡大，大都市圏で生まれ，大都市圏に居

住する人たちでは縮小の傾向が見られた．次に，こうした変化の原因として人口規模効果

を検討したところ，非大都市圏で生まれた人による大都市圏への流入率では全体として低

下傾向が目立っていたこと，大都市圏での出生者割合は1970年代半ばまで上昇していたこ

と，その結果とくに大都市圏においては少なくとも1970年代半ばごろまで大都市圏出生者

が相対的に増加していたことなどが分かった．また，こうした人口規模効果以外の効果

（選択等の効果）の分析では，人口規模から期待される割合（期待値）と実績値の観察か

ら，この効果が大都市圏の他地域出生者同士の組み合わせの頻度を下げる方向に働いてい

たこと，こうした負の効果は徐々に緩和されてきたことなどが明らかになった．ただし，

この期待値の分析については，夫婦の出会いの時点ではなく調査時点の居住地域別データ

を用いているという問題がある．それゆえ，今回の結果に対してはさらに検証が必要にな

ると考えられる．

今回の分析では，通婚圏域を変化させる要素として人口規模効果とその他の効果を検討

したが，社会経済的な要因については検証できなかった．今後は上で述べた期待値の分析

の問題点を改善するとともに，教育歴や職業，移動の経歴など，さまざまな要因が通婚パ

ターンに与える影響を検討することで，地域的通婚圏の特徴やその規定要因がより明らか

になると思われる．

（2020年1月18日査読終了）

第8回人口移動調査の調査票情報は統計法32条の規定にしたがって利用した．

本研究の骨子は2019年日本地理学会秋季学術大会（新潟大学，2019年9月21日）で報告した．ま

た，論文執筆時には学会報告の内容に一部修正を加えた．本稿の審査にあたり貴重な御意見を寄せ

られた査読者の方に感謝申し上げる．
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InterregionalMarriageandMigration

SHIMIZUMasato,NAKAGAWAMasatakaandKOIKEShiro

Thispaperexaminestherecentchangesininterregionalmarriage,orso-calledgeographical

heterogamy,byusingthedatadrawnfromtheEighthNationalSurveyonMigrationinJapan.The

resultsshowthattheproportionsofmarriedcoupleswhosebirthprefecturesdifferfromeachother

increasedamongthosebornfrom1946to1976(husband'sbirthyear).Attheregionallevel

(metropolitan/nonmetropolitanareas),theproportionsofcoupleswhosebirthregionsdifferfrom

eachothergenerallydecreasedamongthoselivinginthemetropolitanarea,butincreasedamong

non-metropolitanresidentsbornafter1946.Ourexaminationofthedemographicfactorsofthose

interregionalchangesinmarriagepatternsfindsthatthechangesingeographicalheterogamycan

bemainlyattributedtothepopulationsizeeffectsduetoregionaldemographicfactorssuchas

migrationandgeographicaldistributionofbirths.Theresultsalsosuggestthattheotherresidual

effectsthatcanbeexplainedbynonpopulation-sizefactorssuchasmateselectionpreferencehave

contributedtothechangesbothattheprefecturalandregionallevels.

Keywords:geographicalheterogamy,migration,marriage



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）76－1（2020.3）pp.118～135

特集Ⅱ：第８回人口移動調査の結果から（その３）

２地域モデルを用いた大都市圏出生者割合の分析

清水昌人・小池司朗

Ⅰ．導入

地域人口の既存研究においては，大都市圏生まれの人口の規模や割合は，日本の地域人

口の変動を直接的・間接的に規定する要素の一つと考えられている．例えば，大江

（1995）は東京圏の人口変動を分析するなかで，高度経済成長期などにおける人々の流入

と再生産行動が彼らの子世代における東京圏出生者を増加させ，人口の地域分布の変化に

寄与したことを明らかにした（黒田（1976）も参照）．また，中澤（2010p.25）は国勢調

査データを分析し，団塊ジュニアは団塊の世代などに比べ東京圏居住割合が幼少時より上

昇していること，彼らは親世代の郊外化を反映して東京圏の郊外地に多く住み，都市の人

口分布構造に影響を与えたことなどを示した．周知のように，日本では出生地の統計が限

られているため，大都市圏生まれの人口やその分布などを扱った研究例は多くない．しか

し，「東京一極集中」など，人口分布に関連した問題が依然として高い関心を集めている

ことを踏まえると，地域人口の研究においては今後もこうした出生集団の動きに注目して

いく必要がある．

一方，こうした大都市圏出生者の人口研究においては，以前から地域分布の状態やその

影響が検討されてきたことは確かだが，例えばより根本的な，彼らの人口規模や割合がど

のような人口学的メカニズムにより決まるのかといった問題については，これまでほとん

ど明らかになっていない．上でも触れたが，従来の研究では大都市圏出生人口の規模・割

合を規定する要素として，流入者の多さや彼らによる人口の再生産行動が想定されてきた
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本研究では2地域人口モデルにより人口移動と出生の変化が大都市圏生まれの割合の推移に与え

る影響を検討した．モデルでは第8回人口移動調査のデータに基づいて出生地別・居住地別の流出

率と子ども女性比を14通りに設定し，大都市圏出生者の人口と彼らが大都市圏居住者に占める割合

を50年後まで計算した．その結果，以下の点が明らかになった．第一に，流出率と子ども女性比の

実績値（一部は補正値）を一定として計算すると，大都市圏出生者の割合は一定期間後に上昇に転

じた．第二に，当該割合を下げる方向に率や比の初期値を変えて固定した場合でも，割合はいずれ

上昇した．第三に，割合を下げる方向に率や比を継続的に変化させると，割合は早くから低下傾向

を示した．第四に，多くのケースでは流出率よりも子ども女性比の設定のほうが大都市圏出生者割

合の変化に影響していたが，なかには子ども女性比の効果がほとんど見られない場合もあった．

キーワード：大都市圏生まれ，2地域モデル，流出率，子ども女性比



（例えば大江 1995pp.7-9，井上 2002p.63，井上 2016p.119）．しかし人口移動の影響に

ついては，大都市圏での出生割合の変化が年齢総数の純移動数の変化とあまり対応してい

ないことからも分かるとおり（図1，2参照），いまだに不明な点が多い．また，地域別

出生の分析では通常，当該地域の出生水準やその地域差が問題になるが，従来の分析では

そうした点もあまり注目されてこなかった．一般に地域の出生規模の決定過程は，移動と

出生が相互に規定関係にあるため，かなり複雑とされている（小池（2014）参照）．また，

地域全体の出生率は親の出生地の構成などに影響されるが（つまり流入者と地元生まれで

は出生率が同じとは限らない），親の出生地の構成は祖父母世代の移動経験に影響されて

いるため，出生規模の決定の過程自体も多世代にわたる．それゆえ，大都市圏出生者の規

模や割合の変動メカニズムをより深く理解するためには，移動と出生の状態を把握するこ

とはもちろん，両者の相互作用を長期的に観察することが求められる．また，そうした観

察を行う際には地域別の統計が比較的限られていることから，既存統計の検討だけではな

く，何らかのモデルを使った分析なども必要になる．

本研究では，移動と出生が大都市圏での出生者割合を変化させる過程を捉えるため，大

都市圏／非大都市圏の2区分に基づく比較的簡易な2地域人口変動モデルを作成し，複数

の条件下における当該割合の推移を観察する．具体的には，大都市圏居住者に占める大都

市圏生まれの割合（以下，「大都市圏出生者割合」と略す）に着目し，近年上昇を続けて

いるこの割合が移動率と出生率を変化させた場合にどう変化するか，どのような条件が揃

えばこの上昇傾向は止まるのか，といった問題を検討する．また，こうした結果をもとに

移動率と出生率が与える影響の相違点や両者の相互関係などについても考察を加える．以

下では，基本的なデータとして利用する「第8回人口移動調査」の内容に触れたあと，モ

デルの基本的な構成や本稿で用いる仮定設定などを説明する．次に，計14パターンの仮定

値による計算結果を観察し，人口移動と出生が大都市圏出生者割合の変化に与える影響を

検証する．
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図１ 大都市圏および東京圏における出生者数の割合

資料：人口動態調査

図２ 大都市圏および東京圏における流入超過数

資料：住民基本台帳人口移動報告，人口統計資料集



Ⅱ．人口変動モデルの作成

1. 基礎データ

今回の分析では，人口モデルから得られる値が過度に非現実的にならないようにするた

め，モデルに投入する基礎的な値に実績の値を用いることにした．具体的には，モデルで

使う年齢別人口，出生率，および移動率の初期値は「第8回人口移動調査」の集計結果か

ら，また生残率は厚生労働省の都道府県別生命表（平成22，27年）から得ることにした．

前者の「第8回人口移動調査」について簡単に触れると，この調査は国立社会保障・人口

問題研究所が2016年に行った配票自計式の全国サンプル調査であり，計48,477世帯の各世

帯員からこれまでの居住地域や移動経験などのデータが集められている（ただし，熊本地

震の影響で調査時に熊本県と由布市に住んでいた人は調査されなかった）１）．今回は，そ

うしたデータのなかから，各個人のi）出生地（生まれたときの親の常住地），ii）現住地

（調査時点の居住地），iii）調査の5年前の居住地，iv）世帯主の子ども（別居子を含む）

の出生地と現住地のデータを取り上げ，年齢別・居住地域別の移動率と子ども女性比を計

算した．ただし，今回の分析では男性の地域別移動のデータと他の移動統計（総務省統計

局「住民基本台帳人口移動報告」）との間にやや乖離が見られたため，本稿では女性の分

析結果のみを示している．

2. モデルの構成

� 概要

本稿で用いる2地域人口変動モデル（以下，2地域モデル）とは，2つの地域の人口が

（主として地域間移動を通して）互いに影響を与えながら変化していくというモデルであ

り，地域人口の変動モデルとしては比較的単純な部類に属する（Rogers1990参照）．こ

こでは上述したデータからある程度細かい値が入手できたため，年齢別の流出率と生残率，

および子ども女性比を使ったごく簡単な2地域モデルを採用した．ただし，本稿の目的は

出生地別の人口割合の観察なので，今回の分析では2地域の人口を単に居住地だけではな

く出生地別にも分け，それぞれの人口集団の規模が時間とともに変化していくモデルを使

うことにした．図3にモデルの簡単なイメージを示した．ここでは，ある年齢層の出生地・

居住地集団別の人口とそれらの流出のみを図示しているが，実際のモデルでは年齢別（5

歳別，5-9歳～70歳以上）の流出率と生残率，および子ども女性比を設定して次期の各集

団の人口を計算する．また，観察対象である大都市圏での出生者の割合（大都市圏居住者

に占める割合）は，図のような4集団のうち大都市圏に居住する2集団（大都市圏生まれ，

非大都市圏生まれ）の人口を使って計算している．

以下では，地域区分や率，シナリオなど，モデルで使う具体的な設定について述べる．
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1）調査の詳細は国立社会保障・人口問題研究所（2018）を参照されたい．



� 地域区分

地域区分は大都市圏，非大都市圏の2区分とした．大都市圏の範域は1都2府8県２），

非大都市圏はそれ以外の36県とした．この地域区分は，出生地や各時点での居住地など，

ここで参照する地域すべてに適用する３）．また，これら2地域以外の地域（国外）につい

ては今回のモデルでは扱わない．したがって今回の分析は，国内における国内出生者の人

口変動に限定したものということになる．

� 移動率，出生率，生残率の基準値

今回のモデルでは，移動率や出生率を変化させた場合に大都市圏出生者の割合がどう変

わるかを観察するのだが，率を変化させる際にはまず出発点となる値が必要になる．ここ

ではそうした基準となる値として，上述のとおり調査データと既存統計による実績値を使

うことにした．具体的には，それぞれ以下のような値を基準として利用した．まず移動率

については，移動調査の出生地，調査の5年前の居住地，調査時点の居住地のデータを参

照して，出生地別，5年前の居住地別に過去5年間の年齢別流出率を計算した．図3に即

して例をあげると，左上の集団，つまり大都市圏生まれで5年前の居住地が大都市圏だっ

た人々では，5年後（調査時点）に非大都市圏にいた人（矢印）を5年間の流出者として，

流出率 ＝ 流出者 ÷ 人口（＝ 大都市圏生まれで5年前に大都市圏居住の人）とした．

また，（1－流出率）を残留率（5年前と同一地域にいた率）とした．これらの年齢別流出

率と残留率は，出生地別，5年前の居住地別の4集団についてそれぞれ計算されるので，

モデルでは移動関連の率として計8つの率が設定される．ただし，これらの率のなかには

調査で観測された移動者数が非常に小さい年齢層の率があるため，その場合には前後の年
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2）埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，岐阜県，愛知県，三重県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県．

3）人口移動調査のデータには，調査時点で熊本県にいた人はデータに含まれないが，熊本県で生まれて調査時

点に他地域に住んでいた人は含まれる．

図３ ２地域人口変動モデルにおける流出のパターン

＊各集団による死亡，出生は表示していない．流出の番号（①～④）については本文参照．



齢層の率と平均した値を基準値としている４）．

出生率に関しては，一部の居住経歴別集団で年齢別の観測数が非常に小さくなっている

ため，居住経歴別の子ども女性比を使うことにした．この計算では，はじめに調査データ

に基づき表1のような形式で母親の居住経歴別の子ども（0-4歳）の数を集計した．ここ

では，母親は続柄が「世帯主」か「世帯主の配偶者」の15-49歳の女性，子どもは続柄が

「世帯主の子」（同居子），および世帯主の別居子の男女（0-4歳）とした．次に，表1の

居住経歴別の子どもの数は続柄や不詳回答などの関係から調査データ全体における居住経

歴別の0-4歳の人数とは一致しないため，前者が後者に合致するよう一律に補正し，さら

にその人数と居住経歴別の女性の人数（15-49歳，上述の母親だけでなく未婚者等もすべ

て含む）との比を計算して子ども女性比の基準値とした．ただし，今回は女性人口だけを

扱うので，子ども女性比から得られる0-4歳人口は性比で調整した．性比には日本の将来

人口推計で使われた値（105.2）を用いた（国立社会保障・人口問題研究所 2017）．

最後に，生残率は都道府県別生命表（厚生労働省）の静止人口から計算した．計算にあ

たっては，まず平成22年と平成27年の女性の静止人口を用いて都道府県別，年齢5歳階級

別の生残率を計算したあと，それらの値を各年の都道府県別，年齢別の国勢調査人口（年

齢不詳案分済みの基準人口）で重み付けして大都市圏と非大都市圏（熊本県は除く）の年

齢別生残率を得た．その後は，2カ年の値を直線補間して移動調査の調査時点と5年前の

中間時点の生残率を推定し，この値を地域別生残率の基準値とした．
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資料：第8回人口移動調査
○はデータ上で出現した組み合わせを示す．Mは大都市圏，
Nは非大都市圏．

表１ 母親と子どもの居住歴の組み合わせ

4）第8回人口移動調査では調査対象の抽出率が都道府県間で同じではないため，ここでは都道府県別の人口で

重み付けした集計結果を用いて計算を行っている．また，今回の集計では流出の年齢別の観測数は全体に少な

く，一桁のケースもあるため，ここでの「実績」値は統計学的にはかなり不安定なものとなっている．なお，

平均値による補正は，流出率が大きく変わる年齢層の前後で行うのは不適当なため，観測数が少なくても補正

しなかった年齢層もある．



� 計算の期間

計算の期間は出発点から50年後までとした．また，大都市圏における大都市圏出生者割

合の観察は出発点を0期として1期（5年後）から10期（50年後）までの各時点（5年ご

と）で行うこととした．

� シナリオ

今回の分析では以下のようなシナリオのモデルを検討した（表2）．

第一に，各集団の流出率，子ども女性比，生残率の実績値を固定するモデルを作成した．

これは移動率や出生率の変化の効果を見る際の基準となるモデルなので，ここでは基盤モ

デルと呼ぶ．

第二に，基盤モデルで得られた大都市圏出生者割合を踏まえて，これを低下させるよう

な方向に率・比の初期値を変え，以後一定とするモデルを作成した（率一定モデル）．一

般に，大都市圏出生者割合を下げるには大都市圏に住む大都市圏出生者が減るか，大都市

圏に住む非大都市圏出生者が増えればよいと考えられる．そこで，まず流出率については

1）大都市圏に住む大都市圏出生者の流出率を上げ，2）大都市圏に住む非大都市圏出生者

の流出率を下げることにした．また，非大都市圏居住者では3）大都市圏出生者の流出率

（＝大都市圏への流入）を下げ，4）非大都市圏出生者の流出率（＝同）を上げることにし

た．この4つの設定はここでは同時に行うとともに，率を上昇・低下させる程度は基準値

の±5％と±10％の2通りとした．さらに，流出率を操作する年齢は長距離移動の活発な

15-39歳に限定し，上下させた率は観察の全期間で一定とした．残留率は，基準値の場合

と同様，（1－流出率）とし，流出率の設定に合わせて設定し直した．

次に，子ども女性比では大都市圏出生者割合を下げるため，1）大都市圏出生の子ども

の値（表1の左半分）を下げ，2）非大都市圏出生の子どもの値（表1の右半分）を上げ

た．上下の幅は流出率と同様，基準値の±5％と±10％とし，全期間で値を固定した．

生残率は大都市圏出生者割合に及ぼす影響が相対的に小さいと考えられるため，今回は

基準値のまま全期間一定とした．この生残率の設定は後の2つのモデルでも同様にした．

第三に，率一定モデルの状態から率・比が大都市圏出生者割合をさらに低下させる方向

に変わった場合の状況を見るため，率一定モデルの率を1期以降も変化させていくモデル

を作成した（率変化モデル）．率・比を変化させる方向は，率一定モデルで基準値から上

昇させているケースは上昇方向，低下させている場合は低下方向とした．また，変化させ
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表２ 各モデルの条件設定

モデル
率の設定

初期値（0→1期） 1→2期以降

Ⅰ 基盤 基準値（実績値） 初期値を固定

Ⅱ 率一定 基準値の±5％，±10％ 初期値を固定

Ⅲ 率変化 基準値の±5％，±10％ 1期前の率の±5％，±10％

Ⅳ 率低下 基準値の－5％，－10％ 1期前の率の－5％，－10％



る程度は流出率，子ども女性比とも，率一定モデルで±5％とした場合は前の期の値の±

5％，±10％の場合は同様に±10％とした．例をあげると，率を5％上昇させる場合には

0期→1期の値が率一定モデルで基準値×1.05となっているので，1期→2期は基準値×

1.05×1.05とした．さらに2期→3期は基準値×1.05×1.05×1.05とし，続く期間でも順次

同じように計算した．

最後に，以上の3つのモデルとは別に全集団の流出率と子ども女性比を順次低下させる

モデルを作成した（率低下モデル）．これは，全集団の率・比を一方向に変えた場合にど

うなるかを見るための試みだが，少なくとも現在は出生率が継続的に上昇する状況にはな

いため，ここでは低下した場合のみを検討することにした．率・比の設定の方法は率変化

モデルで率・比を低下させた場合と同じとした．ただし，試験的に-5％のケースを検討し

たところ変化がそれほど大きくなかったことから，ここでは-10％の計算のみを行った．

Ⅲ．結果

1. 年齢別流出率と子ども女性比の実績値

モデル別の計算結果を見る前に，年齢別流出率と子ども女性比の実績値（一部は補正値）

を確認する．図4に居住経歴別集団の年齢別流出率を示した．ここでは居住経歴の表記の

煩雑さをさけるため，図の4集団の移動に簡易的な呼称を付している．この図によれば，

値が全体として最も高いのは「IのUターン」（「Iターン者のUターン」の意．出生時

に大都市圏，調査5年前には非大都市圏に住む人々（Iターン者）の再移動）であった．

とくに15-29歳（期末時の年齢）の流出率は高く，40％前後に達していた．また，「Uター

ン」（出生時に非大都市圏，5年前には大都市圏に住む人々の再移動）でも値は高く，20

歳代の流出率は25～29％程度だった．一方，その他の集団については，「大都市圏への流
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図４ 出生地別・居住地別集団の流出率（基盤モデルの初期値）

資料：第8回人口移動調査
率は期末人口を使い，流出者÷（流出者＋残留者）×100で計算．
一部の値は補正済み．各流出の名称については本文の説明を参照．



出」（出生は非大都市圏，5年前も非大都市圏に住む集団の流出）で20歳代前半の流出率

が比較的高かったが（18％），その他の年齢では全体に値が低かった．また，「Iターン」

（出生は大都市圏，5年前も大都市圏に住む集団の流出）では流出率が非常に低く，最も

高い30-34歳でも2.2％に留まっていた．

図4の移動率には人口移動研究にとって示唆的な点がいくつかあるが，本稿のテーマと

の関連ではとくに人口規模と流出率の間に逆相関がある点が指摘できる．すなわち，4つ

の移動の間には「IのUターン」と「Uターン」がそれぞれ「Iターン」者と「大都市

圏への流出」者から発生する，という関係があるが，この後2者の集団は元の集団の流出

率が比較的低いため，人口規模が相対的に小さい．それゆえ，「IのUターン」と「U

ターン」は移動率が高くても人口規模自体は小さく，結果的に着地の人口に与える影響は

低くなる．とくに「IのUターン」に関しては元の人口規模が非常に小さいため，モデ

ルの計算結果に与える影響も率の水準から想像されるほど高くはない．

子ども女性比（子どもは男女含む）については，図5に女性と子どもの居住経歴の組み

合わせごとの値を示した．これによれば，子ども女性比と女性の居住経歴との関係はかな

り複雑であり，値が高いケースでも低いケースでも，女性の出生地や居住地が非大都市圏

の場合もあれば非大都市圏の場合もある．また，子どもの居住経歴との組み合わせでは，

女性の居住経歴が同じ場合でも子どもの経歴ごとに値が大きく異なる場合も少なくない．

図を見る限りでは，全体として特定の傾向を見出すことは難しいといえる．

子ども女性比がこのような特徴を示す理由は，今回は検討していないため，ここでは詳

しく示すことができない．ただ，統計処理上の点に限っていえば，指標やデータに関する

いくつかの問題が指標の値に影響しただろうことは指摘できる．例をあげると，図5から

も示唆されるように，分母人口の年齢構造は集団によりかなり異なっている（とくに最近
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図５ 女性と子どもの居住歴別の子ども女性比（基盤モデルの初期値）

資料：第8回人口移動調査
居住歴の凡例は表1参照．



移動した集団）．しかし，子ども女性比では年齢構造の影響が補正されないため，こうし

た年齢構造の違いが値の高低を大きく左右した可能性がある．また，今回は女性3時点，

子ども2時点の計5時点の居住経歴で集団を細かく分けたため，分母，あるいは分子で対

象者数が非常に少ない場合がある．したがって，こうした統計上の問題も今回の結果に一

定の影響を与えたと考えられる（注3参照）５）．

2. シナリオ別の計算結果

� 基盤モデル

図6に実績値を一定とした基盤モデルの結果を3種類の方法で示した．まず，図6-aに

0期，5期（25年後），10期（50年後）の3つの期における大都市圏出生者割合の年齢パ

ターンを示した．これによれば，年齢別の大都市圏出生者割合は各期とも40歳代までは基

本的に似たパターンを示していた．すなわち，10歳代前半まで高かった割合が20歳代まで

に低下，それから回復し，後は（0期では上下の幅が大きいが）おおむね横ばいになるか

やや低下する，というパターンが3つの期に共通して見られた．しかし，値の水準自体は

0-4歳から70歳以上までほぼすべての年齢で後の期ほど高くなっており，とくに高い年齢

層では上昇幅が大きかった．

次に，年齢別の割合の推移を細かく把握するため，例として30-34歳時点の割合を1期

ごとに示した（図6-b）．このグラフによれば，大都市圏出生者割合は常に上昇していた

わけではなく，1期から4期にかけては割合がやや低下していた．しかし4期以降は反転

し，10期までほぼ直線的に上昇していた．

最後に，コーホートを単位として加齢に伴う大都市圏出生者割合の推移を見ると（図6-

c），-1期（図の注参照）から2期の各時点で0-4歳だった4コーホートではいずれにおい

ても値が一旦下がり，その後上昇に転じていた．ただし，細かく観察すると値の水準は各

コーホートで少しずつ異なっており，少なくとも15歳以上では後のコーホートほど年齢別

割合の水準が高くなっていた（30-34歳の値は図6-bの5期から8期に該当）．

以上の結果から，実績の移動率や出生率が同じ水準で推移すると一定の時期以降（25年

後など）であれば大都市圏出生者割合は現在よりも全体に高くなること，また同様に一定

の時期以降は少なくとも一部の年齢（30-34歳など）の割合は上昇し続けること，などが

明らかになった．また，コーホート単位では加齢に伴って割合が上昇しつづけることはな

いが，少なくとも20歳代前半以降に一旦上昇するパターンは維持されることも示唆された．

� 率一定モデル

基盤モデル以外の結果については，紙幅の都合により30-34歳時点の割合とコーホート

単位の割合の推移（2期に0-4歳のケース）のみを図化した．はじめに，初期値を大都市

圏出生者割合を下げる方向に変えて以後一定とする「率一定モデル」の計算結果を示した
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5）こうした点を踏まえると，今回の子ども女性比を既存研究（例えば小池（2014））と比較することは難しい

と思われる．



（図7）．この図によれば，流出率の初期値の

みを変えた場合，件の割合は30-34歳時点，

コーホート単位のいずれのケースでも基盤モ

デルより低下した（図7（1））．また，低下の

幅は率を5％変えるよりも10％変えたほうが

大きかった．しかし，30-34歳時点の値が4

期以降に上昇することは基盤モデルと変わら

なかった．また，コーホート単位の観察でも，

20-24歳以降の上昇幅は基盤モデルよりは緩

和されたものの，上昇すること自体はやはり

変わらなかった．

次に，子ども女性比の初期値のみを変える

と，30-34歳時点の大都市圏出生者割合は7

期からしか低下しないが，その変化の幅は，

5％，10％いずれの設定でも流出率を変えた

ときよりやや大きかった（図7（2））．この傾

向はコーホート単位で見た場合でも同じだっ

た．しかしその一方，上述のような割合の上

昇傾向自体は，30-34歳での割合，コーホー

ト単位の推移のいずれの場合においても基本

的に変わらなかった（30-34歳時点の値は一

旦低下のあと，コーホートでは20-24歳以降

の動向）．

第三に，流出率と子ども女性比を同時に変

えた場合（図7（3））には図7（1）と（2）のグ

ラフをほぼ合成したような割合になり，基盤

モデルからは値がかなり大きく低下した．10

％変化させるケースでは，30-34歳の10期の

割合は約4％ポイント，コーホートの40-44

歳時の割合でも4％ポイントほど基盤モデル

より値が低くなっていた．ただ，やはりこの

場合でも割合の基本的な上昇傾向が大きく変

わることはなかった．

� 率変化モデル

図8に流出率や子ども女性比を大都市圏出

生者割合を下げる方向に変化させ続ける「率
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図６ 大都市圏における大都市圏出生割合の

推移（基盤モデル）

資料：第8回人口移動調査
「-1期」は0期に5-9歳だったコーホートを指す．
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図７ 大都市圏における大都市圏出生割合の推移（率一定モデル）

資料：第8回人口移動調査
モデルの説明は本文参照．凡例の「移動」は流出率，「出生」は子ども女性比を指す．



変化モデル」の結果を示した．まず，流出率のみを変化させた場合，30-34歳時点の大都

市圏出生者割合は基盤モデルで4期以降に上昇していたのとは異なり，1期以降一貫して

低下した（図8（1））．その結果，基盤モデルとの差は率一定モデルよりもかなり大きくな

り，10期の値は基盤モデルに比べて±5％のケースで約7％ポイント，±10％のケースで

14％ポイント低くなった．一方，コーホート単位の観察では基盤モデルと違って20-24歳

以降の上昇がほとんど見られなくなり，とくに±10％のケースでは20歳代後半から30歳代

後半にかけて割合が低下した．また，40-44歳時点の割合も基盤モデルより大きく低下し

た（±10％の場合，約12％ポイント低下）．

次に，子ども女性比のみを変化させた場合を見ると，30-34歳時点の割合はやはり大き

く低下していた（図8（2））．例えば，10期時点の割合は流出率を変えた場合より高い水準

にとどまったが（基盤モデルとの差は±5％で約5％ポイント，±10％で約12％ポイント），

変化が始まってからの1期間あたりの低下幅はむしろ流出率の場合よりも大きかった．一

方，コーホート単位で見た場合には割合の水準はそれなりに大きく低下したが，図7とは

異なり，低下幅は流出率を変えた場合より小さかった．また，20-24歳以降に値が回復す

る傾向も維持されたままだった．

流出率と子ども女性比を同時に変えた場合については，率一定の場合と同様，グラフは

図8（1）と（2）を合わせたような形状になり，大都市圏出生者割合は大幅に低下した（図8

（3））．30-34歳時の割合は1期以降ほぼ一貫して低下したが，7期以降はとくに大きく低

下した．その結果，10期の値は基盤モデルに比べ±5％のケースで約14％ポイント，±10

％のケースでは約32％ポイント低くなった．また，コーホート単位では20歳代後半以降で

値がほとんど回復せず，かつ値の水準も大きく低下した．±10％の設定によれば，40-44

歳時点の割合は基盤モデルより約20％ポイント低くなっていた．

� 率低下モデル

「率低下モデル」では率・比の初期値を基準値の-10％，その後の変化幅も-10％に設定

して計算した（図9）．まず，30-34歳時の割合ではどの条件でも4期までの値は基盤モデ

ルとほぼ同じだったが，それ以降は2つのケース（流出率のみを変えた場合，流出率と子

ども女性比を同時に変えた場合）で割合の上昇が目立った．ただし，子ども女性比のみを

変えた場合には基盤モデルと値が変わらなかった．この後者の結果は，少なくとも今回の

観察期間では出生の程度を一律に下げても割合に変化がほぼ生じないことを示唆している

と考えられる．

次に，コーホート単位のグラフを見ると，ここでも上記と同様の変化が起きていた．す

なわち，基盤モデルと違う値が示されたのは流出率，および流出率と子ども女性比を同時

に変えた場合のみだった．この2ケースでは10歳代後半以降，基盤モデルよりも大都市圏

出生者割合が高くなっていた．また，20歳代後半以降では値がほぼ一定の水準にとどまる

など，割合の推移のパターンも基盤モデルとは異なっていた．
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図８ 大都市圏における大都市圏出生割合の推移（率変化モデル）

資料：第8回人口移動調査
モデルの説明は本文参照．凡例の「移動」は流出率，「出生」は子ども女性比を指す．



Ⅳ．考察

上の分析のなかでは，4つのモデル，計14パターンのグラフの観察により，大都市圏出

生者割合の変動過程を規定する具体的な要素や条件のいくつかが示された．以下ではそう

したもののなかから，①大都市圏出生者割合を下げるための条件，および②移動と出生が

及ぼすそれぞれの効果，の2点を取り上げ，前項の結果を整理するとともに若干の考察を

加える．また，分析結果を見る際の注意点として今回のモデルの技術的な問題点も指摘す

る．

はじめに割合を下げる条件についてだが，今回は基盤モデルから「大都市圏出生者割合

はいずれ0期の値を上回る」「その後は継続的に上昇する」という結果が得られている．

そこで，この結果をどうしたら変えられるかを考えると，基本的には2つの条件が想起で

きる．まず，率一定モデルのように流出率か子ども女性比の初期値を変えれば，各期の割

合は基盤モデルよりも下がる．この場合，初期値の設定にもよるが，大都市圏出生者割合

をより長期間にわたって0期の水準よりも低下した状態にとどめることができる．一方，

より根本的に「継続的に上昇する」状況を変えるには，流出率や子ども女性比を継続的に

変化させるという方法がある．この場合，率・比の変化の程度は一定水準以上でなければ

ならないだろうが，今回の結果によれば少なくとも5年間で±5％変われば割合の上昇傾

向は抑制しうる．ただし，こうした方法については，実際には率変化モデルのような状況

が簡単には起こりえないという問題がある６）．それゆえ，理論的にはともかく，現実的に
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図９ 大都市圏における大都市圏出生割合の推移（率低下モデル）

資料：第8回人口移動調査
モデルの説明は本文参照．凡例の「移動」は流出率，「出生」は子ども女性比を指す．

6）圏域単位で年齢別流出率の長期的な推移を観察した研究例は，統計データが不足しているためもあり，現状

ではほぼ存在しない．ただし，図2や国立社会保障・人口問題研究所（2013）の分析などを踏まえると，一般

に地域間の移動率が数十年にわたって一方向に変化するという事態は容易には想像しがたい（国立社会保障・

人口問題研究所（2013p.4）は，「市区町村別・男女年齢別の純移動率は，一時的な要因によって大きく変化

することがあるため，一定の規則性をみいだすことが難しい」としている）．



は割合の長期的な上昇傾向が変わる可能性は高くないともいえる．

次に，移動と出生の効果に関しては，今回の分析では流出率と子ども女性比がともに大

都市圏出生者割合の水準に影響を与えていることが示された．冒頭で述べたように，従来

の研究では大都市圏出生者の量や割合を変化させる要因として，大都市圏への流入者と彼

らの再生産にのみ言及する傾向があった．しかし，今回の仮想的な分析では出生率の水準

も大都市圏出生者割合の高低に関係があり，その効果の大きさも流出率のそれを上回る場

合があることが示された．また，上でグラフを見た際には触れなかったが，図1のグラフ

（大都市圏出生割合の推移）と今回の結果を比べると，こうした出生の効果は必ずしも仮

想的な条件下でのみ発生するとは限らないことも示唆される（例えば，図1における1970

年代後半の割合の低下には図7（2）-aのグラフの動きに似た部分があるため，この時期の

出生の水準の変化が割合の推移を規定していた可能性も小さくはない）．ただその一方，

今回の分析では出生率の効果が常に有効なわけではないことも明らかになっており，例え

ばコーホートにおける20歳代後半以降の割合の回復傾向などは，移動率が変わることでし

か変化しなかった．また，図9で見たように出生率がすべての集団で一律に低下した場合

には，50年程度の期間では割合の推移傾向に差が生じなかった７）．したがって，出生の効

果は従来想定されていた以上に複雑であることは確かだが，その詳細については今後さら

に検討が求められる．

最後に，結果の解釈に関わる技術的なこととして，今回のモデルにおける集団構成と出

生率の問題点を指摘する．まず集団の構成については，率や比を当てはめる各集団の居住

経歴が各々の期の直近の経歴しか反映できていない，という問題がある．例をあげると，

2期の人口の推定には各集団の出生時，0期，および1期の居住地に基づいた集団分類が

使われるが，次の3期の推定には出生時，1期，2期の居住地による集団が使われ，0期

の居住地は考慮から外される．そのため，例えば1期の時点ではUターン者だった人

（経歴ではNMN）は2期に非大都市圏にいれば経歴がNNNとなり，非大都市圏にずっ

と住んでいた人たちと同じ扱いになる．これはつまり，今回のモデルでは経歴が異質な人

たちに同一の率・比（移動，出生）を適用している場合があることを意味している．今回

の分析結果を解釈する際には，こうした技術的な限界も十分に踏まえておく必要がある．

一方，出生率に関しては，実績値を確認した箇所で示したとおり，子ども女性比に対す

る人口の年齢構造の影響をどう捉えるかが課題となる．繰り返しになるが，子ども女性比

という指標は15-49歳を一括した人口を分母にしている．そのため，ある2つの集団で年

齢別の出生率が同じだった場合でも，年齢構造が違えば子ども女性比は別の値を示しうる

し，逆に子ども女性比が同じだったとしても，年齢別の出生率が同じになるとは限らな

い８）．今回のモデルでは率・比をさまざまに変化させているため，0期以降の各時点での
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7）この点は，割合への影響が出生率の変化そのものというよりは，変化の地域差により生じることを示してい

る．

8）子ども女性比の問題としては，年齢構造の影響の他にも，そもそも純粋な出生指標ではない（出生から0～

4歳までの人口移動と死亡の影響が含まれる）という問題もある．



年齢構造は0期とは異なっている．しかし，子ども女性比の設定ではこうした年齢構造の

変化を考慮せず，単に初期値を固定ないしは上げ下げしているにすぎない．したがって，

もし仮に年齢構造の影響を除いて各期の合計出生率を計算することが可能だったとすれば，

その合計出生率では元々の想定（「出生率一定」など）とは違う動きが見られる，という

可能性もないわけではない．このように，モデルの想定が実際の計算で必ずしもうまく表

現しきれないという問題は，データが限定されている状況を踏まえれば，ある程度避けら

れないものではある．ただし，出生の効果をより正確に捉えるのであれば，今後は別の出

生指標の利用可能性を検討するような試みも必要になると思われる．

Ⅴ．まとめ

本研究では，大都市圏居住者に占める大都市圏生まれの割合（「大都市圏出生者割合」）

に着目し，移動と出生の条件の変化がこの割合の長期的な変動にどう影響するかを検討し

た．具体的には，第8回人口移動調査のデータを元に簡単な2地域人口変動モデルを作成

し，大都市圏出生者割合が出生地別・居住地別集団の流出率および子ども女性比の各種設

定に応じてどのように推移するかを観察した．4種類のモデルで計14パターンの仮定を設

定し，5年おきに50年後までの計算を行ったところ，以下の結果が得られた．

まず，1つめの基盤モデルでは，調査データから得られた実績の率・比（一部は補正値）

を一定として計算を行った．その結果，30-34歳時点の大都市圏出生者割合は，長期的に

は上昇傾向を示した．また，コーホート単位で観察すると，例えば2期に0-4歳だったコー

ホートでは大都市圏出生者割合が20歳代前半まで低下し，その後はやや回復していた．

2つめの率一定モデルでは，各集団に適用する率・比の初期値を大都市圏割合を低下さ

せる方向に変化させ，以後はその値を一定とした．このモデルでは30-34歳時の大都市圏

出生者割合は基盤モデルに比べてやや低下したが，割合の長期的な上昇傾向は変化しなかっ

た．また，コーホート単位でも割合の水準は全体に低下していたが，20-24歳時以降にお

ける割合の回復傾向は基盤モデルと同様に観察された．一方，移動と出生が与えた影響を

みると，両者の間にはやや差があり，流出率よりも子ども女性比を変えた場合のほうが割

合の低下が大きかった．

3番目の率変化モデルでは，率・比の初期値は率一定モデルと同じにした上で，以後の

率・比を大都市圏出生者割合を下げる方向に変化させ続けた．ここでは30-34歳時での割

合は基盤モデルに比べて大幅に低下し，長期的にも低下の傾向が続いた．また，コーホー

ト単位でも割合の水準は大きく下がった．ただし，20-24歳以降における割合の回復傾向

については，流出率を変えると回復がほぼ見られない状態になったものの，子ども女性比

を変えただけでは基本的に変化しないままだった．

最後の率低下モデルでは各集団の流出率と子ども女性比の初期値をすべて低下させ，か

つその後も継続的に低下させ続けた．このモデルによれば，流出率を低下させた場合には

30-34歳時での割合は基盤モデルよりも上昇した．しかし，子ども女性比を変えた場合に
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は，割合は基本的に基盤モデルと同じ値となった．このように子ども女性比の影響が見ら

れない状況は，コーホート単位の結果でも同様に観察された．

以上の結果から，大都市圏における大都市圏出生者の割合は現状の移動と出生の条件が

継続した場合にはいずれ上昇すること，こうした傾向は初期値を変えただけでは変わらな

いが，流出率と子ども女性比を特定の方向に変化させ続けると変わること，などが明らか

になった．また，移動と出生が割合の推移に与える影響を見ると，今回の設定では出生の

影響が移動のそれを上回る場合が多かったが，移動を変えることでしか割合が変化しない

例も示された．今後の研究においては，データ処理やモデルの問題点の改善，他の条件に

よる試算などを積み重ねることで，大都市圏出生者割合の変動過程をより詳細に把握する

ことが可能になると思われる．

本研究の概要は，日本人口学会2019年度第一回東日本地域部会（2019.11.24）で発表しました．

ご意見，ご提案をいただいた方々に御礼申し上げます．

第8回人口移動調査の調査票情報は統計法第32条の規定にしたがって利用しました．
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SimulationsofChangesintheProportionofMetropolitan-BornPopulation
UsingBi-RegionalDemographicModels

SHIMIZUMasatoandKOIKEShiro

Thisstudyusedbi-regionaldemographicmodelstosimulatetheimpactsofmigrationand

fertilityonthechangingproportionsofmetropolitan-bornpopulationinJapan.Inthesesimulations,

14patternsofage-specificoutmigrationratesandchild-womanratios(accordingtobirthplace,

currentresidence,andresidence5yearsearlier)wereusedtoobservechangesintheproportionof

metropolitan-bornpopulationamongmetropolitanresidentsoverthenext50years.Therearefour

mainfindings.First,whenoutmigrationratesandchild-womanratioswerefixedattheinitial

levels,basedondatafromtheEighthNationalSurveyonMigration,theproportionofmetropoli-

tan-bornpopulationeventuallyrose.Second,whentheinitialrates/ratioswerechangedinaway

thatdecreasedtheproportionofmetropolitan-bornpopulationandfixedat±5-10%oftheinitial

rates/ratios,theproportioneventuallyrose.Third,whentherates/ratioswerecontinuouslychanged

overthewholeperiodinadirectionthatdecreasedtheproportionofmetropolitan-bornpopulation,

theproportiondeclinedonalong-term base.Fourth,changesinthechild-womanratiohad

generallylargerimpactsontheproportionofmetropolitan-bornpopulation.However,therewere

alsosomecaseswheretheeffectofmigrationwasmuchlarger.

Keywords:metropolitan-bornpopulation,bi-regionalmodel,outmigrationrate,child-womanratio
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資 料

新聞記事で振り返る2019年の人口問題

今井博之

国立社会保障・人口問題研究所においては，『朝日新聞』，『毎日新聞』，『読売新聞』，

『日本経済新聞』，『産経新聞』，『東京新聞』の6紙の記事のうち，社会保障または人口問

題に関係するものを収集している１）．本稿では，人口問題の2019年における動向を新聞記

事の概観によって振り返る．

人口問題に関する主なできごとを月別に示したものが表1である．日本の新聞を分析対

象にしているために大部分が国内のできごととなっているが，2019年1月，2月にそれぞ

れ中国，韓国で少子化の進展を示す統計が発表されたことは注視された．中国に関しては，

2018年の出生数に対して水増しの疑いも生じており２），また，2019年6月に発表された国

連の人口推計（WorldPopulationProspects）においては2027年ごろに人口世界一の座

をインドに明け渡すとされている３）．

国内のできごとで補足が不可欠と思われるのが，4月の改正出入国管理法の施行である．

在留資格「特定技能」は初年度に最大4万7千人と試算されていたにもかかわらず，12月

13日時点で1,732人にとどまっており，試験がない等の点で「技能実習」の方に大きなメ

リットがあると指摘されている４）．

次の2020年に目を向けると，人口問題の中心は国内の少子化となるといえそうである．

2019年の出生数は7月までの速報をもとに90万人を割る可能性が高いと報じられていた

が５），2019年12月に発表された出生数は86万4千人にすぎなかった．この数字は10月まで

をもとにした推計であるが，2020年6月には確定値にかなり近い「人口動態統計（概数）」

が発表される見通しであり，合計特殊出生率も明示されて少子化対策の議論が喚起される

ものと思われる．
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1）クリッピング作業は，筆者および研究支援員の峯島靖志氏が担当した．

2）「中国は昨年から人口減か、学者が水増し指摘」『産経新聞』2019年10月24日朝刊．

3）「インド、27年世界一に」『日本経済新聞』2019年6月25日朝刊．

4）「増える実習生 伸びぬ特定技能」「特定技能 魅力なし？」『朝日新聞』2019年12月17日朝刊．

5）「出生数90万人割れへ」『日本経済新聞』2019年10月7日朝刊．
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月 日 できごと

1 21

31

中国国家統計局が2018年の出生数が1,523万人まで落ちこんだことを発表した．「二人っ子政策」

に転換した効果が薄れている．（『日本経済新聞』2019年1月22日朝刊）

総務省が住民基本台帳に基づく2018年の人口移動報告を発表した．東京圏への人口集中が示唆さ

れた．（『東京新聞』2019年2月1日朝刊）

2 14

27

同性カップル10組が精神的苦痛に対する慰謝料を国に求める一斉提訴を行った．同性婚を認めな

いことの違憲性を問うものである．（『毎日新聞』2019年2月14日夕刊）

韓国統計庁が2018年の合計特殊出生率が0.98まで落ちこんだことを発表した．世界でも最低水準

である．（『日本経済新聞』2019年2月28日朝刊）

4 1

19

22

24

新たな在留資格「特定技能」を設けて外国人労働者の受け入れを拡大する改正出入国管理法が施

行された．（『朝日新聞』2019年4月1日朝刊）

国立社会保障・人口問題研究所が都道府県別世帯数の将来推計を発表した．世帯主が65歳以上の

世帯に占める単身世帯の割合は2040年には全都道府県で30％を超えるとされた．（『東京新聞』

2019年4月20日朝刊）

内閣府の生命倫理専門調査会がヒトの受精卵のゲノム編集に対する見解をまとめ，法規制を求め

た．（『日本経済新聞』2019年4月23日朝刊）

旧優生保護法に基づく強制不妊手術の被害者に一時金を支給する救済法が成立した．（『毎日新聞』

2019年4月24日夕刊）

5 1

20

改元の日に婚姻届を提出する「令和婚」が，東京23区では6,000組以上に上った．（『東京新聞』

2019年5月9日朝刊）

「まち・ひと・しごと創生会議」が，都市部に住みながら地域活性化の担い手になる「関係人口」

を増やすという方向性を示した．（『読売新聞』2019年5月21日朝刊）

6 7

17

19

22

厚生労働省が2018年の「人口動態統計（概数）」を発表した．出生数は91万8千人まで落ちこみ，

合計特殊出生率は1.42となった．（『読売新聞』2019年6月8日朝刊）

国連が，2100年に世界人口の増加率がゼロになるとする人口推計を発表した．（『日本経済新聞』

2019年6月18日朝刊）

国連難民高等弁務官事務所が報告書を発表し，紛争や迫害で住む場所を逃れている世界の人びと

は2018年には7,080万人に上ったとした．（『東京新聞』2019年6月25日朝刊）

日本産科婦人科学会が新型出生前診断の拡大の見送りを決めた．検討は国に委ねられる．（『朝日

新聞』2019年6月23日朝刊）

7 10

30

総務省が住民基本台帳に基づく2019年1月1日時点の人口を発表した．外国人の増加の一方で，

日本人の人口は1億2,477万6千人まで減少した．（『日本経済新聞』2019年7月11日朝刊）

総務省が2019年6月の「労働力調査」を発表し，女性就業者が3,000万人を超えたことが明らか

になった．（『日本経済新聞』2019年7月30日夕刊）

厚生労働省が2018年の「簡易生命表」を発表した．女性，男性の平均寿命はそれぞれ87.32歳，

81.25歳であった．（『毎日新聞』2019年7月31日朝刊）

9 6

13

18

厚生労働省が，認可保育所等への入所を希望しながら入れない「待機児童」が2019年4月1日時

点で1万6,772人であったと発表した．2年連続の減少である．（『読売新聞』2019年9月6日夕

刊）

国立社会保障・人口問題研究所が2018年に実施した「全国家庭動向調査」の結果を発表した．夫

婦別姓の容認の広がりや同性婚への支持が示唆された．（『日本経済新聞』2019年9月14日朝刊）

宇都宮地裁真岡支部が同性の事実婚を認めたとみなしうる司法判断を示した．（『毎日新聞』2019

年9月19日朝刊）

表１ 人口問題に関する主なできごと：2019年
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月 日 できごと

10 1

21

28

幼児教育・保育の無償化が始まった．便乗値上げの疑いのある事例も発生した．（『朝日新聞』

2019年10月2日朝刊）

厚生労働省が新型出生前診断の実態を調べる作業部会を立ち上げた．（『朝日新聞』2019年10月22

日朝刊）

国内で行われた体外受精で1年間に生まれた子どもは日本産科婦人科学会のまとめで2017年に5

万6,617人に上ることが報じられた．（『読売新聞』2019年10月28日朝刊）

11 6 日本弁護士連合会が，「平成の大合併」で合併を選択した町村は人口減少率が高いという傾向を

示唆する分析結果を発表した．（『朝日新聞』2019年11月7日朝刊）

12 12

24

2020年度与党税制改正大綱が決定され，配偶者と離別・死別した場合に適用される寡婦控除が未

婚のひとり親にも適用されることとなった．（『毎日新聞』2019年12月13日朝刊）

厚生労働省が2019年の「人口動態統計」の年間推計を発表した．出生数は90万人を初めて割って

86万4千人であった．（『読売新聞』2019年12月25日朝刊）

表１ 人口問題に関する主なできごと：2019年（つづき）
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道府県別，男女年齢（10歳階級）別，東京圏転入率，

転出率および転入超過率：2014～2018年

貴志匡博・峯島靖志・清水昌人

多くの地域で人口減少が進むなか，地域間の人口移動には依然として高い関心が寄せら

れている．本稿では，前稿（『人口問題研究』75-4）に引き続き，道府県別の人口移動率

に関する資料を提示する．

前稿では人口移動の基本的な動向を把握するため，年齢5歳階級別の転入率，転出率，

および転入超過率の推移を都道府県別に観察した．ただし，そこでは紙幅等の都合により，

具体的な地域間の移動に関する資料を示すことができなかった．そこで，今回は東京圏と

それ以外との間の移動に着目し，各道府県における東京圏からの転入率や東京圏への転出

率等を計算することにした．具体的には，2014年以降2017年までの各年について，総務省

統計局「住民基本台帳人口移動報告（以下，「住基移動」）による日本人の移動数，総務省

自治行政局「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査」（以下，「住基人口」）

の毎年1月1日時点の日本人人口（期首人口）を使い１），東京圏２）からの転入率，東京圏

への転出率，東京圏との間の転入超過率等を男女年齢10歳階級別に計算した３）．また，

2018年は日本人のみの10歳別移動数が得られないので，分子，分母ともに外国人を含む総

人口を対象として計算した４．計算の際には，総数には年齢不詳や非公表分の人数を含め，

年齢別の集計では日本人，外国人別に年齢不詳や非公表分の人数を既知の年齢分布で按分

して計算した．また「住基移動」では，「不詳/その他」として年齢が秘匿された移動数

があるが，ここではこの移動数を年齢不詳とみなし，公表されている年齢別移動数の既知

の年齢別割合を用いて，「住基人口」の年齢不詳と同様の方法で按分した．

前稿でも述べたように，「住基移動」と「住基人口」とではそれぞれ集計方法が異なる

ようだが，今回使用したデータではそうした齟齬に加え，一部の数値に秘匿処理が施され

ているという問題がある．したがって，数値の精度という点でいえば，ここで得られた計
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1）2013年までは毎年3月31日時点の人口だったが，2014年以降は毎年1月1日時点での集計となっている．

2）東京圏は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県とした．

3）本来であれば，5歳階級別の試算がより望ましいと考えるが，年齢別の移動前と移動後の都道府県別（市区

町村別）のクロス集計表は，「参考表（年齢（10歳階級），男女，転入・転出市区町村別結果）」（最高年齢階級

60歳以上）しか公表されていない．

4）2018年の「住基移動」において，年齢階級別の移動前と移動後の都道府県別（市区町村別）のクロス集計表

は，外国人を含む総人口のみの結果である「参考表 2018年～ （年齢（10歳階級），男女，転入・転出市区

町村別結果（移動者（外国人含む））」しか公表されていない．2014～2017年は，「参考表（年齢（10歳階級），

男女，転入・転出市区町村別結果）」で日本人について公表されているが，時系列比較を行う際は注意が必要

である．



算結果はおおむね試算的なものであり，利用の際には一定の留意が必要と考えられる．た

だし，秘匿されている移動数や人口の規模はかなり限られているので，人口移動の基本的

な傾向であれば，こうした試算値からでも読み取ることは可能であると思われる．

以下では，2014年から2018年の人口移動について，総数と，移動が活発な年齢階級であ

る10～19歳，20～29歳，30～39歳の東京圏との移動率を表1～3に掲載した．参考表とし

て，東京圏からの各道府県への転出率についても計算した．また，2017年の移動率につい

ては20～29歳の転入超過率の地図を作成した．これら以外の年齢階級の移動率５）について

は，ここに載せたものも含め，国立社会保障・人口問題研究所のホームページ６）に後日掲

載する予定である．なお，移動数の詳細については「e-Stat（政府統計の窓口）」に掲載

の「住基移動」のデータを参照されたい．

諸率の計算は道府県を単位として，男女年齢10歳階級別に以下のように行った．

転入率（％）＝東京圏からの転入者数（「住基移動」）÷人口（「住基人口」）×100

転出率（％）＝東京圏への転出者数（「住基移動」）÷人口（「住基人口」）×100

転入超過率*（％）＝転入超過数*（「住基移動」）÷人口（「住基人口」）×100

*転出超過の場合は負の値となる．

・2017年の人口移動

2017年の東京圏からの日本人総数の転入率は，東京圏以外の道府県全体では男性0.48％，

女性0.33％である．2014～2017年において日本人男女別の総数の転入率では大きな変化は

生じておらず，男性の方が女性に比べてやや転入率が高い．道府県別にみると，男女とも

に茨城県で東京圏からの転入率が最も高く，続いて山梨県，栃木県，群馬県など東京圏に

隣接あるいは近隣に位置する県で値が高い傾向にある．逆に，最も低いのは男女ともに和

歌山県で，続いて男性では岐阜県，福井県，女性では島根県や岐阜県などで低くなってい

る．

次に，東京圏以外の道府県から東京圏への転出率を見ると，男性0.60％，女性0.47％で，

男性の方が女性よりも高くなっている．2014～2017年において日本人男女別の総数の転出

率では大きな変化は見られない．道府県別に見ると，転出率が最も高いのは男女ともに茨

城県で，続いて山梨県，群馬県など東京圏に隣接する県で高い傾向にある．逆に，最も低

いのは男女ともに和歌山県で，続いて男性では島根県，岐阜県，女性では島根県と徳島県

となっており，東京圏から交通アクセスが容易でない地域が低くなっているようである．

続いて転入超過率を見ると，男女ともに全ての道府県は東京圏に対してマイナスの値で

転出超過となっており，男性よりも女性の方が東京圏に対して転出超過の傾向が強くなっ

ている．男性は東北地方の転出超過の傾向が顕著で，中部地方の多くや，四国地方，九州

北部で転出超過の傾向が弱い．東京圏を除く都市的な性格が強い府県で転出超過の傾向が
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5）最高年齢階級60歳以上．

6）『人口問題研究』76巻1号掲載ページ（http://www.ipss.go.jp）



弱くなるというような単純な傾向ではない．女性は，東北地方に加えて北海道でも転出超

過傾向が比較的強い．西日本では男性と同じように女性も転出超過の傾向が弱いものの，

男性よりも転出超過の傾向は強くなっている．

次に，年齢階級別に転入率，転出率，転入超過率について見てゆく．東京圏からの10-

19歳の転入率は，東京圏以外の道府県全体では男性0.23％，女性0.16％である．10-19歳で

転入率が最も高いのは，男性は山梨県，女性は茨城県となっている．逆に，転入率が最も

低いのは男女ともに和歌山県で，続いて，男性では岡山県，女性では岐阜県となっている．

転出率は，東京圏以外の道府県全体では男性0.57％，女性0.49％である．転出率が最も高

いのは男女とも青森県，最も低いのは男女ともに滋賀県だった．転入超過率をみると，

2017年において10-19歳で転入超過となるのは京都府（男性）のみで，それ以外の道府県

は転出超過であった．中でも最も高い転出超過率は，男性で青森県，女性で秋田県である．

総数で見た場合と同じように東北地方の転出超過の傾向が顕著である．京都府は大学など

の立地などにより，10-19歳では比較的転出入が均衡しているようにも見える．

東京圏からの20-29歳の転入率は，東京圏以外の道府県全体では男性1.65％，女性1.22％

である．年齢10歳階級別（最高年齢階級60歳以上）で見た場合，20-29歳は最も高い．最

も転入率が高い地域は，総数で見た場合と同じように，男女ともに茨城県で，続いて栃木

県，山梨県，群馬県などが高い．逆に，転入率が最も低いのは男女ともに和歌山県で，続

いて，男性では徳島県，女性では鳥取県となっている．東京圏以外の道府県から東京圏へ

の転出率を見ると，20-29歳の値は男性2.62％，女性2.38％である．転入率と同じように年

齢10歳階級別（最高年齢階級60歳以上）で見た場合，20-29歳は最も転出率が高い年齢階

級である．最も転出率が高い地域は男女ともに山梨県で，続いて茨城県，群馬県，栃木県

となっている．逆に，転出率が最も低いのは，男女ともに和歌山県で，続いて男性では岐

阜県，女性では滋賀県で値が低くなっている．転入超過率をみると，2017年において20-

29歳で転入超過となる道府県は存在せず，全ての道府県は転出超過であった．中でも最も

高い転出超過率となっているのは，男女ともに山梨県で，続いて男性で新潟県，女性で秋

田県となっている．この20-29歳では，男性よりも女性の転出超過率が高い地域は，東北

地方や，中部地方と九州地方の一部などで見られる．これらをまとめたものが図1である．

30-39歳についてみると，2017年の東京圏からの転入率は，東京圏以外の道府県全体で

は男性0.88％，女性0.71％である．最も転入率が高いのは総数で見た場合と同じように，

男女ともに茨城県で，続いて山梨県，群馬県，栃木県などで値が高い．逆に，転入率が低

いのは男女ともに和歌山県で，続いて男性は福井県，女性は岐阜県の値が低くなっている．

東京圏以外の道府県から東京圏への転出率を見ると，30-39歳の値は男性0.90％，女性0.78

％である．最も転出率が高いのは男女ともに茨城県で，続いて山梨県，群馬県となってい

る．逆に，転出率が最も低いのは，男性では和歌山県，女性では島根県であった．転入超

過率をみると，この30-39歳ではこれまでにみた10歳代，20歳代と比べ，転出率が低くな

り，転入超過となる地域も見られる．転入超過となる地域は都市的性格の弱い非大都市圏

の県などで，女性よりも男性でその傾向が強い．
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図１ 道府県別，東京圏との転入超過率（20～29歳）2017年

男 性

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」，総務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口，人口動態

及び世帯数調査」による．日本人について．

注：マイナスの値は転出超過を意味する

0 100 200 400km

0 100 200 400km

-2.0％未満

-2.0％以上 --1.5％未満

-1.5％以上 --1.0％未満

-1.0％以上 -0.0％未満

女 性

-2.0％未満

-2.0％以上 --1.5％未満

-1.5％以上 --1.0％未満

-1.0％以上 -0.0％未満
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表１－１ 道府県別，東京圏からの転入率（総数）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口について 日本人について 総人口について

2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 0.47 0.49 0.48 0.48 0.52 0.52 0.32 0.33 0.32 0.33 0.34 0.34

北 海 道 0.52 0.53 0.54 0.55 0.57 0.56 0.31 0.32 0.32 0.32 0.34 0.35

青 森 0.62 0.63 0.61 0.61 0.62 0.61 0.37 0.36 0.37 0.37 0.38 0.37
岩 手 0.53 0.53 0.51 0.48 0.51 0.52 0.36 0.36 0.34 0.34 0.36 0.35
宮 城 0.82 0.81 0.79 0.77 0.80 0.77 0.52 0.50 0.50 0.49 0.51 0.50
秋 田 0.48 0.47 0.46 0.47 0.48 0.47 0.33 0.34 0.33 0.32 0.32 0.32
山 形 0.44 0.47 0.45 0.44 0.47 0.47 0.33 0.34 0.34 0.32 0.33 0.35
福 島 0.65 0.64 0.60 0.56 0.60 0.62 0.40 0.40 0.39 0.38 0.41 0.42

茨 城 0.97 1.01 1.00 1.04 1.16 1.14 0.75 0.77 0.75 0.77 0.83 0.83
栃 木 0.82 0.81 0.80 0.83 0.96 0.94 0.60 0.62 0.59 0.62 0.68 0.66
群 馬 0.80 0.82 0.81 0.83 1.02 1.03 0.57 0.60 0.60 0.60 0.67 0.70

新 潟 0.51 0.52 0.50 0.51 0.53 0.53 0.37 0.36 0.36 0.36 0.37 0.36
富 山 0.33 0.37 0.37 0.37 0.40 0.38 0.23 0.25 0.24 0.25 0.27 0.25
石 川 0.40 0.43 0.42 0.45 0.47 0.45 0.27 0.28 0.28 0.29 0.31 0.30
福 井 0.23 0.24 0.23 0.23 0.25 0.25 0.14 0.15 0.17 0.17 0.18 0.17

山 梨 0.89 0.91 0.93 0.95 1.02 1.01 0.65 0.68 0.66 0.68 0.73 0.75
長 野 0.65 0.70 0.65 0.65 0.68 0.69 0.51 0.53 0.51 0.51 0.53 0.52
岐 阜 0.23 0.24 0.22 0.22 0.25 0.25 0.16 0.16 0.16 0.16 0.17 0.17
静 岡 0.66 0.69 0.67 0.70 0.75 0.75 0.46 0.48 0.46 0.50 0.53 0.52
愛 知 0.44 0.47 0.45 0.45 0.49 0.48 0.29 0.30 0.29 0.30 0.32 0.32
三 重 0.29 0.31 0.30 0.31 0.33 0.35 0.18 0.19 0.19 0.18 0.20 0.20

滋 賀 0.29 0.27 0.27 0.30 0.34 0.34 0.19 0.17 0.18 0.19 0.21 0.21
京 都 0.39 0.41 0.41 0.41 0.45 0.45 0.28 0.30 0.29 0.30 0.32 0.33
大 阪 0.42 0.45 0.45 0.45 0.47 0.48 0.27 0.28 0.28 0.29 0.31 0.31
兵 庫 0.35 0.36 0.35 0.34 0.36 0.36 0.25 0.25 0.25 0.25 0.26 0.26
奈 良 0.25 0.26 0.25 0.25 0.26 0.26 0.18 0.19 0.18 0.19 0.20 0.18
和 歌 山 0.18 0.18 0.18 0.17 0.18 0.19 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.13

鳥 取 0.27 0.29 0.28 0.27 0.28 0.29 0.18 0.18 0.19 0.17 0.17 0.19
島 根 0.26 0.27 0.26 0.26 0.28 0.27 0.19 0.19 0.18 0.16 0.17 0.18
岡 山 0.30 0.30 0.29 0.27 0.29 0.30 0.21 0.20 0.20 0.18 0.19 0.19
広 島 0.41 0.41 0.41 0.40 0.41 0.42 0.24 0.25 0.24 0.25 0.25 0.26
山 口 0.33 0.31 0.33 0.31 0.32 0.33 0.21 0.20 0.20 0.20 0.21 0.21

徳 島 0.23 0.24 0.24 0.24 0.25 0.24 0.15 0.16 0.16 0.17 0.18 0.15
香 川 0.35 0.37 0.35 0.35 0.37 0.36 0.24 0.24 0.23 0.22 0.23 0.25
愛 媛 0.27 0.28 0.27 0.27 0.27 0.29 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18 0.19
高 知 0.27 0.28 0.30 0.30 0.31 0.29 0.19 0.18 0.20 0.20 0.21 0.20

福 岡 0.49 0.52 0.51 0.52 0.53 0.53 0.31 0.32 0.32 0.32 0.33 0.33
佐 賀 0.28 0.26 0.26 0.27 0.28 0.30 0.17 0.16 0.18 0.18 0.19 0.19
長 崎 0.34 0.35 0.37 0.38 0.39 0.37 0.21 0.22 0.23 0.22 0.22 0.24
熊 本 0.32 0.33 0.31 0.32 0.33 0.32 0.22 0.22 0.21 0.22 0.22 0.21
大 分 0.29 0.29 0.29 0.30 0.33 0.33 0.20 0.19 0.21 0.20 0.21 0.20
宮 崎 0.36 0.37 0.39 0.35 0.37 0.38 0.25 0.24 0.25 0.24 0.26 0.27
鹿 児 島 0.39 0.40 0.39 0.40 0.41 0.42 0.26 0.27 0.25 0.27 0.28 0.28
沖 縄 0.70 0.70 0.68 0.69 0.72 0.76 0.53 0.55 0.55 0.55 0.57 0.60

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに年齢不詳を含む．1）東京圏から東京圏以外への転入率となる．
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表１－２ 道府県別，東京圏からの転入率（10-19歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 0.22 0.23 0.23 0.23 0.26 0.16 0.16 0.16 0.16 0.19

北 海 道 0.45 0.49 0.50 0.52 0.54 0.24 0.26 0.27 0.25 0.30

青 森 0.57 0.57 0.59 0.57 0.55 0.27 0.27 0.29 0.31 0.34
岩 手 0.24 0.26 0.27 0.23 0.29 0.24 0.18 0.22 0.21 0.22
宮 城 0.40 0.36 0.38 0.38 0.44 0.26 0.22 0.23 0.23 0.24
秋 田 0.33 0.32 0.33 0.32 0.31 0.26 0.30 0.30 0.27 0.19
山 形 0.22 0.25 0.25 0.26 0.33 0.18 0.19 0.17 0.20 0.27
福 島 0.25 0.25 0.27 0.23 0.31 0.19 0.21 0.16 0.17 0.25

茨 城 0.49 0.49 0.53 0.53 0.59 0.37 0.35 0.38 0.36 0.45
栃 木 0.37 0.32 0.33 0.35 0.47 0.26 0.27 0.24 0.28 0.34
群 馬 0.33 0.35 0.36 0.36 0.48 0.26 0.27 0.25 0.26 0.34

新 潟 0.25 0.28 0.26 0.27 0.27 0.17 0.16 0.14 0.17 0.18
富 山 0.13 0.14 0.14 0.13 0.10 0.09 0.10 0.10 0.11 0.11
石 川 0.23 0.33 0.26 0.27 0.32 0.16 0.16 0.16 0.18 0.19
福 井 0.07 0.06 0.10 0.10 0.07 0.06 0.07 0.08 0.08 0.08

山 梨 0.56 0.54 0.60 0.65 0.73 0.32 0.40 0.38 0.34 0.50
長 野 0.26 0.28 0.27 0.31 0.31 0.18 0.22 0.22 0.20 0.23
岐 阜 0.09 0.08 0.09 0.09 0.11 0.08 0.07 0.08 0.07 0.09
静 岡 0.36 0.43 0.42 0.44 0.49 0.20 0.21 0.20 0.21 0.25
愛 知 0.12 0.12 0.12 0.12 0.16 0.10 0.11 0.10 0.11 0.14
三 重 0.15 0.15 0.10 0.10 0.12 0.10 0.10 0.08 0.08 0.10

滋 賀 0.18 0.15 0.15 0.15 0.20 0.08 0.07 0.07 0.08 0.11
京 都 0.26 0.28 0.27 0.26 0.32 0.16 0.21 0.21 0.19 0.25
大 阪 0.13 0.14 0.15 0.12 0.14 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12
兵 庫 0.13 0.14 0.13 0.12 0.14 0.13 0.12 0.11 0.12 0.13
奈 良 0.15 0.16 0.18 0.13 0.14 0.14 0.14 0.16 0.15 0.15
和 歌 山 0.07 0.05 0.05 0.04 0.07 0.04 0.05 0.04 0.06 0.06

鳥 取 0.12 0.14 0.12 0.14 0.13 0.10 0.11 0.09 0.10 0.08
島 根 0.12 0.16 0.18 0.16 0.19 0.11 0.14 0.12 0.09 0.14
岡 山 0.10 0.10 0.10 0.08 0.15 0.12 0.10 0.08 0.09 0.08
広 島 0.14 0.14 0.14 0.14 0.18 0.10 0.09 0.10 0.10 0.13
山 口 0.17 0.18 0.20 0.17 0.21 0.14 0.15 0.14 0.12 0.14

徳 島 0.08 0.10 0.10 0.13 0.08 0.07 0.06 0.06 0.08 0.04
香 川 0.15 0.14 0.11 0.11 0.15 0.13 0.09 0.09 0.11 0.10
愛 媛 0.12 0.11 0.11 0.10 0.14 0.07 0.09 0.09 0.09 0.11
高 知 0.14 0.16 0.14 0.18 0.18 0.11 0.12 0.10 0.13 0.12

福 岡 0.18 0.21 0.18 0.18 0.22 0.15 0.16 0.15 0.14 0.15
佐 賀 0.08 0.12 0.16 0.14 0.12 0.08 0.07 0.10 0.12 0.12
長 崎 0.22 0.22 0.25 0.27 0.20 0.13 0.12 0.14 0.16 0.17
熊 本 0.14 0.16 0.15 0.14 0.14 0.12 0.12 0.14 0.12 0.12
大 分 0.12 0.13 0.12 0.13 0.19 0.12 0.09 0.14 0.10 0.13
宮 崎 0.21 0.27 0.26 0.22 0.28 0.15 0.12 0.15 0.13 0.30
鹿 児 島 0.23 0.25 0.23 0.24 0.28 0.16 0.17 0.14 0.19 0.18
沖 縄 0.31 0.28 0.31 0.30 0.31 0.23 0.24 0.24 0.21 0.27

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに，年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみな
した．1）東京圏から東京圏以外への転入率となる．
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表１－３ 道府県別，東京圏からの転入率（20-29歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 1.52 1.61 1.61 1.65 1.87 1.08 1.15 1.15 1.22 1.35

北 海 道 1.55 1.61 1.68 1.72 1.88 0.98 1.06 1.09 1.17 1.35

青 森 2.30 2.31 2.32 2.34 2.42 1.73 1.72 1.69 1.83 1.94
岩 手 1.95 2.13 2.00 1.86 2.19 1.60 1.57 1.66 1.53 1.84
宮 城 2.39 2.52 2.55 2.48 2.69 1.69 1.76 1.80 1.74 1.86
秋 田 1.86 2.01 2.09 2.12 2.20 1.74 1.75 1.81 1.73 1.81
山 形 1.83 1.89 1.87 1.76 2.09 1.64 1.71 1.67 1.56 1.78
福 島 2.18 2.13 2.00 1.90 2.26 1.71 1.72 1.66 1.68 1.89

茨 城 3.07 3.27 3.37 3.51 4.16 2.57 2.83 2.76 2.97 3.37
栃 木 2.90 2.94 2.97 3.38 3.78 2.34 2.49 2.39 2.65 2.90
群 馬 2.71 2.82 2.79 2.92 3.89 2.27 2.47 2.35 2.57 3.04

新 潟 1.92 1.93 1.90 1.90 2.21 1.54 1.58 1.59 1.55 1.70
富 山 1.18 1.23 1.28 1.34 1.49 0.90 1.04 0.99 1.06 1.16
石 川 1.14 1.23 1.25 1.30 1.46 0.81 0.90 0.98 0.97 1.10
福 井 0.77 0.83 0.71 0.84 0.91 0.52 0.57 0.60 0.65 0.67

山 梨 2.78 2.88 3.18 3.16 3.64 2.33 2.38 2.34 2.51 2.96
長 野 2.24 2.47 2.42 2.45 2.70 1.91 1.97 1.96 2.02 2.18
岐 阜 0.82 0.85 0.78 0.80 0.96 0.55 0.61 0.63 0.64 0.71
静 岡 2.40 2.60 2.47 2.64 2.98 1.76 1.83 1.81 2.03 2.12
愛 知 1.39 1.55 1.52 1.57 1.73 0.92 0.99 0.98 1.08 1.22
三 重 1.02 1.08 1.12 1.20 1.35 0.63 0.66 0.70 0.69 0.80

滋 賀 0.79 0.83 0.86 0.97 1.37 0.50 0.53 0.58 0.64 0.71
京 都 1.14 1.20 1.24 1.28 1.57 0.84 0.92 0.93 0.99 1.20
大 阪 1.31 1.48 1.50 1.48 1.71 0.85 0.90 0.94 1.02 1.16
兵 庫 0.99 1.10 1.04 1.08 1.21 0.65 0.70 0.73 0.80 0.88
奈 良 0.82 0.82 0.83 0.83 0.95 0.48 0.52 0.56 0.58 0.67
和 歌 山 0.67 0.63 0.65 0.60 0.69 0.46 0.44 0.42 0.42 0.53

鳥 取 0.77 0.87 0.84 0.83 1.01 0.59 0.58 0.66 0.52 0.68
島 根 0.82 0.83 0.84 0.82 0.94 0.58 0.71 0.66 0.60 0.64
岡 山 0.84 0.79 0.82 0.84 0.95 0.58 0.56 0.61 0.55 0.66
広 島 1.25 1.36 1.36 1.36 1.32 0.71 0.81 0.76 0.82 0.85
山 口 1.03 0.89 1.05 1.06 1.09 0.70 0.70 0.72 0.81 0.81

徳 島 0.79 0.80 0.76 0.77 0.89 0.56 0.51 0.57 0.63 0.66
香 川 1.02 1.11 1.09 1.13 1.10 0.72 0.75 0.78 0.73 0.81
愛 媛 0.89 0.99 0.94 0.91 1.00 0.60 0.65 0.56 0.67 0.70
高 知 1.00 0.96 1.07 1.02 1.08 0.78 0.67 0.78 0.68 0.89

福 岡 1.45 1.55 1.56 1.63 1.74 0.82 0.92 0.91 0.99 1.09
佐 賀 0.90 0.76 0.67 0.90 0.97 0.60 0.53 0.57 0.63 0.75
長 崎 1.10 1.14 1.21 1.23 1.25 0.71 0.78 0.82 0.81 0.89
熊 本 0.92 0.96 1.01 1.03 1.16 0.68 0.68 0.66 0.72 0.80
大 分 0.81 0.94 0.91 0.98 1.23 0.58 0.64 0.72 0.68 0.71
宮 崎 1.34 1.28 1.40 1.35 1.52 0.96 0.83 1.02 1.01 1.12
鹿 児 島 1.28 1.38 1.34 1.41 1.53 0.92 0.92 0.88 0.98 1.07
沖 縄 1.81 1.75 1.82 1.96 2.24 1.59 1.71 1.83 1.89 2.08

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに，年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみな
した．1）東京圏から東京圏以外への転入率となる．
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表１－４ 道府県別，東京圏からの転入率（30-39歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 0.83 0.87 0.87 0.88 0.93 0.68 0.71 0.71 0.71 0.75

北 海 道 0.85 0.89 0.92 0.92 0.96 0.66 0.71 0.74 0.71 0.77

青 森 0.92 1.00 0.99 0.98 0.99 0.74 0.75 0.85 0.76 0.77
岩 手 0.89 0.86 0.81 0.83 0.91 0.74 0.77 0.70 0.73 0.73
宮 城 1.39 1.35 1.29 1.31 1.23 1.04 1.01 1.03 0.98 0.99
秋 田 0.83 0.82 0.80 0.80 0.79 0.73 0.75 0.72 0.69 0.74
山 形 0.79 0.75 0.80 0.87 0.83 0.62 0.66 0.73 0.69 0.76
福 島 1.10 1.06 1.04 0.98 1.10 0.76 0.81 0.85 0.77 0.87

茨 城 1.75 1.79 1.80 1.91 2.04 1.61 1.59 1.58 1.61 1.73
栃 木 1.40 1.43 1.36 1.37 1.65 1.19 1.22 1.24 1.25 1.34
群 馬 1.47 1.48 1.49 1.54 1.88 1.14 1.25 1.24 1.22 1.40

新 潟 0.86 0.94 0.87 0.93 0.94 0.78 0.78 0.76 0.78 0.79
富 山 0.63 0.75 0.74 0.70 0.73 0.57 0.61 0.60 0.61 0.61
石 川 0.77 0.80 0.77 0.89 0.90 0.63 0.65 0.67 0.70 0.72
福 井 0.40 0.48 0.42 0.43 0.50 0.35 0.38 0.40 0.40 0.41

山 梨 1.49 1.62 1.60 1.69 1.80 1.21 1.31 1.49 1.44 1.56
長 野 1.21 1.27 1.19 1.23 1.27 1.13 1.14 1.15 1.17 1.14
岐 阜 0.43 0.44 0.41 0.45 0.48 0.38 0.38 0.36 0.37 0.37
静 岡 1.05 1.08 1.09 1.14 1.20 0.92 0.95 0.96 0.98 0.99
愛 知 0.77 0.82 0.80 0.83 0.85 0.63 0.66 0.64 0.67 0.67
三 重 0.51 0.56 0.56 0.57 0.65 0.38 0.43 0.43 0.46 0.44

滋 賀 0.52 0.48 0.50 0.51 0.58 0.45 0.37 0.38 0.39 0.47
京 都 0.68 0.79 0.82 0.78 0.79 0.60 0.66 0.66 0.69 0.68
大 阪 0.79 0.85 0.86 0.89 0.94 0.59 0.63 0.64 0.66 0.70
兵 庫 0.65 0.67 0.67 0.67 0.70 0.58 0.58 0.58 0.56 0.60
奈 良 0.47 0.49 0.48 0.46 0.52 0.39 0.46 0.42 0.47 0.43
和 歌 山 0.33 0.36 0.35 0.34 0.39 0.30 0.32 0.34 0.31 0.33

鳥 取 0.57 0.53 0.49 0.55 0.55 0.41 0.47 0.44 0.43 0.46
島 根 0.52 0.55 0.59 0.50 0.55 0.50 0.51 0.47 0.43 0.44
岡 山 0.55 0.57 0.57 0.53 0.56 0.45 0.49 0.49 0.41 0.48
広 島 0.74 0.78 0.77 0.76 0.83 0.57 0.58 0.60 0.56 0.63
山 口 0.61 0.61 0.61 0.57 0.63 0.49 0.49 0.44 0.46 0.50

徳 島 0.41 0.48 0.47 0.48 0.48 0.35 0.45 0.41 0.45 0.39
香 川 0.62 0.73 0.71 0.69 0.71 0.55 0.57 0.59 0.56 0.68
愛 媛 0.51 0.52 0.57 0.51 0.55 0.43 0.45 0.46 0.45 0.46
高 知 0.50 0.54 0.64 0.55 0.61 0.49 0.42 0.57 0.58 0.52

福 岡 0.87 0.90 0.93 0.96 0.97 0.66 0.70 0.70 0.73 0.73
佐 賀 0.51 0.49 0.49 0.49 0.56 0.33 0.35 0.39 0.40 0.39
長 崎 0.63 0.69 0.75 0.69 0.72 0.50 0.54 0.59 0.49 0.58
熊 本 0.58 0.64 0.61 0.59 0.58 0.48 0.51 0.48 0.50 0.47
大 分 0.50 0.52 0.54 0.54 0.55 0.45 0.44 0.46 0.42 0.45
宮 崎 0.59 0.67 0.71 0.66 0.66 0.49 0.54 0.53 0.53 0.49
鹿 児 島 0.68 0.66 0.68 0.69 0.72 0.54 0.54 0.56 0.55 0.56
沖 縄 1.11 1.19 1.15 1.26 1.34 1.05 1.11 1.01 1.06 1.17

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに，年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみな
した．1）東京圏から東京圏以外への転入率となる．
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表２－１ 道府県別，東京圏への転出率（総数）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口について 日本人について 総人口について

2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 0.58 0.61 0.60 0.60 0.64 0.65 0.45 0.47 0.46 0.47 0.49 0.51

北 海 道 0.65 0.66 0.65 0.65 0.66 0.66 0.45 0.47 0.47 0.47 0.48 0.49

青 森 0.86 0.86 0.84 0.86 0.87 0.84 0.67 0.67 0.67 0.68 0.69 0.70
岩 手 0.65 0.67 0.64 0.65 0.67 0.66 0.53 0.57 0.56 0.57 0.58 0.59
宮 城 0.94 0.97 0.97 0.96 1.00 1.00 0.71 0.75 0.76 0.76 0.79 0.80
秋 田 0.69 0.68 0.66 0.65 0.66 0.66 0.59 0.61 0.60 0.58 0.59 0.62
山 形 0.61 0.64 0.62 0.63 0.64 0.63 0.55 0.57 0.55 0.56 0.57 0.59
福 島 0.72 0.76 0.77 0.79 0.82 0.82 0.62 0.65 0.64 0.66 0.68 0.71

茨 城 1.14 1.17 1.14 1.15 1.34 1.39 0.95 1.00 0.98 0.98 1.06 1.11
栃 木 0.92 0.98 0.96 0.95 1.18 1.21 0.80 0.86 0.82 0.84 0.92 0.96
群 馬 0.94 0.96 0.96 0.98 1.11 1.12 0.78 0.83 0.82 0.84 0.90 0.92

新 潟 0.67 0.72 0.71 0.72 0.74 0.76 0.58 0.63 0.61 0.63 0.65 0.67
富 山 0.39 0.42 0.42 0.45 0.47 0.48 0.32 0.36 0.37 0.38 0.39 0.38
石 川 0.47 0.51 0.54 0.54 0.56 0.59 0.36 0.38 0.38 0.41 0.43 0.44
福 井 0.33 0.34 0.33 0.33 0.36 0.41 0.24 0.27 0.26 0.27 0.28 0.33

山 梨 1.13 1.18 1.10 1.14 1.23 1.27 0.96 0.99 0.94 0.97 1.04 1.07
長 野 0.76 0.78 0.73 0.74 0.78 0.81 0.64 0.66 0.64 0.66 0.68 0.71
岐 阜 0.30 0.32 0.33 0.31 0.35 0.36 0.22 0.24 0.25 0.26 0.28 0.29
静 岡 0.79 0.82 0.80 0.81 0.85 0.87 0.65 0.67 0.66 0.68 0.70 0.73
愛 知 0.52 0.54 0.53 0.54 0.57 0.61 0.39 0.40 0.40 0.41 0.43 0.47
三 重 0.36 0.39 0.36 0.37 0.39 0.43 0.26 0.28 0.26 0.29 0.30 0.32

滋 賀 0.37 0.39 0.38 0.37 0.40 0.41 0.26 0.27 0.26 0.27 0.29 0.30
京 都 0.50 0.52 0.51 0.53 0.57 0.57 0.35 0.38 0.38 0.39 0.43 0.44
大 阪 0.56 0.58 0.57 0.57 0.60 0.61 0.39 0.41 0.41 0.42 0.44 0.46
兵 庫 0.50 0.51 0.49 0.48 0.50 0.52 0.36 0.38 0.36 0.37 0.39 0.40
奈 良 0.36 0.38 0.36 0.37 0.39 0.40 0.26 0.28 0.27 0.28 0.28 0.29
和 歌 山 0.27 0.28 0.29 0.28 0.29 0.30 0.19 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21

鳥 取 0.35 0.36 0.36 0.37 0.38 0.40 0.25 0.25 0.24 0.28 0.28 0.29
島 根 0.30 0.30 0.31 0.31 0.33 0.35 0.22 0.24 0.25 0.25 0.26 0.28
岡 山 0.36 0.37 0.37 0.38 0.40 0.41 0.27 0.27 0.28 0.30 0.31 0.34
広 島 0.49 0.52 0.50 0.52 0.54 0.55 0.34 0.38 0.36 0.36 0.37 0.41
山 口 0.40 0.43 0.40 0.41 0.43 0.43 0.29 0.31 0.30 0.30 0.31 0.32

徳 島 0.30 0.33 0.32 0.32 0.33 0.34 0.23 0.24 0.24 0.26 0.27 0.27
香 川 0.41 0.44 0.42 0.43 0.46 0.49 0.32 0.33 0.34 0.33 0.34 0.36
愛 媛 0.35 0.38 0.37 0.36 0.37 0.41 0.28 0.29 0.29 0.28 0.29 0.32
高 知 0.35 0.37 0.38 0.39 0.42 0.39 0.27 0.29 0.29 0.31 0.32 0.33

福 岡 0.59 0.62 0.61 0.60 0.64 0.66 0.43 0.45 0.45 0.46 0.49 0.50
佐 賀 0.36 0.36 0.37 0.38 0.39 0.39 0.25 0.26 0.27 0.28 0.29 0.29
長 崎 0.45 0.47 0.45 0.47 0.48 0.48 0.31 0.33 0.32 0.33 0.35 0.37
熊 本 0.42 0.44 0.44 0.43 0.44 0.44 0.30 0.32 0.33 0.34 0.35 0.36
大 分 0.38 0.39 0.38 0.38 0.41 0.42 0.27 0.28 0.30 0.29 0.31 0.33
宮 崎 0.47 0.49 0.47 0.47 0.49 0.50 0.37 0.37 0.39 0.39 0.40 0.41
鹿 児 島 0.48 0.50 0.51 0.48 0.49 0.48 0.34 0.38 0.40 0.38 0.39 0.39
沖 縄 0.72 0.75 0.71 0.77 0.81 0.80 0.58 0.60 0.60 0.64 0.66 0.67

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに年齢不詳を含む．1）東京圏以外から東京圏への転出率となる．
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表２－２ 道府県別，東京圏への転出率（10-19歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 0.57 0.58 0.59 0.57 0.60 0.45 0.47 0.49 0.49 0.53

北 海 道 0.76 0.79 0.82 0.75 0.80 0.53 0.54 0.60 0.59 0.60

青 森 1.86 1.88 1.95 1.88 1.78 1.43 1.44 1.51 1.57 1.69
岩 手 1.32 1.34 1.32 1.29 1.22 1.09 1.12 1.17 1.17 1.16
宮 城 0.80 0.82 0.89 0.84 0.91 0.72 0.78 0.84 0.83 0.81
秋 田 1.74 1.64 1.60 1.47 1.54 1.49 1.53 1.59 1.54 1.46
山 形 1.25 1.32 1.30 1.12 1.15 1.11 1.02 1.11 1.13 1.11
福 島 1.00 0.90 0.95 0.96 1.02 0.83 0.85 0.92 0.94 0.91

茨 城 0.95 0.91 0.96 0.92 1.03 0.73 0.74 0.78 0.77 0.96
栃 木 0.84 0.81 0.84 0.83 1.00 0.76 0.72 0.80 0.76 0.88
群 馬 0.69 0.73 0.74 0.78 0.83 0.60 0.64 0.67 0.70 0.77

新 潟 0.73 0.85 0.88 0.91 0.99 0.72 0.79 0.87 0.86 0.90
富 山 0.38 0.38 0.37 0.41 0.40 0.31 0.42 0.37 0.35 0.40
石 川 0.39 0.45 0.48 0.41 0.50 0.28 0.31 0.36 0.41 0.36
福 井 0.27 0.27 0.25 0.24 0.30 0.23 0.24 0.20 0.28 0.28

山 梨 1.00 1.08 1.04 1.13 1.14 0.73 0.84 0.83 0.79 0.92
長 野 0.88 0.84 0.87 0.86 0.94 0.73 0.79 0.78 0.79 0.89
岐 阜 0.25 0.26 0.29 0.26 0.27 0.20 0.22 0.22 0.25 0.27
静 岡 0.76 0.83 0.80 0.82 0.82 0.62 0.70 0.66 0.67 0.78
愛 知 0.31 0.32 0.34 0.31 0.34 0.27 0.28 0.29 0.29 0.34
三 重 0.31 0.30 0.32 0.33 0.35 0.23 0.27 0.23 0.27 0.29

滋 賀 0.18 0.18 0.22 0.21 0.17 0.17 0.15 0.15 0.15 0.14
京 都 0.25 0.26 0.25 0.25 0.33 0.18 0.20 0.21 0.23 0.28
大 阪 0.26 0.26 0.27 0.25 0.29 0.22 0.23 0.23 0.24 0.27
兵 庫 0.28 0.28 0.29 0.29 0.30 0.21 0.23 0.25 0.24 0.27
奈 良 0.24 0.22 0.25 0.24 0.28 0.19 0.19 0.22 0.19 0.22
和 歌 山 0.18 0.19 0.20 0.22 0.22 0.19 0.16 0.18 0.18 0.19

鳥 取 0.33 0.33 0.34 0.32 0.34 0.25 0.22 0.32 0.34 0.35
島 根 0.37 0.29 0.35 0.37 0.41 0.21 0.31 0.31 0.34 0.30
岡 山 0.25 0.25 0.28 0.29 0.36 0.22 0.24 0.22 0.25 0.31
広 島 0.37 0.40 0.38 0.41 0.42 0.30 0.33 0.33 0.32 0.36
山 口 0.40 0.47 0.39 0.42 0.46 0.34 0.37 0.37 0.34 0.39

徳 島 0.24 0.25 0.28 0.27 0.30 0.17 0.24 0.20 0.28 0.24
香 川 0.36 0.36 0.43 0.41 0.46 0.35 0.34 0.37 0.35 0.37
愛 媛 0.39 0.42 0.45 0.45 0.44 0.32 0.32 0.35 0.30 0.45
高 知 0.47 0.51 0.47 0.47 0.63 0.32 0.35 0.37 0.37 0.48

福 岡 0.49 0.50 0.50 0.50 0.51 0.35 0.37 0.40 0.40 0.46
佐 賀 0.56 0.55 0.64 0.58 0.56 0.35 0.34 0.40 0.36 0.41
長 崎 0.79 0.83 0.85 0.80 0.77 0.46 0.48 0.55 0.49 0.58
熊 本 0.61 0.70 0.74 0.61 0.65 0.36 0.38 0.45 0.43 0.48
大 分 0.42 0.45 0.41 0.37 0.46 0.33 0.30 0.38 0.33 0.38
宮 崎 1.01 1.17 1.09 0.96 1.05 0.62 0.73 0.78 0.71 0.67
鹿 児 島 1.10 1.17 1.21 1.08 1.01 0.64 0.70 0.84 0.78 0.65
沖 縄 0.86 0.96 0.78 0.93 0.83 0.65 0.70 0.70 0.73 0.71

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに，年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみな
した．1）東京圏以外から東京圏への転出率となる．
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表２－３ 道府県別，東京圏への転出率（20-29歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 2.33 2.52 2.53 2.62 2.91 1.99 2.19 2.24 2.38 2.61

北 海 道 2.60 2.74 2.74 2.77 2.87 1.99 2.17 2.24 2.30 2.48

青 森 3.40 3.53 3.42 3.80 3.76 3.67 3.84 4.03 4.25 4.31
岩 手 2.94 2.93 3.08 3.17 3.33 2.86 3.15 3.36 3.57 3.55
宮 城 3.28 3.47 3.50 3.62 3.97 2.88 3.15 3.18 3.37 3.69
秋 田 3.29 3.45 3.41 3.62 3.73 3.72 3.97 3.92 4.31 4.49
山 形 2.94 3.14 3.11 3.37 3.43 3.23 3.64 3.51 3.65 3.86
福 島 3.05 3.32 3.41 3.45 3.75 3.37 3.70 3.74 3.91 4.33

茨 城 4.56 4.84 4.92 5.00 6.28 4.49 4.92 5.09 5.35 6.09
栃 木 3.66 4.08 4.08 4.14 5.47 3.96 4.47 4.28 4.60 5.30
群 馬 4.13 4.38 4.56 4.60 5.19 4.26 4.71 4.71 4.92 5.17

新 潟 3.25 3.57 3.60 3.80 4.03 3.30 3.71 3.72 3.95 4.32
富 山 1.69 2.11 1.95 2.24 2.35 1.83 2.08 2.24 2.38 2.41
石 川 1.94 2.24 2.36 2.52 2.63 1.75 1.95 1.86 2.26 2.41
福 井 1.49 1.66 1.67 1.69 2.01 1.19 1.43 1.50 1.50 1.87

山 梨 4.93 5.17 5.15 5.39 6.09 5.09 5.39 5.37 5.62 6.19
長 野 3.43 3.82 3.68 3.67 4.14 3.47 3.81 3.85 3.92 4.20
岐 阜 1.43 1.62 1.69 1.57 1.88 1.10 1.35 1.38 1.47 1.66
静 岡 3.19 3.50 3.46 3.63 3.94 3.05 3.33 3.37 3.60 3.89
愛 知 1.61 1.82 1.81 1.87 2.20 1.33 1.42 1.52 1.62 1.91
三 重 1.48 1.68 1.59 1.62 1.87 1.18 1.26 1.29 1.43 1.59

滋 賀 1.48 1.72 1.74 1.80 1.92 1.07 1.10 1.22 1.39 1.49
京 都 2.19 2.33 2.43 2.49 2.70 1.50 1.69 1.83 1.87 2.25
大 阪 1.99 2.13 2.12 2.24 2.43 1.34 1.48 1.58 1.65 1.87
兵 庫 1.88 2.00 2.07 2.13 2.35 1.30 1.42 1.49 1.61 1.79
奈 良 1.70 1.87 1.83 1.93 2.14 1.12 1.28 1.29 1.41 1.51
和 歌 山 1.28 1.45 1.43 1.47 1.60 0.90 1.08 1.15 1.13 1.17

鳥 取 1.59 1.73 1.63 1.82 2.07 1.22 1.38 1.22 1.42 1.66
島 根 1.49 1.60 1.64 1.65 1.79 1.14 1.43 1.43 1.50 1.57
岡 山 1.43 1.55 1.56 1.66 1.75 1.12 1.20 1.24 1.41 1.65
広 島 1.86 1.99 2.02 2.15 2.25 1.37 1.50 1.56 1.57 1.86
山 口 1.96 2.05 2.01 2.13 2.19 1.47 1.65 1.68 1.85 1.82

徳 島 1.45 1.57 1.63 1.66 1.75 1.27 1.27 1.23 1.46 1.57
香 川 1.54 1.82 1.75 1.86 2.11 1.38 1.51 1.54 1.53 1.74
愛 媛 1.54 1.76 1.75 1.83 1.98 1.32 1.39 1.55 1.59 1.74
高 知 1.91 2.07 2.22 2.31 2.22 1.65 1.78 1.82 1.96 2.12

福 岡 2.21 2.42 2.42 2.45 2.73 1.56 1.77 1.80 2.01 2.20
佐 賀 1.52 1.61 1.67 1.88 1.98 1.14 1.37 1.42 1.50 1.61
長 崎 1.87 2.01 1.93 2.13 2.16 1.46 1.63 1.65 1.72 1.93
熊 本 1.77 1.91 1.92 2.02 2.17 1.40 1.56 1.59 1.76 1.99
大 分 1.77 1.84 1.90 1.97 2.18 1.30 1.48 1.63 1.61 1.89
宮 崎 2.04 2.12 2.22 2.38 2.56 1.83 2.01 2.18 2.25 2.49
鹿 児 島 1.97 2.08 2.21 2.20 2.31 1.51 1.79 1.85 1.97 1.98
沖 縄 2.36 2.46 2.61 2.72 3.00 2.15 2.31 2.39 2.60 2.77

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに，年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみな
した．1）東京圏以外から東京圏への転出率となる．
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表２－４ 道府県別，東京圏への転出率（30-39歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 0.85 0.90 0.88 0.90 1.00 0.77 0.79 0.78 0.78 0.86

北 海 道 0.91 0.92 0.94 0.94 0.97 0.79 0.82 0.79 0.80 0.83

青 森 1.00 1.01 0.98 0.99 1.12 0.82 0.83 0.83 0.76 0.90
岩 手 0.70 0.83 0.75 0.77 0.81 0.64 0.73 0.67 0.68 0.80
宮 城 1.33 1.36 1.42 1.41 1.44 1.13 1.18 1.22 1.17 1.28
秋 田 0.77 0.76 0.76 0.73 0.75 0.70 0.73 0.73 0.62 0.75
山 形 0.64 0.65 0.70 0.73 0.74 0.64 0.64 0.57 0.66 0.71
福 島 0.95 1.00 0.96 1.02 1.09 0.78 0.82 0.81 0.77 0.87

茨 城 1.75 1.85 1.82 1.85 2.31 1.67 1.77 1.67 1.68 1.86
栃 木 1.34 1.49 1.44 1.46 2.05 1.22 1.34 1.26 1.29 1.55
群 馬 1.47 1.45 1.47 1.56 1.93 1.27 1.30 1.33 1.33 1.60

新 潟 0.85 0.90 0.86 0.89 0.94 0.81 0.87 0.79 0.84 0.86
富 山 0.57 0.60 0.65 0.69 0.75 0.54 0.56 0.62 0.61 0.62
石 川 0.67 0.69 0.75 0.75 0.89 0.60 0.62 0.64 0.67 0.75
福 井 0.45 0.49 0.43 0.53 0.62 0.39 0.41 0.42 0.47 0.55

山 梨 1.61 1.76 1.62 1.61 1.88 1.50 1.52 1.41 1.46 1.69
長 野 1.03 1.05 0.95 1.03 1.10 0.95 0.93 0.93 0.96 1.00
岐 阜 0.43 0.47 0.48 0.48 0.53 0.41 0.39 0.41 0.45 0.48
静 岡 1.15 1.17 1.21 1.21 1.33 1.05 1.04 1.06 1.06 1.12
愛 知 0.85 0.87 0.87 0.92 1.02 0.75 0.76 0.74 0.77 0.87
三 重 0.57 0.61 0.59 0.61 0.67 0.46 0.49 0.47 0.50 0.55

滋 賀 0.54 0.57 0.50 0.50 0.60 0.47 0.47 0.44 0.43 0.51
京 都 0.78 0.79 0.80 0.85 0.87 0.72 0.74 0.71 0.77 0.80
大 阪 0.96 1.05 1.03 1.02 1.10 0.82 0.86 0.87 0.86 0.93
兵 庫 0.81 0.84 0.75 0.77 0.84 0.74 0.77 0.73 0.71 0.75
奈 良 0.58 0.59 0.50 0.60 0.59 0.51 0.57 0.55 0.52 0.56
和 歌 山 0.38 0.38 0.43 0.41 0.50 0.37 0.40 0.41 0.42 0.40

鳥 取 0.48 0.51 0.51 0.52 0.55 0.45 0.41 0.41 0.55 0.51
島 根 0.39 0.42 0.45 0.41 0.51 0.43 0.39 0.43 0.36 0.53
岡 山 0.56 0.57 0.57 0.55 0.63 0.54 0.48 0.55 0.53 0.58
広 島 0.75 0.82 0.75 0.78 0.86 0.64 0.72 0.66 0.67 0.73
山 口 0.55 0.58 0.54 0.58 0.65 0.50 0.54 0.49 0.45 0.53

徳 島 0.43 0.50 0.45 0.46 0.49 0.37 0.47 0.46 0.44 0.54
香 川 0.59 0.68 0.65 0.68 0.79 0.58 0.62 0.61 0.60 0.67
愛 媛 0.53 0.56 0.54 0.52 0.61 0.51 0.55 0.51 0.46 0.54
高 知 0.42 0.41 0.54 0.49 0.51 0.42 0.47 0.46 0.55 0.47

福 岡 0.82 0.87 0.88 0.86 0.97 0.80 0.82 0.81 0.81 0.85
佐 賀 0.39 0.45 0.39 0.41 0.46 0.41 0.43 0.39 0.41 0.40
長 崎 0.59 0.65 0.59 0.64 0.71 0.51 0.55 0.48 0.55 0.61
熊 本 0.57 0.54 0.53 0.53 0.54 0.52 0.55 0.50 0.53 0.51
大 分 0.47 0.52 0.50 0.50 0.53 0.43 0.46 0.47 0.43 0.48
宮 崎 0.52 0.53 0.46 0.56 0.56 0.53 0.45 0.51 0.53 0.57
鹿 児 島 0.54 0.58 0.58 0.60 0.61 0.53 0.56 0.58 0.50 0.61
沖 縄 0.91 1.00 0.91 1.06 1.06 0.86 0.91 0.87 0.95 0.99

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに，年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみな
した．1）東京圏以外から東京圏への転出率となる．
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表３－１ 道府県別，東京圏に対する転入超過率（総数）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口について 日本人について 総人口について

2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） -0.11 -0.12 -0.12 -0.12 -0.12 -0.14 -0.13 -0.14 -0.14 -0.15 -0.15 -0.17

北 海 道 -0.13 -0.13 -0.11 -0.10 -0.10 -0.11 -0.14 -0.14 -0.14 -0.15 -0.14 -0.15

青 森 -0.24 -0.23 -0.23 -0.25 -0.26 -0.23 -0.30 -0.31 -0.30 -0.31 -0.31 -0.33
岩 手 -0.12 -0.14 -0.14 -0.18 -0.16 -0.15 -0.17 -0.21 -0.22 -0.23 -0.22 -0.24
宮 城 -0.12 -0.16 -0.18 -0.19 -0.20 -0.23 -0.19 -0.25 -0.26 -0.27 -0.28 -0.30
秋 田 -0.22 -0.21 -0.19 -0.18 -0.18 -0.19 -0.26 -0.27 -0.26 -0.27 -0.27 -0.30
山 形 -0.17 -0.18 -0.17 -0.18 -0.17 -0.17 -0.21 -0.23 -0.21 -0.25 -0.24 -0.24
福 島 -0.08 -0.12 -0.17 -0.24 -0.22 -0.20 -0.23 -0.25 -0.26 -0.28 -0.27 -0.30

茨 城 -0.16 -0.16 -0.14 -0.11 -0.18 -0.24 -0.20 -0.23 -0.23 -0.21 -0.23 -0.28
栃 木 -0.10 -0.17 -0.16 -0.11 -0.23 -0.26 -0.20 -0.25 -0.23 -0.22 -0.24 -0.30
群 馬 -0.14 -0.13 -0.15 -0.14 -0.09 -0.09 -0.21 -0.22 -0.22 -0.24 -0.23 -0.21

新 潟 -0.16 -0.20 -0.20 -0.22 -0.21 -0.22 -0.21 -0.27 -0.25 -0.27 -0.27 -0.31
富 山 -0.05 -0.06 -0.05 -0.08 -0.07 -0.10 -0.09 -0.10 -0.12 -0.12 -0.12 -0.13
石 川 -0.06 -0.08 -0.12 -0.09 -0.09 -0.14 -0.08 -0.10 -0.09 -0.12 -0.12 -0.14
福 井 -0.10 -0.10 -0.10 -0.10 -0.11 -0.15 -0.09 -0.12 -0.08 -0.10 -0.10 -0.15

山 梨 -0.24 -0.26 -0.17 -0.19 -0.22 -0.26 -0.30 -0.31 -0.28 -0.29 -0.31 -0.33
長 野 -0.11 -0.08 -0.08 -0.09 -0.10 -0.12 -0.12 -0.13 -0.13 -0.15 -0.15 -0.19
岐 阜 -0.07 -0.09 -0.11 -0.09 -0.11 -0.11 -0.06 -0.09 -0.09 -0.10 -0.11 -0.12
静 岡 -0.13 -0.13 -0.13 -0.11 -0.10 -0.12 -0.19 -0.20 -0.20 -0.18 -0.17 -0.21
愛 知 -0.08 -0.07 -0.08 -0.09 -0.08 -0.12 -0.10 -0.10 -0.11 -0.11 -0.11 -0.15
三 重 -0.07 -0.08 -0.06 -0.07 -0.06 -0.08 -0.08 -0.09 -0.08 -0.10 -0.10 -0.12

滋 賀 -0.08 -0.13 -0.10 -0.07 -0.06 -0.07 -0.07 -0.10 -0.08 -0.08 -0.07 -0.09
京 都 -0.11 -0.11 -0.10 -0.12 -0.12 -0.12 -0.07 -0.08 -0.09 -0.09 -0.11 -0.11
大 阪 -0.13 -0.13 -0.12 -0.12 -0.13 -0.13 -0.12 -0.13 -0.13 -0.12 -0.13 -0.14
兵 庫 -0.15 -0.15 -0.14 -0.14 -0.14 -0.16 -0.11 -0.13 -0.12 -0.13 -0.13 -0.14
奈 良 -0.11 -0.11 -0.11 -0.12 -0.13 -0.14 -0.08 -0.09 -0.09 -0.09 -0.09 -0.11
和 歌 山 -0.08 -0.10 -0.10 -0.11 -0.11 -0.11 -0.07 -0.08 -0.10 -0.09 -0.09 -0.08

鳥 取 -0.08 -0.07 -0.07 -0.10 -0.11 -0.11 -0.07 -0.07 -0.05 -0.11 -0.11 -0.10
島 根 -0.04 -0.03 -0.05 -0.05 -0.05 -0.08 -0.04 -0.05 -0.07 -0.09 -0.09 -0.10
岡 山 -0.06 -0.07 -0.08 -0.10 -0.10 -0.11 -0.07 -0.07 -0.08 -0.11 -0.12 -0.14
広 島 -0.09 -0.11 -0.09 -0.12 -0.13 -0.13 -0.10 -0.13 -0.12 -0.11 -0.12 -0.15
山 口 -0.07 -0.12 -0.07 -0.10 -0.11 -0.10 -0.08 -0.11 -0.10 -0.10 -0.10 -0.11

徳 島 -0.07 -0.08 -0.08 -0.07 -0.08 -0.10 -0.08 -0.08 -0.08 -0.08 -0.09 -0.12
香 川 -0.06 -0.07 -0.08 -0.08 -0.09 -0.13 -0.08 -0.10 -0.11 -0.11 -0.11 -0.11
愛 媛 -0.08 -0.10 -0.10 -0.10 -0.10 -0.12 -0.10 -0.10 -0.12 -0.10 -0.10 -0.13
高 知 -0.08 -0.09 -0.08 -0.10 -0.11 -0.10 -0.08 -0.11 -0.08 -0.10 -0.11 -0.13

福 岡 -0.10 -0.11 -0.10 -0.09 -0.11 -0.13 -0.13 -0.13 -0.13 -0.14 -0.15 -0.17
佐 賀 -0.08 -0.10 -0.11 -0.11 -0.12 -0.09 -0.08 -0.11 -0.09 -0.10 -0.10 -0.10
長 崎 -0.10 -0.12 -0.08 -0.09 -0.10 -0.11 -0.10 -0.11 -0.09 -0.11 -0.12 -0.13
熊 本 -0.10 -0.11 -0.12 -0.11 -0.11 -0.12 -0.09 -0.10 -0.13 -0.12 -0.13 -0.14
大 分 -0.09 -0.10 -0.09 -0.08 -0.08 -0.09 -0.07 -0.09 -0.09 -0.09 -0.11 -0.13
宮 崎 -0.11 -0.12 -0.08 -0.12 -0.12 -0.12 -0.12 -0.14 -0.14 -0.15 -0.14 -0.14
鹿 児 島 -0.08 -0.10 -0.12 -0.08 -0.09 -0.07 -0.08 -0.12 -0.15 -0.11 -0.11 -0.11
沖 縄 -0.02 -0.05 -0.03 -0.08 -0.09 -0.04 -0.04 -0.05 -0.05 -0.09 -0.09 -0.07

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母ともに年齢不詳を含む．－（マイナス）は転出超過を意味する．1）東京圏以外の東京圏に対する
転入超過率．
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表３－２ 道府県別，東京圏に対する転入超過率（10-19歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） -0.35 -0.35 -0.36 -0.34 -0.34 -0.29 -0.31 -0.33 -0.33 -0.34

北 海 道 -0.31 -0.30 -0.32 -0.23 -0.26 -0.29 -0.27 -0.33 -0.34 -0.30

青 森 -1.29 -1.31 -1.37 -1.31 -1.24 -1.15 -1.18 -1.22 -1.26 -1.35
岩 手 -1.07 -1.08 -1.05 -1.06 -0.93 -0.86 -0.94 -0.95 -0.97 -0.94
宮 城 -0.40 -0.47 -0.51 -0.46 -0.47 -0.46 -0.56 -0.61 -0.60 -0.57
秋 田 -1.41 -1.32 -1.27 -1.15 -1.23 -1.24 -1.23 -1.29 -1.27 -1.27
山 形 -1.03 -1.07 -1.05 -0.86 -0.82 -0.93 -0.83 -0.95 -0.92 -0.83
福 島 -0.75 -0.65 -0.68 -0.73 -0.70 -0.64 -0.64 -0.76 -0.77 -0.66

茨 城 -0.46 -0.42 -0.43 -0.40 -0.44 -0.36 -0.39 -0.41 -0.41 -0.51
栃 木 -0.47 -0.49 -0.51 -0.48 -0.53 -0.50 -0.44 -0.56 -0.48 -0.55
群 馬 -0.36 -0.38 -0.38 -0.42 -0.35 -0.35 -0.37 -0.42 -0.44 -0.43

新 潟 -0.48 -0.56 -0.62 -0.64 -0.73 -0.55 -0.63 -0.73 -0.69 -0.72
富 山 -0.25 -0.24 -0.23 -0.28 -0.29 -0.22 -0.32 -0.27 -0.23 -0.29
石 川 -0.16 -0.12 -0.22 -0.14 -0.18 -0.12 -0.16 -0.20 -0.23 -0.16
福 井 -0.20 -0.21 -0.15 -0.15 -0.22 -0.16 -0.17 -0.12 -0.20 -0.20

山 梨 -0.44 -0.54 -0.44 -0.49 -0.41 -0.40 -0.44 -0.46 -0.45 -0.43
長 野 -0.63 -0.56 -0.60 -0.55 -0.64 -0.55 -0.57 -0.56 -0.59 -0.66
岐 阜 -0.16 -0.18 -0.20 -0.17 -0.16 -0.12 -0.15 -0.14 -0.17 -0.18
静 岡 -0.40 -0.40 -0.38 -0.38 -0.33 -0.42 -0.49 -0.46 -0.46 -0.53
愛 知 -0.19 -0.20 -0.21 -0.19 -0.19 -0.17 -0.17 -0.19 -0.19 -0.20
三 重 -0.17 -0.15 -0.22 -0.23 -0.23 -0.13 -0.16 -0.14 -0.20 -0.20

滋 賀 -0.00 -0.02 -0.07 -0.06 0.03 -0.09 -0.08 -0.08 -0.07 -0.03
京 都 0.01 0.02 0.02 0.01 -0.01 -0.02 0.01 0.00 -0.04 -0.02
大 阪 -0.13 -0.12 -0.12 -0.13 -0.15 -0.11 -0.11 -0.12 -0.12 -0.14
兵 庫 -0.15 -0.14 -0.16 -0.17 -0.15 -0.08 -0.11 -0.14 -0.12 -0.14
奈 良 -0.10 -0.06 -0.07 -0.11 -0.14 -0.05 -0.04 -0.06 -0.04 -0.07
和 歌 山 -0.11 -0.14 -0.15 -0.18 -0.15 -0.15 -0.12 -0.14 -0.12 -0.14

鳥 取 -0.21 -0.19 -0.23 -0.18 -0.21 -0.15 -0.11 -0.23 -0.24 -0.27
島 根 -0.25 -0.13 -0.18 -0.21 -0.22 -0.11 -0.17 -0.19 -0.25 -0.16
岡 山 -0.15 -0.15 -0.18 -0.21 -0.21 -0.10 -0.14 -0.14 -0.16 -0.24
広 島 -0.23 -0.26 -0.24 -0.27 -0.24 -0.19 -0.24 -0.23 -0.22 -0.23
山 口 -0.24 -0.29 -0.19 -0.25 -0.25 -0.21 -0.22 -0.23 -0.22 -0.25

徳 島 -0.16 -0.16 -0.18 -0.14 -0.22 -0.10 -0.17 -0.14 -0.20 -0.20
香 川 -0.21 -0.22 -0.32 -0.30 -0.31 -0.22 -0.26 -0.28 -0.24 -0.27
愛 媛 -0.27 -0.31 -0.34 -0.35 -0.29 -0.25 -0.23 -0.26 -0.22 -0.35
高 知 -0.33 -0.34 -0.33 -0.29 -0.45 -0.21 -0.23 -0.27 -0.25 -0.36

福 岡 -0.31 -0.29 -0.32 -0.32 -0.28 -0.20 -0.22 -0.25 -0.26 -0.31
佐 賀 -0.47 -0.44 -0.48 -0.44 -0.44 -0.27 -0.27 -0.30 -0.25 -0.29
長 崎 -0.56 -0.61 -0.59 -0.53 -0.57 -0.33 -0.37 -0.41 -0.33 -0.40
熊 本 -0.48 -0.54 -0.59 -0.47 -0.51 -0.24 -0.26 -0.31 -0.31 -0.36
大 分 -0.30 -0.33 -0.29 -0.24 -0.27 -0.21 -0.21 -0.25 -0.22 -0.25
宮 崎 -0.81 -0.91 -0.82 -0.74 -0.78 -0.47 -0.60 -0.62 -0.58 -0.37
鹿 児 島 -0.87 -0.92 -0.98 -0.84 -0.74 -0.48 -0.53 -0.70 -0.59 -0.47
沖 縄 -0.56 -0.68 -0.48 -0.63 -0.52 -0.42 -0.46 -0.46 -0.52 -0.44

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母は年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみなした．
－（マイナス）は転出超過を意味する．1）東京圏以外の東京圏に対する転入超過率．
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表３－３ 道府県別，東京圏に対する転入超過率（20-29歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） -0.81 -0.91 -0.92 -0.97 -1.03 -0.90 -1.04 -1.09 -1.16 -1.26

北 海 道 -1.04 -1.12 -1.06 -1.05 -0.99 -1.00 -1.11 -1.15 -1.13 -1.13

青 森 -1.10 -1.22 -1.10 -1.46 -1.34 -1.94 -2.12 -2.33 -2.41 -2.37
岩 手 -0.99 -0.80 -1.07 -1.31 -1.13 -1.26 -1.58 -1.70 -2.04 -1.71
宮 城 -0.90 -0.96 -0.95 -1.14 -1.28 -1.19 -1.39 -1.38 -1.63 -1.82
秋 田 -1.43 -1.44 -1.32 -1.50 -1.54 -1.99 -2.22 -2.11 -2.58 -2.68
山 形 -1.12 -1.26 -1.24 -1.60 -1.34 -1.59 -1.93 -1.83 -2.09 -2.08
福 島 -0.87 -1.19 -1.41 -1.55 -1.49 -1.67 -1.98 -2.08 -2.23 -2.44

茨 城 -1.49 -1.57 -1.55 -1.49 -2.12 -1.92 -2.09 -2.33 -2.37 -2.73
栃 木 -0.77 -1.13 -1.10 -0.77 -1.69 -1.62 -1.99 -1.88 -1.96 -2.41
群 馬 -1.42 -1.55 -1.77 -1.68 -1.30 -1.99 -2.24 -2.35 -2.35 -2.13

新 潟 -1.34 -1.64 -1.70 -1.90 -1.82 -1.76 -2.12 -2.12 -2.40 -2.62
富 山 -0.51 -0.88 -0.67 -0.90 -0.86 -0.93 -1.04 -1.25 -1.33 -1.25
石 川 -0.79 -1.02 -1.11 -1.22 -1.17 -0.94 -1.06 -0.88 -1.28 -1.31
福 井 -0.71 -0.84 -0.96 -0.86 -1.10 -0.68 -0.86 -0.90 -0.84 -1.21

山 梨 -2.15 -2.29 -1.98 -2.23 -2.45 -2.75 -3.01 -3.03 -3.11 -3.23
長 野 -1.18 -1.35 -1.26 -1.23 -1.44 -1.56 -1.84 -1.89 -1.90 -2.02
岐 阜 -0.61 -0.77 -0.90 -0.78 -0.91 -0.55 -0.74 -0.75 -0.83 -0.95
静 岡 -0.79 -0.90 -0.99 -0.99 -0.96 -1.30 -1.50 -1.56 -1.57 -1.77
愛 知 -0.22 -0.27 -0.29 -0.30 -0.46 -0.41 -0.43 -0.54 -0.54 -0.69
三 重 -0.47 -0.60 -0.47 -0.42 -0.53 -0.55 -0.60 -0.59 -0.74 -0.80

滋 賀 -0.69 -0.89 -0.88 -0.83 -0.55 -0.57 -0.57 -0.64 -0.76 -0.78
京 都 -1.05 -1.12 -1.19 -1.21 -1.13 -0.66 -0.77 -0.90 -0.88 -1.06
大 阪 -0.67 -0.65 -0.62 -0.76 -0.72 -0.48 -0.58 -0.64 -0.63 -0.71
兵 庫 -0.88 -0.90 -1.03 -1.05 -1.14 -0.64 -0.72 -0.77 -0.81 -0.90
奈 良 -0.88 -1.06 -1.01 -1.10 -1.19 -0.64 -0.76 -0.73 -0.83 -0.85
和 歌 山 -0.62 -0.82 -0.79 -0.87 -0.91 -0.45 -0.64 -0.73 -0.71 -0.64

鳥 取 -0.82 -0.86 -0.79 -0.98 -1.06 -0.63 -0.80 -0.55 -0.89 -0.97
島 根 -0.67 -0.78 -0.80 -0.83 -0.85 -0.56 -0.72 -0.77 -0.90 -0.93
岡 山 -0.59 -0.76 -0.75 -0.82 -0.80 -0.54 -0.64 -0.63 -0.85 -0.99
広 島 -0.60 -0.63 -0.66 -0.80 -0.94 -0.66 -0.69 -0.80 -0.75 -1.01
山 口 -0.93 -1.15 -0.95 -1.07 -1.09 -0.77 -0.96 -0.96 -1.03 -1.01

徳 島 -0.66 -0.77 -0.88 -0.89 -0.85 -0.71 -0.77 -0.66 -0.84 -0.91
香 川 -0.52 -0.72 -0.66 -0.74 -1.02 -0.66 -0.76 -0.76 -0.80 -0.93
愛 媛 -0.65 -0.77 -0.81 -0.92 -0.98 -0.72 -0.74 -0.98 -0.91 -1.03
高 知 -0.91 -1.12 -1.15 -1.29 -1.13 -0.87 -1.11 -1.03 -1.27 -1.23

福 岡 -0.76 -0.87 -0.86 -0.82 -1.00 -0.74 -0.86 -0.88 -1.01 -1.11
佐 賀 -0.62 -0.85 -0.99 -0.99 -1.00 -0.53 -0.84 -0.85 -0.87 -0.86
長 崎 -0.77 -0.87 -0.72 -0.90 -0.91 -0.75 -0.85 -0.83 -0.91 -1.04
熊 本 -0.85 -0.95 -0.91 -0.99 -1.01 -0.71 -0.88 -0.93 -1.03 -1.19
大 分 -0.96 -0.90 -0.99 -0.99 -0.95 -0.72 -0.84 -0.91 -0.94 -1.18
宮 崎 -0.70 -0.84 -0.82 -1.04 -1.04 -0.87 -1.18 -1.16 -1.24 -1.37
鹿 児 島 -0.69 -0.70 -0.87 -0.79 -0.78 -0.58 -0.87 -0.98 -0.99 -0.91
沖 縄 -0.55 -0.72 -0.79 -0.77 -0.76 -0.56 -0.59 -0.56 -0.71 -0.70

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母は年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみなした．
－（マイナス）は転出超過を意味する．1）東京圏以外の東京圏に対する転入超過率．
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表３－４ 道府県別，東京圏に対する転入超過率（30-39歳）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口に
ついて 日本人について 総人口に

ついて

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） -0.02 -0.02 -0.01 -0.02 -0.07 -0.08 -0.09 -0.06 -0.07 -0.11

北 海 道 -0.06 -0.03 -0.02 -0.01 -0.00 -0.12 -0.11 -0.05 -0.09 -0.07

青 森 -0.08 -0.01 0.01 -0.01 -0.12 -0.08 -0.08 0.02 -0.01 -0.13
岩 手 0.19 0.04 0.06 0.06 0.10 0.10 0.05 0.03 0.05 -0.07
宮 城 0.06 -0.01 -0.13 -0.10 -0.20 -0.10 -0.17 -0.19 -0.19 -0.29
秋 田 0.06 0.06 0.04 0.07 0.04 0.03 0.03 -0.01 0.07 -0.00
山 形 0.14 0.10 0.10 0.14 0.09 -0.02 0.03 0.16 0.03 0.05
福 島 0.16 0.06 0.07 -0.04 0.01 -0.02 -0.01 0.04 -0.00 -0.01

茨 城 -0.01 -0.06 -0.02 0.06 -0.27 -0.06 -0.18 -0.09 -0.06 -0.13
栃 木 0.06 -0.06 -0.09 -0.09 -0.40 -0.03 -0.11 -0.02 -0.04 -0.21
群 馬 -0.00 0.02 0.02 -0.02 -0.05 -0.13 -0.05 -0.09 -0.12 -0.20

新 潟 0.01 0.04 0.01 0.04 0.00 -0.02 -0.10 -0.03 -0.06 -0.07
富 山 0.06 0.15 0.10 0.01 -0.02 0.03 0.05 -0.02 -0.00 -0.01
石 川 0.11 0.11 0.02 0.14 0.01 0.03 0.03 0.03 0.03 -0.03
福 井 -0.05 -0.01 -0.00 -0.10 -0.11 -0.04 -0.03 -0.02 -0.07 -0.14

山 梨 -0.11 -0.13 -0.02 0.08 -0.08 -0.29 -0.21 0.08 -0.02 -0.13
長 野 0.18 0.22 0.24 0.21 0.17 0.19 0.21 0.22 0.21 0.14
岐 阜 0.00 -0.02 -0.07 -0.03 -0.05 -0.02 -0.01 -0.04 -0.08 -0.11
静 岡 -0.10 -0.08 -0.11 -0.07 -0.13 -0.13 -0.09 -0.09 -0.08 -0.13
愛 知 -0.09 -0.05 -0.07 -0.09 -0.17 -0.12 -0.09 -0.10 -0.10 -0.20
三 重 -0.06 -0.05 -0.03 -0.04 -0.02 -0.07 -0.06 -0.04 -0.04 -0.11

滋 賀 -0.02 -0.09 0.00 0.01 -0.02 -0.02 -0.10 -0.05 -0.04 -0.04
京 都 -0.10 0.00 0.02 -0.08 -0.09 -0.13 -0.08 -0.05 -0.07 -0.12
大 阪 -0.17 -0.20 -0.17 -0.14 -0.17 -0.24 -0.23 -0.23 -0.20 -0.23
兵 庫 -0.16 -0.17 -0.08 -0.11 -0.14 -0.17 -0.18 -0.14 -0.15 -0.15
奈 良 -0.11 -0.11 -0.02 -0.14 -0.07 -0.12 -0.11 -0.13 -0.05 -0.13
和 歌 山 -0.05 -0.03 -0.09 -0.07 -0.11 -0.07 -0.08 -0.07 -0.11 -0.07

鳥 取 0.08 0.02 -0.03 0.03 -0.00 -0.04 0.06 0.03 -0.12 -0.05
島 根 0.13 0.13 0.14 0.09 0.03 0.07 0.12 0.04 0.06 -0.09
岡 山 -0.01 -0.00 -0.00 -0.02 -0.07 -0.09 0.01 -0.06 -0.12 -0.10
広 島 -0.01 -0.04 0.02 -0.02 -0.04 -0.07 -0.15 -0.06 -0.10 -0.10
山 口 0.06 0.03 0.07 -0.02 -0.02 -0.00 -0.05 -0.06 0.00 -0.04

徳 島 -0.02 -0.02 0.02 0.03 -0.01 -0.02 -0.02 -0.06 0.02 -0.14
香 川 0.03 0.05 0.06 0.02 -0.09 -0.03 -0.05 -0.02 -0.05 0.01
愛 媛 -0.02 -0.05 0.03 -0.01 -0.06 -0.08 -0.10 -0.05 -0.01 -0.08
高 知 0.08 0.13 0.11 0.06 0.10 0.07 -0.05 0.11 0.03 0.05

福 岡 0.05 0.04 0.05 0.10 0.00 -0.14 -0.12 -0.11 -0.08 -0.12
佐 賀 0.12 0.04 0.10 0.08 0.10 -0.08 -0.08 0.00 -0.00 -0.01
長 崎 0.05 0.04 0.16 0.06 0.01 -0.01 -0.01 0.11 -0.06 -0.04
熊 本 0.01 0.10 0.08 0.06 0.04 -0.04 -0.04 -0.02 -0.03 -0.04
大 分 0.03 -0.00 0.04 0.04 0.03 0.02 -0.02 -0.01 -0.00 -0.03
宮 崎 0.07 0.13 0.25 0.10 0.11 -0.04 0.08 0.03 -0.00 -0.08
鹿 児 島 0.14 0.07 0.10 0.09 0.11 0.01 -0.02 -0.02 0.04 -0.05
沖 縄 0.21 0.20 0.24 0.20 0.29 0.18 0.20 0.14 0.11 0.18

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
分子，分母は年齢不詳を按分している．分子は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみなした．
－（マイナス）は転出超過を意味する．1）東京圏以外の東京圏に対する転入超過率．
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参考表 道府県別，東京圏からの転出率（総数）：2014～2018年
（％）

道府県

男 女

日本人について 総人口について 日本人について 総人口について

2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年 2014年 2015年 2016年 2017年 2017年 2018年

東 京 圏
以 外 1） 1.195 1.227 1.196 1.194 1.264 1.257 0.854 0.867 0.847 0.852 0.892 0.885

北 海 道 0.076 0.078 0.078 0.078 0.080 0.077 0.051 0.052 0.052 0.051 0.054 0.053

青 森 0.023 0.023 0.022 0.022 0.021 0.021 0.015 0.015 0.015 0.014 0.014 0.014
岩 手 0.019 0.019 0.018 0.017 0.017 0.017 0.014 0.014 0.013 0.013 0.013 0.013
宮 城 0.053 0.052 0.051 0.049 0.050 0.048 0.035 0.034 0.034 0.032 0.033 0.032
秋 田 0.014 0.013 0.013 0.013 0.013 0.012 0.011 0.011 0.010 0.010 0.010 0.009
山 形 0.014 0.015 0.014 0.013 0.014 0.014 0.011 0.011 0.011 0.010 0.011 0.011
福 島 0.036 0.035 0.032 0.030 0.031 0.032 0.023 0.023 0.022 0.021 0.022 0.022

茨 城 0.082 0.085 0.083 0.086 0.096 0.093 0.063 0.064 0.061 0.063 0.067 0.067
栃 木 0.047 0.046 0.045 0.046 0.053 0.052 0.034 0.035 0.033 0.034 0.037 0.036
群 馬 0.045 0.046 0.045 0.046 0.056 0.056 0.032 0.034 0.033 0.033 0.037 0.038

新 潟 0.033 0.034 0.032 0.032 0.033 0.033 0.025 0.024 0.024 0.024 0.024 0.023
富 山 0.010 0.011 0.011 0.011 0.012 0.011 0.007 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008
石 川 0.013 0.014 0.013 0.014 0.015 0.014 0.009 0.009 0.009 0.010 0.010 0.010
福 井 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005 0.003 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004

山 梨 0.021 0.021 0.022 0.022 0.023 0.023 0.016 0.016 0.016 0.016 0.017 0.017
長 野 0.039 0.041 0.038 0.038 0.039 0.039 0.032 0.033 0.031 0.031 0.032 0.031
岐 阜 0.013 0.013 0.012 0.012 0.014 0.014 0.009 0.009 0.009 0.009 0.010 0.009
静 岡 0.070 0.073 0.070 0.072 0.077 0.077 0.050 0.051 0.049 0.052 0.055 0.054
愛 知 0.091 0.097 0.093 0.094 0.102 0.101 0.059 0.062 0.060 0.062 0.066 0.066
三 重 0.015 0.016 0.015 0.015 0.017 0.017 0.010 0.010 0.010 0.010 0.010 0.010

滋 賀 0.011 0.011 0.011 0.012 0.013 0.013 0.008 0.007 0.007 0.008 0.008 0.008
京 都 0.027 0.029 0.028 0.028 0.031 0.030 0.021 0.022 0.022 0.022 0.024 0.024
大 阪 0.102 0.108 0.107 0.106 0.112 0.114 0.070 0.072 0.071 0.074 0.078 0.078
兵 庫 0.053 0.055 0.052 0.051 0.053 0.054 0.041 0.042 0.040 0.040 0.042 0.042
奈 良 0.010 0.010 0.009 0.009 0.010 0.009 0.007 0.008 0.007 0.008 0.008 0.007
和 歌 山 0.005 0.005 0.005 0.004 0.005 0.005 0.004 0.004 0.003 0.003 0.004 0.004

鳥 取 0.004 0.005 0.004 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003
島 根 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003
岡 山 0.016 0.016 0.015 0.014 0.015 0.016 0.012 0.011 0.011 0.010 0.010 0.011
広 島 0.032 0.032 0.032 0.031 0.032 0.032 0.020 0.021 0.020 0.020 0.020 0.021
山 口 0.013 0.012 0.013 0.012 0.012 0.012 0.009 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008

徳 島 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.003
香 川 0.010 0.010 0.009 0.010 0.010 0.010 0.007 0.007 0.007 0.006 0.007 0.007
愛 媛 0.010 0.011 0.010 0.010 0.010 0.010 0.008 0.008 0.007 0.007 0.007 0.008
高 知 0.005 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004 0.004

福 岡 0.068 0.071 0.070 0.070 0.072 0.072 0.047 0.049 0.048 0.048 0.049 0.049
佐 賀 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.006 0.004 0.004 0.004 0.004 0.005 0.005
長 崎 0.013 0.013 0.014 0.014 0.014 0.013 0.009 0.009 0.010 0.009 0.009 0.009
熊 本 0.016 0.016 0.015 0.016 0.016 0.015 0.012 0.012 0.011 0.011 0.011 0.011
大 分 0.009 0.009 0.009 0.009 0.010 0.010 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007 0.007
宮 崎 0.011 0.011 0.012 0.011 0.011 0.011 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008
鹿 児 島 0.018 0.018 0.017 0.018 0.018 0.018 0.014 0.013 0.013 0.013 0.013 0.013
沖 縄 0.028 0.029 0.028 0.028 0.029 0.030 0.022 0.023 0.023 0.023 0.023 0.024

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び
世帯数調査』による．
東京圏から各道府県への転出者数を，東京圏人口で割ったもの．分子，分母は年齢不詳を按分している．分子
は秘匿による「不詳/その他」の移動数を年齢不詳とみなした．1）東京圏から東京圏以外への転出率．
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2018年

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2018年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2018年1月から12月まで

の出生・死亡統計１）（確定数），2018年10月1日現在の日本人人口２）および2018年簡易生命表３）の数

値に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口

再生産率ならびに安定人口諸指標４）である．

以下，これら諸指標の概況を説明した後，2018年の特徴について述べる． （別府志海）

主要結果

2018年の出生数は918,400人であり，前年（2017年）の946,146人に比べ27,746人減少した．出生数

は1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再び

減少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最少を記録した．その後2006年から08年にかけて

ほぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年から再び

減りはじめ，2016年は戦後初めて100万人を下回った．また，普通出生率もほぼ同様の傾向を示し，

1973年の19.4‰から多少の変動はみられるが，一貫した低下傾向が続き2005年には8.4‰まで低下し

た．しかし，2006年には8.7‰と前年に比べ0.3ポイント上昇し，2008年まで緩やかに上昇した後に再

び低下に転じ，2018年は2017年より0.2ポイント低い7.4‰で戦後最低の水準となった．

一方，2018年の死亡数は1,362,470人で，前年の1,340,567人に比べ21,903人増加し，普通死亡率は

11.0‰と前年（10.8‰）に比べ0.2ポイント上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的

な変動はみられるが，概ね増加傾向を示し2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947

年以降）初めて120万人を，2016年には130万人を突破し，2018年は戦後最多を更新した．普通出生率

と普通死亡率の差である自然増加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）になったが2006年はプ

ラス（0.1‰）となった．2007年以後はマイナスが続くとともに水準も拡大して2018年には－3.6‰と

なり，人口減少が緩やかに加速している状況を裏付けている．

標準化人口動態率をみると，2018年の出生率は9.3‰，死亡率は1.6‰となり，前年に比べ出生率は
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1）厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『平成30年 人口動態統計』,2020年．なお，本文

中の出生数・死亡数は，平成30年人口動態統計に掲載された届出漏れを含む改定値による．

2）総務省統計局『人口推計 ―平成30年10月1日現在―』（人口推計資料 No.92），2019年6月．

3）厚生労働省（統計・情報政策、政策評価担当）『平成30年 簡易生命表』，2019年11月．

4）標準化人口動態率は特定の人口を用いて人口の年齢構造による影響を除去した指標であり，人口再生産率は

それを用いずに除去した指標である．さらに安定人口諸指標は，年齢別の出生率・死亡率が人口に与える影響

を抽出した「真の」人口動態率指標である．

各指標の定義および詳細については，次の文献を参照されたい．

1．厚生省人口問題研究所『全国日本人人口の再生産に関する指標（1985年～1990年）』（研究資料第272号），

1992年2月．

2．岡崎陽一『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院，1999年5月．

3．Siegel,JacobS.andDavidA.Swanson(eds.),Themethodsandmaterialsofdemography(Second

edition),ElsevierAcademicPress,2004年．



0.1ポイントの低下，死亡率は同水準となった．これにより2018年の自然増加率は7.8‰となり，前年

と比べ0.1ポイント低下した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は出生率・死

亡率とも水準にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年代半ばから

2000年代半ばまではほぼ同一の水準であったが，それ以降は標準化出生率がほぼ横這いであるのに対

し，普通出生率は低下続けているために乖離が広がっている．死亡率では標準化死亡率が特に1950年

代半ばから現在まで低下傾向であるのに対し，普通死亡率は低下が緩やかであり，さらに1980年代か

らは上昇に転じて両者の差は年を追って拡大している．この両者の差は標準化人口動態率算出に用い

た標準人口と普通動態率算出に用いた人口における年齢構造の相違によるものであり，特に死亡率に

おける両者の差は人口の高齢化に起因する（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1966年は「ひ

のえうま」の迷信による影響から1.58まで低下した．この後，出生率は2.1を上回って推移したが，

1974年には2.05となり人口置換水準（静止粗再生産率）を下回った．その後も長期的な低下傾向が続

き，1990年に公表された1989年の合計特殊出生率が「ひのえうま」を下回ったことは「1.57ショック」

として話題となった．近年では2005年に戦後最低の水準（1.26）となったが，2006年以降は若干の上

昇傾向を示している．2018年の合計特殊出生率は1.42であり，前年（1.43）と比べ0.01低下した．総

再生産率は，戦前から戦後直後まで2を上回る水準にあったが，1950年に2.0の水準を割り込み1950

年代半ばから1970年代半ばまで1.0の水準付近にあった．しかし1974年に1.0を下回ってから2005年の

0.61までほぼ持続的に低下し，その後やや上昇して2018年は0.69の水準にある．純再生産率は，1940

年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～49年も1.7であった．1950年代半ばから1970年代前半まで概ね

1.0の水準で推移した後に低下を始め，1990年に0.74，2005年に0.61まで低下して反転し，2018年は

0.69となっている．総再生産率と比べると純再生産率は1950年以前ではかなり低い水準にあるが，近

年では低死亡率を反映し，2018年は純再生産率と総再生産率がほぼ同一の水準となっている．人口置

換水準は，1940年以前は当時の死亡率が高かったことから2を大きく超えていたが，戦後の急激な死

亡率低下を受けて1960年に2.18へ低下した後も低下の傾向が続き，1980年には2.09と2.10を割り込ん

だ．その後は2000頃まで概ね2.08で推移していたが，2001年以降は2017年を除いて2.07で推移してい

る．この間の細かな上下動は主に出生性比の変動に起因する．

安定人口５）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950年

代の前半に急速に低下し，1950年代後半から1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．

1960年代後半から1970年代前半は，「ひのえうま」の影響から1966年が－11.1‰となった他は0～1

‰の水準であり，静止人口（人口増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半

から増加率はマイナスになっており，2018年には増加率－12.0‰，出生率6.4‰，死亡率18.4‰となっ

ている．これを前年（2017年）と比べると，増加率は0.3，出生率は0.1ポイント低下したのに対し，

死亡率は0.2ポイント上昇している．また，安定人口平均世代間隔は31.6年となり前年より0.1年の伸

びを示している．これは晩産化の影響によるものである（表9）．安定人口の65歳以上割合は2005年

の40.8％をピークに減少し，2018年は38.1％となった．安定人口における65歳以上割合に比べ実際人

口におけるそれが31.4％と低いのは，現実に観察された過去の出生・死亡の影響に他ならない（表10）．
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5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，1950

年と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると出生率低下が新たな局面に入っ

たことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳未満における出生率の大きな低下と30歳以上で

の出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990年以降，30歳代における出生率

の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降になると20歳代の出生率低下は小幅

になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って上昇しており，このことが合計特殊出生率を押し上

げていた．2018年を2017年と比べると，30歳未満では0.011低下しているが30歳以上では0.001の低下

にとどまっており，全体として0.012低下している．

出生順位別合計特殊出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した

後，1990年頃まで緩やかに低下する（表6，表7，図4）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移

するが，第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3

子以上の出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準保っている．

しかし，2005年以降では第3子以上の出生率も若干ながら上昇している．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，なかでも

第1子および第2子の上昇が大きい（表7，図5）．

年齢別死亡率は，前年（2017年）と比べて男性は64歳以下，女性は74歳以下まではほぼ同水準だが，

それより高い年齢では高年齢ほど低下する傾向がみられる．この傾向は男性でより顕著である．最も

変化幅の大きな年齢は男女とも90歳以上であり，男性は0.0047，女性は0.0020の低下であった（表8）．

2018年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少（0～14歳）人口割合は11.1％，老年

（65歳以上）人口割合は35.0％であった（表11）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安
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図１ 年次別人口動態率の普通率および標準化率：1947～2018年



定人口年齢構造の年少人口割合は1.2ポイント小さく，老年人口割合は6.5ポイント大きい．この差は，

前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表1，

参考表2，参考図）．
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2018年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，18年
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2018年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2018

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31

9.40
9.40
9.43
9.53
9.47
9.62
9.52
9.39
9.30

20.28
18.17
15.89

15.41
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.19
4.83
4.66
4.62
4.46
4.21
4.06
3.85
3.74
3.57

3.58
3.45
3.29
3.28
3.16
3.06
2.95
2.83
2.85
2.74

2.73
2.67
2.67
2.63
2.54
2.58
2.43
2.37
2.37
2.37

2.25
2.18
2.13
2.11
2.06
2.07
2.00
1.96
1.94
1.88

1.87
1.94
1.81
1.76
1.72
1.67
1.64
1.61
1.59

14.99
14.19
11.87

15.46
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.07
11.04
11.30
11.46
11.02
10.11
9.59
9.46
9.51
9.50

9.18
9.10
9.46
9.67
9.80
9.47
9.31
9.12
8.81
8.28

8.01
8.11
7.81
7.51
7.88
7.32
7.47
7.28
7.25
6.98

7.26
7.11
7.09
6.88
6.89
6.66
7.06
7.20
7.40
7.43

7.53
7.47
7.62
7.77
7.75
7.94
7.88
7.78
7.71

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.25
42.19
41.15
40.94
40.41

39.43
38.79
39.40
40.02
40.05
38.73
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.38
28.72
28.47
27.80
27.66
26.96
28.00
28.30
28.88
28.77

29.07
29.06
29.13
29.46
29.27
29.72
29.43
29.04
28.75

111.62
100.00
87.45

84.81
68.17
65.76

60.69
42.40
38.57
32.83

28.57
26.59
25.67
25.40
24.53
23.18
22.34
21.18
20.56
19.66

19.71
18.98
18.09
18.03
17.40
16.87
16.23
15.58
15.67
15.09

15.03
14.71
14.68
14.49
14.00
14.21
13.35
13.06
13.06
13.06

12.38
12.00
11.70
11.62
11.35
11.38
11.01
10.79
10.68
10.35

10.32
10.66
9.95
9.69
9.46
9.21
9.05
8.87
8.77

105.66
100.00
83.65

109.00
125.60
126.05

101.86
64.70
54.19
68.89

71.00
77.83
79.66
80.77
77.66
71.25
67.61
66.72
67.05
66.98

64.69
64.17
66.69
68.17
69.07
66.73
65.66
64.30
62.14
58.36

56.46
57.18
55.06
52.93
55.56
51.57
52.65
51.30
51.13
49.21

51.16
50.14
49.96
48.51
48.54
46.92
49.76
50.73
52.18
52.35

53.08
52.63
53.70
54.78
54.63
56.00
55.55
54.88
54.34

34.9
32.4
29.4

34.3
33.5
33.0

28.3
19.5
17.3
18.7

18.8
19.1
19.2
19.3
18.5
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.5
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.6
8.5

8.5
8.3
8.2
8.2
8.0
8.0
7.8
7.6
7.4

20.3
18.2
16.5

14.6
11.9
11.6

10.9
7.8
7.6
7.2

6.9
6.5
6.5
6.5
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.1
8.6
8.6
8.8
9.0
9.0

9.5
9.9
10.0
10.1
10.1
10.3
10.5
10.8
11.0

14.6
14.2
12.9

19.7
21.6
21.4

17.3
11.7
9.7
11.5

11.8
12.6
12.8
12.7
12.0
10.8
10.0
9.4
8.8
8.3

7.3
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6

-1.0
-1.6
-1.7
-1.9
-2.1
-2.3
-2.6
-3.2
-3.6

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口およ
びそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は
総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄
県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2018年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2018

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
�

総
再生産率
GRR
�

純
再生産率
NRR
�

再生産
残存率
�/�
�

人口
置換水準
�/�
�

�-�
�

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67

0.67
0.68
0.68
0.70
0.69
0.71
0.70
0.70
0.69

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66

0.67
0.67
0.68
0.69
0.69
0.70
0.70
0.69
0.69

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.06
2.07

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70

-0.69
-0.68
-0.66
-0.64
-0.65
-0.62
-0.63
-0.64
-0.65

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1

29.5
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.3
30.1

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0

29.4
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.4
30.1

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4

44.0
44.2
44.7
45.4
45.1
46.1
45.7
45.5
45.0

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
x）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2018年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2018

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54

-13.10
-12.87
-12.48
-11.90
-12.03
-11.29
-11.52
-11.68
-11.96

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96

6.11
6.24
6.32
6.49
6.42
6.65
6.56
6.49
6.39

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50

19.21
19.11
18.80
18.39
18.45
17.94
18.09
18.18
18.36

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60

30.68
30.78
30.96
31.11
31.24
31.35
31.45
31.52
31.60

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89

10.10
10.29
10.39
10.63
10.52
10.84
10.71
10.62
10.47

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08

51.41
51.83
51.81
51.98
51.70
51.95
51.76
51.62
51.40

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03

38.49
37.89
37.79
37.38
37.77
37.21
37.52
37.76
38.13

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75

12.57
12.49
12.39
12.29
12.19
11.98
11.87
11.75
11.65

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60

61.43
61.24
60.46
59.62
58.78
58.26
57.71
57.28
56.93

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65

26.00
26.27
27.15
28.09
29.04
29.76
30.42
30.97
31.42
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2018年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2018

年齢

x

�

女性人口

P
F
x

�

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

�

期待女児数

�×�

100,000

�

総数
Bx

�

男
B

M
x

�

女
B

F
x

	

出生率
�/�



女児出生率
	/�
�

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

543,300
559,306
566,249
577,177
577,036

582,648
579,880
574,619
583,744
578,823

565,280
571,519
569,606
580,040
595,738

616,550
635,855
648,729
678,965
702,845

711,932
712,806
722,806
755,286
775,387

808,600
831,462
872,352
912,668
962,781

982,792
961,632
937,256
907,949
895,684

24,639,302

2,823,068
2,899,714
2,882,183
3,282,944
3,678,217
4,387,863
4,685,313

141
468

1,134
2,216
4,819

8,048
11,765
14,742
18,744
23,724

29,394
37,828
46,403
55,739
64,390

67,646
69,688
67,973
66,266
63,333

57,497
49,659
41,345
34,772
27,748

21,030
14,195
8,703
4,899
2,431

933
404
159
58
105

918,400

8,778
77,023
233,754
334,906
211,021
51,258
1,659

79
263
609

1,167
2,492

4,099
6,076
7,528
9,612
12,153

15,062
19,540
23,776
28,774
32,881

34,685
35,755
34,846
33,864
32,650

29,494
25,381
21,304
17,782
14,209

10,715
7,200
4,312
2,488
1,244

459
184
72
32
63

470,851

4,610
39,468
120,033
171,800
108,170
25,959

810

62
205
525

1,049
2,327

3,949
5,689
7,214
9,132
11,571

14,332
18,288
22,627
26,965
31,509

32,961
33,933
33,127
32,402
30,683

28,003
24,278
20,041
16,990
13,539

10,315
6,995
4,391
2,411
1,187

474
220
87
26
42

447,549

4,168
37,555
113,721
163,106
102,851
25,299

849

0.00026
0.00084
0.00200
0.00384
0.00835

0.01381
0.02029
0.02566
0.03211
0.04099

0.05200
0.06619
0.08147
0.09610
0.10808

0.10972
0.10960
0.10478
0.09760
0.09011

0.08076
0.06967
0.05720
0.04604
0.03579

0.02601
0.01707
0.00998
0.00537
0.00252

0.00095
0.00042
0.00017
0.00006
0.00012

1.41590

0.00311
0.02656
0.08110
0.10201
0.05737
0.01168
0.00035

0.00011
0.00037
0.00093
0.00182
0.00403

0.00678
0.00981
0.01255
0.01564
0.01999

0.02535
0.03200
0.03972
0.04649
0.05289

0.05346
0.05337
0.05106
0.04772
0.04366

0.03933
0.03406
0.02773
0.02249
0.01746

0.01276
0.00841
0.00503
0.00264
0.00123

0.00048
0.00023
0.00009
0.00003
0.00005

0.68979

0.00148
0.01295
0.03946
0.04968
0.02796
0.00577
0.00018

99,679
99,668
99,655
99,640
99,623

99,603
99,582
99,561
99,541
99,521

99,500
99,478
99,456
99,431
99,405

99,378
99,349
99,318
99,286
99,252

99,216
99,177
99,136
99,090
99,040

98,985
98,925
98,861
98,790
98,713

98,627
98,532
98,427
98,310
98,182

－

498,265
497,808
497,270
496,583
495,659
494,274
492,078

0.00011
0.00037
0.00092
0.00181
0.00402

0.00675
0.00977
0.01250
0.01557
0.01989

0.02523
0.03183
0.03951
0.04622
0.05258

0.05313
0.05302
0.05072
0.04738
0.04333

0.03903
0.03378
0.02749
0.02229
0.01729

0.01263
0.00832
0.00498
0.00261
0.00122

0.00048
0.00023
0.00009
0.00003
0.00005

0.68515

0.00147
0.01289
0.03924
0.04934
0.02772
0.00570
0.00018

本表の数値は，前掲表1～表3の各指標の2018年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『人口推計』による2018年10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省政
策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）の2018年『人口動態統計』．生残率は，厚生労働省政策統括官
（統計・情報政策、政策評価担当）の『平成30年簡易生命表』によるL

F
x．なお，出生数は母の年齢が15歳未

満のものを15歳に，50歳以上のものを49歳に加え，不詳の出生数については，既知の年齢別数値の割合に応じ
て按分補正したものである．


欄の総数は合計特殊出生率，�欄の総数は総再生産率，�欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2018年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2018

年齢
x 1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合 計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00034

0.00104

0.00303

0.00555

0.01060

0.01658

0.02244

0.02795

0.03547

0.04505

0.05707

0.07034

0.08523

0.09854

0.11035

0.11181

0.11041

0.10528

0.09852

0.09125

0.08169

0.07006

0.05625

0.04485

0.03357

0.02431

0.01533

0.00906

0.00478

0.00219

0.00090

0.00028

0.00014

0.00005

0.00011

1.45040

0.00026

0.00084

0.00200

0.00384

0.00835

0.01381

0.02029

0.02566

0.03211

0.04099

0.05200

0.06619

0.08147

0.09610

0.10808

0.10972

0.10960

0.10478

0.09760

0.09011

0.08076

0.06967

0.05720

0.04604

0.03579

0.02601

0.01707

0.00998

0.00537

0.00252

0.00095

0.00042

0.00017

0.00006

0.00012

1.41590

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2018年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2018

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00026
0.00084
0.00200
0.00384
0.00835

0.01381
0.02029
0.02566
0.03211
0.04099

0.05200
0.06619
0.08147
0.09610
0.10808

0.10972
0.10960
0.10478
0.09760
0.09011

0.08076
0.06967
0.05720
0.04604
0.03579

0.02601
0.01707
0.00998
0.00537
0.00252

0.00095
0.00042
0.00017
0.00006
0.00012

1.41590
31.45

0.00311
0.02656
0.08110
0.10201
0.05737
0.01168
0.00035

0.00026
0.00082
0.00191
0.00344
0.00714

0.01109
0.01481
0.01710
0.02043
0.02580

0.03269
0.04145
0.04997
0.05595
0.05925

0.05466
0.04862
0.04195
0.03596
0.03151

0.02791
0.02321
0.01880
0.01515
0.01193

0.00901
0.00622
0.00376
0.00209
0.00104

0.00040
0.00019
0.00008
0.00004
0.00008

0.67473
30.17

0.00276
0.01784
0.04802
0.04215
0.01922
0.00425
0.00016

0.00000
0.00002
0.00009
0.00039
0.00114

0.00247
0.00484
0.00727
0.00939
0.01189

0.01474
0.01858
0.02359
0.03016
0.03648

0.04069
0.04372
0.04379
0.04121
0.03799

0.03338
0.02896
0.02397
0.01915
0.01514

0.01080
0.00673
0.00386
0.00199
0.00087

0.00030
0.00014
0.00004
0.00002
0.00002

0.51379
32.22

0.00033
0.00717
0.02485
0.04142
0.02391
0.00464
0.00011

－
－

0.00001
0.00001
0.00007

0.00025
0.00061
0.00116
0.00198
0.00283

0.00384
0.00510
0.00644
0.00807
0.00996

0.01170
0.01390
0.01521
0.01619
0.01609

0.01523
0.01339
0.01082
0.00867
0.00627

0.00438
0.00278
0.00158
0.00075
0.00038

0.00017
0.00004
0.00002
0.00000
0.00001

0.17791
33.27

0.00002
0.00136
0.00672
0.01469
0.01077
0.00189
0.00005

－
－
－

0.00000
0.00000

0.00001
0.00003
0.00011
0.00028
0.00041

0.00062
0.00089
0.00117
0.00157
0.00184

0.00211
0.00261
0.00301
0.00325
0.00337

0.00318
0.00304
0.00259
0.00231
0.00170

0.00122
0.00087
0.00049
0.00032
0.00015

0.00005
0.00003
0.00001
－

0.00000

0.03726
34.05

0.00000
0.00017
0.00123
0.00289
0.00254
0.00059
0.00002

－
－
－
－
－

－
0.00000
0.00002
0.00003
0.00006

0.00010
0.00018
0.00030
0.00033
0.00054

0.00056
0.00074
0.00083
0.00098
0.00114

0.00107
0.00107
0.00102
0.00077
0.00075

0.00060
0.00048
0.00029
0.00021
0.00009

0.00003
0.00002
0.00001
－
－

0.01221
35.19

－
0.00002
0.00029
0.00086
0.00093
0.00032
0.00001

表4の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が0を示す．
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2018年

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2018

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

1950
1955

1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

3.65
2.37

2.00
1.96
1.98
2.00
2.05
2.14
1.58
2.23
2.13
2.13

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

0.88
0.72

0.87
0.87
0.90
0.92
0.95
0.99
0.82
1.00
0.97
0.95

0.94
0.93
0.93
0.93
0.91
0.86
0.83
0.79
0.79
0.78

0.79
0.79
0.80
0.81
0.80
0.76
0.74
0.72
0.70
0.67

0.66
0.68
0.68
0.67
0.69
0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.66
0.66
0.66
0.64
0.64
0.62
0.65
0.66
0.67
0.68

0.96
0.60

0.65
0.67
0.68
0.72
0.75
0.81
0.55
0.90
0.84
0.84

0.84
0.86
0.84
0.83
0.80
0.76
0.75
0.74
0.73
0.72

0.69
0.68
0.69
0.70
0.71
0.69
0.67
0.66
0.65
0.61

0.59
0.57
0.56
0.54
0.55
0.52
0.53
0.51
0.51
0.49

0.49
0.48
0.47
0.47
0.48
0.46
0.48
0.48
0.49
0.49

0.61
0.46

0.29
0.26
0.25
0.24
0.24
0.25
0.17
0.26
0.26
0.27

0.28
0.30
0.30
0.31
0.28
0.24
0.23
0.22
0.23
0.23

0.23
0.23
0.24
0.25
0.26
0.26
0.26
0.26
0.26
0.25

0.25
0.24
0.22
0.21
0.21
0.20
0.19
0.18
0.18
0.17

0.16
0.16
0.15
0.14
0.14
0.14
0.15
0.16
0.16
0.16

0.42
0.29

0.11
0.09
0.07
0.07
0.06
0.05
0.04
0.05
0.05
0.05

0.05
0.05
0.05
0.05
0.05
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04
0.04
0.03
0.04
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.03
0.02
0.03
0.03
0.03
0.03

0.78
0.30

0.10
0.08
0.06
0.05
0.04
0.03
0.03
0.02
0.02
0.02

0.02
0.02
0.02
0.02
0.02
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.62
28.85

27.87
27.79
27.70
27.71
27.70
27.70
27.65
27.75
27.77
27.78

27.75
27.74
27.67
27.64
27.54
27.46
27.47
27.56
27.63
27.70

27.75
27.84
27.93
28.03
28.15
28.28
28.40
28.55
28.70
28.84

28.95
29.01
29.11
29.21
29.31
29.39
29.51
29.57
29.62
29.64

29.65
29.66
29.69
29.81
29.91
29.97
30.08
30.22
30.30
30.43

24.83
25.14

25.60
25.75
25.85
25.96
25.96
25.89
25.81
25.87
25.88
25.86

25.82
25.77
25.68
25.63
25.61
25.66
25.74
25.87
25.95
26.02

26.07
26.17
26.25
26.32
26.40
26.52
26.66
26.80
26.92
27.05

27.16
27.24
27.38
27.53
27.66
27.76
27.88
27.94
27.98
27.99

28.00
28.03
28.12
28.33
28.49
28.61
28.71
28.86
28.94
29.12

27.18
27.57

27.98
28.10
28.23
28.39
28.44
28.45
28.51
28.57
28.57
28.51

28.46
28.41
28.36
28.29
28.20
28.15
28.14
28.19
28.26
28.35

28.43
28.53
28.60
28.69
28.76
28.84
28.94
29.05
29.19
29.34

29.47
29.59
29.69
29.80
29.92
30.01
30.15
30.26
30.39
30.49

30.52
30.53
30.57
30.59
30.67
30.72
30.86
31.01
31.08
31.20

29.91
29.95

30.12
30.15
30.22
30.27
30.32
30.42
30.57
30.63
30.71
30.73

30.76
30.72
30.67
30.63
30.59
30.51
30.43
30.39
30.38
30.40

30.50
30.61
30.72
30.86
30.95
31.03
31.13
31.25
31.37
31.52

31.64
31.77
31.89
32.01
32.11
32.16
32.24
32.33
32.40
32.47

32.54
32.59
32.63
32.60
32.58
32.50
32.52
32.56
32.56
32.62

32.31
31.98

32.28
32.29
32.28
32.30
32.29
32.34
32.49
32.50
32.54
32.52

32.55
32.54
32.50
32.45
32.48
32.45
32.34
32.32
32.35
32.28

32.33
32.38
32.48
32.59
32.72
32.83
32.95
33.00
33.22
33.34

33.45
33.55
33.70
33.80
33.89
33.97
34.02
34.06
34.13
34.18

34.29
34.33
34.35
34.33
34.24
34.18
34.10
34.01
33.90
33.87

36.48
35.86

35.88
35.97
36.07
36.01
36.05
35.94
36.09
35.94
35.77
35.66

35.50
35.35
35.37
35.15
35.28
35.25
35.27
35.27
35.17
35.31

35.19
35.14
35.16
35.10
35.06
35.08
35.05
35.24
35.27
35.30

35.35
35.38
35.46
35.56
35.67
35.75
35.74
35.73
35.92
35.82

35.79
35.81
35.94
35.91
35.92
35.84
35.75
35.60
35.52
35.31
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2018年（つづき）

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2018(Con.)

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42

0.68
0.68
0.68
0.69
0.69
0.71
0.70
0.68
0.67

0.50
0.50
0.51
0.52
0.51
0.52
0.52
0.52
0.51

0.17
0.17
0.17
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18

0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

30.52
30.63
30.81
30.96
31.09
31.20
31.30
31.38
31.45

29.26
29.37
29.58
29.75
29.88
30.01
30.08
30.13
30.17

31.24
31.34
31.51
31.68
31.83
31.95
32.04
32.12
32.22

32.65
32.66
32.73
32.80
32.89
33.02
33.13
33.21
33.27

33.78
33.72
33.71
33.74
33.75
33.81
33.91
33.94
34.05

35.16
34.98
34.92
34.87
34.91
34.93
35.00
35.10
35.19

1972年以前は沖縄県を含まない．出生順位別出生率（総数を除く）の1950～64年および1966～67年は5歳階級による．

図５ 出生順位別平均出生年齢：1950～2018年

図４ 出生順位別合計特殊出生率：1950～2018年
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表８ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2018年

Table8.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2018

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90歳以上

124,218,285

4,762,514
5,120,025
5,338,375
5,803,056
5,963,102

5,893,367
6,690,447
7,483,085
8,925,616
9,506,041

8,228,969
7,554,378
7,521,408
9,314,416
8,195,221

6,904,067
5,330,212
3,505,515
2,178,471

1,362,470

2,394
363
463

1,143
2,007

2,217
3,115
4,612
8,341
14,006

19,497
27,391
43,362
86,403
114,567

158,328
225,209
276,778
372,274

0.01097

0.00050
0.00007
0.00009
0.00020
0.00034

0.00038
0.00047
0.00062
0.00093
0.00147

0.00237
0.00363
0.00577
0.00928
0.01398

0.02293
0.04225
0.07895
0.17089

60,454,898

2,439,327
2,621,279
2,732,573
2,979,988
3,063,388

3,011,184
3,407,503
3,804,868
4,537,753
4,820,728

4,150,617
3,779,120
3,714,721
4,506,587
3,850,818

3,089,021
2,187,107
1,222,397
535,919

699,138

1,267
206
266
747

1,407

1,519
2,066
2,956
5,245
8,761

12,588
18,318
30,015
59,962
77,839

101,200
129,667
133,454
111,655

0.01156

0.00052
0.00008
0.00010
0.00025
0.00046

0.00050
0.00061
0.00078
0.00116
0.00182

0.00303
0.00485
0.00808
0.01331
0.02021

0.03276
0.05929
0.10917
0.20834

63,763,387

2,323,187
2,498,746
2,605,802
2,823,068
2,899,714

2,882,183
3,282,944
3,678,217
4,387,863
4,685,313

4,078,352
3,775,258
3,806,687
4,807,829
4,344,403

3,815,046
3,143,105
2,283,118
1,642,552

663,332

1,127
157
197
396
600

698
1,049
1,655
3,095
5,245

6,910
9,073
13,347
26,441
36,728

57,128
95,542
143,323
260,620

0.01040

0.00049
0.00006
0.00008
0.00014
0.00021

0.00024
0.00032
0.00045
0.00071
0.00112

0.00169
0.00240
0.00351
0.00550
0.00845

0.01497
0.03040
0.06278
0.15867

本表の数値は，前掲表1の標準化死亡率の2018年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『人口推計』による2018年10月1日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省政策統

括官（統計・情報政策、政策評価担当）の2018年『人口動態統計』による．なお，死亡数は年齢不詳分を既知
の男女年齢別数値の割合に応じて按分補正したものである．

表９ 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2018年，2017年

Table9.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2018,2017

安定人口指標 2018年 2017年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-0.01196

0.00639

0.01836

31.60238

44.57772

31.44971

-0.01168

0.00649

0.01818

31.52252

44.54215

31.37222

-0.00028

-0.00010

0.00018

0.07986

0.03556

0.07748
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表10 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2018年

Table10.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2018

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00642
0.00649
0.00657
0.00665
0.00673

0.00681
0.00689
0.00697
0.00706
0.00714

0.00723
0.00731
0.00740
0.00749
0.00758

0.00767
0.00776
0.00785
0.00795
0.00804

0.00814
0.00823
0.00833
0.00843
0.00853

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00863
0.00873
0.00883
0.00894
0.00904

0.00915
0.00926
0.00936
0.00947
0.00958

0.00970
0.00981
0.00992
0.01004
0.01015

0.01027
0.01039
0.01051
0.01062
0.01074

0.01086
0.01098
0.01110
0.01122
0.01135

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01147
0.01159
0.01171
0.01183
0.01195

0.01207
0.01218
0.01230
0.01242
0.01254

0.01265
0.01276
0.01287
0.01298
0.01309

0.01319
0.01329
0.01338
0.01347
0.01354

0.01361
0.01368
0.01373
0.01377
0.01380

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01381
0.01380
0.01377
0.01372
0.01363

0.01350
0.01334
0.01313
0.01286
0.01254

0.01214
0.01168
0.01114
0.01053
0.00984

0.00909
0.00828
0.00742
0.00654
0.00564

0.00474
0.00388
0.00308
0.00237
0.00177
0.00357

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.03286
0.03487
0.03701
0.03927
0.04165

0.04417
0.04683
0.04962
0.05253
0.05552

0.05853
0.06151
0.06436
0.06687
0.06859

0.06874
0.06537
0.05533
0.03698
0.01584

0.00357

1.00000
0.10474
0.51399
0.38127

表11 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2018年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2018
（％）

年齢

Age

x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

3.47
3.68
3.91
4.15
4.40

4.66
4.94
5.23
5.53
5.84

6.14
6.42
6.66
6.82
6.83

6.60
5.96
4.66
2.81
1.08
0.22

11.07
53.96
34.98

48.61

1.78
1.89
2.01
2.13
2.26

2.39
2.53
2.68
2.83
2.98

3.13
3.26
3.35
3.38
3.30

3.07
2.60
1.82
0.91
0.27
0.04

5.68
27.54
15.38

51.39

1.69
1.79
1.90
2.02
2.14

2.27
2.41
2.55
2.70
2.85

3.01
3.16
3.31
3.44
3.52

3.53
3.36
2.84
1.90
0.81
0.18

5.38
26.41
19.59

100.00

3.83
4.12
4.30
4.67
4.80

4.74
5.39
6.02
7.19
7.65

6.62
6.08
6.05
7.50
6.60

5.56
4.29
2.82
1.35
0.35
0.06

12.25
59.23
28.52

48.67

1.96
2.11
2.20
2.40
2.47

2.42
2.74
3.06
3.65
3.88

3.34
3.04
2.99
3.63
3.10

2.49
1.76
0.98
0.36
0.06
0.01

6.27
30.00
12.39

51.33

1.87
2.01
2.10
2.27
2.33

2.32
2.64
2.96
3.53
3.77

3.28
3.04
3.06
3.87
3.50

3.07
2.53
1.84
0.98
0.29
0.05

5.98
29.22
16.13

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『人口推計』による2018年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2018年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290

2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390

2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490

2500
2600
2700
2800
2900

3000

-3.61
-4.08
-4.52

-7.93
-10.19
-10.89
-12.80
-13.10
-12.04
-12.01

-11.94
-11.95
-11.97
-11.97
-11.95
-11.96
-11.97
-11.96
-11.96
-11.97

-11.96
-11.96
-11.97
-11.96
-11.96
-11.97
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96

-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96

-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96

-11.96
-11.96
-11.96
-11.96
-11.96

-11.96

7.50
7.39
7.30

6.96
6.73
6.64
6.64
6.72
6.75
6.75

6.76
6.75
6.75
6.76
6.75
6.75
6.76
6.75
6.75
6.75

6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75

6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75

6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75
6.75

6.75
6.75
6.75
6.75
6.75

6.75

11.11
11.47
11.82

14.89
16.92
17.53
19.44
19.82
18.78
18.76

18.70
18.70
18.72
18.73
18.71
18.72
18.73
18.71
18.71
18.72

18.72
18.71
18.72
18.72
18.71
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72

18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72

18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72
18.72

18.72
18.72
18.72
18.72
18.72

18.72

126,443
125,987
125,474

117,959
107,717
96,943
86,259
75,592
66,683
59,153

52,467
46,561
41,314
36,651
32,519
28,854
25,599
22,712
20,152
17,879

15,863
14,075
12,487
11,079
9,830
8,722
7,738
6,865
6,091
5,404

4,795
4,254
3,775
3,349
2,971
2,636
2,339
2,075
1,841
1,634

1,449
1,286
1,141
1,012
898
797
707
627
557
494

438
132
40
12
4

1

12.19
12.11
12.04

11.37
11.07
10.90
10.85
11.01
11.07
11.06

11.07
11.07
11.06
11.06
11.07
11.06
11.06
11.07
11.07
11.06

11.07
11.07
11.06
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07

11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07

11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07
11.07

11.07
11.07
11.07
11.07
11.07

11.07

59.67
59.43
59.18

57.97
54.67
52.96
53.14
53.59
53.95
53.98

53.96
53.94
53.96
53.96
53.94
53.95
53.96
53.94
53.95
53.96

53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95

53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95

53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95
53.95

53.95
53.95
53.95
53.95
53.95

53.95

28.14
28.47
28.78

30.66
34.26
36.14
36.01
35.41
34.98
34.97

34.97
34.99
34.98
34.98
34.99
34.99
34.98
34.99
34.99
34.98

34.98
34.99
34.98
34.98
34.99
34.98
34.98
34.99
34.98
34.98

34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98

34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98
34.98

34.98
34.98
34.98
34.98
34.98

34.98

14.22
14.66
14.86

18.61
18.81
21.74
22.94
21.64
21.39
21.33

21.30
21.34
21.36
21.33
21.33
21.35
21.34
21.33
21.35
21.34

21.33
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34

21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34

21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34
21.34

21.34
21.34
21.34
21.34
21.34

21.34

94.80
94.76
94.72

94.29
94.01
94.03
93.43
93.70
94.25
94.19

94.22
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23

94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23

94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23

94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23
94.23

94.23
94.23
94.23
94.23
94.23

94.23

2018年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2018年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.42），出生性比（105.2）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.25年，女：87.32年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2018年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400
2500

3000

-0.17
-0.69
-1.17

-4.55
-6.42
-4.77
-4.45
-3.94
-1.31
0.31

0.17
-0.27
0.04
0.17
-0.15
-0.03
0.13
-0.06
-0.05
0.08

-0.02
-0.01
-0.00
-0.00

-0.00

10.92
10.73
10.56

9.75
9.26
10.75
11.56
11.08
11.77
12.32

11.64
11.71
12.16
11.81
11.72
12.03
11.89
11.75
11.94
11.92

11.80
11.86
11.88
11.88

11.88

11.09
11.42
11.73

14.29
15.69
15.52
16.00
15.02
13.08
12.02

11.47
11.98
12.12
11.63
11.86
12.06
11.76
11.82
12.00
11.84

11.81
11.88
11.88
11.88

11.88

126,443
126,422
126,334

122,791
116,117
109,408
104,743
100,165
97,399
97,016

97,331
97,276
97,088
97,264
97,282
97,147
97,221
97,271
97,184
97,205

97,254
97,224
97,219
97,219

97,219

12.19
12.41
12.64

14.86
15.01
14.98
16.88
17.63
17.17
17.89

18.10
17.46
17.73
18.02
17.63
17.67
17.93
17.73
17.68
17.85

17.77
17.75
17.76
17.77

17.77

59.67
59.22
58.78

55.68
53.21
53.00
53.47
55.65
58.89
58.13

57.41
58.49
58.38
57.63
58.22
58.38
57.84
58.08
58.31
57.99

58.04
58.12
58.11
58.11

58.11

28.14
28.37
28.58

29.45
31.78
32.03
29.65
26.72
23.95
23.99

24.49
24.05
23.89
24.35
24.15
23.95
24.23
24.19
24.01
24.16

24.19
24.13
24.13
24.13

24.13

14.22
14.61
14.76

17.87
17.45
19.26
18.90
16.33
14.65
13.01

13.72
14.31
13.43
13.51
14.12
13.66
13.52
13.95
13.76
13.57

13.83
13.77
13.74
13.74

13.74

94.80
94.79
94.79

94.70
94.78
95.24
95.39
96.35
97.42
97.94

98.12
97.85
97.89
98.08
97.93
97.88
98.03
97.96
97.90
97.99

97.97
97.95
97.95
97.95

97.95

2018年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2018年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.07），出生性比（105.2）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.25年，女：87.32年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問

題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．

参考図 2018年以降出生率，死亡率一定による人口総数
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都道府県別標準化人口動態率：2018年

わが国の都道府県別標準化人口動態率は，1925年，1930年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，

1985年以降は毎年，研究所によって算出・公表されている１）．今回は2018年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『平成

30年 人口動態統計 確定数』

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計（平成30年10月1日現在）』

なお，人口動態統計は平成30年より詳細な集計表の冊子体は刊行されず，e-statでのみの公表となっ

ている．

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法２）であり，標準人口と

して1930年，および2018年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は5歳階級別に算出した３）．ただし，母の年齢別出生数

の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は85

歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）年

齢階級別の分布に応じて按分した． （別府 志海・佐々井 司）

主要結果

1930年の全国人口を標準とした出生率は，2018年全国人口標準化率と比べすべての都道府県で高く

なっている．出生率における両者の差は，1930年人口と2018年人口における男女および年齢構成の違

いによって生じている．都道府県別にみると，両者の差が最も小さいのは東京都で1.10，次いで神奈

川県1.53，京都府の1.54と，大都市圏にある都府県が並ぶ．逆に，乖離が最も大きい都道府県は宮崎

県であり，沖縄県，島根県と続く．

出生数を日本人の総人口で除した普通出生率は沖縄県で最も高く（11.0‰），秋田県で最も低くなっ

ている（5.2‰）．他方，2018年全国人口標準化出生率をみると，沖縄県が最も高いことに変わりはな

いものの，最低は東京都で，その他の都道府県も普通出生率の順位とは異なる（表1）．

普通出生率に比べて2018年標準化出生率の水準が低くなる地域は，東京都，沖縄県，福岡県など10

都府県であり，なかでも2018年標準化率が最も低い東京都は，普通率との差が1.53ポイントと残りの46

道府県と比べ際だって大きくなっている．ちなみに，1930年標準化率が普通率を下回るのは東京都だ

けである．その他の地域では1930年標準化率が普通率を上回っており，島根県で4ポイント以上の乖

離があるほか，26の県で3ポイント以上の乖離がみられる．都道府県ごとに観測される普通率と標準

化率との差異は，分母である人口における人口構造，とりわけ年齢構成の違いを反映したものである．

次に死亡率についてみてみよう（表1）．普通死亡率は，秋田県で最も高く（15.79‰），沖縄県で
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1）前年（2017年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別標準化人口動態率：2017年」『人口問

題研究』第74巻第4号，2018年12月，pp.344～349を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で割ったものである．ただし，出生率は女性についてのみ

計算する．これによって，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および人口増加率の水準が示される．

3）女性の年齢別出生率の詳細については，本号掲載の，別府 志海・佐々井 司「都道府県別にみた女性の年齢

（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2018年」を参照のこと．



最も低くなっているが（8.49‰），1930年全国人口を標準とした死亡率は，普通率を大幅に下回ると

同時に，都道府県間格差が極めて小さくなっている．次に2018年全国人口標準化率をみると，1930年

標準化率に比べ，すべての都道府県において死亡水準が顕著に高くなると同時に，都道府県間のばら

つきが大きくなっている．総じて，年齢別の死亡率自体は地域間の違いが比較的小さいものの，人口

構造の違いを反映する普通率では都道府県間格差が鮮明になる．さらに，1930年標準化率に比して

2018年標準化率における都道府県間のばらつきが大きくなっていることから，人口高齢化により高年

齢における死亡率の違いが顕在化していることも分かる．秋田県，島根県，高知県などで顕著である

ように，普通死亡率が2018年標準化率に比して高くなる要因として，これらの地域における人口の年

齢構成が全国平均と比べてかなり“高齢化”していることが挙げられる．他方，沖縄県，東京都，愛

知県など12の都府県では，全国平均と比較して年齢構成が“若い”ことなどを反映して，普通率が

2018年標準化率よりも低くなっている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，普通率では，沖縄県のみプラスで，その他の地域ではマ

イナスとなっている（表1，図）．他方，1930年全国人口を標準とした場合，都道府県間でその水準

にばらつきがみられるものの，全都道府県で6‰以上となっている．今日の人口減少が人口動態にの

み依拠するものではなく，現状の人口構造に依るところが少なくないことを示唆している．

1930年の全国人口を標準とした各指標の推移をみると，出生率は1950年以降すべての都道府県にお

いて低下傾向にある（表2）．1960年から1970年の間では神奈川県，愛知県，京都府，大阪府などの

大都市を抱える都道府県を中心に上昇が観測される．1970年以降はすべての地域で再び低下するが，

2005年から2010年の間は一転してほとんどの地域で上昇傾向を示している．また2010年から2015年に

おいても，減少に転じた5県を除き依然としてほとんどの地域で上昇傾向が続いていたものの，2016

年以降は低下する都道府県が多くなってきている．2018年の出生率が2015年よりも高かった地域は7

県に留まっている．死亡率については，1950年以降すべての都道府県においてほぼ一貫して低下傾向

が続いている（表3）．自然増加率の推移は上述の出生率，死亡率双方の動向を反映しているが，寄

与度の関係から出生率の動向が反映されやすくなっている（表4）．概して，すべての都道府県にお

いて2005年頃まで低下し，その後一転して上昇傾向を示していたが，近年では再び低下する地域が多

数を占めている．
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図１ 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2018年



―174―

表１ 都道府県別，標準化人口動態率：2018年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2018年全国人口標準 ［参考］普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

9.30

8.52
9.66
9.54
8.60
8.92

9.95
10.45
9.64
9.65
9.85

8.76
8.80
7.61
8.62
9.39

10.07
10.21
11.13
10.11
10.40

10.11
10.02
10.13
10.25
10.21

8.38
8.91
9.50
8.96
10.00

10.78
11.66
10.20
10.35
10.41

10.15
10.90
10.50
9.96
9.92

11.10
11.32
11.30
10.66
11.70

11.46
12.73

10.03
1.00
9.99

1.59

1.71
1.92
1.82
1.58
1.79

1.60
1.76
1.73
1.73
1.65

1.60
1.57
1.54
1.52
1.61

1.52
1.45
1.44
1.53
1.43

1.56
1.56
1.54
1.55
1.39

1.47
1.69
1.53
1.50
1.71

1.56
1.52
1.53
1.57
1.62

1.63
1.59
1.66
1.70
1.60

1.63
1.66
1.48
1.52
1.66

1.71
1.69

1.60
0.11
6.78

7.71

6.81
7.74
7.72
7.01
7.13

8.36
8.69
7.91
7.92
8.20

7.16
7.23
6.06
7.09
7.78

8.54
8.76
9.69
8.58
8.97

8.55
8.46
8.59
8.71
8.82

6.91
7.22
7.97
7.46
8.29

9.22
10.14
8.67
8.78
8.79

8.52
9.31
8.84
8.27
8.32

9.47
9.66
9.82
9.13
10.04

9.75
11.05

8.43
1.01
12.01

7.39

6.60
7.36
7.28
6.79
6.84

7.62
7.86
7.47
7.48
7.65

7.04
7.07
6.50
7.09
7.35

7.90
8.03
8.63
7.98
8.18

7.89
7.81
8.02
7.96
8.09

6.83
7.10
7.55
7.20
7.58

8.31
8.97
7.91
8.04
7.89

7.86
8.30
7.95
7.68
7.78

8.49
8.69
8.74
8.19
8.85

8.80
9.90

7.81
0.68
8.74

10.97

11.10
12.46
11.67
10.61
11.59

11.03
11.62
11.66
11.76
11.39

10.98
10.63
10.60
10.52
11.27

10.91
10.65
10.56
10.86
10.12

11.08
11.11
11.01
11.15
10.50

10.40
11.29
10.68
10.46
11.96

10.98
10.76
10.69
10.88
11.33

11.11
10.91
11.38
11.13
10.99

11.26
11.24
10.45
10.64
11.09

11.42
10.46

11.03
0.46
4.19

-3.57

-4.50
-5.10
-4.39
-3.82
-4.74

-3.41
-3.75
-4.19
-4.28
-3.74

-3.94
-3.57
-4.10
-3.43
-3.92

-3.01
-2.63
-1.92
-2.89
-1.94

-3.20
-3.31
-2.99
-3.19
-2.41

-3.57
-4.19
-3.14
-3.26
-4.38

-2.66
-1.80
-2.78
-2.84
-3.44

-3.25
-2.61
-3.42
-3.44
-3.22

-2.78
-2.55
-1.71
-2.44
-2.24

-2.62
-0.57

-3.22
0.88

-27.44

7.39

6.21
6.20
6.17
7.06
5.16

6.44
6.75
6.85
7.03
6.80

7.14
7.07
8.03
7.40
6.51

6.61
7.40
7.65
6.90
6.98

7.02
7.03
8.36
7.18
8.18

7.05
7.58
7.36
6.73
6.53

7.53
7.28
7.72
7.69
6.63

6.83
7.24
6.95
6.49
8.32

8.03
7.60
8.20
7.24
7.85

8.08
10.99

7.24
0.86
11.84

10.97

12.22
14.26
14.09
10.68
15.79

14.14
13.37
11.64
11.41
12.07

9.44
9.70
8.94
9.16
13.48

12.63
11.26
12.10
12.31
12.51

11.79
11.72
9.40
11.93
9.54

10.50
10.36
10.65
11.04
14.06

13.14
14.48
11.95
11.29
13.90

13.69
12.78
13.57
14.60
10.56

12.43
13.29
12.26
12.80
13.01

13.78
8.49

12.09
1.72
14.19

-3.57

-6.01
-8.06
-7.92
-3.62
-10.63

-7.71
-6.62
-4.79
-4.37
-5.27

-2.30
-2.63
-0.91
-1.75
-6.98

-6.01
-3.86
-4.46
-5.41
-5.53

-4.78
-4.68
-1.04
-4.75
-1.37

-3.44
-2.78
-3.29
-4.31
-7.53

-5.61
-7.20
-4.23
-3.60
-7.27

-6.85
-5.53
-6.62
-8.11
-2.24

-4.40
-5.69
-4.06
-5.56
-5.16

-5.71
2.50

-4.85
2.33

-48.09

率算出の分母人口は，日本人人口1,000についてのものである．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，標準化出生率：1950～2018年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42

13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.01
7.56

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.93
8.12

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.99
9.67

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.90
9.59

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.98
9.73

9.62

8.82
9.68
10.13
9.09
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

9.30

8.52
9.66
9.54
8.60
8.92

9.95
10.45
9.64
9.65
9.85

8.76
8.80
7.61
8.62
9.39

10.07
10.21
11.13
10.11
10.40

10.11
10.02
10.13
10.25
10.21

8.38
8.91
9.50
8.96
10.00

10.78
11.66
10.20
10.35
10.41

10.15
10.90
10.50
9.96
9.92

11.10
11.32
11.30
10.66
11.70

11.46
12.73

10.03
1.00
9.99

-

45
32
35
44
39

29
13
34
33
31

42
41
47
43
37

25
18
7
24
15

23
26
22
17
19

46
40
36
38
27

10
3
20
16
14

21
9
12
28
30

8
5
6
11
2

4
1

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，標準化死亡率：1950～2018年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77

11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81

10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

11.16
1.09
9.77

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

7.12
0.45
6.38

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

5.33
0.31
5.73

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
1.93

3.63
0.30
8.33

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
1.67

2.76
0.20
7.38

2.25

2.28
2.61
2.24
2.19
2.36

2.21
2.38
2.34
2.39
2.23

2.20
2.20
2.25
2.14
2.15

2.16
2.10
2.04
2.14
2.04

2.23
2.14
2.24
2.22
2.11

2.21
2.40
2.29
2.10
2.35

2.33
2.18
2.16
2.18
2.36

2.30
2.25
2.32
2.36
2.32

2.32
2.32
2.10
2.22
2.26

2.33
2.28

2.25
0.11
4.87

2.07

2.16
2.49
2.22
2.07
2.23

2.04
2.18
2.15
2.21
2.12

2.05
2.04
2.01
1.97
2.01

1.98
1.99
1.94
1.99
1.88

2.02
1.99
2.04
2.01
1.91

1.95
2.18
2.10
2.00
2.19

2.15
2.04
1.97
1.98
2.18

2.15
2.04
2.16
2.20
2.11

2.08
2.17
1.95
1.96
2.06

2.20
2.09

2.08
0.11
5.37

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.96

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

1.59

1.71
1.92
1.82
1.58
1.79

1.60
1.76
1.73
1.73
1.65

1.60
1.57
1.54
1.52
1.61

1.52
1.45
1.44
1.53
1.43

1.56
1.56
1.54
1.55
1.39

1.47
1.69
1.53
1.50
1.71

1.56
1.52
1.53
1.57
1.62

1.63
1.59
1.66
1.70
1.60

1.63
1.66
1.48
1.52
1.66

1.71
1.69

1.60
0.11
6.78

-

8
1
2
25
3

23
4
5
6
16

22
27
32
38
20

39
44
45
36
46

29
28
33
31
47

43
11
35
41
7

30
40
34
26
19

18
24
15
10
21

17
13
42
37
14

9
12

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別，標準化自然増加率：1950～2018年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00

12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85

11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

14.86
2.79

18.80

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

8.15
1.37
16.79

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

10.00
0.78
7.82

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
8.90

10.35
9.73
9.90
9.62
10.45

10.28
15.19

9.78
1.15
11.73

7.96

7.30
8.09
9.46
8.38
8.34

9.77
9.97
8.77
8.90
8.83

7.72
7.63
5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
9.95
8.61
9.40

8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
12.04

8.71
1.02
11.72

7.26

6.37
7.78
8.70
7.50
7.83

9.18
9.29
7.92
7.99
8.33

6.72
6.74
4.91
6.57
8.40

8.02
8.06
9.14
8.32
8.90

8.01
8.15
7.80
8.18
8.49

6.54
6.70
7.27
6.84
7.90

9.07
9.33
8.45
7.67
7.98

7.95
8.59
7.87
7.84
7.07

9.35
8.63
8.84
8.32
9.11

8.70
10.55

8.04
0.99
12.37

6.66

5.89
6.56
7.65
6.51
7.09

8.10
8.35
7.04
7.48
7.54

6.32
6.30
4.62
6.07
7.20

7.49
7.28
8.48
7.47
8.13

7.44
7.63
7.22
7.49
7.67

5.99
6.12
6.47
6.08
7.05

8.12
8.37
7.53
7.35
7.47

6.65
7.92
7.32
6.99
6.54

8.19
7.86
8.21
7.78
8.31

8.10
9.86

7.30
0.90
12.35

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.94

7.05
7.67
8.28
7.48
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

7.71

6.81
7.74
7.72
7.01
7.13

8.36
8.69
7.91
7.92
8.20

7.16
7.23
6.06
7.09
7.78

8.54
8.76
9.69
8.58
8.97

8.55
8.46
8.59
8.71
8.82

6.91
7.22
7.97
7.46
8.29

9.22
10.14
8.67
8.78
8.79

8.52
9.31
8.84
8.27
8.32

9.47
9.66
9.82
9.13
10.04

9.75
11.05

8.43
1.01
12.01

-

46
36
37
44
42

27
19
34
33
31

41
39
47
43
35

24
17
6
22
12

23
26
21
18
14

45
40
32
38
29

10
2
20
16
15

25
9
13
30
28

8
7
4
11
3

5
1

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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都道府県別にみた女性の年齢（５歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2018年

わが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，国勢調査年次，および1970年以降は毎年，

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を，研究所が算出・公表している１）．今回は2018年の結果

について概説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『平成30年 人口

動態統計 確定数』

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計（平成30年10月1日現在）』

なお，人口動態統計は平成30年より詳細な集計表の冊子体は刊行されず，e-statでのみの公表となっ

ている．

年齢別出生率は，全国，各都道府県とも，5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15

歳未満は15～19歳に，50歳以上は45～49歳に含めたうえで，15～19歳，45～49歳の出生率の分子とし

た．なお，出生数の年齢不詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分布に応じて按分した．

また，出生数および分母となる女性人口ともに日本人人口を用いている．

（別府 志海・佐々井 司）

主要結果

今回算出された全国における2018年の合計特殊出生率は1.41，都道府県別にみると，最も出生率の

高い沖縄県（1.89）と最も低い東京都（1.20）との差は0.69ポイントである．概して，九州各県を中

心に西日本の出生率が比較的高く，大都市を抱える地域で顕著に低いという傾向がみられる（表1）．

母の年齢別出生率のパターンには，地域間で特徴的な違いが観測される（表1）．総じて，比較的

若い年齢とりわけ20歳代における出生率が高い地域では，合計特殊出生率が高くなる傾向がみられる．

なかでも，島根県では25～29歳の出生率の高さが合計特殊出生率の相対的な高さに寄与している．合

計特殊出生率の水準をもとに6つの地域を選定し，年齢別出生率のパターンの特徴を考察したものが

図1である．2018年合計特殊出生率の高い3県（沖縄県，島根県，宮崎県）はいずれも，20歳代と30

歳代前半における出生率が全国水準と比して顕著に高くなっている．とりわけ沖縄県の合計特殊出生

率は1.89と高いが，10歳代後半と20歳代前半，ならびに30歳代と40歳代前半と，ほぼすべての年齢に

おいて全国値を上回っている．島根県と宮崎県の合計特殊出生率はそれぞれ1.74，1.72と高い水準に

あるが，20歳代前半と30歳代前半の出生パターンには違いがみられる．他方で，出生率の低い地域に

おいても年齢別出生パターンの差異が観測される．東京都では20歳代における出生率が全国値に比し

て顕著に低いが，その一方で30歳代後半と40歳代前半における出生率は全国水準よりも顕著に高くなっ
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1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標 昭和45年～60年」研究資料

第246号，1987年2月

別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2017年」『人口

問題研究』第74巻第4号，2018年12月，pp.336～343．



ている．北海道と京都府の合計特殊出生率はそれぞれ1.27，1.29で，ともに全国値（1.41）よりも0.1

ポイント以上低くなっているが，北海道では30歳代における出生率の低さが，京都府では20歳代の低

さが，全国値との乖離を際立たせている．

次に，平均出生年齢と合計特殊出生率との関係をみたものが図2である．概して，平均出生年齢と

合計特殊出生率との間には負の相関関係がみられる．ただし，各都道府県が直線上に分布しているわ

けではなく，全国水準を基準として合計特殊出生率が高く，かつ平均出生年齢が低い象限に47都道府

県中36県が混在しており，出生率が低く出生年齢が高い象限に大都市を抱える都府県が，そして出生

率，出生年齢ともに低い象限に北海道と東北等の数県が分布している．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に即した動きが観

測される．すなわち，2005年ごろまで低下を続けていた出生率は，2006年以降ほぼすべての地域にお

いて回復基調にあった．しかし近年，出生率の全国値が緩やかに低下するなか，各都道府県における

出生率は不規則な動向を示している．2015年から2018年にかけて出生率が上昇した地域は12県となり，

その他の地域においては低下している．なお，地域間の分散の程度を表す変動係数等が一定水準で安

定的に推移する一方で，合計特殊出生率の都道府県平均が合計特殊出生率の全国値を上回る状態が

1980年以降続いていることから，人口規模の大きい都道府県における出生動向が全国の出生率に長期

間にわたり強い影響を及ぼしていることが示唆される．また女性の平均出生年齢は，全国的にみると

1980年以降上昇基調にあるが，変動係数等の推移にみられるように，都道府県間の格差は若干拡大傾

向にある（表3）．

合計特殊出生率に対する出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．都道府県間の変動係

数をみると高出生順位ほど大きくなっていることから，高順位の出生水準ほど地域間格差が大きいこ

とが示唆される．ただし，都道府県格差が比較的小さい第1子出生率においても，最も出生水準の高

い福井県（0.76）と最も低い京都府（0.60）との間に0.16ポイントの差が観測される．出生順位別出

生率の特徴が合計特殊出生率の違いを明確に説明しているのが，沖縄県と東京都である．沖縄県の高

出生率は第3子以上の出生率の高さに，東京都の低出生率は第2子および第3子以上の出生率の低さ

に起因していることがはっきりと分かる．併せて，出生順位別に出生時の母の平均年齢をみると（図

4，表4），概して，出生年齢の高い地域ほど出生率が低くなる傾向がある．しかし，出生年齢と出

生率とは必ずしも直線的な相関関係にあるわけではない．例えば，北海道や秋田県では平均出生年齢

が比較的若いにもかかわらず，合計特殊出生率は相対的に低い．他方，島根県や福井県においては，

いずれの出生順位の出生年齢も相対的に若いとはいえないものの，合計特殊出生率は全国水準よりも

高くなっている．
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図２ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2018年

図１ 特定地域の年齢別出生率：2018年
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図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2018年

図４ 出生順位別平均出生年齢：2018年
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表１ 都道府県別，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2018年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

37.27

32.87
35.63
36.09
35.47
32.52

37.90
39.17
36.75
37.38
36.50

34.98
35.20
35.05
35.24
36.45

37.01
38.70
41.91
38.58
39.29

37.59
38.29
40.55
38.48
40.25

34.05
35.57
36.67
34.41
36.35

41.90
43.63
39.68
39.71
37.76

38.45
39.88
38.71
37.37
40.28

43.28
43.13
44.83
40.59
44.16

45.30
52.09

38.63
3.68
9.54

3.11

3.45
3.07
2.30
3.04
1.70

2.24
3.77
3.41
3.32
2.57

2.74
2.57
1.85
2.36
2.40

1.75
1.93
1.79
3.32
2.69

2.52
2.61
2.79
3.19
3.09

2.79
3.96
2.92
2.61
3.55

3.31
2.13
4.31
3.94
3.39

2.94
4.18
4.57
4.47
4.59

4.35
3.65
3.80
3.44
5.20

3.58
9.74

3.27
1.28
38.98

26.56

30.85
37.82
37.62
25.27
33.00

33.72
45.91
35.16
33.03
34.33

21.70
22.81
12.39
18.51
28.79

26.79
29.56
33.93
30.12
31.83

27.93
31.38
25.66
32.14
25.79

18.85
25.47
24.96
21.97
40.41

40.80
41.36
32.59
31.95
40.76

33.43
40.82
42.38
38.00
32.34

43.71
40.21
43.32
38.14
51.26

42.23
53.38

33.28
8.54

25.67

81.10

76.80
95.00
91.38
77.36
85.38

101.10
101.81
86.88
89.28
90.55

74.78
75.03
52.30
67.81
87.05

99.68
97.83
109.93
90.13
95.74

97.46
94.56
92.83
98.25
92.81

67.11
74.50
84.35
76.55
97.06

99.82
116.58
95.70
98.48
102.32

96.64
107.28
100.00
91.08
87.47

105.00
110.15
103.03
102.77
106.24

109.03
102.41

92.67
12.96
13.98

102.01

86.69
92.59
95.96
92.21
92.20

101.36
96.43
99.03
100.39
103.05

100.37
99.73
92.38
101.96
101.74

107.70
108.37
119.67
110.83
110.15

112.02
106.91
115.02
106.83
116.11

98.42
98.85
107.55
103.25
96.68

109.71
115.93
105.94
108.34
101.71

107.24
106.04
102.22
96.56
103.87

107.24
112.38
112.44
106.67
114.15

116.30
118.93

104.68
7.77
7.42

57.37

47.18
46.82
45.91
51.15
44.64

47.50
49.33
52.55
52.25
53.54

56.45
56.81
65.36
62.65
52.92

57.11
58.77
57.14
57.71
60.81

54.96
54.45
59.50
56.98
60.71

58.58
56.21
57.03
58.36
48.50

54.56
57.76
56.04
56.39
49.66

52.10
53.35
50.70
54.74
57.47

56.46
59.33
61.16
54.88
56.71

57.36
74.87

55.43
5.39
9.72

11.68

9.19
10.35
9.18
10.45
8.17

9.70
9.12
10.52
9.94
10.46

11.34
11.45
15.79
13.11
9.66

10.69
11.48
10.88
12.60
12.16

9.12
10.49
11.14
9.32
11.02

11.98
11.16
11.28
10.80
8.67

12.67
12.86
10.28
10.69
9.09

10.75
10.52
9.38
11.43
12.17

11.65
10.79
12.86
10.89
10.43

12.06
18.78

11.03
1.81
16.37

0.35

0.23
0.21
0.26
0.37
0.19

0.27
0.33
0.28
0.32
0.37

0.31
0.35
0.59
0.44
0.20

0.21
0.31
0.31
0.61
0.41

0.17
0.31
0.27
0.47
0.25

0.39
0.35
0.31
0.27
0.21

0.22
0.48
0.30
0.35
0.30

0.28
0.26
0.15
0.17
0.30

0.38
0.18
0.39
0.34
0.24

0.22
0.76

0.32
0.12
37.88

1.41

1.27
1.43
1.41
1.30
1.33

1.48
1.53
1.44
1.44
1.47

1.34
1.34
1.20
1.33
1.41

1.52
1.54
1.67
1.53
1.57

1.52
1.50
1.54
1.54
1.55

1.29
1.35
1.44
1.37
1.48

1.61
1.74
1.53
1.55
1.54

1.52
1.61
1.55
1.48
1.49

1.64
1.68
1.69
1.59
1.72

1.70
1.89

1.50
0.14
9.17

31.41

30.88
30.55
30.58
31.27
30.71

30.68
30.28
30.88
30.90
30.95

31.63
31.61
32.83
32.09
31.10

31.19
31.20
30.95
31.26
31.21

31.07
31.02
31.36
30.95
31.37

31.93
31.43
31.42
31.63
30.43

30.77
30.76
30.92
30.96
30.46

30.89
30.54
30.42
30.77
31.10

30.61
30.72
30.82
30.74
30.38

30.71
30.87

31.02
0.48
1.56

率算出の分母人口は，日本人女性人口1,000についてのものである．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，合計特殊出生率：1950～2018年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.71

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.58

2.09
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.12
5.53

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.13
7.38

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.72

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.47
0.13
9.03

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.36
0.12
8.91

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.47
0.13
9.00

1.45
（1.45）

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

1.41
（1.42）

1.27
1.43
1.41
1.30
1.33

1.48
1.53
1.44
1.44
1.47

1.34
1.34
1.20
1.33
1.41

1.52
1.54
1.67
1.53
1.57

1.52
1.50
1.54
1.54
1.55

1.29
1.35
1.44
1.37
1.48

1.61
1.74
1.53
1.55
1.54

1.52
1.61
1.55
1.48
1.49

1.64
1.68
1.69
1.59
1.72

1.70
1.89

1.50
0.14
9.17

-

46
35
37
44
43

29
20
34
32
31

41
40
47
42
36

24
16
7
21
12

23
26
18
19
14

45
39
33
38
30

10
2
22
13
17

25
9
15
28
27

8
6
5
11
3

4
1

率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を，年齢区分は各歳別率を用い算出したものである．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，平均出生年齢：1950～2018年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2018年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.97

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.33

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.49
1.77

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.43

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.38
1.31

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.42
0.38
1.30

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

29.74
0.40
1.34

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.22
0.44
1.45

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

31.41

30.88
30.55
30.58
31.27
30.71

30.68
30.28
30.88
30.90
30.95

31.63
31.61
32.83
32.09
31.10

31.19
31.20
30.95
31.26
31.21

31.07
31.02
31.36
30.95
31.37

31.93
31.43
31.42
31.63
30.43

30.77
30.76
30.92
30.96
30.46

30.89
30.54
30.42
30.77
31.10

30.61
30.72
30.82
30.74
30.38

30.71
30.87

31.02
0.48
1.56

-

28
41
40
11
36

38
47
27
25
23

4
6
1
2
17

15
14
22
12
13

18
19
10
21
9

3
7
8
5
44

31
33
24
20
43

26
42
45
32
16

39
35
30
34
46

37
29

率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2018年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.41

1.27
1.43
1.41
1.30
1.33

1.48
1.53
1.44
1.44
1.47

1.34
1.34
1.20
1.33
1.41

1.52
1.54
1.67
1.53
1.57

1.52
1.50
1.54
1.54
1.55

1.29
1.35
1.44
1.37
1.48

1.61
1.74
1.53
1.55
1.54

1.52
1.61
1.55
1.48
1.49

1.64
1.68
1.69
1.59
1.72

1.70
1.89

1.50
0.14
9.17

0.67

0.62
0.67
0.62
0.61
0.64

0.70
0.70
0.67
0.68
0.70

0.64
0.66
0.65
0.67
0.67

0.72
0.72
0.76
0.72
0.74

0.69
0.71
0.74
0.71
0.71

0.60
0.66
0.68
0.62
0.68

0.68
0.75
0.70
0.71
0.69

0.68
0.73
0.70
0.66
0.68

0.70
0.71
0.70
0.71
0.73

0.73
0.75

0.69
0.04
5.70

0.51

0.45
0.50
0.52
0.47
0.48

0.54
0.55
0.52
0.54
0.54

0.51
0.49
0.43
0.50
0.52

0.56
0.57
0.61
0.56
0.57

0.59
0.56
0.57
0.57
0.59

0.48
0.48
0.53
0.51
0.55

0.59
0.61
0.55
0.56
0.54

0.57
0.60
0.56
0.52
0.53

0.58
0.58
0.60
0.56
0.58

0.59
0.60

0.54
0.04
8.09

0.23

0.20
0.26
0.28
0.22
0.21

0.24
0.28
0.25
0.23
0.24

0.19
0.19
0.13
0.17
0.22

0.24
0.25
0.30
0.24
0.26

0.25
0.23
0.22
0.25
0.25

0.21
0.21
0.23
0.23
0.25

0.34
0.37
0.28
0.27
0.30

0.27
0.28
0.29
0.30
0.28

0.36
0.39
0.38
0.32
0.40

0.39
0.54

0.27
0.07
26.72

31.41

30.88
30.55
30.58
31.27
30.71

30.68
30.28
30.88
30.90
30.95

31.63
31.61
32.83
32.09
31.10

31.19
31.20
30.95
31.26
31.21

31.07
31.02
31.36
30.95
31.37

31.93
31.43
31.42
31.63
30.43

30.77
30.76
30.92
30.96
30.46

30.89
30.54
30.42
30.77
31.10

30.61
30.72
30.82
30.74
30.38

30.71
30.87

31.02
0.48
1.56

30.13

29.51
29.17
29.19
29.93
29.21

29.24
28.82
29.59
29.61
29.61

30.32
30.31
31.77
30.90
29.67

29.86
29.87
29.54
29.91
29.77

29.70
29.69
30.08
29.66
29.97

30.64
30.18
30.11
30.30
28.89

29.33
29.24
29.54
29.62
29.10

29.59
29.16
29.06
29.32
29.78

28.94
29.23
29.22
29.34
28.69

29.14
29.07

29.63
0.58
1.95

32.17

31.71
31.26
30.99
31.98
31.53

31.43
30.84
31.58
31.58
31.65

32.49
32.52
33.88
33.02
31.85

31.99
31.87
31.60
32.00
31.96

31.68
31.81
32.17
31.62
32.16

32.66
32.27
32.23
32.36
31.26

31.19
31.32
31.59
31.63
30.94

31.32
31.26
30.92
31.27
31.71

31.07
31.04
31.35
31.22
30.80

31.19
31.13

31.68
0.61
1.92

33.46

33.17
32.78
32.90
33.47
33.40

33.22
32.82
32.90
33.15
33.30

33.77
33.70
34.75
34.08
33.69

33.35
33.51
33.22
33.61
33.66

33.38
33.23
33.54
33.08
33.51

33.94
33.44
33.41
33.54
32.81

32.96
32.96
33.03
33.07
32.69

33.23
32.61
32.80
33.15
33.14

33.07
32.94
32.92
33.01
32.85

32.91
33.05

33.25
0.40
1.22

表1の注参照．
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書 評・紹 介

HalCaswell

SensitivityAnalysis:MatrixMethodsinDemographyandEcology

SpringerOpen,2019pp.299

安定人口モデルを主題とした人口学の教科書は国内外でも散見されるが，その中でも感度分析

（sensitivityanalysis）という一つの解析方法だけに注目したものは本書以外に筆者は知らない．感

度分析とは，行列の固有値に対する各行列要素の偏微分係数をその固有ベクトルと随伴固有ベクトル

の演算によって表現する方法である．人口学の用語を用いれば，Leslie行列の内的自然増加率の各年

齢における出生率と生存率に関する偏微分係数（これを感度という）は，その年齢の安定年齢分布と

繁殖価の成分を用いて表すことが出来るということである．この方法は本書の著者である Hal

Caswell教授の1978年の論文で紹介された．この論文ではまさに先述のLeslie行列の感度分析を行っ

ている．この数理モデルのように安定年齢分布と繁殖価が生命表や人口統計などで得られるデータか

ら直接計算できる場合，一般的に固有値と行列要素との関数関係は陽に表せない（5×5以上の行列

の場合）にもかかわらず数値的に表すことが出来る．感度が高い要素とは，その変化に対して内的自

然増加率が敏感に反応する要素である事を意味する．つまり，その行列要素が人口動態を左右する要

であると解釈出来る．こうした意味合いから感度の高い要素を見つけることは人口学のみならず，生

態学においても保全や資源管理，進化動態の分析などで重要な意味を持つとされてきた．

感度の構成に関する詳述は本書に任せるとして，その理論の根幹はとてもシンプルであるため，過

去40年以上の研究から様々な応用と理論的な発展を遂げてきている．年齢構造化モデルだけでなく，

サイズや生育ステージで作られた安定人口モデルにも対応できる．さらに本書では，ランダムノイズ

を含む行列モデルの内的自然増加率の共分散などの統計量も感度を用いて表現出来ることや，非自励

系（non-autonomoussystem）および非線形（non-linear）行列モデルに関しても感度分析の手法

を紹介している．一方で，行列の要素ではない，寿命や基本再生産数（純再生産率）といった本来そ

れだけでは内的自然増加率と直接結びつかない概念にも感度を付与することが出来ることも示されて

いる．

このように感度分析の集大成とも言える本書は，人口動態の解析方法に体系的な視点を与えるだけ

でなく，地域間移動や年齢構成など様々な要素を含む数理モデルにも感度分析が応用できる事を示し

ている．少子高齢化問題が取りざたされる我が国の人口動態に対して，前出のような様々な要素を盛

り込んだ人口モデルを評価できることはより深い洞察が可能となるだろう．こうした問題に興味を持

たれた方がおられたなら，一読することをお勧めしたい． （大泉 嶺）
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研究活動報告

第92回日本社会学会大会

2019年10月5日（土）～6日（日），東京女子大学（成蹊大学共催）において，日本社会学会大会

が開催された．当研究所からは，人口動向研究部の中村真理子が，毛塚和宏（東京工業大学）と共同

で「若者の交際は不活発になったのか 出生動向基本調査の集積データから推移確率を推定する」

を家族の部会で報告した．またJSPS科研費JP16H03709「性的指向と性自認の人口学 日本にお

ける研究基盤の構築」（研究代表者 釜野さおり）の研究成果として，「性・ジェンダー」の部会で以

下の3報告を行った．

「性的指向と性自認のあり方を社会調査でいかに捉えるか 大阪市民調査に向けた準備調査にお

ける項目の検討と本調査の結果」（釜野さおり・ワシントン大学大学院 平森大規），「トランスジェン

ダーの割合をどう測るか 「大阪市民調査」と「オフィストイレのオールジェンダー利用に関する

意識調査」」から（金沢大学 岩本健良），「日本における性的指向・性自認に基づく社会経済的地位の

不平等 大阪市民調査の分析結果」（平森大規）．これらの報告内容は，http://www.ipss.go.jp/

projects/j/SOGI/index.aspに掲載されている．

今回の大会では「人口」の部会はなかったが，「家族」の部会が2つ設けられ，結婚や出産をはじ

めとし，多岐にわたるテーマの報告がなされていた．

「非親族による子育てのサポートの獲得と維持 90年代におけるシェア居住の事例から」（兵庫

教育大学大学院 永田夏来），「20世紀日本における家族の「親密性」をめぐる解釈の変容 読売新

聞「人生案内」の語りから」（日本女子大学 野田潤），「家庭内ケア役割を果たす子どもと若者の不可

視性」（成蹊大学 松﨑実穂），「「親になること／親にすること」をめぐる政治 後期近代における

代理出産と身体」（九州大学 藤田智子），「友縁結婚した人々」（四日市大学 三田泰雅），「2005年以降

の日本の出生動向 置換水準回復の可能性？」（札幌市立大学 原俊彦），「脱施設化と家族 相模

原障害者施設殺傷事件のその後をめぐって」（金沢大学 高橋涼子），「日本の人口高齢化 社会階層

論からの検討」（東京大学 白波瀬佐和子），「卵子を選ぶ 卵子提供にみる選択原理と近代家族規範」

（静岡大学 白井千晶），「非典型時間帯労働とワーク・ファミリー・コンフリクト 共働き夫婦のペ

アワイズデータを用いた分析」（中京大学 松田茂樹），「未婚化の終わり 「分業」から「共働き」

への転換」（帝京大学 神山英紀），「現代日本における家族を持つことの意味 小学生のいる女性へ

のインタビューから」（早稲田大学 品田知美），「転換期を介した女性雇用労働者の労働時間の個人内

変動とその趨勢」（東京大学大学院 池田岳大），「大都市圏女性ホワイトカラーのWLBにおける事業

所内保育施設の可能性 ClarkのWorkFamilyBorder（WFB）理論の枠組において」（三菱総

研 川上千佳），「子育てひろばにおけるアドバイス 子育ての知識・経験の普遍性と固有性」（一橋

大学大学院 山岸諒己）．ポスターセッションでは「婚姻状態と女性の健康 日本人女性と米国日系

人女性の比較から」（学習院大学 玉置えみ）の展示がなされていた．

6日午後には並行して複数のシンポジウムが開催された．『女性活躍時代のシャドウワーク』では，

「外国人ケア労働者導入が労働市場に及ぼす影響と社会保障」（千葉大学 大石亜希子），「家事の外部

化と労働の商品化 特区の「外国人」「女性」家事労働者雇用から考える」（恵泉女子大学 定松文），

「ジェンダー＝階級構造と家事労働」（早稲田大学 橋本健二）の報告があった．『恋愛』では，計量研

究（東京大学 三輪哲），歴史研究（日本女子大学 木村絵里子），家族研究（中央大学 山田昌弘），フィー
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ルド調査（文筆家 鈴木涼美）の視点からの報告があった．各報告の要旨はhttps://jsssociology.org/

meeting_archives/2019030892_1/で閲覧できる． （釜野さおり 記）

G20岡山保健大臣会合開催記念国際シンポジウム「持続可能な高齢化社会・

経済のためのライフ・サイクル・アプローチ」

10月18日，G20岡山保健大臣会合開催記念事業として国際シンポジウム「持続可能な高齢化社会・

経済のためのライフ・サイクル・アプローチ」が岡山大学創立五十周年記念館にて開催された．G20

保健大臣会合参加国からの有識者，研究者，学生など約220人が参加した．

「一人ひとりが若いうちから心身ともに健康な生活を送ることで健康寿命の延伸に繋げる」という

考え方であるライフ・サイクル・アプローチに関する日本の事例を紹介し，健康でアクティブな高齢

者が増えることによる経済への正の影響についてG20参加国の事例をもとに報告が行われた．筆者は

TheoryforLife-CycleApproachanditsExamplesfromJapanと題するセッションで，“Changes

infamily/genderpolicyinJapanandfertilityrate”というタイトルで報告を行い，近年における

日本の家族・労働政策と出生力との関連について解説した．また，各事例報告の後には，パネルディ

スカッションが行われ，アジア6カ国における高齢化社会への取り組みが紹介された．大会のプログ

ラムは以下のURLから閲覧することができる．

https://www.okayama-u.ac.jp/up_load_files/event/G20SideEventProgram_Final.pdf

本イベントは，国連人口基金（UNFPA）アジア太平洋地域事務所，外務省，世界保健機関（WHO），

ASEM GlobalAgeingCenter，EuropeanObservatoryonHealthSystemsandPolicies，日本老

年学的評価研究機構（JAGES）との共催で行われた．本シンポジウムでの報告にあたり，UNFPA

アジア太平洋地域事務所・人口高齢化と持続可能な開発に関する地域アドバイザー 森臨太郎氏にお

世話になった．この場を借りて感謝申し上げたい． （福田節也 記）

国際人口学会学術パネル：東アジアと南欧における家族行動「東アジアと

南欧における家族変動についてのワークショップ」

10月25-26日，「東アジアと南欧における家族変動についてのワークショップ（Workshopon

FamilyChangeinEastAsiaandSouthernEurope）」がアメリカ・ケンブリッジのハーバード人

口・開発研究センターにおいて開催された．同ワークショップは，国際人口学会学術パネル「東アジ

アと南欧における家族行動（FamilyBehaviourinEastAsiaandSouthernEurope）」（代表：

JamesM.Raymoプリンストン大学社会学部教授）における活動の一環であり，ハーバード大学ラ

イシャワー日本研究所所長のMaryC.Brinton教授らのホストにより開催された．東アジアと南欧

諸国は「強い家族（strongfamilyties）」と低出生力という一見共通する特徴をもち，それぞれの地

域において低出生のメカニズムに関する独自の分析がなされてきた．しかし，両地域における少子化

現象には，どのような共通点と相違点があるのかは必ずしも明らかではない．本パネルでは，国際比

較研究の枠組みから，この課題に取り組み，少子化問題の理解と解決に向けた糸口を探ることを目的

としている．今回のワークショップは，同パネルの運営委員らによる方針会議を兼ねたものであり，

イタリア，スペイン，中国，日本そしてアメリカから19名の研究者が集まり，これにハーバード大学

の大学院生ならびにポスドク研究者数名が参加した．ワークショップでは，まず各国における状況を
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共有するため，日本，韓国，中国，イタリア，スペインの研究者が，それぞれの国について，最近の

人口トレンド，ジェンダー，家族紐帯，ライフコースの不確実性，そして政策について報告を行い，

議論した．筆者はRaymo教授，Brinton教授と共に日本についての報告を行った．これらの議論を

受けて，今後，同パネルでは，①ジェンダー，②ライフコースにおける不確実性と格差，③家族紐帯，

④文化，⑤家族・結婚・出生のもつ意味，⑥交際，性交経験，パートナーシップなどの親密性の6つ

のテーマについて比較研究を行うことが確認された．また，これらのテーマのもとに研究を進め，今

年5月にイタリア・ミラノ，10月に中国・北京で同パネルによる国際ワークショップを開催すること

となった．同パネルの活動については，以下のURLを参照されたい．

https://iussp.org/en/panel/family-behaviour-east-asia-and-southern-europe

（福田節也 記）

ICPD25ナイロビ・サミット

カイロで1994年に開催された国際人口開発会議（ICPD）が開催されてから25周年となることを記

念して，2019年11月12日から14日の期間，ケニアの首都ナイロビで，ナイロビ・サミットが開催され

た．ICPDはその10年後，20年後の2004年，2014年とも，同様の大きな会議は開催されなかったので，

今回はそれに代わるような会議であるともいえる．ただ，国連が主催する政府間会合，というわけで

はなく，ケニア政府，デンマーク政府及び国連人口基金（UNFPA）の共催，という形をとり，政府

のみならず，多くのNGOや関心のある個人の参加があった．135にわたるセッションが開催され，

人口と開発の中でも特に，ジェンダー，女性，少女，リプロダクティブヘルスをテーマとしたものが

多数を占めたが，各国政府代表のスピーチも粛々と行われ，人口ボーナスや人口高齢化に関わるセッ

ションもあり，筆者はそれぞれにパネリストとして参加した．

開会式には，共催者であるカネムUNFPA事務局長，メアリー・デンマーク皇太子妃殿下，ケニ

ヤッタ・ケニア大統領の開会挨拶の後，アミーナ国連副事務総長やムセベニ・ウガンダ大統領，モハ

メド・ソマリア大統領など隣国の元首も歓迎の挨拶をした．9,500人とも言われた参加者が全員入る

くらいの大きさの特設会場は，閉会式にも参加者で埋め尽くされ，開会式と同じ人数が閉会式に参加

するような会議は珍しい，とケニアッタ大統領が閉会の挨拶で称賛すると会場から笑いが起こった．

人口と開発に関しては，中絶や包括的な性教育，LGBTなど多くの議論点があるが，今回のサミッ

トではさすがにLGBTに関するセッションは見受けられなかったが，安全な中絶や包括的性教育に

関するセッションがNGO主体に複数開催され，多くの充実した報告があった．一方で会場の外で中

絶反対団体がビラを配るなど，波風が皆無であったわけではない．不妊に関するセッションもあり，

体外受精に対する中・低所得国における高まるニーズとアクセスの不平等，インドなどにおける代理

母問題などが議論されたのも興味深かった．

会議の内容はhttp://www.nairobisummiticpd.org/やhttps://tokyo.unfpa.org/ja/icpdに掲載

されている． （林 玲子 記）

2019年人文地理学会大会

2019年人文地理学会大会は，2019年11月16日（土）～18日（月）に関西大学千里山キャンパス（大

阪府吹田市）において開催された．16日（土）に特別研究発表，17日（日）に一般研究発表（口頭発
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表・ポスター発表）および研究部会等，18日（月）にエクスカーション（巡検）がそれぞれ行われた．

筆者は17日（日）の一般研究発表に参加し，人口に関連する報告を中心に聴講した．そのなかでとく

に公募セッション「現代山村の存立構造」では，人口減少が著しい山村地域における諸課題やそれら

を克服しようとする地域の様々な試みが報告され，将来の地域の持続可能性について考えさせられる

ことが多かった．以下に，人口に関連する主な報告タイトルを記す．

・西原純（静岡大学 名誉教授）「47都道府県の人口ビジョン策定の特徴とその達成可能性」

・豊田哲也（徳島大学）「就業者の都道府県別所得からみた地域格差と人口移動―2007～2017年就業

構造基本調査の分析―」

・土屋純（関西大学）「阪神・淡路大震災後のコープこうべにおける供給事業の変革―人口減少，高

齢化に対応して―」

・西野寿章（高崎経済大学）「田園回帰期における山村の現状と地域的課題」

・作野広和（島根大学）「島根県邑南町における「地区別戦略」の成果と課題―山村の持続可能性を

追求する―」

・中條暁仁（静岡大学）「過疎山村における寺院の無住化とその地域的要因」

・矢部直人（首都大学東京），岡野雄気（首都大学東京・院）「訪日外国人の地方訪問に関する縦断デー

タの分析」

（小池司朗 記）

第８回アフリカ人口学会

ナイロビ・サミットの翌週，隣国のウガンダにて第8回アフリカ人口学会が開催された．多くのナ

イロビ・サミットの参加者が，そのままアフリカ人口学会に参加しており，筆者もその一人である．

会場はウガンダの首都カンパラの飛行場があるエンテベのホテルで，2019年11月18日から22日の期間

開催された．

国際人口学会やアジア人口学会と同様，出生，死亡，移動，分析手法など16分野にまたがる多くの

セッションが行われ，高齢化も一つの分野としてとりあげられていた．筆者は「サブサハラアフリカ

の保健・福祉分野人材―その人口面における国際比較」と題する報告を行い，また共著者として「サ

ブサハラアフリカの女性の労働参画と人口ボーナス―アジア・ラテンアメリカからの教訓」と題する

報告にも同席した．

「人口推計:方法、仮定と含意」と題するセッションでは，ウィルモス国連人口部長とオーストリ

ア国際応用システム分析研究所（IIASA）のルッツ教授が，自分たちが行っている世界人口推計に

ついてその優位性を弁護する，というディベート形式で行われた．ウガンダでこのような話が聞ける

とは意外であり，また興味深かった．今後は米国・シアトルのワシントン大学保健指標評価研究所

（IHME）が世界人口推計を別途作成するとも伝えられており，世界人口推計が乱立することも予想

される中，人口学会で，それぞれの違いを明らかにするような学術的な議論が行われることは重要で

ある．

第 8回アフリカ人口学会のプログラム，報告内容等はhttp://uaps2019.popconf.org/から閲覧で

きる． （林 玲子 記）
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日本人口学会2019年度第１回東日本地域部会

日本人口学会2019年度第1回東日本地域部会は，2019年11月24日（日）に札幌市立大学サテライト

キャンパス（北海道札幌市）において開催された．もともとは10月12日（土）に同じ場所で開催予定

であったものの，台風接近により延期された．延期の効果によるものか，当日は10報告に加え約20名

もの参加があり，活発な質疑応答が交わされた．テーマ的にも，地域人口を中心として，出生・死亡・

人口移動・外国人人口・地方人口ビジョンおよび地方版総合戦略など多岐にわたるとともに，様々な

データを駆使した最新の研究成果が多く報告され，有意義な機会であった．以下に報告タイトルを記

す．

1．原俊彦（札幌市立大学 名誉教授）「結婚・出生タイミングの遅れと出生力低下の関係」

2．清水昌人・小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）「2地域モデルを用いた大都市圏出生者

割合の分析」

3．小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）「近年における外国人の地域別人口動向」

4．佐々木優二（北海道立総合研究機構）「東川町における移住起業家と移住者の転入要因に関する

研究」

5．中出章太（北海道総合政策部地域創生局地域戦略課）「北海道人口ビジョンの検証と次期北海道

創生総合戦略策定の方向性について」

6．鎌田健司・小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）・山内昌和（早稲田大学）「移動経歴が

初婚行動に与える因果効果の推定」

7．貴志匡博・小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）「国勢調査人口と住基人口の差異 ―年

齢、地域別の傾向―」

8．長谷川普一（新潟市GISセンター）「国勢調査と行政情報の統合ミクロデータについて」

9．菅桂太（国立社会保障・人口問題研究所）・石井太（慶應義塾大学）・別府志海（国立社会保障・

人口問題研究所）「日本版地域別死亡データベースの作成と今後の課題」

10．丸山洋平（札幌市立大学）「札幌市の人口移動―道内・道外移動の男女差に着目して―」

（小池司朗 記）

世界的なセクシュアルヘルスデータのニーズに対する技術会議（京都）

2019年11月25日から27日の3日間，京都大学において世界的なセクシュアルヘルスデータのニーズ

に対する技術会議（TechnicalConsultationonGlobalSexualHealthDataNeeds）が行われた．

この会議は京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻，ロンドン大学衛生熱帯医学大学院，

WHOが連携して開催したもので，東アジア各国において性行動を研究する主に公衆衛生分野の研究

者が集まった．会議の参加者には事前にロンドン大学衛生熱帯医学大学院の研究チームが作成した性

行動に関する指標の国際比較を行った報告書（LifeEvents,SexualPartnership,SexualPractices

andFrequency,Contraception,Condomuseの5つの視点から構成されている）が配布され，アン

ケートへの回答が求められた．会議はこの事前配布資料とアンケートの回答内容に基づいて進められ

た．

1日目，2日目は事前配布資料に基づいた報告と質疑応答，グループディスカッションが行われ，

セクシュアルヘルスに関するデータの現状について意見交換がなされた．東アジア各国，もしくは世
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界的に共通しているのは，特定の属性をもつ人口集団ではなく，一般人口を対象とした性行動調査は

限られていることであり，DHS（DemographicandHealthSurveys）の重要性が再確認された．

3日目は参加者が調査・研究の対象としている国・地域についての報告が行われた．筆者は出生動

向基本調査の性行動に関連する調査項目の解説とこれまでの研究から得られている知見をまとめた報

告（報告タイトルは“ASexualBehaviorSurveyinJapan:FocusingontheNationalFertility

Survey”）を行った． （中村真理子 記）

韓国・社会保健衛生院（KIHASA）国際セミナー「東アジアにおける超低

出生率の長期的傾向」（2019年12月5-6日）

2019年12月5-6日に，韓国・ソウルの大韓商工会議所にて，韓国・社会保健衛生院（KIHASA）

主催による国際セミナー「東アジアにおける超低出生率の長期的傾向：結婚・出生行動の変容

（InternationalSeminaronLong-TermTrendsofLowest-LowFertilityinEastAsia:Transition

inMaritalandFertilityBehavior）」が開催された．同セミナーは，KIHASAのYoon-JeongShin

研究員が中心となり，主に韓国の少子化に対する示唆を得ることを目的として，ヨーロッパと東アジ

アの人口研究者を招聘してここ数年開催しているものである．筆者は一昨年より縁あってこのセミナー

に参加させていただいているが，一線の人口学者と数日を共に過ごし，東アジアとヨーロッパの低出

生力について議論する貴重な機会となっている．今年はセミナーの副題に結婚・出生行動の変化とあ

るように，東アジア（日本，韓国，台湾）については，結婚と有配偶出生力に分けて，近年の出生動

向についての分析結果が示された（筆者，Yoon-JeongShin，Y-hAliceCheng（AcademiaSinica））．

また，ヨーロッパの研究者からは近年再び拡散傾向にある欧州の最新の出生動向が示され，その要因

が議論された（TomasSobotka/VID）．フランスを事例とした質的研究からは，出生行動が「個人

の選択」，「親になることへの社会的圧力」，「離・再婚による家族の複雑化」等による複雑な影響下に

あることが示された（LaurentToulemon/INED）．また，北欧諸国における近年の出生力低下に

関する報告では，メディアを通じて人々に共有されるようになったネガティブなNarrative（環境問

題，ポピュリズム政治等）が出生意欲に与える影響を実験的手法により検証する研究についての予備

的な結果が示された（TrudeLappeg�ard/UofOslo）．2日目には，オランダのNIDIを中心に昨年

から実査が始まっている家族・人口調査であるGenerationandGenderSurvey（GGS）の第二フェー

ズについての詳細（AnneH.Gauthier/NIDI）やアジアにおける進捗（StuartGietel-Basten/

HKUST），第1フェーズのGGSデータを用いた出生意欲研究（ZsoltSp�eder/HDRI）についての

報告があった．ヨーロッパと東アジアで国際比較可能な共通データをもつことは，少子高齢社会への

理解を深め，政策的対応を議論していく上で重要な意義があるものと思われる．日本についても，今

後どのような貢献ができるか検討していきたい．今回の招聘にあたり，KIHASAのYoon-Jeong

Shin研究員に感謝申し上げる． （福田節也 記）

2019年度中部地域部会

2019年度中部地域部会は，2019年12月7日（土），中京大学名古屋キャンパス（名古屋市）で開催

された．参加者は報告者を含めて7名，中部地域を基盤に調査研究を行われている先生方から多岐に

わたるテーマで報告があり，有意義な議論が交わされた．
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報告者と報告タイトルは下記の通りである．

なお，詳細については日本人口学会編『人口学研究』古今書院を参照のこと．

1．丸山洋平（札幌市立大学）「福井県高浜町の人口移動と家族形成―原発関係労働者の就業移動の

影響」

2．工藤 豪（日本大学）「地方自治体の結婚支援における特徴と課題」

3．佐々井司（国立社会保障・人口問題研究所）「外国人人口の動向と多文化共生の地域づくりに関

する一考察」

4．松田茂樹（中京大学）「アジア諸国における少子化の特徴と背景要因」

本部会では，行政担当者や大学院生を含めた若手研究者の参加も少なくない．学際的で自由な議論

ができることが本部会の特徴といえよう． （佐々井 司 記）

モロッコ王国アカデミー第46回会合

2019年12月16～17日に，モロッコの首都ラバトでモロッコ王国アカデミー第46回会合が開催された．

モロッコ王国アカデミーは，1980年に創設された，モハメッド6世国王の直属機関であり，モロッコ

における最高位の科学文化研究交流機関である．近年の年次会合では，世界の地域をテーマに2017年

はアフリカ，2018年はラテンアメリカに関して開催されており，2019年の第46回会合はアジアをテー

マとして開催された．アジアのうち，中国，インド，日本についてそれぞれセッションが行われ，

「思考の水平線としてのアジア―日本における近代化の経験」と題するセッションで，筆者は日本の

近代化と人口政策に関する講演を行った．

会合では，モロッコの日本研究者に加え，日本における名だたるイスラーム研究者である森本公誠

東大寺長老や山内昌之東京大学教授が，日本の社会改革の先鞭をつけた例として聖武天皇，徳川家康

を取り上げるなど，「近代化」というテーマにとどまらない比較文明論の展開があった．

会合の後は，モロッコの高齢者施設や保健省人口局を訪問した．モロッコの合計特殊出生率は2018

年で2.38に低下し，女性の進出と共に今後もさらに低下すると見込まれている．急激な出生率の低下

に伴い，人口高齢化のスピードも速く，65歳以上人口割合は2018年で7％と高齢化社会に突入し，今

後22年で14％になると予測されており，日本よりも早いスピードで高齢化が進行することとなる．モ

ロッコではアジアの高齢化が進む国・地域と同様，高齢の親は家族で見るのが通例であり，地域をベー

スにした高齢者ケア支援のあり方が模索されている． （林 玲子 記）

オックスフォード大学シンポジウム「総務省統計局における利用可能デー

タとリソースについて」

2020年1月9日，オックスフォード大学ナッフィールド校（Nuffieldcollege）にて，同大学社会

学部GenTimeプロジェクト，日本学術振興会ロンドンオフィス，英国経済社会研究会議（Economic

andSocialResearchCouncil）の共催によるシンポジウム「総務省統計局における利用可能データ

とリソースについて（IntroductiontoDataandResourcesAvailableatStatisticsBureauJapan）」

が開催された．筆者は翌10日より同校で開催されるワークショップに参加する予定であったことから，
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本シンポジウムを聴講する機会を得た．シンポジウムでは，独立行政法人統計センター前理事長・統

計数理研究所所長の椿広計教授によるオンサイトによる個票データ利用の紹介，同センター・白川清

美博士による匿名データの紹介に続き，お茶の水女子大学・永瀬伸子教授と首都大学東京大学院生で

日本学術振興会特別研究員の柳下実氏による公的統計の個票データを用いた研究事例が紹介された．

オックスフォード大学内外の日本研究者を中心に50名程度の参加者があり盛況であった．当日のプロ

グラムについては，以下URLを参照されたい．

https://januarysymposium.github.io/programme.html

なお，GenTimeプロジェクトでは，統計センターが提供する日本の匿名データを利用するため，

社会学部研究室内にデータセンターを開設する予定とのことである．日本の公的データには海外から

も高い関心が寄せられており，今後はオンサイトや匿名データを利用した海外研究者らによる研究も

増えていくものと思われる． （福田節也 記）

オックスフォード大学国際ワークショップ「東アジアの３世代同居世帯に

おける生活時間とライフコース移行」

2020年1月10-11日にかけて，オックスフォード大学ナッフィールド校（Nuffieldcollege）にて，

同大学社会学部GenTimeプロジェクト（研究代表者：Man-YeeKanオックスフォード大学社会学

部准教授）主催による国際ワークショップ「東アジアの3世代同居世帯における生活時間とライフコー

ス移行（TimeUseandLifeCourseTransitionsinMultigenerationalHouseholdsinEastAsia）」

が開催された．本研究所からは，筆者の他，同大学社会学部に研究滞在中の国際関係部・余田室長が

参加した．また，テーマが日本，韓国，中国（及び香港）を対象としたものであったことから，永瀬

伸子教授（お茶の水女子大学）による結婚後の親子同居に関する分析や社会生活基本調査の匿名デー

タを用いた夫婦の性別役割分業についての分析（EkaterinaHertogandMan-YeeKan）や高齢者

介護についての分析（KamilaKolpashnikovaandMan-YeeKan）など日本についての報告も多く

寄せられた．筆者と余田室長は以下のタイトルで報告を行った．

SetsuyaFukuda,ADecadeofChange?TrendsandDeterminantsofDomesticChoresamong

JapaneseFathersin2001and2010

ShoheiYoda,MultigenerationalLivingArrangementsandMaritalFertilityinJapan:A

CounterfactualApproach

なお，筆者はこのワークショップの後，1週間ほどオックスフォード大学に滞在し，GenTimeプ

ロジェクトをはじめとする同大学の研究者との共同研究について打ち合わせを行った．本ワークショッ

プでの報告とその後の研究滞在は，英国ESRC（EconomicandSocialResearchCouncil）とAHRC

（ArtsandHumanitiesResearchCouncil）とのジョイントコールによる日英研究協力グラントによ

る助成を受けた．プロジェクト代表のKan教授に感謝申し上げる． （福田節也 記）
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第24回厚生政策セミナー

「人口減少時代における地域政策の課題と今後の方向性」

国立社会保障・人口問題研究所では，研究所における様々な研究成果の社会発信や啓発活動の一環

として，毎年度1回，厚生政策セミナーを開催している．本年度は24回目を迎え，2020年1月30日

（木）に「人口減少時代における地域政策の課題と今後の方向性」と題して，日比谷コンベンション

ホール（東京都千代田区）において開催した．

セミナーは遠藤久夫所長の開会挨拶に始まり，筆者の基調講演「日本の地域別将来人口の見通し」

の後，5名の有識者からの報告が行われた．前半は，松原宏（東京大学大学院総合文化研究科 教授）

「地域産業政策のあり方と地域の未来」，五十嵐智嘉子（一般社団法人北海道総合研究調査会 理事長）

「総合戦略策定と人口動向分析」，丸山洋平（札幌市立大学デザイン学部 准教授）「地域人口指標の客

観的な解釈とは？―人口移動と居住・家族形成との関係を手掛かりにして―」の3報告，後半は，長

谷川普一（新潟市都市政策部GISセンター）「ミクロレベルの地域分析から導き出す人口減少下の土

地利用政策」，瀬田史彦（東京大学工学部都市工学科 准教授）「日本が先導する人口減少局面の地域

づくり」の2報告がそれぞれ得られた．続いて，鈴木透副所長をモデレーター，5名の有識者をパネ

リストとしてパネルディスカッションが行われた．討論では，人口減少下における地域・産業政策の

あり方や個別の成功事例がどの程度の一般性を持つかなど，多岐にわたる議論が繰り広げられた．最

後に，鈴木透副所長が閉会挨拶を述べて終了した．

5名の有識者からの報告はそれぞれに説得力を持つ興味深い内容であり，今後，国や地方自治体が

地域政策を展開していくうえで必要な，なおかつこれまでになかった視座や知見を多く発信する貴重

な機会になったと考えられる． （小池司朗 記）
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